
「第５次倉吉市あらゆる差別をなくする総合計画」

　（令和元年度事業実績・評価、平成28年度～令和元年度総合評価、令和２年度以降事業計画）

第１章 基本的な考え方

第１節　計画策定にあたって

　　１　　計画の策定趣旨

　　２　　計画の位置づけ

　　３　　計画の期間

第２章 基本的施策の推進方針

第１節　人権擁護の確立

　　１　　個人情報の保護

　　２　　人権相談の充実

　　３　　差別事象への対応

　　４　　インターネットにおける人権問題への対応

第２節　人権教育・啓発の推進

　　１　　人権教育・啓発推進組織の整備・充実

　　（１）　学習機会の提供、情報提供

　　（２）　人材養成

　　２　　就学前における人権教育・保育の推進

　　３　　学校における人権教育の推進

　　４　　社会教育における人権教育・啓発の推進

　　５　　企業等における人権啓発の推進

第３節　社会参画の推進

第４節　就労・雇用の促進

第５節　社会福祉の増進

　　（１）　地域福祉の充実

　　（２）　公的医療保険、介護保険制度の啓発

第６節　保健衛生の推進

第７節　生活環境の改善

　　（１）　住環境の整備

　　（２）　住宅の整備

第３章 人権課題８分野における施策

第１節　　部落の完全解放の実現

第２節　　障がいのある人の人権保障の実現

第３節　　男女の人権が尊重される社会の実現

第４節　　先住民族の権利回復の実現

第５節　　外国にルーツを持つ人の人権保障の実現

第６節　　子どもの人権保障の実現

第７節　　高齢者の人権保障の実現

第８節　　その他マイノリティの人権保障の実現

　　１　病気にかかわる人の人権

　　２　刑を終えて出所した人の人権

　　３　犯罪被害者等の人権

　　４　性的マイノリティの人権

　　５　拉致被害者等の人権

【評価方法について】

◎事業計画どおり実施し、期待できる。

○事業計画どおり実施したが、まあまあ期待できる。

△概ね事業計画どおり実施したが、効果を把握することが困難。または、効果が現れなかった。あまり期待できない。

- 評価できない。



番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

第２章　基本的施策の推進方針

第1節　人権擁護の確立
１　個人情報の保護
□　現状と課題

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

1 

個人情
報の保
護

情報化社会の情勢を踏まえながら、個人情報に
関する法令を遵守し、市が保有する個人情報の
保護に努めます。

総務課 個人情報保護条例
の運用

　条例の規定に基づき保有
個人情報の本人等からの開
示請求等の制度を実施し、及
び保有状況等の公表を行っ
た。
また、番号法その他法令の
規定との整合性を図るため、
条例等に所要の改正を加え
るなど、制度推進に努めた。

・条例の規定に基づき保有個
人情報の本人等からの開示請
求等の制度を実施し、及び保
有状況等の公表を行った。
・また、番号法その他法令の規
定との整合性を図るため、条例
等に所要の改正を加えるなど、
制度推進に努めた。

・条例の規定に基づき保有個
人情報の本人等からの開示請
求等の制度を実施し、及び保
有状況等の公表を行った。

・条例の規定に基づき保有個人
情報の本人等からの開示請求
等の制度を実施し、及び保有状
況等の公表を行う。番号法その
他法令の規定との調和を図りつ
つ、個人情報の保護を行う。

・条例の規定に基づき保有個
人情報の本人等からの開示請
求等の制度を実施し、及び保
有状況等の公表を行った。

○

・個人情報の保護に努め
た。

○

・倉吉市個人情報保
護条例その他の個
人情報に関する法令
を遵守し、個人情報
の保護を行った。

・条例の規定に基づき保有個人
情報の本人等からの開示請求
等の制度を実施し、及び保有状
況等の公表を行う。番号法その
他法令の規定との調和を図りつ
つ、個人情報の保護を行う。
・特に、行政事務のＩＣＴ化の進
展を踏まえながら、適宜に制度
の検討、見直し等を行う。

職員課 職員研修 　新規採用職員基礎研修、
新任係長級研修及び臨時職
員・非常勤職員研修におい
て、「行政と人権」というテー
マで人権に関する研修を実
施した。また、市単独実施の
新規採用職員研修におい
て、「人権同和教育町内学習
会」への参加についての研修
を実施した。
　地区職員人権啓発推進連
絡会を通じて町内学習会へ
の参加を呼びかけた。また、
町内学習会に参加できな
かった職員を対象に補講を
行った。
　各職場で人権問題研修会
を実施し、「障害者差別解消
法」への理解及び職員の対
応マニュアルについて、啓発
を行った。

・新規採用職員基礎研修にお
いて、「行政と人権」というテー
マで人権に関する研修を実施
した。また、市単独実施の新規
採用職員研修において、「人権
同和教育町内学習会」への参
加についての研修を実施した。
・地区職員人権啓発推進連絡
会を通じて町内学習会への参
加を呼びかけた。また、町内学
習会に参加できなかった職員
を対象に補講を行った。
(市職員の町内学習会参加率
58.6％、補講後86.3％)
・各職場において、「部落差別
の解消の推進に関する法律」
の施行を踏まえた今後の取組
と課題等をテーマとして人権問
題研修会を実施した。
(職場内人権問題研修参加率
85.8％）      

・新規採用職員基礎研修にお
いて、「行政と人権」というテー
マで人権に関する研修を実施
した。また、市単独実施の新規
採用職員研修において、「人権
同和教育町内学習会」への参
加についての研修を実施した。
・地区職員人権啓発推進連絡
会を通じて町内学習会への参
加を呼びかけた。また、町内学
習会に参加できなかった職員
を対象に補講を行った。
(市職員の町内学習会参加率
H29.58.6％、補講後
86.3％)(H30 参加率57.0％補講
後89.1％）
・各職場において、「部落差別
の解消の推進に関する法律」
の施行を踏まえた今後の取組
と課題等をテーマとして人権問
題研修会を実施した。
(職場内人権問題研修受講者　
508人） 
・安全衛生委員会委員及び各
課１名以上を対象にＬＧＢＴ研
修を実施した。     

・人権問題に関する啓発を行う
ため、次に掲げる取り組みを行
う。
(１)　職場研修の充実
　　人権問題に関する啓発を行
うため、「今具体的に、私たちの
身近で発生する差別事象に学
ぶ」等をテーマに、職場内研修
会を実施する。
(２)　町内学習会への参加　　
   市職員地区別人権啓発連絡
会を通じて職員に町内学習会の
開催を周知するとともに、参加の
呼びかけを行う。
　不参加者を対象とした研修会
を実施し、参加率の向上を図
る。
(３)　市集会、部落解放文化祭、
各種人権講座等への参加
　参加の働きかけを行う。
(４)　全職員を対象にＬＧＢＴ研修
を行う。

・新規採用職員基礎研修にお
いて、「行政と人権」というテー
マで人権に関する研修を実施
した。また、市単独実施の新規
採用職員研修において、「人権
同和教育町内学習会」への参
加についての研修を実施した。
・地区職員人権啓発推進連絡
会を通じて町内学習会への参
加を呼びかけた。また、町内学
習会に参加できなかった職員
を対象に補講を行った。
(市職員の町内学習会参加率
53.7％、補講後89.9％)
・各職場において、人権問題に
関するテーマを設定し、人権問
題研修会を実施した。教育委
員会については、職場における
ハラスメント防止に関する研修
をテーマに指定した。
(職場内人権問題研修受講者　
481人） 
・全職員を対象にＬＧＢＴ研修を
実施した。（受講者　579人）

○

・職員研修の受講、町内
学習会への参加、補講
の受講、職場内人権問
題研修会、ＬＧＢＴ研修の
実施により、人権意識が
向上した。

○

毎年度、職員研修を
受講すること、また、
町内人権学習会、市
集会等へ参加するこ
とにより、倉吉市人
材育成基本方針に
掲げる「適正な人権
意識を持ち、人権尊
重のまち倉吉の実現
及び男女共同参画
社会の形成の推進
に向けて行動できる
職員」を目指して、職
員の人権意識の向
上を図っている。

・人権問題に関する啓発を行う
ため、次に掲げる取り組みを行
う。
(１)　職場研修の充実
　　人権問題に関する啓発を行
うため、「今具体的に、私たちの
身近で発生する差別事象に学
ぶ」等をテーマに、職場内研修
会を実施する。
(２)　町内学習会への参加　　
   市職員地区別人権啓発連絡
会を通じて職員に町内学習会の
開催を周知するとともに、参加の
呼びかけを行う。
　不参加者を対象とした研修会
を実施し、参加率の向上を図
る。
(３)　市集会、部落解放文化祭、
各種人権講座等への参加
　参加の働きかけを行う。
(４)　ハラスメント防止に関する
研修を行う。

人権政策課 市職員研修 町内学習会に参加できな
かった職員を対象に補習講
習を行った。(市職員の町内
学習会参加率59.0％、補習
講習後88.2％、職場内研修
参加率76.9％）          　　　　　
・部落解放研究倉吉市集会、
人権尊重社会を実現する鳥
取県研究集会の参加を推進
し、それぞれ１00名程度が参
加した。

・人権尊重社会を実現する鳥
取県研究集会（倉吉開催）に参
加者、要員を含め市から３５０
人が出席。また、部落解放研究
倉吉市集会に１００人が参加。
・市の職場内研修、補習講習で
は「部落差別解消推進法」と
「同和地区を問い合わせる差
別事象への対応」をテーマに研
修を行う。　　　　　　　　　　　　　　

・人権尊重社会を実現する鳥
取県研究集会（鳥取市開催）に
参加者、要員（実行委員）を含
め市から２５０人（内、職員９０
人）が出席。また、部落解放研
究倉吉市集会に市職員１００人
が参加。
・市の職場内研修、補習講習で
は「部落差別解消推進法」と
「同和地区を問い合わせる差
別事象及び市内で発生した差
別発言事象等への対応」、ネッ
ト上での確信犯的差別行為を
踏まえた差別禁止法、人権侵
害救済法制定に向けた取り組
みについて研修を行った。

・2016年12月に部落差別の解消
の推進に関する法律が施行され
たことを踏まえ、職員研修の
テーマとして取り上げるととも
に、社会に存在している差別や
人権侵害の実態に深く学ぶ研修
を通して、職員の資質の向上と
地域における指導力の向上を図
る。

・人権尊重社会を実現する鳥
取県研究集会（倉吉市開催）に
参加者、要員（実行委員）を含
め市から282人（内 市職員64
人）が参加。また、部落解放研
究倉吉市集会に市職員77人が
参加した。
・市の職場内研修では、各職場
においてテーマを設定し人権問
題研修会を実施した。また、人
権町内学習会に参加できな
かった職員に補講を 行った。

○

全職員が年に複数回は
必ず人権問題に関する
研修を受講し、現状と課
題を正しく理解し市職員
としての資質向上を図る
ことにつながっている。

○

今日の部落問題を
はじめとするあらゆ
る人権課題について
の認識を深める研修
等を通じて、職員の
資質向上と、地域で
の指導的役割の向
上を図った。

社会に存在している差別や人権
侵害の実態に深く学ぶ研修を通
して、職員の資質の向上と地域
における指導力の向上を図る。

3 

戸籍等
の登録
型本人
通知制
度

本市では、平成２４（２０１２）年４月１日から住民
票の写しや戸籍謄本等を本人の代理人又は第
三者に交付したとき、交付の事実を本人に知ら
せる「登録型本人通知制度」を導入しました。全
国で導入が進められている本人通知制度は、現
在６００を超える市町村（鳥取県ほか７府県では
全市町村＜平成２７年１２月現在＞）で導入さ
れ、身元調査・犯罪の防止に効果を上げていま
す。今後、登録者の拡大に努めるとともに登録期
限の廃止など市民の側に立った制度の改正を進
めます。

市民課 登録型本人通知制
度事業

　平成28年度登録者数52名
（本庁30名、関金支所5名、エ
キパル倉吉17名）
　通知件数35件（代理人請求
3件、八士業他請求件数32
件）
　登録期間の無期限への要
綱の改正を平成28年8月1日
行った。

・平成29年度登録者数30名（本
庁28名、関金支所2名）　　　　　　
通知件数36件（代理人請求6
件、八士業他請求30件）

平成30年度登録者数24名（本
庁15名、関金支所5名、エキパ
ル倉吉4名）通知件数28件（代
理人請求6件、八士業他請求
22件）

今後とも登録者の拡大、制度の
周知に努める。

令和元年度登録者数11名（本
庁10名、関金支所1名）
通知件数24件（代理人請求11
件、八士業他請求13件）

△

登録者数が前年度の半
数以下に落ち込んでい
る。
制度を身近に感じてもら
える機会が少なかったこ
とや、周知が出来ていな
かったことが考えられる。 ○

登録期間の無期限
への要綱改正を行っ
たことにより、登録者
が更新し忘れること
なく、引き続き制度
が受けられるように
なった。

今後とも登録者の拡大、制度の
周知に努める。

　近年、全国的に八士業の個人情報不正取得が社会問題となっており、登録型「本人通知制度」の啓発を図るとともに、インターネット上に同和地区の地図が公開されるとともに、電話帳情報や写真画像情報がリンクされること
で、極めて配慮を要する情報や個人情報がネットに公開されていることから、さらに充実した個人情報保護と人権擁護・救済施策の推進が必要となっている。

□　主な施策と方向・方針

番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

2 

職員の
資質向
上

地方公務員法等に定められている守秘義務の履
行はもとより、プライバシーの保護についての認
識を深めるとともに、人権侵害につながる身元調
査・聞き合わせの現実を踏まえ、その行為の差
別性を見抜き、的確な措置と対応ができるよう資
質の向上に努めます。

1



番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

２　人権相談の充実
□　現状と課題

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

　相談業務は、職員の意識向上を図り、関係機関と連携しながら速やかな解決を図ることが求められています。
　また、人権相談窓口の周知を図ることが重要です。

□　主な施策と方向・方針

番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

1 

人権相
談体制
の充実

　人権課題８分野に関わる様々な相談に対応で
きるよう担当職員の資質向上を図り、市民が差
別事象や人権侵害に関わった場合には、速やか
にその問題点を明らかにし、課題解決に努めま
す。

人権政策
課・人権文
化センター

相談窓口の充実 　市民から相談（職場関係1
件、学校での保護者同士の
人間関係1件）があり、関係
機関と連携て対応した。（倉
人）困窮者自立支援法が施
工されその内容等を職員が
学び、相談者ひとり親世帯・
独居等社会的弱者）へ手厚
い指導ができるよう各関係機
関と連携を図った。（やまび
こ）人権課題の理解を深める
とともに、スキルアップを目指
して積極的に研修に参加し
た。また地域に出かける機会
を持ち、相談窓口を広げたこ
とで相談も増え、関係機関に
つなげて解決を図った。（は
ばたき）福吉児童センターと
協働して、来館児童生徒へ
はスマホ・Ｉｐａｄ、インターネッ
トの利用にかかわることにつ
いては指導をしてきた。幼保・
小・中・高校や関係機関へ
は、子どもたちの利用実態を
伝えて、子どもや保護者への
指導をお願いしてきた。言葉
遣いについても継続指導を
行ってきた。高齢者や地域住
民が相談しやすいセンターと
して、こちらからあいさつや話
しかけていくことに努め、些細
な相談に応じてきたことで、
大切な相談も受けて専門機
関へつなぐことが増えた。

・Ｈ２９年６月に１７９号線跨線
橋の壁に個人を名指しした落
書事象。同年７月に未来中心
で七夕の短冊に「○○を殺せ」
と書かれたものが発見される。
Ｈ３０年３月、河北中央公園トイ
レ外壁に「がいじ」の落書。
・（はばたき)高齢者の生活相談
においては、にこにこサロンを
中心に相談の有無について問
いかけと相談窓口として活用し
た。子どもの虐待、貧困、いじ
め、非行、不登校については、
福吉児童センターと協働で相
談受付や実際に解決に向けた
手立ての一端を担った。
・（さわやか）さまざまな人権課
題への理解を深めるとともに、
相談体制の充実を図るため、
職員のスキルアップを目指し
て、積極的に各種研修会に参
加した。まだまだ十分とは言え
ないが、少しずつ地域に出かけ
ることにより、些細な相談に対
しても対応してきた。

・市民からの相談には、丁寧に
対応するとともに市では対応が
難しい問題については、県の機
関などを紹介した。

・(はばたき)職員研修に積極的
に出席し、スキルアップに努め
てきた。
地区住民をはじめ、地区外住
民からも相談が増えた。

・（さわやか）さまざまな人権課
題への理解を深めるとともに、
相談体制の充実を図るため、
職員のスキルアップを目指し
て、積極的に各種研修会に参
加した。
まだまだ十分とは言えないが、
少しずつ地域に出かけることに
より、些細な相談に対しても対
応してきた。

・関係各課、機関と連携して対応
するとともに、人権政策課、人権
文化センター職員の資質向上を
図りながら、当事者の立場に
立った人権擁護活動を促進しま
す。

(はばたき)今後も引き続き、住民
の一番身近な拠り所となるよう
敷居の低い相談機関をめざし、
関係機関と連携し伴走支援に努
力をしていく。

・市民からの相談には丁寧に
対応するとともに、市での対応
が難しい案件については、国県
等の機関を紹介した。
･（市人文）様々な人権問題に
対応できるよう職員の資質向
上に努めた。
・（さわやか）さまざまな人権課
題への理解を深めるとともに、
職員のスキルアップを目指し
て、積極的に各種研修会に参
加した。
　地域に出かけ、住民とつなが
りを深めることにより、日々の
困りごとに対しても対応してき
た。また、センターだよりに「困
りごとがある時は相談ください」
をいう文章を載せた。
・(はばたき)住民から些細な相
談から経済、雇用、介護、子育
て、人権教育について等の相
談が寄せられるようになった。
昨年より件数は減少したもの
の、求められることは多様化し
てきている。
･（やまびこ）職員の資質向上が
図れた。相談を受けた際には
関係機関と連携しながら進め
た。地区住民との関係を深める
よう出かけて事業を行った。
・（あたご）地域住民の困りごと
や小さな相談ごとにおいても解
決の糸口を見出せる努力を続
けた。長年にわたる悩みごと
を、ようやく相談出来たという反
応をみて、「相談ありますか」と
正面から挑んだところで「ありま
せん」と返ってくると学んだ。セ
ンター職員の日頃の誠心誠
意、職務をこなす姿を確認し信
頼関係が築かれていく。道のり
は長いが月日を重ねてようやく
相談へ繋がる仕事だと職員が
自ら自覚が必要だ。関金地区
では、小中学校の保護者の悩
みごとを聞いたが解決したかど
うかの結果を確認していない。
また、センター内で地区社協が
学童クラブを運営しているの
で、利用児童と接することが多
く、小さな悩みごとを聞く機会が
多い。お互いを信頼して話すこ
と、解決する力を付けること等
に注意を払って、児童と向き合
う努力をしている。また相談業
務の充実のために積極的に参
加したいが、新型コロナウイル
ス感染防止のため自粛の中、
通信教育やインターネットを利
用するなど、資質向上に向け
新しい学びのスタイルを定着さ
せたい。

○

・相談者に寄り添い問題
の解決に向けて対応し
た。（評価：○）
（市人文）職員の資質向
上に努めた。（評価：○）
（さわやか）センターだよ
りで相談事業の周知を行
い、生活上の困りごと相
談に対応していった。（評
価：○）
（はばたき)相談を受け身
で待つのではなく、行事
や学習の機会を通じて、
こちらから困難さを抱え
ていることについて発見
する努力をしていくことが
必要だと感じた。（評価：
○）
･（やまびこ）職員は研修
に参加し、資質向上を図
るようにした。市民の相
談にも関係機関と連携し
ながら進めた。地区住民
との関係は悪くなない
が、固定化している。（評
価：○）
・（あたご）解決までに至
らない案件が多いため。
資質向上のための学び
の実現に至らないため。
（評価：△）

○

職員の資質向上を
図りながら相談業務
を行った。（評価：○）
（市人文）職員の資
質向上に努めた。
（評価：○）
･（さわやか）日々の
生活相談に対応して
いくことにより、他に
抱えている困りごと
につながるように
なった。（評価：○）
･(はばたき)地域住
民の抱えている課題
や、悩み、困難さに
ついて気づくことが
できる職員のスキル
アップが必要であり、
他の関係機関との連
携を深めていく必要
がある。（評価：○）
･（やまびこ）職員は
研修に参加し資質向
上を目指している
が、十分とは言えな
い。また、相談体制
についても十分と言
えない。（評価：○）
・（あたご）職員の体
制が変わり、地域と
の信頼関係が築か
れていないため、満
足のいく結果が得ら
れなかった。（評価：
△）

・関係各課、機関と連携して対応
するとともに、人権政策課、人権
文化センター職員の資質向上に
努め、当事者の問題解決に繋が
るよう相談窓口の充実を図る。
（市人文）今後も職員の資質向
上に努める。
･（はばたき)職員のスキルの向
上を図り、住民から信頼される
活動をしていくこと。相談しやす
いセンター、立ち寄りやすいセン
ター運営をしていく。
･（やまびこ）職員はさらに積極的
に研修に参加し資質の向上をめ
ざす。相談体制を整え地域の信
頼を得ると共に、地区住民に寄
り添った活動を行う。
・（あたご）日々の業務を着実に
こなして、地域住民との信頼でき
る関係づくりに力を入れる。
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令和２年度以降の事業計画

2 

人権侵
害被害
者の擁
護

　差別事象や人権侵害の対応等については、倉
吉市人権啓発検討委員会（＊）で協議を行い適
切な対応方針を確立します。また、早期解決へ
向けて専門機関との連携を図り、人権を侵害さ
れた市民が様々な問題をより気軽に相談できる
よう相談窓口を充実させ、相談者への支援に取
り組みます。
　また、人権擁護・救済の重要性を市民等へ啓
発すると同時に、国に対して部落解放・人権政策
確立要求鳥取県実行委員会や全国市長会等を
通じて、悪質な差別行為に歯止めをかけ、差別
に苦しむ人を救済する「差別禁止法」や「人権侵
害救済法」の制定を求めていきます。

人権政策課 市職員研修 Ｈ28年5月、市役所に同和地
区を問い合わせる差別事象
が発生、倉吉市人権啓発検
討員会及び企画審議会に報
告するとともに全職員に周知
した。また、部落解放・人権
政策確立要求鳥取県実行委
員会として、国に対して＜差
別禁止法及び人権侵害救済
法、部落差別の解消の推進
に関する法律の早期制定を
求める署名活動＞を取り組
み、団体署名254団体、個人
署名28,967人を集約。2016年
10月26日に金田勝年法務大
臣への要請行動を行う。長年
にわたる取り組みが部落差
別解消法の制定につながっ
た。

・Ｈ２９年９月、市内の事業所内
において、倉吉市民Ｂさんが北
栄町の被差別部落出身者Ａさ
んに対して差別発言を行い、被
害者の通報により、当事者に寄
り添って聞き取りに努め、対応
について相談しながら加害者
へ差別発言としての啓発を行
い、同じ繰り返しにならないよう
加害者及び事業所に再発防止
の指導を行った。（事実確認の
後、Ｂさんに対する訪問面談を
５回行い発言の差別性、深刻
性、問題点について啓発）
・また、事象の発生した事業所
には、職員研修の実施と同様
の事象が発生した場合、速や
かに市に報告することを要請す
る。
・部落解放・人権政策確立要求
鳥取県実行委員会として５月、
１０月に部落差別解消推進法
の具体化を求める国への要請
行動を行うとともに、５月と２月
に学習会を未来中心で開催し
た。

・部落解放・人権政策確立要求
鳥取県実行委員会として５月、
１０月に部落差別解消推進法
の具体化を求める国への要請
行動を行うとともに、５月と２月
に学習会を未来中心で開催し
た。
・１０月の国会議員への要請行
動では、ネット上に掲載された
「部落探訪」の削除を求める要
請を行った。また、県内５カ所
の同和地区が「部落探訪」に掲
載されていることから、鳥取地
方法務局長に削除要請を行っ
た。

・部落問題をはじめ人権課題８
分野に関わる各関係課と連携
し、担当職員を中心に研修会や
ケース検討会を開催するなど職
員の知識、スキルを高め、速や
かな課題解決をめざす。
・また、市民などへ差別・人権侵
害の実態や人権擁護・救済の重
要性を啓発するとともに、国に対
しては「人権侵害救済法」や「差
別禁止法」の制定を県市長会、
部落解放人権政策確立要求鳥
取県実行委員会等を通じて求め
ていく。
（とりわけ、２０１９年５月には、
山下貴司法務大臣に「部落探
訪」の削除を求める要請行動を
行うとともに要請書には加盟す
る全市町村、団体の代表者の公
印をそろえ提出することとなっ
た。）

・部落解放・人権政策確立要求
鳥取県実行委員会として5月、
10月に部落差別解消推進法の
具体化を求める国への要請行
動を行うとともに、5月と2月に
学習会を未来中心で開催した。
・5月の要請行動では、法務大
臣と面会し、ネット上に掲載さ
れた「部落探訪」の削除を求め
る要請を直接行った。

○

法務大臣に対し、ネット
上で公開されている「部
落探訪」の削除要請等を
行った。

○

・差別事象発生時に
倉吉市人権啓発検
討委員会及び企画
審議会に報告し全職
員に周知した。
・国に対して部落解
放・人権政策確立要
求鳥取県実行委員
会や市長会等を通じ
て、「差別禁止法」
「人権侵害救済法」
の制定を求めた。

・人権課題８分野に関わる各関
係課と連携し、研修会やケース
検討会を通じて職員の資質向上
と速やかな課題解決を目指す。
・市民に差別・人権侵害の実態
や人権擁護・救済の重要性を啓
発するとともに、国に対しては
「人権侵害救済法」や「差別禁止
法」の制定を県市長会、部落解
放人権政策確立要求鳥取県実
行委員会等を通じて求めていく。

３　差別事象への対応
□現状と課題

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

人権政策
課・人権文
化センター

マニュアルに基づい
た迅速で適切な対
応、及び市民への啓
発

○ ○

　平成25（2013）年には、県内でも他に類を見ない悪質な差別落書き事件や在日コリアンを誹謗中傷する差別記載封筒投棄事象が起こりました。また、平成28（2016）年には、市役所に電話で同和地区を問い合わせる事象が
発生しました。当事者団体や市民啓発団体と連携して差別事象を許さない啓発活動が重要であります。倉吉市人権侵害・差別落書対応要領に沿って倉吉市人権啓発検討委員会等で対応を協議し、市民へ啓発するとともに
当事者団体をはじめ市民団体と連携し迅速な対応が重要になっています。

□　主な施策と方向・方針
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令和２年度以降の事業計画

１

差別事
象への
対応

　差別事象は重大な人権侵害であり社会的問題
として厳しく受け止め、差別事象が発生した場合
には人権侵害を受けた人の擁護に努め、倉吉市
人権啓発検討委員会を開催し行政課題を明らか
にするとともに、「倉吉市人権侵害・差別落書き
対応要領」に基づき、事実の把握とその要因、背
景を探り、また、再発防止に向けて市民等へ情
報提供を行い、関係機関・団体と連携し啓発活
動の充実に努めます。

Ｈ28年5月に市役所に同和地
区を問い合わせる差別事象
が発生。人権啓発検討委員
会及び倉吉市企画審議会で
報告・検討し、全職員にこの
事象について周知した。ま
た、各種啓発資料や町内学
習会等で市民にも周知した。
（あたご）学習会で差別の現
実について学び、差別を許さ
ない地域づくりを行った。（倉
人）どのような文章や行動
（発言）が差別事象に当たる
のかわからない人がいるの
で学習を深めた。（さわやか）
地域住民を対象にした視察
研修会の実施、館報などで
啓発活動の充実を図りまし
た。（やまびこ）小鴨地区住民
を対象とした研修会や町内学
習会、館報、現地研修会など
であらゆる差別の啓発活動
をすすめた。（はばたき）自ら
の差別性に気づく学習と支え
合える町づくりとして学習をし
てきたが、まだまだ自分の差
別性に気づく、問題に対して
向き合える学習とはなりえて
いない。差別落書きや差別発
言への対応については、継
続して広報周知をしてきた。

・Ｈ２９年９月、市内の事業所内
において、倉吉市民Ｂさんが北
栄町の被差別部落出身者Ａさ
んに対して、公衆の面前で大き
な声で「やっぱり、部落のもん
だわい」という差別発言事象が
発生する。人権啓発検討委員
会及び倉吉市企画審議会で報
告・検討し、北栄町、三朝町、
解放同盟と連携しＢさんに対し
５回にわたり訪問面談を行う。
・また、事象について全職員に
周知した。
・(はばたき)児童生徒やエリア
の地域の住民の学習会等で現
在起こっている差別事象につ
いて話して啓発を行ってきた。
そして、差別落書きや差別発言
が発生した場合には、通報、連
絡、相談先についてお知らせを
してきた。
・（さわやか）地域住民を対象に
した視察研修会の実施、館報
などで啓発活動の充実を図り
ました。
・（あたご）館報での人権課題に
ついての周知や講演会などで
啓発を行った。

・Ｈ３０年度は差別事象は発生
しなかったが、これまで倉吉市
内で発生した差別事象等をパ
ンフレットや学習資料にまとめ
啓発活動に利用した。
・また、同和教育町内学習会で
は高城地区や社地区で全町内
が部落問題をテーマに学習す
るなど多くの町内で差別事象に
学ぶ学習会が開催された。

・(はばたき）社地区町内学習会
をはじめ、現地研修会等で部
落差別解消法の周知と差別の
現状と実態を紹介しながら啓発
をした。

・（さわやか）地域住民を対象に
した視察研修会の実施、:現地
研修会の受け入れ対応、館報
などにより啓発活動の充実を
図った。また、高城地区同和教
育町内学習会では、センターが
中心となり「部落差別解消推進
法」の学習をとおして、現在も
残っている差別の状況や、見え
にくくなっている差別事象など
を学ぶ学習会となった。

・（あたご）関金地区では、前町
内が「共通テーマ」を学び、「学
習テーマ」として4つのうち一つ
を選択し学ぶ仕組み作りをして
いる。4つのテーマの振り返りを
行い、成果と課題を集約して、
次年度の取り組みに役立てて
いる。上小鴨地区は、前町内が
共通テーマに沿って学んだ。出
席率は、１００％を超える町内
もあり全体では７０％弱だった。

・関係機関・団体と連携して差別
事象の背景、原因、問題点等の
分析を行いながら、市民に対し
て差別を許さない地域づくりに向
けた啓発活動を推進する。

・（倉人）地域住民を対象にセン
ターだより等で、現在の差別の
実態を知らせる。「部落差別解
消推進法」について学習を深め
る。

・(はばたき)地区児童生徒や地
区住民の（人権）学習会、その他
行事等、折に触れ、人権侵害防
止のため注意啓発をしていく。ま
た、地域で差別落書きや差別発
言が発生した場合の通報・連
絡・相談先についても周知して
いく。自らの振り返りと支え合え
る人間関係づくりを目指した学
習を継続する。

・（さわやか）センターだよりで、
「差別事象を発見した、起こった
という場合は、速やかに通報・連
絡・相談をする」よう掲載し周知
する。

・（やまびこ）地域住民を対象とし
た研修会、町内学習会、館報や
視察研修の受入時における啓
発活動を推進する。

・（あたご）地域住民を対象にし
た学習会や館報などで啓発活動
の充実を図る。

・10月に市役所に同和地区を
問い合わせる事象が発生。1月
に市内ＡＴＭ前で部落差別発言
事象が発生。倉吉市企画審議
会で報告・検討し、全職員にこ
の事象について周知した。ま
た、各種啓発資料や町内学習
会等で市民に周知した。
・（市人文）近年発生している差
別事象について、成徳地区や
上灘地区の町内学習会でテー
マに取り上げ参加者に啓発し
た。
・（さわやか）現地研修会等で、
最近の部落差別の現状や問題
点・背景について説明し啓発を
図った。また、センターだよりで
毎月、「差別事象を発見した、
起こったという場合は、速やか
に通報・連絡・相談をする」よう
掲載した。
・（はばたき）児童・生徒の地区
学習会、住民の人権学習や行
事の際に人権侵害の防止や差
別の現状にも触れ、差別落書
きを発見したときの対処、相談
先等を周知してきた。
・(やまびこ）地域住民を対象と
した研修会や町内学習会、館
報や視察研修時など機会があ
る度に啓発に努めた。また、新
たな差別事象についても機関
内で周知することができた。
・（あたご）館報や現地研修会を
とおして過去に発生した差別事
象や近年の差別事象を例に、
再発防止に努めるとともに、何
が差別にあたるのかを学んだ。
また、センター職員間で差別事
象の相談体制を再確認し、速
やかに所属課長に報告する
等、連携経路を再確認した。

・同和地区の問合せと差
別発言事象が発生した
が、人権啓発検討委員
会は開催せず。その他マ
ニュアルに基づき対応し
た。（評価：○）
・（市人文）成徳地区と上
灘地区のすべての町内
学習会に職員が出席し
た。（評価：○）
・（さわやか）毎月のセン
ターだよりに「差別事象を
発見した、起こったという
場合は、速やかに通報・
連絡・相談をする」を載
せ、住民に周知できた。
（評価：○）
・(はばたき）学校の人権
学習の内容や住民の町
内学習についての相談
が増加してきた。（評価：
○）
・（やまびこ）啓発活動や
職員間での周知ができ
た。（やまびこ）啓発活動
や職員間での周知がで
きた。（評価：○）
・（あたご）センター職員
間の差別事象対応の共
有を、頻繫に行わなかっ
た。（評価：△）

・差別事象が発生し
た場合、倉吉市人権
侵害・差別落書対応
要領に基づき対応し
た。また、地元関係
機関や当事者団体と
連携して啓発活動に
取り組んだ。（評価：
○）
（市人文）近年は成
徳地区と上灘地区の
すべての町内学習
会に職員が出席し
た。（評価：○）
（さわやか）機会ある
ごとに、差別の現状
について啓発してい
る。（評価：○）
(はばたき）部落差別
解消法についての周
知がまだまだ十分と
は言えない。学校や
PTAへ法律を周知し
ていく必要があると
考えている。（評価：
○）
（やまびこ）地域に根
付いた啓発活動を行
うことができた。ま
た、関係機関と連携
した対応ができた。
（評価：○）
・（あたご）差別事象
について（二次被
害）、直接所属課長
に連絡したことが
あったが、その後ど
のような対応がなさ
れたかを確認しな
かった。（評価：△）

・関係機関・団体と連携して差別
事象の背景、原因、問題点等の
分析を行いながら、市民に対し
て差別を許さない地域づくりに向
けた啓発活動を推進する。
・（市人文）令和元年度に発生し
た若い女性による同和地区を問
い合わせる差別事象、市内ＡＴ
Ｍでの差別発言事象、インター
ネットを使った確信犯的差別行
為などを中心に、センターだより
での広報活動や各地区での町
内学習会で積極的に取り上げ啓
発していく。
・（さわやか）町内学習会等地域
住民対象の研修、小学校・中学
校地区学習会、現地研修等で積
極的に啓発を図る。また、セン
ターだよりで差別の実態や問題
点等を地域住民に知らせる。
・(はばたき)職員が人権教育の
推進者としての自覚を持って、
知識の習得に努め啓発発信す
る力を着け、啓発活動の充実を
図る。自らを振り返りつつ、支え
合える人間関係づくりを目指した
学習を推進する。
・（やまびこ）啓発活動を一層充
実させると共に、関係機関や団
体と連携し再発防止に向けた取
り組みを行う。
・（あたご）地域住民を対象にし
た学習会や館報などで啓発活動
の充実を図る。また、差別事象
を確認した場合、早急な対応と
再発防止に努める。

3



番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

人権政策課 人権啓発 Ｈ28年5月に市役所に同和地
区を問い合わせる差別事象
が発生。人権啓発検討委員
会及び倉吉市企画審議会で
報告・検討し、全職員にこの
事象について周知した。ま
た、各種啓発資料や町内学
習会等で市民にも周知した。

・Ｈ２９年９月、市内の事業所内
において、差別発言事象が発
生。人権啓発検討員会及び倉
吉市企画審議会で報告・検討
し対応した。
・また、全職員にこの事象につ
いて周知した。

・Ｈ３０年度は差別事象は発生
しなかったため、人権啓発検討
委員会は開催せず。

・差別事象が発生した場合、倉
吉市人権啓発検討委員会を開
催し行政課題を明らかにすると
ともに、再発防止に向けて市民
等へ情報提供を行い、関係機
関・団体と連携し啓発活動を行
います。

市役所に同和地区を問い合わ
せる事象と市内ＡＴＭ前で部落
差別発言事象が発生し、全職
員にこの事象について周知し
た。また、各種啓発資料や町内
学習会等で市民に周知した。 ○

差別事象が2件発生し、
この事象についての周知
と啓発を行った。

○

差別事象が発生した
場合、市職員及び市
民に周知し啓発を
行った。

差別事象が発生した場合、再発
防止に向けて市民等へ情報提
供を行い、関係機関・団体と連
携し啓発活動を行う。

2 

当該地
域におけ
る住民学
習

  当該地域の人権（同和）教育推進団体と連携を
図り、当該地域の住民が住民運動として差別を
許さない地域づくりを進められるよう学習を支援
します。　

人権政策課 住民学習 Ｈ28年5月に市役所に同和地
区を問い合わせる差別事象
が発生。各種啓発資料や町
内学習会等で市民にも周知
した。

・Ｈ２９年９月の差別発言事象
を各種研修会や町内学習会で
市民に周知した。

・Ｈ２７年、Ｈ２９年に発生した差
別事象等を市民に周知した。

・差別事象が発生した場合、当
該地域の人権（同和）教育推進
団体をはじめ関係機関と連携
し、あらゆる差別を許さない地域
づくりをめざして地域住民の学
習活動や同和教育町内学習会
で差別事象を取り上げるなど、
住民学習の充実を図ります。

今年度発生した差別事象等を
各種研修会や町内学習会で市
民に周知した。

○

差別事象の問題点を明
らかにするとともに、市民
に積極的に周知した。

○

発生した差別事象に
ついて、各種研修会
や町内学習会等で
市民に周知した。

・差別事象が発生した場合、当
該地域の人権（同和）教育推進
団体をはじめ関係機関と連携
し、あらゆる差別を許さない地域
づくりをめざして地域住民の学
習活動や同和教育町内学習会
で差別事象を取り上げるなど、
住民学習の充実を図る。

４　インターネットにおける人権問題への対応
□現状と課題

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

1 

インター
ネット上
での人権
侵害行
為への
対応

　インターネットに接続する端末の特性とその影
響、他人のプライバシーや名誉毀損、情報の収
集や発信に関する個人の責任や情報モラルにつ
いて、判断する力を育成する学習機会の提供及
び啓発の充実、モニタリング事業の実施に努め
ます。
　また、明らかに差別や人権侵害であると判明し
た場合は、法務省人権擁護機関、県や他の市町
村と連携し、プロバイダー・管理者等関係者に削
除を要請するとともに法規制を求めるなど被害の
拡大防止に努めます。

人権政策課 人権啓発 極めて配慮を要する同和地
区の地図がネットに公開され
ている問題や電話帳情報、
写真画像情報がリンクされる
ことで多くの個人情報がネッ
ト上に危険な状態で放置され
ていることを町内学習会等を
通じて広く市民に積極的に啓
発した。

・極めて配慮を要する同和地区
の地図がネットに公開されてい
る問題や電話帳情報、写真画
像情報がリンクされることで多く
の個人情報がネット上に危険
な状態で放置されていることを
町内学習会や啓発パンフレット
等を通じて広く市民に積極的に
啓発した。

・鳥取県同和対策推進協議会
主催のネットモニタリング研修
会に職員が参加した。
・また、市民に極めて配慮を要
する同和地区の地図がネット上
に公開されている問題や電話
帳情報、写真画像情報がリンク
されることで多くの個人情報が
ネット上に危険な状態で放置さ
れていることを町内学習会や啓
発パンフレット等を通じて広く市
民に積極的に啓発した。

・関係各課、関係機関と連携し、
ネット上に公開されている人権
侵害行為等の削除要請、啓発
活動の推進及び法制定につい
ての取り組みを推進する。
・また、鳥取県同和対策推進協
議会主催のモニタリング研修に
職員を積極的に派遣する。

・極めて配慮を要する同和地区
の地図がネット上に公開されて
いる問題や電話帳情報、写真
画像情報がリンクされることで
多くの個人情報がネット上に危
険な状態で放置されていること
を、町内学習会や啓発パンフ
レット等を通じて広く市民に啓
発した。
・鳥取県同和対策推進協議会
主催のネットモニタリング研修
会に職員が参加した。
・部落解放・人権政策確立要求
鳥取県実行委員会(会長　石田
市長)として、法務大臣に部落
差別を助長するウェブサイト
「部落探訪」の削除要請を行っ
た。

○

・町内学習会等を通じて
広く市民に啓発した。
・ネットモニタリング研修
会に職員が参加した。

○

・ネット上の人権侵
害について、町内学
習会等を通じて広く
市民に啓発した。
・ネット上の人権侵
害に対応する法制度
の確立に向けて国へ
の要望活動を行っ
た。

・関係各課、関係機関と連携し、
ネット上に公開されている人権
侵害行為等の削除要請、啓発
活動の推進及び法制定につい
ての取り組みを推進する。
・鳥取県同和対策推進協議会主
催のネットモニタリング研修会に
職員を派遣する。

学校教育課 年間指導計画に基づ
く情報モラル教育の
推進

児童生徒の発達段階に応じ
て、身の回りにある多種多様
な情報の中から、必要とする
価値ある情報を収集し、情報
の働きや意味を考えて適切
に行動できるよう学習を積み
上げた。また、情報モラルに
関する内容を保護者講演会
や教育を考える会等で行い、
保護者、地域の方と連携を
図った。

・情報モラル教育を行うに当た
り、教員が、インターネットの世
界で起きていることを把握し、
児童生徒が将来、インターネッ
ト上の問題に直面しないよう
に、また、直面しても児童生徒
が心身に大きな傷を受けること
なく対応できることを念頭に指
導を行った。
・保護者に対しては、児童生徒
に守るべきルール、マナー、危
険から身を守るための注意事
項などを教える必要があること
を保護者に理解してもらうため
に講習会等を開催した。

・各学校において道徳や学級
活動、各教科等での情報モラ
ルの学習や専門家からの講演
会を実施し、情報社会で適正な
活動を行うための基になる考え
方と態度の育成を図った。

・保護者に対しては、児童生徒
に守るべきルール、マナー、危
険から身を守るための注意事
項などを教える必要があること
を保護者に理解してもらうため
に研修会等を開催した。

・発達段階に合わせた系統的な
情報モラルの指導計画の策定
し、より具体的な指導を行ってい
く。

・学校・家庭・地域が連携して、
PTA主催の講演会、地域の家庭
教育講座や教育委員会主催の
研修会などの場を設定して、定
期的に、情報モラルの専門家か
ら最新情報を得るための講演会
や携帯電話端末等に関する研
修会を実施する。

・発達段階に合わせた系統的
な情報モラルの指導計画を策
定した。

・倉吉市初等教育研究会が中
心となり、倉吉市内全小学校で
「インターネットサービスとゲー
ム機利用のアンケート」を実
施。各小学校の個別の課題を
掘り起こし、職員研修・PTA研
修・情報モラル学習を実施。情
報モラルの専門家から指導を
受けた学校もある。

・入学説明会において、ゲーム
アプリのレーティングとキッズ
YouTubeの使用について啓発
を行った。

○

・情報モラル指導計画の
策定を行うことができた。

・各小学校ごとの課題に
対応した研修会を行うこ
とができた。

○

・児童生徒の実態に
合わせた学習や保
護者対象の研修会
を計画し、専門家の
指導も受けながら実
施することができた。

・発達段階に合わせた系統的な
情報モラルの指導計画の実践を
図り、改善を行っていく。

・携帯電話端末等に関する最新
情報や利用に関する注意事項
等についての研修会を専門家を
活用しながら、学校・家庭・地域
が連携して行っていく。

生涯学習課 インターネット等を利
用した情報を正しく理
解し、使用するため
の学習活動

　青少年育成協議会では、
「家庭・地域でのペアレンタル
コントロール」啓発活動を子
どもや保護者が多く集まる打
吹まつり会場に出かけ行っ
た。
　「インターネットとの正しい
付き合い方」について、一般
市民を対象として研修会を実
施した。

・青少年育成協議会では、「家
庭・地域でのペアレンタルコント
ロール」啓発街頭活動を子ども
や保護者等多くの人が集まる
打吹まつり会場において行っ
た。
・また、各地区協議会におい
て、行事等の機会を通じて啓発
を行った。

・青少年育成協議会では、子ど
もや保護者等多くの人が集まる
打吹まつり会場において「家
庭・地域でのペアレンタルコント
ロール」啓発街頭活動を行っ
た。

社会教育団体等を通じて各種研
修会を実施する。

・青少年育成協議会では、「家
庭・地域でのペアレンタルコント
ロール」啓発街頭活動を子ども
や保護者等多くの人が集まる
打吹まつり会場において行った
ほか、「ネット社会を生きる子ど
もたち」について共催で研修会
を実施した。

○

多くの人が集まる機会に
広く啓発を行うことができ
た。研修会では、子ども
たちを取り巻くネット社会
の状況や大人としてのあ
り方について学ぶことが
できた。 ○

「家庭・地域でのペア
レンタルコントロー
ル」啓発活動を毎年
継続していることで
広く周知ができてい
る。また定期的に研
修を行うことで、保護
者や地域の方が情
報モラルについて学
ぶ機会になってい
る。

社会教育団体等を通じて各種研
修会を実施する。

　情報化社会の進展により、今日では様々な情報を携帯電話やパソコンなどによるインターネットから入手が可能となっています。しかし、匿名性が一つの要因になって、倫理観の欠如した無責任な情報発信や差別及び差別
助長行為、プライバシーの侵害などがあることから深刻な人権問題になっています。
　また、子どもたちも家庭でのインターネットの普及や携帯電話所持の低年齢化に伴い、大人の目の届かないところで情報を受発信することが増える傾向にあります。学校や家庭、地域を含めた社会全体で子どもたちがイン
ターネット等の使用によって、人権問題の被害者にも加害者にもならないようにするため情報モラル教育の推進が必要です。

□　主な施策と方向・方針

番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

2 

情報モラ
ル教育
の推進

インターネットに接続する端末の利用による青少
年のトラブルや被害の増加が問題となっていま
す。情報化社会における正しい判断や望ましい
態度を育てるためには、保護者がインターネット
の特徴を理解し、適切に利用を管理し、活用する
能力の習得の促進に努めることが大切です。学
校教育では情報モラル教育を推進していくととも
に、家庭・地域・学校・関係機関等との連携を図り
ながら、情報モラルを身に付けるための啓発活
動を行い防止に努めます。

4
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項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
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H28～
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H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

第２節　人権教育・啓発の推進
１　人権教育・啓発推進組織の整備・充実
□　現状と課題

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

1 

学習機
会の提
供、情報
提供

　同和問題の解決を図る取組みをあらゆる人権
問題の解決につなげていくという発展的な視点に
立ち、部落解放研究倉吉市集会・倉吉市部落解
放文化祭をはじめ、人権のために学ぶ同和教育
講座、同和教育町内学習会、認定こども園・保育
所、学校での人権教育研修会、企業内研修会等
が実施されています。今後は、様々な当事者と市
民との交流活動や体験参画型学習などの新しい
学習手法を取り入れ、市民一人ひとりの意識が
変わり、地域や職場が変わっていくことができる
よう、市民のニーズに対応した学習プログラムを
作成するなど学習方法、内容の工夫、改善に努
めるとともに、学習機会の充実を図ります。
　また、市の広報紙やホームページ等を活用した
広報・啓発活動を行い情報提供に努めます。

部落解放研究倉吉
市集会開催事業　　　　
部落解放文化祭開
催事業　　　　　　　　　
人権のために学ぶ同
和教育講座開催事
業　　　　　　　　　　　　
同和教育推進員設
置事業

　１９７０年（昭和４５）に倉吉市同和教育研究会が発足して以来、同和問題の解消をめざして行政の責務として認定こども園、幼稚園、保育所、学校、地区公民館、運動体、企業等で同和教育が推進されてきました。今日では、
同和問題を自らの人権課題として捉え、すべての人々に保障された「基本的人権」について理解が深められ、人権課題８分野の解消も視野にしてすべての人々の人権保障に向けて人権啓発が推進されています。
　今後は、市民一人一人が自らの課題としてあらゆる人権課題の解消に向けて具体的な行動化が求められています。また、指導者の育成を念頭にして、市民の学習機会と情報提供に努めるとともに、市職員及び教職員等の
職員研修会を充実し、人権啓発の担い手としてその役割を果たすことが重要です。

□　主な施策と方向・方針

番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

人権政策課 （部落解放研究第44回倉吉
市集会）
　・市民団体等により実行委
員会を設置し、市民主体によ
る運営を行った。全体会で
は、落語家　露の新治さんを
お招きし「新ちゃんのお笑い
人権高座」というテーマで講
演会を開催しました。自分自
身の部落問題との出会いや
様々な立場の人々との出会
いの中で、自らを振り返り、
人権の大切さを学び、笑いを
通して人権の大切さを訴える
ことをライフワークとして取り
組んでいることが語られまし
た。笑いの中に涙ありの内容
で参加者にも大変好評でし
た。午後は７分科会で、人権
課題７分野の解消に向けて
討議を深めた。（参加者841
人）
（第42回倉吉市部落解放文
化祭　参加者延べ人数484
人）
　・実践発表では、地蔵院住
職九鬼さんによる「関金町で
発見された差別戒名墓石」を
テーマにお話がありました。
また、部落解放同盟倉吉市
協議会女性部によるボテ茶
サービズがありました。講演
会は、徳島県の阿波でこ箱ま
わし保存会の辻本一英さん
をお招きし「福を運んだでこま
し」という演題で開催しまし
た。でこまわしは、江戸時代
から続く伝統的祝福芸で神に
使いとして被差別部落が担っ
てきたことが語られました。
2016年度は、鳥取中部地震
のため児童生徒等による作
品展示は中止となりました。　　
人権のために学ぶ同和教育
講座では、基本的人権、子ど
もの人権、部落問題、病気の
ある人の人権等について計6
回の講座を開催し459人の参
加者があった。そして、様々
な人権課題をテーマに同和
教育町内学習会は、昨年
5030人の参加でした。　　　　　
・人権絵本作成委員会を設
置し、人権絵本「みんなにや
さしい七つのやくそく」を作
成・配付した。
・人権啓発街頭広報活動を
部落解放月間（８月）及び人
権週間（12月）において、関
係機関・団体等に参加いただ
いて実施した。
・小学生を対象とした「人権の
花運動」は、人権擁護委員と
連携し、灘手、上灘、上小
鴨、上北条の４校で実施し
た。

（部落解放研究第４５回倉吉市
集会）　　・市民団体等による実
行委員会を設置し、市民主体
による運営を行った。今回は１
１月の開催で鳥取県中部地震
発生から１年となることから、
「災害と人権」を統一テーマとし
て開催した。
全体会では避難所、ボランティ
ア、障がいのある人、外国人な
ど様々な立場から問題提起が
行われた。また、午後の分科会
は７つの分科会で議論が深め
られた。（参加者６６７人）　　　　　
（第４３回倉吉市部落解放文化
祭）　　　　・オープニングは社
会福祉法人希望の家「希望太
鼓」　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・実践発表は倉吉市障がい者
自立支援協議会による高等学
校での啓発活動
・講演会は京都穀雨企画室代
表渡辺毅さんによる「被差別民
衆が担ってきた京都の歴史と
文化」　　　　　　　　　　　　　　　　
・作品展示出品団体８４団体　　　
・作品展示来場者数１４５０人　　
・ボテ茶サービス２００人、　　　　
・実践発表来場者数２３０人　　　
（人権のために学ぶ同和教育
講座）　　　・病気にかかわる人
の人権（ハンセン病）、同和問
題（部落差別解消法制定の意
義と今後の取組）、女性の人権
（性暴力）の計３回の講座を開
催し、合計２３０人が参加した。　
・同和教育町内学習会参加者
５３８４人
・人権絵本作成委員会「あなた
ならどうする？」を作成、配付。　
・人権啓発街頭広報活動を部
落解放月間（８月）及び人権週
間（12月）において、関係機関・
団体等に参加いただいて実施
した。
・小学生を対象とした「人権の
花運動」は、人権擁護委員と連
携し、明倫、西郷、社、成徳の４
校で実施した。

（部落解放研究第４６回倉吉市
集会）　　　・市民団体等による
実行委員会を設置し、市民主
体による運営を行った。全体会
は近畿大学教授の北口末広教
授の講演、午後からは部落問
題をはじめ６つの分科会で開催
した。（参加者６９６人）

（第４４回倉吉市部落解放文化
祭）　　　　　・オープニングは倉
吉北高の合唱。　　　　　　　　　　
・実践発表： 「倉吉市同和問題
企業連絡会」結成25年の歩み
に学ぶ
・講演会：演題　明治６年筑前
竹槍一揆の歴史に学ぶ　　講
師　井上　法久さん（公益社団
法人福岡県人権研究所理事）　　
・作品展示出品団体８４団体　　　
・作品展示来場者数３１２８人　　
・ボテ茶サービス２００人、　　　　
・実践発表来場者数２７２人

（人権のために学ぶ同和教育
講座）　
・障害のある人の人権、子ども
の人権、同和問題、女性の人
権の計４回の講座を開催し、合
計３０９人が参加した。

（その他）
・同和教育町内学習会参加者
４７７８人
・人権絵本作成委員会「ことば
モンスターのぼうけん」を作成、
配付。　　　　　　　　　　　　　・人
権啓発街頭広報活動を部落解
放月間（７月、８月）及び人権週
間（12月）において、関係機関・
団体等に参加いただいて実施
した。
・小学生を対象とした「人権の
花運動」は、人権擁護委員と連
携し市内４校で実施した。

・市集会及び文化祭は、市民主
体の実行委員会において、部落
問題をはじめ様々な人権問題を
テーマに取り上げ、地域の歴史
や文化を掘り起こし、継続した学
習機会の提供と実践交流に努
める。
・人権のために学ぶ同和教育講
座は、様々な人権課題をテーマ
に開催する。
・同和教育推進員研修会は、年
間を通じて地域での人権教育の
推進や同和教育町内学習会に
おける指導助言が行えるよう、
内容の充実を図る。

（部落解放研究第４７回倉吉市
集会）  ・市民団体等による実
行委員会を設置し、市民主体
による運営を行った。全体会は
松茂町松茂中学校教諭の森口
健司さんの講演、午後は部落
問題をはじめ６つの分科会を開
催した。（参加者667人）

（第45回倉吉市部落解放文化
祭）　オープニングは中部少年
少女合唱団MIRAIの合唱。　　　　
・実践発表： 「中部地区同和教
育研究会の活動と全国高校生
集会で学んだこと」
・講演会：演題　「改めて、部落
史を学び直す～近代医学の基
礎を築いた人々～」　講師　外
川正明さん（前公立鳥取環境
大学教授）　　　　　　　　　　　　　　
・作品展示出品団体８４団体　　　
・作品展示来場者数1,945人　　　
・ボテ茶サービス200人　　　　　　
・実践発表来場者数257人

（人権のために学ぶ同和教育
講座）　
・同和問題、性的マイノリティの
人権、ハンセン病、精神障がい
がある人の人権の計４回の講
座を開催し、合計４５６人が参
加した。

（その他）
・同和教育町内学習会参加者
4,958人
・人権絵本作成委員会で「かさ
のこえ」を作成、配付。　　　　　　
・人権啓発街頭広報活動を部
落解放月間（７月、８月）及び人
権週間（12月）において、関係
機関・団体等に参加いただき実
施した。
・小学生を対象とした「人権の
花運動」は、人権擁護委員と連
携し市内４校で実施した。

○

・市集会は参加者が前年
比-29人、アンケート結果
の満足度は全体会が-
0.1％、分科会が+6.7％
だった。

・解放文化祭は実践発表
の参加者が前年比-15
人、アンケート結果は分
かりやすかったが-
2.3％、難しかったが
+4.3％だった。

・同和教育町内学習会は
前年度より参加者約200
人増加、人権のために学
ぶ同和教育講座は約150
人増加している。

（市人文）人権絵本は、
物を大切にし人を大切に
することをテーマにした。
（評価:◎）

○

参加者は年によって
増減はあるが、市民
全体の人権に関する
講座や研修会は一
定数の参加者があ
る。

（市人文）人権絵本
は２００２年から倉吉
市人権絵本作成委
員会が独自に様々
な人権問題絵をテー
マに作成してきた。
（評価:◎）

・市集会及び解放文化祭は、市
民主体の実行委員会において、
部落問題をはじめ様々な人権問
題をテーマに取り上げ、地域の
歴史や文化を掘り起こし、継続し
た学習機会の提供と実践交流に
努める。

・人権のために学ぶ同和教育講
座は、様々な人権課題をテーマ
に開催する。

・同和教育推進員研修会は、年
間を通じて地域での人権教育の
推進や同和教育町内学習会に
おける指導助言が行えるよう、
内容の充実を図る。

（市人文）今後も継続して人権絵
本を作成していく。
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人権政策課 同和教育推進員設
置事業

  各地区から推薦された同和
教育推進員246人を委嘱。年
２回の研修会を開催し、推進
員としての役割、町内学習会
の必要性、同和問題と自分と
のかかわり等について研修し
た。（研修会２回、延べ参加
者数107人）また、くらよし男
女共同参画推進スタッフ会
（27人）も年間6回の研修会を
開催した。　　・女性人材の養
成としては、パワーアップ講
座、女性塾等を実施した。
・関係団体との連携のもと、
県外で開催される研修会、研
究集会等に関係者を派遣し
た。
・毎年８月に開催されている、
人権尊重社会を実現する鳥
取県研究集会の参加を推進
し、183名が参加（派遣）した。

・各地区から推薦された同和教
育推進員250人を委嘱。年２回
の研修会を開催し、推進員とし
ての役割、町内学習会の必要
性、同和問題と自分とのかか
わり等について研修した。（研
修会２回、延べ参加者数170
人）
・また、くらよし男女共同参画推
進スタッフ会（27人）も年間7回
の研修会を開催した。
・女性人材の養成としては、パ
ワーアップ講座、女性塾等を実
施した。
・関係団体との連携のもと、県
外で開催される研修会、研究
集会等に関係者を派遣した。
・毎年８月開催の人権尊重社
会を実現する鳥取県研究集会
に全市で350人が参加した。

・各地区から推薦された同和教
育推進員250人を委嘱。年２回
の研修会を開催し、推進員とし
ての役割、町内学習会の必要
性、同和問題と自分とのかか
わり等について研修した。（研
修会２回、延べ参加者数194
人）
・また、くらよし男女共同参画推
進スタッフ会（２８人）も年間９回
の研修会を開催し、男女共同
参画推進カルタを作成した。
・女性人材の養成としては、パ
ワーアップ講座、女性塾等を実
施した。
・関係団体との連携のもと、県
外で開催される研修会、研究
集会等に関係者を派遣した。
・毎年８月開催の人権尊重社
会を実現する鳥取県研究集会
に全市で350人が参加した。

・具体的な人権課題や地域課題
を提示しながら、誰もが安心・安
全で人と人との絆を深め、支え
合って暮らせるまちづくりに向け
て、年間を通じて役割を果たされ
るよう継続した学習機会を提供
していく。

・各地区から推薦された同和教
育推進員250人を委嘱。年２回
の研修会を開催し、推進員とし
ての役割、町内学習会の必要
性、同和問題と自分とのかか
わり等について研修した。（研
修会２回、延べ参加者数17９
人）

・関係団体との連携のもと、県
外で開催される研修会、研究
集会等に関係者を派遣した。
・毎年８月開催の人権尊重社
会を実現する鳥取県研究集会
に全市で282人が参加した。

○

同和教育推進員研修会
及び同和教育講座等の
参加により、推進員の役
割、学習の重要性を研修
した。

○

参加者は年によって
増減はあるが、市民
全体の人権に関する
講座や研修会は一
定数の参加者があ
り、各自治公民館か
ら推薦された同和教
育推進員が町内学
習会の推進、充実に
向け努力した。

・同和教育推進員研修会は、年
間を通じて地域での人権教育の
推進や同和教育町内学習会に
おける指導助言が行えるよう、
内容の充実を図る。

学校教育課 （参加型学習の推進
と指導者の育成）

人権課題を自分との関わりで
捉えられる児童生徒が育って
きた。　しかし、人権を尊重す
る行動に結びついていないこ
とが課題として上がってい
る。

・人権教育主任者会に県教育
委員会人権教育課指導主事を
招き、「参加型」学習の研修会
を行ったり、久米中校区が取り
組む「ホワイトボードミーティン
グ」の手法を用いた人権教育
の取り組みを紹介したりするな
ど、参加型・課題解決型の授業
をとおして、人権問題に課題意
識をもって取り組む児童生徒の
育成に取り組んだ。

・人権教育主任者会に県教育
委員会人権教育課指導主事を
招き、「参加型」学習の研修会
を行ったり、久米中校区が取り
組む「ホワイトボードミーティン
グ」の手法を用いた人権教育
の取り組みを紹介したり,特別
活動における話し合い活動を
重視した仲間作りの手法を研
究・公開するなど、参加型・課
題解決型の授業をとおして、人
権問題に課題意識をもって取り
組む児童生徒の育成に取り組
んだ。

・人権教育主任者会で人権教育
の年間指導計画を研修テーマに
とりあげ、年間指導計画の中に
「協力・参加・体験｣を重視した授
業づくりを盛り込み、様々な人権
問題に自ら課題意識をもって取
り組む児童・生徒の育成をめざ
す。

・人権教育主任者会に県教育
委員会人権教育課指導主事を
招き、県が目指す人権教育の
確認と年間指導計画の見直し
を行った。また、久米中学校
区、河北中学校区の仲間づくり
の手法を紹介し、様々な人権
問題に課題意識をもって取り組
む児童・生徒の育成に取り組ん
だ。

○

・講義や校区の取り組み
の紹介、協議をとおし
て、参加型学習への理解
を深めることができ、各
子での実践につながって
いる。

○

・年間計画の見直し
や各校での取り組み
の紹介、主任者同士
の協議をとおして、
課題意識をもって取
り組む児童・生徒の
育成するための知識
や技能の習得につな
がっている。

・人権主任者会において人権教
育の基本原理としての「協力・参
加・体験」を中核に置くことの理
解を深め、年間指導計画に確実
に位置付けられるよう、講義や
協議を深めていく。

福祉課 障がい者虐待防止 ・県主催の虐待防止研修会
に市もスタッフとして参加、事
業所職員に向けて参加型研
修を実施、参加職員の質の
向上を図った。
・部落解放倉吉市集会「障が
いのある人の人権」分科会で
障害者差別解消法をテーマ
に研修し、理解を深めた。

・県主催の虐待防止研修会に
市もスタッフとして参加し、事業
所職員に向けて参加型研修を
実施、参加職員の質の向上を
図った。
・部落解放倉吉市集会におけ
る分科会において、鳥取中部
地震時の要援護者支援から見
えた課題について研修し、障が
いがある人への理解を深め、
地域福祉に対する意識の向上
を図った。

・県主催の虐待防止研修会に
市も講師として参加し、事業所
職員に向けて参加型研修を実
施、参加職員の質の向上を
図った。
・部落解放倉吉市集会におけ
る分科会において、障がいの
ある人人権をテーマに、障がい
者雇用の現状・課題について
意見交換を行い、障がいがあ
る人への理解を深め、地域福
祉に対する意識の向上を図っ
た。

・福祉サービス事業所の連絡会
等で、障がい者虐待に係る適正
な対応について周知を図る。
・県と共同で行う、障がい福祉
サービス事業所実地指導におい
て、各事業所の状況を把握し、
職員の人権意識の向上を図る。

・県社会福祉士会等が主催す
る研修会に参加し、参加職員
の虐待防止に関する知識の向
上を図った。
・部落解放倉吉市集会におけ
る分科会において、体験談など
に基づく意見交換から障がい
がある人への理解を深め、障
がい福祉に対する意識の向上
を図った。

○

・障がい者虐待防止につ
いての研修等を通じて市
職員の意識向上を図るこ
とができた。
・福祉サービス事業所職
員、市民に対し、研修
会、市集会等で障がいに
ついて学ぶ機会を提供
し、理解を深める事がで
きた。

○

・障がい者虐待防止
についての研修等を
通じて市職員の意識
向上を図ることがで
きた。
・福祉サービス事業
所職員、市民に対
し、研修会、市集会
等で障がいについて
学ぶ機会を提供し、
理解を深める事がで
きた。

・福祉サービス事業所の連絡会
等で、障がい者虐待に係る適正
な対応について周知を図る。
・積極的な研修参加等により職
員の資質向上を目指す。
・県と共同で行う障がい福祉
サービス事業所実地指導におい
て、各事業所の状況を把握し、
職員の人権意識の向上を図る。

長寿社会課 包括的支援事業 コーディネーターの設置は
H30.4月に持ち越しとなった
が、関係機関と協議を行い、
設置に向けての準備を行っ
ている。

・生活支援体制整備事業につ
いて、H30年度からの市社協へ
の事業委託を目指し協議を
行った。

・生活支援体制整備事業につ
いて、H30年度からの市社協へ
の事業委託を行った。

・高齢者が地域で生きがいや役
割を持ち、尊厳を保って自分らし
い生活を送ることができるよう
に、その人の状態に最適な生活
支援等サービスの活用を支援す
るための「生活支援コーディネー
ター」を設置、育成する。

市社協に事業委託し、生活支
援コーディネーターを５名配置
した。

○

生活支援コーディネー
ターは配置したものの、
十分な活動が行えていな
かった。

○

生活支援コーディ
ネーターは配置した
ものの、十分な活動
が行えていなかっ
た。

生活支援コーディネーターが、
各地区の高齢者の生活実態把
握や、地域活動の支援を行う。

2 

人材養
成

　指導者の養成を念頭に、認定こども園・保育
所、学校、地域、職場では様々な人権課題を
テーマにした講演会、研修会が開催されてきまし
た。男女共同参画の推進のための人材養成で
は、くらよし男女共同参画推進スタッフ等の活動
を支援しながら、女性塾や研修会が継続的に開
催されてきました。
　今後は、同和問題をはじめ、様々な人権課題に
ついて効果的に人権教育・啓発活動を推進する
ため、体験参加型学習等、新しい教育・啓発手法
も実践できる推進者を養成していくことが必要で
す。
　また、市職員や教職員、福祉や医療関係職員
など人権との関わりの深い特定職業従事者の職
員研修の充実を図り、人権尊重社会の実現に向
けて、地域で人権施策や人権教育・啓発活動を
推進する指導的役割が果たせるよう資質と指導
力の向上に努めます。
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

1 

就学前に
おける人
権教育・
保育の
推進

子ども家庭
課

人権教育・保育推進 ・子ども子育て新制度に基づ
き、保健・教育等関係機関と
連携して児童や保護者の
ニーズに応じた保育を実施し
た。特別保育事業（乳幼児保
育、障がい児保育、一時預か
り、休日保育、延長保育、病
児・病後児保育事業等）にお
いても同様に加配保育士の
配置や巡回相談、各種研修
会の実施等、子育て家庭の
必要な支援を行ない、子ども
の人権や子育てを大切にす
る地域づくりを地域の方々と
ともに推進した。
・各保育園の人権同和保育
推進委員が中心となり、講演
会、研修会の企画、参画及び
機関誌の発行等を行った。

・子ども子育て新制度に基づ
き、保健・教育等関係機関と連
携して児童や保護者のニーズ
に応じた保育を実施した。特別
保育事業（乳幼児保育、障がい
児保育、一時預かり、休日保
育、延長保育、病児・病後児保
育事業等）においても同様に加
配保育士の配置や巡回相談、
各種研修会の実施等、子育て
家庭の必要な支援を行ない、
子どもの人権や子育てを大切
にする地域づくりを地域の方々
とともに推進した。
・各保育園の人権同和保育推
進委員が中心となり、講演会、
研修会の企画、参画及び機関
誌の発行等を行った。

・子ども子育て新制度に基づ
き、保健・教育等関係機関と連
携して児童や保護者のニーズ
に応じた保育を実施した。特別
保育事業（乳幼児保育、障がい
児保育、一時預かり、休日保
育、延長保育、病児・病後児保
育事業等）においても同様に加
配保育士の配置や巡回相談、
各種研修会の実施等、子育て
家庭の必要な支援を行ない、
子どもの人権や子育てを大切
にする地域づくりを地域の方々
とともに推進した。
・各保育園の人権同和保育推
進委員が中心となり、講演会、
研修会の企画、参画及び機関
誌の発行等を行った。
・保育所保育指針の改定及び
子どもと家庭を取り巻く環境や
社会状況の変化を踏まえ、倉
吉市同和保育指針の見直しを
行い、倉吉市就学前人権教育・
保育指針を策定した。

・保育所運営事業・特別保育事
業の実施
・子どもの発達支援体制整備事
業の実施
・人権同和保育学習会による研
修の実施
・人権同和保育推進委員会によ
る保護者への啓発・研修の実施
・「倉吉市就学前人権教育・保育
指針」に基づく教育、保育の実践

・子ども子育て新制度に基づ
き、保健・教育等関係機関と連
携して児童や保護者のニーズ
に応じた保育を実施した。特別
保育事業（乳幼児保育、障がい
児保育、一時預かり、休日保
育、延長保育、病児・病後児保
育事業等）においても同様に加
配保育士の配置や巡回相談、
各種研修会の実施等、子育て
家庭の必要な支援を行ない、
子どもの人権や子育てを大切
にする地域づくりを地域の方々
とともに推進した。
・各保育園の人権同和保育推
進委員が中心となり、講演会、
研修会の企画、参画及び機関
誌の発行等を行った。

○

・職員の研修への参加に
よる指導、支援力の向上
を行った。
・倉吉市就学前人権教
育・保育指針の理解を深
め、改訂保育所保育指
針に基づく保育を実践し
た。

○

・職員の研修への参
加による指導、支援
力の向上を行った。
・倉吉市就学前人権
教育・保育指針の改
訂とその理解を深
め、保育所保育指針
に基づく保育を実践
した。

・保育所運営事業・特別保育事
業の実施
・子どもの発達支援体制整備事
業の実施
・人権同和保育学習会による研
修の実施
・人権同和保育推進委員会によ
る保護者への啓発・研修の実施
・「倉吉市就学前人権教育・保育
指針」に基づく教育、保育の実践

２　就学前における人権教育・保育の推進　
□　主な施策と方向・方針

番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

倉吉市同和保育指針（現、倉吉市人権教育・保
育指針）等に基づき乳幼児の健全な成長発達を
めざし、子どもたちの家庭環境や生活実態を把
握し発達段階等子どもの状況に応じた教育・保
育を実施するとともに、部落差別をはじめあらゆ
る差別をなくする人権感覚の基礎になる力（仲間
づくり、表現力、自尊感情、命を尊重する心、人
権を大切にする心など）を身につける教育・保育
が実践されてきました。
次代を担う子どもたちが健やかに育っていくため
に、乳幼児期は生涯にわたる人間形成にとって
きわめて重要な時期であり、子どもたちが多くの
時間を過ごす認定こども園・保育所の果たす役
割は非常に大きいといえます。保育教諭、保育
士等の姿や言動を子どもたちは敏感に受け止め
ていきます。子ども同士の関わりと合わせて、保
育教諭、保育士等の職員を含めた教育・保育環
境は、子どもの感性や行動に大きく影響を及ぼ
すと考えられます。教育・保育に関わる職員は、
豊かな感性と愛情をもって子どもと関わり、すべ
ての子どもの最善の利益に十分に配慮した教
育・保育を行うとともに、自らの人権意識や専門
性の向上に努めていくことが大切です。
また、近年では、少子化や核家族化の進行、地
域の人間関係の希薄化等により、家庭や地域の
子育て機能が低下してきており、認定こども園・
保育所に地域の子育てを支援する機能が求めら
れています。子どもに対する良質な教育・保育を
実施するとともに、保健・教育等関係機関と連携
して子育て家庭への支援を充実し、合わせて、子
どもの人権や子育てを大切にする地域づくりを地
域の方々とともに推進していきます。
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

学校教育課 ・自校の全体計画、
年間指導計画に基づ
く人権同和教育の推
進
　学校人権同和教育
教材・題材に関する
研究

・人権教育主任者会
の開催
・人権同和教育推進
事業

・作文教材「差別をな
くするために」の作成

・自校の児童生徒の実態から
導き出した「育てたい資質・能
力」を身につけさせるため
に、年間指導計画に基づい
た系統的な学習を実施した。
・人権教育主任者会を開催
（年４回）し、情報交換をした
り、各学校における人権教育
のPDCAPに取り組み見通し
をもって実践した。
・各小中学校ごとの研修会、
小・中ＰＴＡ連合会での研修
会、中部地区人権教育懇談
会を実施し、保護者、教員の
啓発・研修の場を設けた。
・中学校区（同和）教育研究
協議会について、研究テーマ
を設定し推進した。
　就学前（幼・保）教育の充
実、幼保・小・中・社で研修会
を開催し連携促進を図った。
・小学校６校、中学校３校で
地区学習会を実施。教職員
の地域進出を行った。地区学
習会運営協議会が中心とな
り、学校・家庭・地域が連携
し、地区学習会を運営した。

○

・アンケート実施により自
校の「育てたい資質・能
力」を明確化し、学習実
践につなげた。
・PDCAPにより、本年度
の反省を生かした次年度
の計画立案につなげるこ
とができた。
・学校ごとの研修会を通
じて、保護者の人権意識
の向上につなげることが
できた。参加者が固定化
してしまっている。
・小中PTA連合会による
研修会を行い、PTA役員
を中心とした実践意欲と
実践力の向上を図ること
ができた。
・校区ごとの特色を生か
した人権（同和）教育研
究協議会の運営が行わ
れ、校区に広がりつつあ
る。
・保護者、地域の協力に
より、学習会の円滑な運
営と内容の充実が図られ
た。

○

・PTA連合会や人権
（同和）教育研究協
議会など、さまざまな
取り組みにおいて学
校、家庭、地域が連
携を図り、円滑な運
営や研修内容の充
実を図ることができ
た。
・年間指導計画の見
直しと計画に即した
系統的な学習により
「育てたい資質・能
力」を育むことができ
た。

・人権主任社会を開催し、自校
における「育てたい資質・能力」
の明確化と年間指導計画の改
定を図るためのアンケートの作
成や年間指導計画の見直しにつ
ながる情報交換や協議を行う。
・各小中学校毎に教職員、保護
者を対象とした研修会の予算を
計上し、人権教育についての研
修会の充実を図る。
・小・中ＰＴＡ連合会での人権教
育についての研修会を実施し啓
発に努める。また、中部地区人
権教育懇談会や各校人権教育
主任等、また各ＰＴＡの代表者の
研修の場を設ける。
・中学校区人権（同和）教育研究
協議会の推進。
・小学校６校、中学校３校で地区
学習会を実施。教職員の地域進
出を行う。地区学習会運営協議
会が中心となり、学校・家庭・地
域が連携し、地区学習会を運営
する。

３　学校における人権教育の推進　
□　主な施策と方向・方針
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1 

学校にお
ける人権
教育の
推進

すべての学校において、「人権尊重の教育」を基
盤として児童生徒一人ひとりを大切にした教育を
全教育活動を通して推進してきました。この取組
みのねらいは、自分のくらしやそれを取りまく社
会の中にある、部落差別をはじめ様々な差別の
問題を見据え、「自分の生き方」や「人権尊重の
社会づくりの担い手」としての社会的立場を自覚
していく力を児童生徒に育んでいくことです。その
成果として、命の尊さやそれぞれの人の個性、多
様性を認め、人権課題を自分との関わりで捉え
られる児童生徒が育ってきました。しかし一方
で、人権を尊重する行動に結びついていないこ
と、他人事意識の状況があるなどが課題として指
摘されています。
各校では、この課題克服に向けて児童生徒の実
態をもう一度見つめ直し、「卒業までに育てたい
資質・能力」を、知識、技能、態度に分けて明確
にしました。そしてそれに基づき、平成２０（２００
８）年度には人権同和教育全体計画を、平成２１
（２００９）年度には人権同和教育年間指導計画
を全面的に見直し、再度作成しました。さらに、平
成２７（２０１５）年度には、人権同和教育全体計
画の見直しを再度行いました。
年間指導計画の見直し時には、人権を自分との
関わりで捉えることができるようにするために、児
童生徒の発達段階に応じて基本的人権や命の
尊さなどの普遍的な視点での学習を取り入れる
ことにも配慮しました。また、個別的な人権課題
については、児童生徒にとって身近な内容となる
よう各校で重点を置く内容を決めて学ぶこととし、
本市の現状を考えるとき、同和問題については
どの学校でも学ぶこととしています。さらに、実際
の授業では、各教科・領域等のねらいや特質を
踏まえた授業を実施していきます。今後は、同和
問題をはじめとする個別的な人権課題について
の学習と基本的人権や命の尊さについての学習
を行い、あらゆる差別の解消を図る自覚を育て、
支え合う仲間とともに人権尊重の社会づくりの担
い手として行動できる力を育む人権教育の推進
に努めます。また、児童生徒の生活実態や地域
の実態を踏まえて、家庭・地域・学校の連携によ
る効果的な指導を推進するため、中学校区人権
（同和）教育研究協議会の各構成団体、機関、そ
して地域が連携して、確かな人権意識を身につ
けた子どもの育成のための活動を推進していき
ます。
さらに、学校においてすべての児童生徒の学力
保障は、人権教育を推進していく上でもとても大
切なことです。本市は同和地区児童生徒の進路
保障を目的として始めた「地区学習会」を、様々
な課題に向き合う児童生徒や人権教育について
さらに深く学びたいと願う児童生徒にも広げてき
ました。その一つとして児童養護施設でも「地区
学習会」を実施しています。今後も学校における
人権教育を推進していく一環として、様々な課題
に向き合う児童生徒の学力保障や自分の向き
合っている課題を克服していく力の育成に取組
んでいきます。

・教科等指導、生徒指導、学級
経営など、学校活動の全体を
通じて、全体計画・年間指導計
画（計画的・継続的・段階的指
導）に基づき人権尊重の精神
に立った学校づくりに取組ん
だ。
・人権教育主任者会を開催（年
４回）し、本市人権教育の目的
の実現に向け、学校としての人
権教育の目標、取組むべき活
動について説明、共通理解を
図った。
・学校での人権学習をより確か
なものにするために、家庭や地
域社会における環境づくりが求
められる。ＰＴＡ保護者研修会
等の機会をとらえて、学校での
取組内容を家庭や地域に伝え
ることにより、PTA等とともに地
域ぐるみの行動につながるよう
働きかけた。
・中学校区で人権・同和教育研
究協議会の取組を行った。各
人権・同和教育研究協議会で
は、地域の実態に合わせた取
組を行い、幼保・小・中・社で研
修会を開催する等、連携促進
を図った。
・保護者、地域の協力を得て小
学校６校、中学校３校で地区学
習会を実施した。学校・家庭・
地域が連携をすることで、充実
した地区学習会の取組が図ら
れた。

・自校の児童生徒の実態から
導き出した「育てたい資質・能
力」を身につけさせるために、
年間指導計画に基づいた系統
的な学習を実施するため、年
間指導計画の見直しや各校区
での情報共有を重視した研修
会を行った。
・人権教育主任者会を開催（年
４回）し、新教育長の講義では
「部落差別解消に向けた授業
を全ての学校で行うこと」を確
認し、その方法や児童生徒の
実態を話し合った。また、年度
末には各学校における人権教
育のPDCAPに取り組みを各校
区で発表し、来年度への見通し
を持たせた。
・各小中学校毎に教職員、保護
者を対象とした研修会の予算
を計上。人権教育についての
研修会の充実を図った。
・小・中ＰＴＡ連合会での人権教
育についての研修会を実施し
啓発に努めた。また、中部地区
人権教育懇談会や各校人権教
育主任等また各ＰＴＡの代表者
の研修の場を設け、呼びかけ
を行った。
・中学校区の人権（同和）教育
研究協議会に人権（同和）教育
推進のための予算を計上し、
委託。各中学校区で就学前～
中学校の教職員・保護者・地域
住民が連携した人権教育の取
り組み（授業公開・協議等）が
実施され、連携が促進された。
・小学校６校、中学校３校で地
区学習会を実施。教職員の地
域進出を行った。地区学習会
運営協議会が中心となり、学
校・家庭・地域が連携し、計画
的に地区学習会が運営され、
地区児童の基礎学力の定着及
び人権意識の向上が図られ
た。

・自校の児童生徒の実態から導
き出した「育てたい資質・能力」
を身につけさせるために、年間
指導計画に基づいた系統的な
学習を実施する。
・人権教育主任者会を開催（年４
回）し、令和元年度は年間指導
計画の見直しを中心に情報交換
をしたり、各学校における人権
教育のPDCAPに取り組み見通
しをもった実践をする。
・各小中学校毎に教職員、保護
者を対象とした研修会の予算を
計上。人権教育についての研修
会の充実を図る。
・小・中ＰＴＡ連合会での人権教
育についての研修会を実施し啓
発に努める。また、中部地区人
権教育懇談会や各校人権教育
主任等、また各ＰＴＡの代表者の
研修の場を設ける。
・中学校区（同和）教育研究協議
会の推進
・各中学校区毎の研究会
・就学前（幼・保）教育の充実、
幼保・小・中・社の連携促進
・小学校６校、中学校３校で地区
学習会を実施。教職員の地域進
出を行う。地区学習会運営協議
会が中心となり、学校・家庭・地
域が連携し、地区学習会を運営
する。

・学校ごとにアンケートを用いて
「育てたい資質・能力」を明確に
して年間指導計画に反映させ、
系統的な学習を行った。
・人権教育主任者会を開催し、
各学校の年間指導計画の見直
しとPDCAPの取組を行った。
・各小中学校毎に教職員、保護
者を対象とした研修会の予算
を計上。人権教育についての
研修会の充実を図ることができ
た。
・小・中ＰＴＡ連合会でアンガー
マネジメントについての研修会
を実施し啓発に努めた。中部地
区人権教育懇談会や各校人権
教育主任等、また各ＰＴＡの代
表者の研修の場を設け、教師
や保護者の研修を深めること
ができた。
・中学校区の人権（同和）教育
研究協議会に人権（同和）教育
推進のための予算を計上し、
委託。各中学校区で教職員・保
護者・地域住民が連携した人
権教育の取り組み（授業公開・
協議等）が実施され、連携が促
進された。
・小学校６校、中学校３校で地
区学習を実施。地区学習会運
営協議会が中心となって企画
運営し、教職員・保護者・地域
が連携を図って運営された。
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令和２年度以降の事業計画

生涯学習課 公民館主催事業にお
ける人権同和教育の
機会充実

　地区公民館において、町内
学習会に向けた事前学習
会、他地区の取組みに学ぶ
研修会や現地視察研修会等
を開催した。
（13地区で33回、延べ1,010人
参加）

・地区公民館において、町内学
習会に向けた事前学習会、他
地区の取組みに学ぶ研修会や
現地視察研修会等を開催し
た。
（13地区で23回、延べ727人参
加）

・地区公民館において、町内学
習会に向けた事前学習会、人
権に関する講演会や研修会、
他地区の取組み等を学ぶ現地
視察研修会等を開催した。
（13地区で20回、延べ643人参
加）

・各地区同和（人権）教育研究会
や推進員と連携し、町内学習事
前研修会など人権・同和学習を
継続して実施する。

・地区公民館において、町内学
習会に向けた事前・事後の学
習会、人権に関する講演会や
研修会、他地区の取組み等を
学ぶ現地視察研修会等を開催
した。
（13地区で35回、延べ1,110人
参加）

○

・全ての地区において実
施することができ、各地
区同和教育研究会や推
進員と連携実施すること
で、内容の充実も図れ
た。

○

・期間中全地区にお
いて、毎年度継続し
て地区同和（人権）
教育研究会や推進
員と連携して実施す
ることで、町内学習
会の事前事後研修
をはじめとした人権
に関する学習活動が
定着し、内容の充実
も図れた。

・全地区において、各地区同和
（人権）教育研究会や推進員と
連携し、町内学習事前研修会等
も含め人権・同和学習を継続し
て実施する。

人権政策課 ・同和教育町内学習
会推進事業　　　　　　
・同和教育推進員研
究事業
・地区同和教育研究
事業
・倉吉市人権教育研
究事業

倉吉市人権教育研究会（会
員943人）をはじめ地区同和
（人権）教育研究会等、地区
推進団体等との連携を図り、
研究及び学習活動を推進し
た。また、町内学習会で活用
できる学習教材の作成及び
提供するとともに、講師の紹
介及び講師を務めるなど充
実に努めた。（町内学習会
211回、指定町区19回、参加
者5030人）（各地区の研究事
業等の参加者　約1100人）
（人権教育研究会学習会及
び中学校区同研の参加者　
約1500人）

・倉吉市人権教育研究会（会員
９２７人）をはじめ地区同和（人
権）教育研究会等、地区推進
団体等との連携を図り、研究及
び学習活動を推進した。
また、町内学習会で活用できる
学習教材の作成及び提供する
とともに、講師の紹介及び講師
を務めるなど充実に努めた。
（町内学習会211回、指定町区
19回、参加者5384人）　　　　　　　
（各地区の研究事業等の参加
者及び中学校区同研の参加者
約2000人）

・倉吉市人権教育研究会（会員
９５９人）をはじめ地区同和（人
権）教育研究会等、地区推進
団体等との連携を図り、研究及
び学習活動を推進した。
・また、同和教育町内学習会で
活用できる学習教材の作成及
び提供するとともに、講師の紹
介や職員が講師を務めるなど
学習内容の充実に努めた。（町
内学習会211回、指定町区19
回、参加者4778人）　　　　　　　　
（各地区の研究事業等の参加
者及び中学校区同研の参加者
約2000人）

・同和教育町内学習会は、市民
一人ひとりの生涯における人権
学習の場として定着しており、継
続して学習機会を提供する。
・また、各人権（同和）教育推進
団体への支援を行う。

・倉吉市人権教育研究会（会員
９１４人）をはじめ地区同和（人
権）教育研究会等、地区推進
団体等との連携を図り、研究及
び学習活動を推進した。
・また、同和教育町内学習会で
活用できる学習教材の作成及
び提供するとともに、講師の紹
介や職員が講師を務めるなど
学習内容の充実に努めた。（町
内学習会210回、指定町区19
回、参加者4958人）　　　　　　　　
（各地区の研究事業等の参加
者及び中学校区同研の参加者
約2000人）

○

市内216の町内で同和教
育町内学習会が開催さ
れ、地域の実情に応じた
様々な学習が取り組まれ
た。

○

町内学習会の充実
に向けて、倉吉市同
和教育研究会や地
区同和教育研究会、
同和教育推進員協
議会等、関係機関と
の連携を深めた。

・同和教育町内学習会は、市民
一人ひとりの生涯における人権
学習の場として定着しており、継
続して学習機会を提供する。
・また、各人権（同和）教育推進
団体への支援を行う。

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

1 

企業等に
おける人
権啓発
の推進

　人権尊重の社会を実現するためには、企業や
事業所での職場内人権教育も重要です。倉吉市
同和問題企業連絡会では、同和問題及びあらゆ
る差別の撤廃を企業に課せられた社会的責務で
あると認識し、また、人権は企業の社会的責任
（ＣＳＲ＊）の基盤との認識のもと、会員企業（１８
社）が差別体質撤廃の取り組みと従業員及び顧
客の人権を尊重したコンプライアンス（＊）の実践
ならびに従業員の人権意識を高め、差別のない
企業づくり、働きがいのある職場づくりを通じ、人
権の尊重が企業文化として定着することをめざし
ています。
　今後は、倉吉市同和対策雇用促進協議会の活
動の充実を図り、倉吉市人権教育研究会企業活
動委員会、倉吉市同和問題企業連絡会、中部地
区高等学校同和教育研究会と連携を図り、公正
採用選考人権啓発推進員の設置の促進、企業
や事業所で人権を尊重し合える職場環境づくりを
推進するため、職場内研修会や人権啓発活動を
支援します。

商工観光課 （企業等における人
権啓発の推進）

倉吉市同和対策雇用促進協
議会の活動再開が望まれ
る。倉吉市人権教育研究会
企業活動委員会、倉吉市同
和問題企業連絡会、中部地
区高等学校同和教育研究会
による三者合同研修会（2回）
を開催。公正採用選考に努
めるとともに、職場内研修に
活かし、人権啓発活動への
参加促進を図った。また、倉
吉市同和問題企業連絡会合
同の新入社員研修会を開催
した。

・倉吉市人権教育研究会企業
活動委員会、倉吉市同和問題
企業連絡会、中部地区高等学
校同和教育研究会による三者
合同研修会（2回）を開催。公正
採用選考に努めるとともに、職
場内研修に活かし、人権啓発
活動への参加促進を図った。
また、倉吉市同和問題企業連
絡会合同の新入社員研修会を
開催した。

・倉吉市人権教育研究会企業
活動委員会、倉吉市同和問題
企業連絡会、中部地区高等学
校同和教育研究会による三者
合同研修会（2回）を開催。公正
採用選考に努めるとともに、職
場内研修に活かし、人権啓発
活動への参加促進を図った。
また、倉吉市同和問題企業連
絡会合同の新入社員研修会を
開催した。

今後も三者合同研修会、同企連
新入社員研修を継続する。

・倉吉市人権教育研究会企業
活動委員会、倉吉市人権啓発
企業連絡会、中部地区高等学
校同和教育研究会による三者
合同研修会（2回）を開催。公正
採用選考に努めるとともに、職
場内研修に活かし、人権啓発
活動への参加促進を図った。
また、倉吉市人権啓発企業連
絡会合同の新入社員研修会を
開催した。 ○

毎年取組んでおり、企業
に広く浸透している。

○

毎年取組んでおり、
企業に広く浸透して
いるが、新規加入の
企業がなく、広がり
がないのが課題であ
る。

今後も三者合同研修会、倉吉市
人権啓発企業連絡会新入社員
研修を継続する。

４　社会教育における人権教育・啓発の推進
□　主な施策と方向・方針 □事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

５　企業等における人権啓発の推進
□　主な施策と方向・方針

番
号

項目名 内容 担当課 事業名
平成２８（２０１６）年度の事業

実績
平成２９（２０１７）年度事業実績

報告
平成３０（２０１８）年度事業実績

報告
令和元（２０１９）年度以降の事業

計画
令和元年度の事業実績報告

2019
評価

2019
評価理由

総合評
価

2016～2019年度
総合評価理由

令和２（２０２０）年度以降の事業
計画

1 

社会教
育におけ
る人権教
育・啓発
の推進

　昭和４９（１９７４）年に全自治公民館で実施され
た同和教育町内学習会は、地区公民館と各地区
同和教育研究会等との連携した取り組みにより
充実し、今日では自主的な学習活動を実施する
自治公民館が増えてきました。また、地区公民館
等での様々な研修会や講演会の開催により、人
権課題についての理解が深まり指導者が着実に
育ってきています。これらの取り組みにより、市
民の人権意識の向上が図られてきました。
　しかし、同和問題をはじめあらゆる人権課題に
対して、当事者の問題であるという意識が根強く
あります。また現在では、戸籍謄本等の不正取
得事件やインターネットを悪用した個人情報の流
出など、一般市民が人権侵害の被害者になる
ケースもあります。そのため、市民一人ひとりが
同和問題をはじめ、障がいのある人、男女、先住
民族、外国にルーツを持つ人、子ども、高齢者、
その他マイノリティ等の人権問題を自らの課題と
して認識を深めることができる学習方法、内容の
工夫、改善が求められます。市民一人ひとりの人
権が尊重されるまちづくりを進めます。
今後は、効果的な学習や啓発方法の調査研究、
学習プログラム等の開発をすることが重要です。
そして、地域の人権課題を掘り起こし、その課題
を市民一人ひとりの課題としてその解決に向け
た地域ぐるみの取り組みになるよう、各自治公民
館へ働きかけていきます。
　また、ＰＴＡなど社会教育関係団体の研修会を
通じて、部落差別の現実に学びながら同和地区
や児童養護施設を拠点に行われている「地区学
習会」への理解を深め、地域やＰＴＡ全体での支
援をもとに「地区学習会」の充実を図ります。

番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

9



番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

福祉課 ・聴覚障がい者意思
疎通支援事業
・手話奉仕員養成事
業
・聴覚障がい者生活
支援事業

・中部聴覚障がい者センター
に専任通訳2人を設置。登録
の手話通訳者・奉仕員、要約
筆記者・奉仕員等の配置によ
り年間の個人手話通訳派遣
を337回実施した。
・要約筆記の利用促進のた
め、訪問活動を通じて周知を
行った。
・聴覚障がいのある人の社会
参画を目的とする生活支援
事業を月２回実施。

・中部聴覚障がい者センターに
専任通訳2人を設置。登録の手
話通訳者・奉仕員、要約筆記
者・奉仕員等の配置により年間
の個人手話通訳派遣を285回
実施し、聴覚障がいのある人
のコミュニケーションを円滑に
行った。
・聴覚障がいのある人の生活
支援事業を月２回実施。、延べ
185名が参加し、日常の健康管
理や創作活動、社会とのかか
わりをつくり、生活の質の向上
につなげた。
・点字、声の広報等の発行によ
り、視覚障がいのある人へ情
報提供をした。また、障がい福
祉サービスの同行援護により、
視覚障がいのある人の移動に
必要な情報を提供し、移動の
援護等を行う事で、社会参加が
図られた。

・中部聴覚障がい者センターに
専任通訳2人を設置。登録の手
話通訳者・奉仕員、要約筆記
者・奉仕員等の配置により年間
の個人手話通訳派遣を207回
実施し、聴覚障がいのある人
のコミュニケーションを円滑に
行った。
・聴覚障がいのある人の生活
支援事業を月２回実施。、延べ
168名が参加し、日常の健康管
理や創作活動、社会とのかか
わりをつくり、生活の質の向上
につなげた。
・点訳・朗読奉仕員の養成研修
を行い、視覚障がいのある人
への情報保障体制を整備し
た。また、障がい福祉サービス
の同行援護により、視覚障が
いのある人の移動に必要な情
報を提供し、移動の援護等を行
う事で、社会参加が図られた。

・意思疎通支援事業等の継続実
施により、聴覚障がいや視覚障
がいのある人のコミュニケーショ
ン手段の確保や、社会参加を支
援する。
・各研修の開催の周知を図り、
手話奉仕員等の人員の確保に
努める。

・中部聴覚障がい者センターに
専任通訳2人を設置。登録の手
話通訳者・奉仕員、要約筆記
者・奉仕員等の配置により年間
の個人手話通訳派遣を283回
実施し、聴覚障がいのある人
のコミュニケーションを円滑に
行った。
・聴覚障がいのある人の生活
支援事業を月２回実施。延べ
148名が参加し、日常の健康管
理や創作活動、社会との関わ
りをつくり、生活の質の向上に
つなげた。
・点訳・朗読奉仕員の養成研修
を行い、視覚障がいのある人
への情報保障体制を整備し
た。
・障がい福祉サービスの同行
援護により、視覚障がいのある
人の移動に必要な情報を提供
し、移動の援護等を行う事で、
社会参加が図られた。

○

・聴覚障がい者及び視覚
障がい者の支援体制の
充実を図ることができ
た。

○

・聴覚障がい者及び
視覚障がい者の支
援体制の整備が進
み、障がいがあって
も無理なく社会参加
ができる体制の充実
を図ることができた。

・意思疎通支援事業等の継続実
施により、聴覚障がいや視覚障
がいのある人のコミュニケーショ
ン手段の確保や社会参加を支
援する。
・各研修の開催の周知を図り、
手話奉仕員等の人員の確保に
努める。

長寿社会課 高齢者虐待防止ネッ
トワーク
（いきいき長寿社会
推進協議会の活動
充実）

・高齢者虐待防止研修会の
開催。
・１市４町で中部成年後見
ネットワークに「中部成年後
見支援センター(平成25年４
月１日開設)」の運営を委託。
 　延相談件数　178件
　 受任件数　26件

・高齢者虐待防止研修会の開
催。
・１市４町で中部成年後見ネット
ワークに「中部成年後見支援セ
ンター(平成25年４月１日開設)」
の運営を委託。
 　延相談件数　125件
　 受任件数　30件

・高齢者虐待防止研修会の開
催。
・１市４町で中部成年後見ネット
ワークに「中部成年後見支援セ
ンター(平成25年４月１日開設)」
の運営を委託。
 　延相談件数　142件
　 受任件数　36件

・高齢者虐待防止研修会の開
催。
・１市４町で中部成年後見ネット
ワークに「中部成年後見支援セ
ンター(平成25年４月１日開設)」
の運営を委託。

・高齢者虐待防止研修会の開
催。
・１市４町で中部成年後見ネット
ワークに「中部成年後見支援セ
ンター(平成25年４月１日開設)」
の運営を委託。
 　延相談件数　105件
　 受任件数　　  38件

◎

・地域包括支援センター
等各関係機関と協力しな
がら、虐待ケースに対応
した。
・運営を委託している中
部成年後見支援センター
と連携しながら、成年後
見制度に関する連絡調
整を行った。

◎

・地域包括支援セン
ター等各関係機関と
協力しながら、虐待
ケースに対応した。
・運営を委託してい
る中部成年後見支
援センターと連携し
ながら、成年後見制
度に関する連絡調整
を行った。

・高齢者虐待防止研修会の開
催。
・１市４町で中部成年後見ネット
ワークに「中部成年後見支援セ
ンター(平成25年４月１日開設)」
の運営を委託。

地域づくり
支援課

国際交流事業 韓国語講座、国際理解講座
（韓国、イタリア、ハンガリー）
及び国際交流フェスティバル
での文化紹介や遊び体験を
通して異文化理解・国際交流
を推進した。

・韓国語講座、国際理解講座
（韓国）及び国際交流フェスティ
バルでの文化紹介や遊び体験
を通して異文化理解・国際交流
を推進。

・韓国語講座、国際理解講座
（韓国）及び国際交流フェスティ
バルでの文化紹介や遊び体験
を通して異文化理解・国際交流
を推進。

韓国語講座、国際理解講座及び
国際交流フェスティバルでの、文
化紹介や遊び体験を通して異文
化理解・国際交流を推進。

韓国語講座、国際理解講座
（多文化共生）及び国際交流
フェスティバルでの文化紹介や
遊び体験を通して、異文化理
解・国際交流を推進した。 ○

韓国語講座、国際理解
講座（多文化共生）等の
開催や、国際交流フェス
ティバルへの参加を通し
て、韓国の文化や遊び等
を紹介した。

○

各種講座の開催や
国際交流イベントへ
の参加を通して、韓
国の文化や遊びを
紹介することで、多
文化共生理解を推
進できた。

韓国語講座、国際理解講座及び
国際交流フェスティバルでの文
化理解や遊び体験を通して異文
化理解・国際交流を推進。

第４節　就労・雇用の促進

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

1 

就労・雇
用の促
進

　同和地区出身者や障がいのある人等の常用雇
用の促進と安定就労を図るため、ハローワーク
や倉吉商工会議所等の関係機関との連携のも
と、同和問題研修会やトップ及び担当者研修会
など、就労支援研修会が開催されています。　
　近年は、県・ハローワーク・倉吉商工会議所等
が連携して、応募者の適正と能力を基本とする
公正な選考・採用の促進等、就労支援が行われ
ている状況にありますが、長引く経済不況により
ますます就職が困難となっています。行政と民間
企業とが連携した倉吉市同和対策雇用促進協議
会としての活動再開が望まれ、就労と雇用の促
進を図ります。　　
　また、企業や事業所に対して男女が共に仕事と
家庭との両立が図られるようワーク・ライフ・バラ
ンス（＊）の啓発に努めるとともに、多様なライフ
スタイルに対応した子育て支援の充実に努めま
す。

商工観光課 就労・雇用促進事業 同和問題企業連絡会活動と
して、各種研修会に参加し
た。

・同和問題企業連絡会活動とし
て、各種研修会に参加した。

・同和問題企業連絡会活動とし
て各種研修会に参加している。
ハローワークや商工会議所等
との連携した研修会の開催に
は至らないが、同和問題企業
連絡会の中で研修を行い、同
和地区出身者や障がいのある
人等の常用雇用の促進と安定
就労への意識の向上と確認に
努めている。また、ワークライ
フ・バランスの啓発にも努めて
いる。

・県・ハローワーク等と連携する
とともに、同和地区出身者や障
がいのある人等の常用雇用の
促進と安定就労を図るため、三
者合同研修会として、計画・実施
する。

・倉吉市人権啓発企業連絡会
活動として各種研修会に参加し
ている。県・ハローワークとの
連携した研修会の開催には至
らないが、倉吉市人権啓発企
業連絡会の中で研修を行い、
同和地区出身者や障がいのあ
る人等の常用雇用の促進と安
定就労への意識の向上と確認
に努めている。また、ワークライ
フ・バランスの啓発にも努めて
いる。

○

毎年取組んでおり、企業
に広く浸透している。

○

毎年取組んでおり、
企業に広く浸透して
いる。

三者合同研修会、県等からのセ
ミナー案内を会員企業に周知
し、5割の参加を目指す。

第３節　社会参画の推進
□　主な施策と方向・方針

□　主な施策と方向・方針

番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

1 

社会参
画の推
進

　ノーマライゼーション（＊）・ユニバーサルデザイ
ン（＊）が啓発されバリアフリー化（＊）が推進さ
れる等、障がいのある人や高齢者の人権につい
て理解が深まってきました。そして、障がいのあ
る人の自立を支援するため、手話や要約筆記、
ファクシミリ・メール配信等が行われています。
　外国にルーツを持つ人の人権保障では、身近
に外国にルーツを持つ人が生活している環境に
あることから、より良いコミュニケーションができる
よう多文化共生理解を深め、外国にルーツを持
つ人の生活文化や人権について研修会や学習
会が開催されるようになりました。
　しかし、障がいのある人や高齢者、外国にルー
ツを持つ人が、市民生活を行うにあたっては予断
と偏見による人権侵害があります。今後は、市民
一人ひとりの理解を広げるため地域社会にある
予断と偏見の解消に努め、障がいの内容への理
解や障がいのある人の社会参加の機会の確保、
高齢者の生きがい対策や活動機会の提供、外国
にルーツを持つ人への多文化共生理解を推進
し、市民として自己実現ができるよう人権啓発の
推進が重要です。

番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

第５節　社会福祉の増進

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

1 

地域福
祉の充
実

福祉課       ・障がい者自立支援
給付事業
・障がい者地域自立
支援協議会事業
・重度障がい者タク
シー料金助成事業
・障がい者等通院費
助成事業

・社会福祉協議会補
助事業

・障がいのある人の意思を反
映しながらサービス利用計画
を作成し、安心して地域で生
活できるよう支援を行った。
・市や中部圏域の自立支援
協議会では、地域課題の把
握や意見交換を実施した。
・社会参加を目的に、重度障
がい者に対しタクシーチケッ
トを交付（622人）。
・経済的負担軽減を目的に、
人工透析・精神自立支援医
療・難病患者に対し、通院費
を助成（393人）。
・地域福祉計画の策定見直し
作業はH29年度に延期して実
施することとなった。

・相談支援事業所等と連携を図
り、障がいのある人のニーズに
応じたサービスを提供し、地域
で安心して生活できるよう支援
を行った。
・市及び中部圏域での自立支
援協議会において、地域課題
の把握やサービス支給に係る
問題等を協議し、障がい啓発
広報等新たな取り組みを行う事
ができた。
・重度障がいがある人にタク
シーチケットを交付（617人）し、
社会参加の促進を図った。
・通院に要する費用の負担軽
減のため、人工透析・精神自立
支援医療・難病患者に対し、通
院費の助成を行った（364人）。
・地域福祉計画の策定につい
ては、H30年度に延期して実施
することとなった。

・相談支援事業所等と連携を図
り、障がいのある人のニーズに
応じたサービスを提供し、地域
で安心して生活できるよう支援
を行った。
・市及び中部圏域での自立支
援協議会において、地域課題
の把握やサービス支給に係る
問題等を協議し、障がい啓発
広報等の取り組みを行う事が
できた。
・重度障がいがある人にタク
シーチケットを交付（624人）し、
社会参加の促進を図った。
・通院に要する費用の負担軽
減のため、人工透析・精神自立
支援医療・難病患者に対し、通
院費の助成を行った（367人）。
・社会福祉協議会と連携し、地
域福祉推進計画の策定を行っ
た。

・相談支援事業所との連携によ
り、障がいのある人の意思を尊
重したサービスを、適正に提供
する。
・障がいのある人が相談しやす
い体制を整備し、相談を受ける
上で把握したサービスに係る課
題や地域課題に対し、自立支援
協議会で引き続き課題検討を行
う。
・障がいのある人の社会参加、
負担軽減のため、助成制度を継
続実施する。

・相談支援事業所等と連携を図
り、障がいのある人のニーズに
応じたサービスを提供し、地域
で安心して生活できるよう支援
を行った。
・市及び中部圏域での自立支
援協議会において、地域課題
の把握やサービス支給に係る
問題等を協議し、障がい啓発
広報等の取り組みを行う事が
できた。
・重度障がいがある人にタク
シーチケットを交付し（593人）、
社会参加の促進を図った。
・通院に要する費用の負担軽
減のため、人工透析・精神自立
支援医療・難病患者に対し、通
院費の助成を行った（368人）。
・社会福祉協議会と連携し、地
域福祉推進計画に基づいた地
域福祉施策の充実を図った。

○

・障がいのある人のニー
ズに応じたサービスが提
供できた。
・自立支援協議会では、
運営部会、全体会、専門
部会などで各課題につい
て協議し、啓発広報や市
施策に結びつく取組みを
行う事ができた。
・社会福祉協議会と連携
し、地域福祉推進計画に
基づいた地域福祉施策
の充実に向けた検討を
行った。

○

・障がいのある人の
ニーズに応じたサー
ビスが提供できた。
・自立支援協議会に
おいて誰もが住みよ
いまちづくりを目指し
て課題を協議し、啓
発広報や市施策に
結びつく取組みを行
う事ができた。
・社会福祉協議会と
連携し地域福祉推進
計画の策定を行い、
また、計画に基づい
た地域福祉施策につ
いて随時協議を行い
ながら充実に向けた
検討を行った。

・相談支援事業所との連携によ
り、障がいのある人の意思を尊
重したサービスを、適正に提供
する。
・障がいのある人が相談しやす
い体制を整備し、相談を受ける
上で把握したサービスに係る課
題や地域課題に対し、自立支援
協議会で引き続き課題検討を行
う。
・障がいのある人の社会参加、
負担軽減のため、助成制度を継
続実施する。

福祉課       生活困窮者自立支
援事業

・あんしん相談支援センター
では、複合的かつ困難な課
題の整理を行うなど地域・専
門機関ネットワークの活用を
図りながら支援を行った。
相談件数180件
家計相談支援18件
就労準備支援4件

・専門の相談員が就労支援や
家計相談などを行い、一人ひと
りに応じた支援プランに基づ
き、各関係機関と連携を図りな
がら支援を行った。
相談件数191件
家計相談22件
就労準備支援2件
・経済的理由から学習環境が
十分に整っていない子どもを対
象に学習支援を行った。
参加人数22人

・専門の相談員が就労支援や
家計相談などを行い、一人ひと
りに応じた支援プランに基づ
き、各関係機関と連携を図りな
がら支援を行った。
相談件数161件
家計相談24件
就労準備支援5件
・経済的理由から学習環境が
十分に整っていない子どもを対
象に学習支援を行った。
参加人数25人

・生活困窮者の総合相談窓口で
ある「あんしん相談支援セン
ター」と連携し、相談支援体制の
充実を図る。
・生活困窮者の自立に向け「家
計相談支援」「就労準備支援」を
実施、個別の状況に応じた支援
を行う。

・専門の相談員が就労支援や
家計支援などを行い、一人ひと
りに応じた支援プランに基づ
き、各関係機関と連携を図りな
がら支援を行った。
相談件数163件
家計相談11件
就労準備支援４件
住居確保給付金８件
・経済的理由等から学習環境
が十分に整っていない子どもに
対する学習支援を行った。
参加登録人数16人

○

・専門機関、団体と連携
し、相談者の状況に合わ
せた支援プランに基づき
問題解決に向け総合的
な支援を行う事ができ
た。
・子どもを対象とした学習
支援については、個々の
到達度に合わせた方法
で学習の習慣づけを行う
事ができた。

○

・生活困窮者自立支
援制度の周知が進
んだことにより、困窮
者が支援制度につな
がりやすくなった。
・地域の支援ネット
ワークを充実させる
ことで、個々の状況
及びニーズに合わせ
た支援の提供を行う
ことができた。
・学習環境の整わな
い子どもに対し、学
習の習慣づけを行う
ことができた。

・生活困窮者の総合相談窓口で
ある「あんしん相談支援セン
ター」と連携し、相談支援体制の
充実を図る。
・生活困窮者の自立に向け「家
計改善支援」「就労準備支援」を
実施、個別の状況に応じた支援
を行う。
・子どもへの学習支援事業を継
続実施し、困窮の連鎖防止を目
指すとともに、子どもの居場所と
しての機能も充実させていく。

福祉課       生活保護事業 ・他法他施策の活用等の支
援により、10世帯が保護から
自立。また、就労支援員、
ケースワーカー等による就労
支援により、18世帯が保護か
ら自立した。

・他法他施策の活用等の支援
により、13世帯が保護から自
立。また、就労支援員、ケース
ワーカー等による就労支援によ
り、19世帯が保護から自立し
た。

・他法他施策の活用等の支援
により、13世帯が保護から自
立。また、就労支援員、ケース
ワーカー等による就労支援によ
り、18世帯が保護から自立し
た。

・他法他施策の活用、就労支援
等、要保護者の自立助長に向け
た支援を行う。

・他法他施策の活用等の支援
により、18世帯が保護から自
立。また、就労支援員、ケース
ワーカー等による就労支援によ
り、17世帯が保護から自立し
た。

○

・就労支援や他法他施策
の活用等、要保護者一
人一人の自立助長に向
け、きめ細かく支援を実
施し、一定の成果があっ
た。

○

ケースワーカーによ
る個別支援や就労
支援プログラムの活
用により、要保護者
の状況に応じた自立
支援を行うことがで
きた。

・他法他施策の活用、就労支援
等、要保護者の自立助長に向け
た支援を行う。

保険年金課 公的医療保険制度
の啓発

市報・ホームページを活用し
た各種制度の啓発・情報提
供に努めた。国民健康保険
被保険者には、保険証の送
付にあわせ、国保ガイドを配
布した。また、健康診査の手
引きを作成し、対象者に配布
した。

・市報・ホームページを活用し
た各種制度の啓発・情報提供
に努めた。国民健康保険被保
険者には、保険証の送付にあ
わせ、国保ガイドを配布した。
また、健康診査の手引きを作
成し、対象者に配布した。

・市報・ホームページを活用し
た各種制度の啓発・情報提供
に努めた。国民健康保険被保
険者には、保険証の送付にあ
わせ、国保ガイドを配布した。
また、健康診査の手引きを作
成し、対象者に配布した。

・適宜、利用可能な情報媒体を
介して、公的医療保険の重要性
を継続的に啓発していく。

・市報・ホームページを活用し
た各種制度の啓発・情報提供
に努めた。国民健康保険被保
険者には、保険証の送付にあ
わせ、国保ガイドを配布した。
また、健康診査の手引きを作
成し、対象者に配布した。

○

・公的医療保険制度の啓
発に関しては、継続的な
取り組みが必要であるこ
とから現状維持で取り組
む。

○

市報・ホームページ
を活用した各種制度
の啓発・情報提供に
努めた。公的医療保
険制度の啓発に関し
ては、継続的な取り
組みが必要であるこ
とから現状維持で取
り組む。

適宜、利用可能な情報媒体を介
して、公的医療保険の重要性を
継続的に啓発していく。

長寿社会課 在住外国人高齢者・
障害者特別給付金
事業

　受給者数   ０人 受給者数　0人 受給者数　0人 ・転入等により対象者が出た場
合は、月額25,000円を給付す
る。

受給者数　0人

-

受給者数   ０人　のため
評価できない。 -

受給者数   ０人　の
ため評価できない。

・転入等により対象者が出た場
合は、月額25,000円を給付す
る。

　住民同士の誹謗中傷や噂の流布など、人間関係の希薄化が懸念されています。「生活困窮者自立支援法」が成立し、平成27（2015）年4月1日施行されました。少子高齢化の急速な進展や地域社会の変化に伴い、景気や雇
用の悪化、貧困と経済格差の拡大など今日の社会情勢によって新しく生じてくる人権問題に対しても、すべての人の人権を尊重する視点に立って、その問題の解決に向けた取り組みを推進していく必要があります。

□　主な施策と方向・方針

番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

　本市では、だれもがいつまでも健やかに、いき
いきと、自分らしく、住み慣れたところで暮らすこ
とができるよう、行政の施策やサービスと市民が
中心となって行う地域活動が連携しながら地域
福祉の推進を図っています。また出生前から、高
齢期までのライフステージ(＊)に応じた在宅サー
ビスを中心とした福祉施策の総合的推進に努め
ています。さらに、ひとり親家庭の生活安定と児
童の健全育成、外国にルーツを持つ人が住みや
すい地域づくりについても推進を行っています。
　今後も地域の福祉活動への市民の参加促進や
身近に福祉サービスを利用できるしくみ作り、地
域における社会福祉事業の推進に向けて市社会
福祉協議会をはじめとする関係機関との連携を
図り、だれもがいつまでも健やかに安心して暮ら
せる地域づくりを進めていきます。
　低所得者対策においては、民生児童委員や関
係機関との連携により生活困窮者の把握に努
め、要保護状態にある世帯に対しては、生活保
護法に基づく必要な保護を実施し最低生活の保
障を行うとともに、就労支援、他法他施策の活用
等による世帯の自立助長に向けた支援を実施し
ています。　
　平成２７（２０１５）年４月に「生活困窮者自立支
援法」が施行されたことに伴い、生活保護に至ら
ない段階の困窮者に対する包括的かつ伴走型
の支援体制が構築されました。これにより、困窮
状態からの早期の自立支援を実施するとともに、
生活保護と連携した連続的な支援が可能となり
ました。
今後は、引き続き個々の状況に応じたきめ細か
い支援を行うとともに、生活困窮者の早期把握や
見守りのための地域ネットワークの構築、働く場
や参加する場の拡大に努める等、生活困窮者支
援を通じた地域づくりを進めていきます。

2 公的医
療保険、
介護保
険制度
の啓発

いつでも誰もが安心して医療が受けられるしくみ
を支えていくとともに、市民一人ひとりが健康で
いきいきと暮らしていけるよう、国民健康保険を
はじめとする公的医療保険制度の啓発に努めて
きました。今後も、公的医療保険制度や介護保
険制度等の啓発を行い、様々な広報を通じて情
報提供に努め継続した支援を推進します。
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

長寿社会課 地域包括支援ｾﾝﾀｰ
事業

　市内５か所の地域包括支
援センターに、包括的支援事
業を委託。
（うつぶき、マグノリア、倉吉
中央、明倫・小鴨、かもがわ
地域包括支援センター）
　高齢者が住み慣れた地域
で安心して過ごすことができ
るように、総合相談をはじめ
とした地域包括ケア（医療と
介護の連携等）の推進を図っ
た。
5ヶ所の地域包括支援セン
ター延相談件数　　18,929件

・市内５か所の地域包括支援セ
ンターに、包括的支援事業を委
託。
（うつぶき、マグノリア、倉吉中
央、明倫・小鴨、かもがわ地域
包括支援センター）
・高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよ
うに、総合相談をはじめとした
地域包括ケア（医療と介護の連
携等）の推進を図った。
5ヶ所の地域包括支援センター
延相談件数　　19,747件

・市内５か所の地域包括支援セ
ンターに、包括的支援事業を委
託。
（うつぶき、マグノリア、倉吉中
央、明倫・小鴨、かもがわ地域
包括支援センター）
・高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよ
うに、総合相談をはじめとした
地域包括ケア（医療と介護の連
携等）の推進を図った。
5ヶ所の地域包括支援センター
延相談件数　　19,976件

・市内5ヶ所の地域包括支援セン
ターに、包括的支援事業を委託
し、高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよう
に、包括的及び継続的な支援を
行う。
・地域包括支援センターの適正
配置や運営方法等について検
討を行う。

・市内５か所の地域包括支援セ
ンターに、包括的支援事業を委
託。
（うつぶき、マグノリア、倉吉中
央、明倫・小鴨、かもがわ地域
包括支援センター）
・高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよ
うに、総合相談をはじめとした
地域包括ケア（医療と介護の連
携等）の推進を図った。
5ヶ所の地域包括支援センター
延相談件数　　19,555件

◎

・高齢者が住み慣れた地
域で安心して過ごすこと
ができるように、総合相
談をはじめとした地域包
括ケア（医療と介護の連
携等）の推進を図ること
ができた。

◎

・高齢者が住み慣れ
た地域で安心して過
ごすことができるよう
に、総合相談をはじ
めとした地域包括ケ
ア（医療と介護の連
携等）の推進を図る
ことができた。

・市内5ヶ所の地域包括支援セン
ターに、包括的支援事業を委託
し、高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよう
に、包括的及び継続的な支援を
行う。
・地域包括支援センターの適正
配置や運営方法等について検
討を行う。

長寿社会課 介護保険制度の啓
発

　市報、市ホームページ、健
康ｶﾞｲﾄﾞ配付、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ配付、
電話、窓口での対応を行っ
た。

・市報、市ホームページ、健康
ｶﾞｲﾄﾞ配付、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ配付、電
話、窓口での対応を行った。

・市報、市ホームページ、健康
ｶﾞｲﾄﾞ配付、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ配付、電
話、窓口での対応を行った。

・引き続き継続して行なう。特
に、要支援・要介護状態になる
のを予防するための介護予防事
業を重点的に取り組み、啓発に
努める。

・市報、市ホームページ、健康
ｶﾞｲﾄﾞ配付、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ配付、電
話、窓口での対応を行った。

◎

継続して制度等の周知を
図っている。

◎

・介護保険制度が平
成12年度からスター
トして以降、毎年の
ように法改正が行わ
れており、更なる啓
発が必要である。

・引き続き継続して行なう。特
に、要支援・要介護状態になる
のを予防するための介護予防事
業を重点的に取り組み、啓発に
努める。

第６節　保健衛生の推進

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

1 

保健衛
生の推
進

　本市では、乳幼児から高齢者に至る市民全般
の健康づくりへの関心を高める取り組みを進め、
生活習慣病（＊）の予防や各種疾病の早期発見・
早期治療を促進するため、自らが各種健診を積
極的に受診できるよう、啓発活動を推進してきま
した。
　また、自らの健康を管理するという観点から、
健康教室や健康相談に積極的に参加できるよ
う、健康づくり推進員、食生活改善推進員等と連
携を図りながら健康教室等の実施に努めていま
す。今後は、健康づくりの関心を高めるための啓
発活動などの取り組みを強化し、乳幼児から高
齢者に至る各年代に応じた身体と心の健康づくり
を推進します。

健康推進課 ・がん検診・肝炎ウイ
ルス検査・一般健診

・健康づくり地域啓発
事業

・食生活改善推進員
地区組織活動事業

　がん検診受診者数（受診
率） 
　　胃がん検診　3,162人
（18.4％） 
　　肺がん検診 3,208人
（18.7％）
　　大腸がん検診3,297人
（19.20％）
　　子宮がん検診2,031人
（17.61％）　
　　乳がん検診1,187人
（11.4％）　　　　
　健康教育
　　　開催回数：115回
　　　参加延人員：2,125人
　健康相談
　　　開催回数：70回
　　　参加延人員：834人
　食育及び食生活改善事業
　　　開催回数：89回
　　　参加延人員：2,587人

・がん検診受診者数（受診率） 
　　胃がん検診　3,194人
（18.6％） 
　　肺がん検診 3,203人
（18.7％）
　　大腸がん検診3,356人
（19.6％）
　　子宮がん検診2,204人
（19.1％）　
　　乳がん検診1,304人
（12.5％）　　　　
・健康教育
　　　開催回数：81回
　　　参加延人員：2,435人
・健康相談
　　　開催回数：60回
　　　参加延人員：1,188人
・食育及び食生活改善事業
　　　開催回数：94回
　　　参加延人員：3,237人

・がん検診受診者数（受診率） 
　　胃がん検診　3,505人
（20.4％） 
　　肺がん検診 3,453人
（20.0％）
　　大腸がん検診3,476人
（20.1％）
　　子宮がん検診2,209人
（19.2％）　
　　乳がん検診1,157人
（11.1％）　　　　
・健康教育
　　　開催回数：112回
　　　参加延人員：2,919人
・健康相談
　　　開催回数：47回
　　　参加延人員：1,451人
・食育及び食生活改善事業
　　　開催回数：103回
　　　参加延人員：3,579人

・健康づくりを推進するために
は、子どもの頃からの生活習慣
や運動習慣の確立が必要であ
る。
・今後も、引き続き、関係者、関
係機関等と連携し、健康意識を
向上させ、がん検診の受診行動
や生活習慣・運動習慣の改善を
はかる取組みを推進していく。 
・また、地区公民館・自治公民館
連合会における活動の協同実
施によりがん検診受診率の向上
を図る取り組みを推進する。
・集団健診時及び文化祭時に、
食生活改善推進員の協力を得
ながら、幅広い世代への減塩指
導を行う。

・がん検診受診者数（受診率） 
　　胃がん検診　3,736人
（21.8％） 
　　肺がん検診 3,595人
（21.0％）
　　大腸がん検診 3,717人
（21.7％）
　　子宮がん検診 2,127人
（18.4％）　
　　乳がん検診 1,249人
（11.9％）　　　　
・健康教育
　　　開催回数：127回
　　　参加延人員：3,231人
・健康相談
　　　開催回数：48回
　　　参加延人員：1,134人
・食育及び食生活改善事業
　　　開催回数：104回
　　　参加延人員：3,328人

○

・がん検診の受診率は、 
依然として県下でも低い
状況にあるが、検診受診
の啓発について、受診率
の向上等の成果につな
がるよう、関係者、関係
機関と連携して取り組ん
でいる。

○

・がん検診の受診率
は、 依然として県下
でも低い状況にある
が、検診受診の啓発
について、受診率の
向上等の成果につな
がるよう、関係者、関
係機関と連携して取
り組んだ結果、受診
率が向上した。

・健康づくりを推進するために
は、子どもの頃からの生活習慣
や運動習慣の確立が必要であ
る。
・今後も、引き続き、関係者、関
係機関等と連携し、健康意識を
向上させ、がん検診の受診行動
や生活習慣・運動習慣の改善を
はかる取組みを推進していく。 
・また、地区公民館・自治公民館
連合会における活動の協同実
施によりがん検診受診率の向上
を図る取り組みを推進する。
・集団健診時及び文化祭時に、
食生活改善推進員の協力を得
ながら、幅広い世代への減塩指
導を行う。

□　主な施策と方向・方針

番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

第７節　生活環境の改善

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

管理計画課 公園管理 老朽化した公園施設（遊具・
フェンス等）の改修を行い、施
設の長寿命化を図ることがで
きた。
 市内の公園・緑地施設のう
ち、94公園・緑地は、維持管
理について自治公民館等に
年間委託し共同作業を行っ
ていただくとともに、それ以外
の直営公園の管理について
は、トイレ清掃、ゴミ収集、園
内清掃、除草・集草、樹木の
剪定等を業者委託し、除草後
の集草を障害者優先調達推
進法に係る福祉施設を活用
して集草を実施した。
　また、10月に発生した鳥取
県中部を震源とする地震によ
り被災した公園施設等の復
旧を行い、利用者の安全性
の確保に努めた。

・老朽化した公園施設（遊具・
フェンス等）の改修を行い、施
設の長寿命化を図ることができ
た。
市内の公園・緑地施設のうち、
95公園・緑地は、維持管理につ
いて自治公民館等に年間委託
し共同作業を行っていただくと
ともに、それ以外の直営公園の
管理については、トイレ清掃、
ゴミ収集、園内清掃、除草・集
草、樹木の剪定等を業者委託
し、除草後の集草を障害者優
先調達推進法に係る福祉施設
を活用して集草を実施した。
上井東公園の洋式化を行っ
た。

・老朽化した公園施設（遊具・
フェンス等）の改修を行い、施
設の長寿命化を図ることができ
た（中江西公園外14公園）。
・市内の公園・緑地施設のう
ち、94公園・緑地は、維持管理
について自治公民館等に年間
委託し共同作業を行っていただ
くとともに、それ以外の直営公
園の管理については、トイレ清
掃、ゴミ収集、園内清掃、除草・
集草、樹木の剪定等を業者委
託し、除草後の集草を障害者
優先調達推進法に係る福祉施
設を活用して集草を実施した。
・洋式トイレ整備実績なし（H30
予算要求時に検討）

・公園・緑地を安心して安全かつ
快適に利用していただくととも
に、公園施設の長寿命化を図り
ながら維持管理を行う。
・公園・緑地の除草作業や遊具
等の安全点検について、利用者
でもある地域住民等の協力を得
ながら進めていく。
・現在洋式トイレ整備済公園８箇
所（打吹２箇所、河北中央、七
峰、さわやか、上井東、明倫通
り、大御堂廃寺跡）。残りは周辺
状況及び地域状況を勘案し、検
討を行う。

・老朽化した公園施設（遊具・
フェンス等）の改修を行い、施
設の長寿命化を図ることができ
た（河北中央公園外19公園）。
・市内の公園・緑地施設のう
ち、104公園・緑地は、維持管
理について自治公民館等に年
間委託し共同作業を行ってい
ただくとともに、それ以外の直
営公園の管理については、トイ
レ清掃、ゴミ収集、園内清掃、
除草・集草、樹木の剪定等を業
者委託し、快適に公園を利用
いただけるよう整備を行った。

○

・老朽化した公園施設の
改修について計画どおり
実施した。その他の維持
管理業務については、地
元自治公民館等と連携
し、環境整備を行うことが
できた。

○

・年次的に遊具・フェ
ンス等の改修を行
い、施設の長寿命化
を図ることができた。
また、一部トイレの
洋式化を行った。
・公園・緑地の除草
作業や遊具等の安
全点検について、利
用者でもある地域住
民等の協力を得なが
ら進めることができ
た。

・公園・緑地を安心して安全かつ
快適に利用していただくととも
に、公園施設の長寿命化を図り
ながら維持管理を行う。
・公園・緑地の除草作業や遊具
等の安全点検について、利用者
でもある地域住民等の協力を得
ながら進めていく。
・現在洋式トイレ整備済公園８箇
所（打吹２箇所、河北中央、七
峰、さわやか、上井東、明倫通
り、大御堂廃寺跡）。残りは周辺
状況及び利用状況を勘案し、検
討を行う。

上下水道局 ・公共下水道事業
・農業集落排水事業
・合併処理浄化槽設
置事業

・8haの整備を実施
・浄化槽設置補助　7基
・市全体の水洗化率　81.4%

・2.6haの整備を実施
・浄化槽設置補助　4基
・市全体の水洗化率　81.1%

・2.6haの整備を実施
・浄化槽設置補助　7基
・市全体の水洗化率　87.3%

・水洗化率の向上に努めていく。 ・0.7haの整備を実施
・浄化槽設置補助　9基
・市全体の水洗化率　87.5%

○

・公共下水道を整備して
処理可能区域を拡大す
ることができた。

○

・４年間で公共下水
道では13.9haの整備
を実施し、浄化槽設
置は計27件の補助
を行った。水洗化率
は平成27年度末の
80.6％から87.5％と
なった。

・水洗化率の向上に努めていく。

上下水道局 （上水道整備） 上水道区域で1,760m、簡易
水道区域で543mの整備（更
新）を行った。

・上水道区域で2,336m、簡易水
道区域で432mの整備（更新）を
行った。

・上水道区域で1,241ｍ、簡易
水道区域で744ｍの整備（更
新）と整備工事に伴う本舗装工
事を行った。　　　　　　　　　　　　

現在策定中の上水道基本計画
に則り適切な更新を進める。

・上水道区域で2,544mの整備
（更新）を行った。

○

・例年並みの整備（更新）
を行うことができた。

○

・４年間で上水道区
域で7,881m、簡易水
道区域で1,719mの
整備（更新）を行っ
た。

・上水道基本計画に則り適切な
更新を進める。

2 

住宅の
整備

　障がいのある人や高齢者が、地域で快適に自
立した生活ができるよう公営住宅ではバリアフ
リー化を進め、民間の住宅では人に優しい住宅
建築の相談に努めてきました。
　今後もバリアフリー化した住宅へのニーズがあ
ることを踏まえ、障がいのある人等の住宅入居の
利用促進を図る上で、制度の周知に努める必要
があります。また、外国にルーツを持つ人が安心
して生活できるよう相談体制の充実を図ります。

建築住宅課 市営住宅管理事業 高齢者世帯等の優先入居募
集を実施した。

・高齢者世帯等の優先入居募
集を実施した。

・高齢者世帯等の優先入居募
集を実施した。

　バリアフリー対応の住宅への
優先入居募集をはじめ、各住宅
の世帯状況を勘案しながら随時
募集を行います。

高齢者世帯及び身障者世帯の
優先入居募集を実施した。
R1募集回数：6回（偶数月）
高齢者対応住戸優先入居募集
回数：2回
身障者対応（車椅子専用）優先
入居募集回数：6回

◎

高齢者世帯及び身障者
世帯の優先入居募集を
実施した。特に身障者対
応（車椅子専用）住戸
は、常時提供できるよう
に努めた。 ◎

新たな住宅を整備し
たことによりバリアフ
リー化された住戸が
増え、高齢者や身障
者への優先募集住
戸が増加した。

高齢者世帯及び身障者世帯の
優先入居募集を実施する。ま
た、４階建て以上の既存住宅に
エレベーターを設置することによ
り、高齢者世帯への提供可能な
住戸の増加を図る。

第３章　人権課題８分野における施策
第１節　部落の完全解放の実現
□　現状と課題

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

1 

市民意
識調査
の実施

　人権問題に関する市民の意識を把握し、啓発
事業等の人権施策の一層効果的な推進を図ると
ともに、今後本市が取り組むべき施策のあり方を
検討するための市民意識調査を実施します。

人権政策課 人権・同和問題に関
する市民意識調査

部落解放研究倉吉市集会や
同和教育推進員研修会、町
内学習会等、様々な場面で
の啓発活動に活用した。

・部落解放研究倉吉市集会や
同和教育推進員研修会、町内
学習会等、様々な場面での啓
発活動に活用した。 　　　　　　　　　　　　－

令和元年度に実施
（調査対象2,000人、単純及びク
ロス集計、分析、考察等を行い、
啓発事業等人権施策の一層効
果的な推進を図るための基礎資
料とする。）

人権・同和問題に関する市民
意識調査を10月に実施し集計
作業を行った。（調査票回収率
32.8％、有効回答票655/調査
票配布数2,000）

○

平成24年以来7年振りに
意識調査を実施した。単
純集計・クロス集計を
行ったが、分析・考察・報
告書の作成は出来な
かった。

○

令和元年度に意識
調査を実施し、課題
の明確化と取り組み
の効果測定を行っ
た。

調査結果を報告書にまとめて市
民に公表し、次期総合計画策定
の参考資料とする。

2 

就学前
教育

一人ひとりの子どもの背景や生活課題を把握す
る中で子どもの成長・発達を支援し、豊かな感性
と実践力を身につけた仲間づくりを進め、人権を
大切にする心を育てる教育・保育を推進します。

子ども家庭
課

家庭支援推進保育
事業

　公立保育所３園に各1名の
家庭支援推進保育士を配置
し、基本的な生活習慣や態
度のかん養等について、家
庭環境に対する配慮した保
育を行った。
　その他の施設においても保
育士による家庭の支援を行っ
た。

・公立保育所３園に各1名の家
庭支援推進保育士を配置し、
基本的な生活習慣や態度のか
ん養等について、家庭環境に
対する配慮した保育を行った。
　その他の施設においても保育
士による家庭の支援を行った。

・公立保育所では家庭支援推
進の役割を担う保育士を中心
とした基本的な生活習慣や態
度のかん養等について、家庭
環境に対する配慮した保育、家
庭の支援を行った。
　特に、公立保育所３施設で
は、家庭や地域、団体と連携し
て地域の実情に応じた支援を
行った。

支援が必要な世帯は増加傾向
にあり、現在配置している家庭
支援推進保育士の役割と要支
援の実態に即した取り組みを実
施する。

・公立保育所では家庭支援推
進の役割を担う保育士を中心
とした基本的な生活習慣や態
度のかん養等について、家庭
環境に対する配慮した保育、家
庭の支援を行った。
　特に、公立保育所３施設で
は、家庭や地域、団体と連携し
て地域の実情に応じた支援を
行った。

○

・子ども、家庭の状況の
把握に努め、状況に応じ
た支援を行った。

○

・公立保育所では家
庭支援推進の役割
を担う保育士を中心
とした基本的な生活
習慣や態度のかん
養等について、家庭
環境に対する配慮し
た保育、家庭の支援
を行った。
　特に、公立保育所
３施設では、家庭や
地域、団体と連携し
て地域の実情に応じ
た支援を行った。

支援が必要な世帯は増加傾向
にあり、現在配置している家庭
支援推進保育士の役割と要支
援の実態に即した取り組みを実
施する。

□　主な施策と方向・方針

 　2012(平成24)年9月実施の人権・同和問題に関する市民意識調査結果（回答者数802名、以下「意識調査」という）では、直接部落差別を体験した件数は191件あり、約20％の市民が体験しています。また、結婚における身元
調査を肯定する割合は、35.2％、住居を選ぶ際に同和地区を避ける人は、23.8％、同和問題を自分の問題として捉えられない、自分には関係ないなど消極的、傍観的は人は48.1％でした。同和地区を避けようとする意識や身
元調査を肯定する意識、自分には関係ないという意識が根強く存在しており、同和問題を自らの課題としてその解決を志向する教育・啓発活動が求められています。

□　主な施策と方向・方針

番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

1 

住環境
の整備

　既存施設のバリアフリー化を図り、安全で安心
して暮らすことのできる住環境の整備を進めると
ともに、地域住民や子どもたちとのふれあいの機
会の場をつくり、共に生きる地域社会の実現に努
めてきました。また、道路の整備・歩行空間の確
保や生活用水の確保・生活雑排水の適正な処理
ができるよう上下水道を整備し、快適な住環境の
向上を図ってきました。
　今後は、住民同士がよりよい人間関係を再構
築し心豊かに暮らせるよう、住民と行政との協働
による施設・広場等の適正な維持管理によって、
ふれあいの場の確保に努めます。

地域整備課 急傾斜地崩壊対策
事業

鳥取県中部地震で被災した
箇所について、関係者に事
業説明を行った

・要望がなく、事業を実施してい
ない

古川沢において小規模急傾斜
地の状況調査を行った

調査結果をもとに地元や県と実
施について、協議をしていく

・要望がなく、事業を実施してい
ない -

・実績がないため

-

・実績がないため ・要望があったときには、県と調
整をしながら事業をすすめていく

番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

3 

学校にお
ける部落
問題学
習

各小中学校では、児童生徒、地域の状況に応じ
て、同和問題について学習していきます。児童生
徒が部落差別の不合理さや人権を尊重していく
生き方を学べるよう、児童生徒の発達段階に応じ
た教科、領域の特質に応じた学習となるよう配慮
します。さらに、人権尊重の社会づくりの担い手と
しての社会的立場の自覚を深め、部落差別の解
消を自らの課題として捉え、自己実現を図ってい
けるよう指導内容・方法の工夫改善をしていきま
す。

学校教育課 ・年間指導計画に基
づく人権同和教育の
推進
・学校人権同和教育
教材・題材に関する
研究

部落問題学習に関する有効
な教材・題材に関する研究を
行い、各校の児童生徒、地域
の状況に応じて実践した。

・お互いの人権が尊重される社
会の実現に向けて、部落問題
学習に関する認識を深めるた
めの啓発資料や教材に関する
研究を教職員が行い、部落問
題をテーマにした研修会を実施
するためのプログラム開発にも
取組んだ。

地域性、子どもの実態に合わ
せ、小中連携を踏まえて部落
問題学習を必ず実践する。

・地域性、子どもの実態に合わ
せ、小中連携を踏まえて部落問
題学習を必ず実践する。また、
その指導内容・方法について、
各中学校区で共通認識と実践を
図り、工夫改善をさらに進めてい
く。

・地域性、子どもの実態に合わ
せた年間指導計画の作成と実
践を行った。また、人権主任者
会において、共通認識を図っ
た。

○

・アンケートを基に子ども
の実態を把握し、年間指
導計画の作成に活かす
ことができた。また、人権
主任会において校区ごと
の取り組みを協議し、共
通認識をもつことができ
た。

○

・人権主任者会にお
いて、人権教育の題
材・教材、学習過程
に関する研修や情報
交換を行い、自校の
年間指導計画の改
善に活かすことがで
きた。

・部落問題学習をの指導内容・
方法について、各中学校区で共
通認識と工夫改善を進めてい
く。

4 

同和地
区の児
童生徒
の学習・
進路保
障に向け
た支援

同和地区の児童生徒の生活課題を把握するとと
もに、家庭、地域、そして学校が連携した地区学
習会の実施に向け運営協議会の充実など推進
体制の強化を図ります。地区学習会では、仲間
づくり、学力向上・進路保障に向けた支援を実施
します。

学校教育課 人権同和教育推進
事業

地区学習会運営協議会が中
心となり、学校・家庭・地域が
連携し、地区学習会を運営し
た。

・地区学習会運営協議会が中
心となり、学校・家庭・地域が連
携し、地区学習会を運営した。
地区学習会のねらいに基づ
き、学習内容の充実を図った。

各地区の児童生徒の実態や保
護者のねがいにをもとに、地区
学習会運営協議会が中心とな
り、地区学習会を小学校6校、
中学校3校で実施された。学
校・家庭・地域が連携し、地区
学習会を運営し、学習内容の
充実を図った。

・地区学習会運営協議会が中心
となり、地区学習会を小学校6
校、中学校3校で実施。学校・家
庭・地域が連携し、地区学習会
を運営し、仲間づくり・学力向上・
進路保障に向けた支援を実施す
る。

・地区学習会運営協議会が中
心となり、地区学習会を小学校
6校、中学校3校で実施した。学
校・家庭・地域が連携し、仲間
づくり・学力向上・進路保障に
向けた支援を実施した。

○

・運営協議会が中心と
なって地域の実態に即し
た仲間づくり・学力向上・
進路保障にむけた取り組
みを実施することができ
た。

○

・各地域においてね
らいをもって取り組
むことができた。児
童生徒による進行を
行うなど、自主的な
取り組みも行われ
た。

・各地区の実態と願いをもとに、
学校・家庭・地域が連携し、仲間
づくり・学力向上・進路保障に向
けた支援を実施する。

学校教育課 人権同和教育推進
事業

地区学習会運営協議会等に
おいて、各地区、各校で保護
者研修について助言した。

・各地区、各校で保護者研修会
が開催されるにあたり、講師謝
金等を予算化し、補助を行っ
た。

・各地区、各校で保護者研修会
が開催するにあたり、講師謝金
等を予算化し、補助を行った。

・各学校でＰＴＡ人権教育推進部
を中心に行われる人権問題に関
わる保護者研修会を支援する。

・各地区、各校で保護者研修会
が開催するにあたり、講師謝金
等を予算化し、補助を行った。 ○

・各地区、学校で保護者
研修会を実施し、講師謝
金の予算執行を行った。 ○

・各地区、学校にお
いて計画的に保護者
研修会が企画・実施
された。

・各学校で行われる研修会にお
いて開催を支援していく。

地区学習会推進事
業

（はばたき)今年度は、高校見
学、大学見学を実施し、子どもた
ちの進路意識の高揚を図る。次
年度以降、子どもたちの生活実
態の把握に努め、食育や学習支
援の充実を図りながら、保護者
との連携に努力を傾注していく。
多世代交流事業を計画し、体験
的に人権を学ぶ機会を提供して
いく。
・（さわやか）児童センターなど関
連機関との連携により、子どもた
ちに体験を通した学習の場を与
える。また、保護者、地域に対し
ても、地区学習会への理解を深
めて関わりを持つような働きか
けを継続する。
・（あたご）地域の保護者会に出
張研修予定
・（倉人）西中学校学習会ととも
に、東中学校学習会にも積極的
にかかわりを持つ。
・（やまびこ）地域の中では通園
箇所がばらばらであり、園の垣
根を越えた保護者の仲間づくり
を共に考え事業を行なう。

○ △

5 

保護者
学習

　認定こども園・保育所、学校と連携し、家庭や
地域で差別解消に立ち向かうことのできる人にど
う育てていくかなど、同和問題学習や子育てにつ
いて自ら研修会を計画するなど保護者学習の充
実に努めます。

人権文化セ
ンター

（あたご）親子学習会を実施
し子どもの人権について学ん
だ。（倉人）保護者の時代背
景や育った環境等の違いに
より、地区学習会の意義や願
が保護者に伝わっていない、
先輩の話や当時の思いを学
び、地区学習会の意義やあり
方を問い直すための学習を
深めた。(さわやか）児童セン
ターや保護者との連携により
通常の学習会への参加や調
査活動への助言、また、キャ
ンプでの体験学習を通して
リーダー育成や仲間づくりを
した。また地区学習会参加児
童の保護者の懇談会に参加
しつながりを深めた。中学学
習会の生徒と保護者との交
流会に参加し意見交換した。
（やまびこ）地震の影響によ
り、残念ながら就学前の三園
保護者交流会ができなかっ
た。子どもたちの交流会は仲
間づくりにつながり良かった。
（はばたき）鳥取大学へ体験
学習に行き「虹色ラクダの会」
の方から活動について聞い
た。青谷和紙工房で紙漉き
体験をした。高校見学は、鳥
取中央育英高校へ３月に行
き見学。地区学習会参加児
童生徒だけにとどまらず行事
への参加を求め、子ども同士
の横の関係、異年齢の関
係、また、地域住民との交流
学習に努めた。中部地震被
災のため、創作作品等が披
露できなかったことは残念で
あった。

・（はばたき)福吉児童センター
と事業連携をし、高校見学、大
学見学体験学習、職場体験学
習を進路学習として実施した。
警察とも事業提携して、情報モ
ラルやマナー、防犯防災学習を
開催した。地区内外児童生徒
の交流と様々な人との出会い
の機会をつくり、体験的に人権
問題を学ぶことに努めた。特
に、高齢者や障がいのある子
どもたちの交流は継続したい。
結果として、子どもたちの変化
を保護者へ伝えたことにより、
保護者の姿勢に変化があっ
た。
・(さわやか）児童センターや保
護者との連携により、通常の学
習会への参加や調査活動への
助言、また、キャンプでの体験
学習を通してリーダー育成や仲
間づくりをした。また、地区学習
会参加児童の保護者の懇談会
に参加しつながりを深めた。
・（あたご）親子学習会を実施
し、人権について学び、また保
護者間の交流も図った。
・（倉人）進路へつながる取り組
み。地区学習会の意義と目的
を、保護者・生徒・教師・職員
（学習会に係わる人達）もう一
度学び直す。現在の学習会の
在り方を検討することが出来
た。
・（やまびこ）地域の保育園と連
携し、保護者の交流や学習を
行なった。また、他地区の就学
前保護者との交流も行いつな
がることもできた。解放子ども
会の児童たちとの仲間づくりや
地域の方たちとの交流会も開
催し、体験を広げることができ
た。

・（はばたき)福吉児童センター
と事業連携をし、倉吉農高校、
鳥取環境大学見学体験学習を
実施。職場体験学習は残念な
がら参加者無し。警察とは事業
提携して、情報モラルやマ
ナー、防犯防災学習を開催、ス
ポーツチャンバラ大会を実施。
地区内外児童生徒の交流と
様々な人との出会いの機会を
つくり、体験的に人権問題を学
ぶことに努めた。特に、高齢者
や障がいのある子どもたちの
交流は継続したい。結果とし
て、子どもたちの変化を保護者
へ伝えたことにより、保護者の
姿勢に変化があった。
・（さわやか）児童センターや保
護者との連携により、通常の学
習会への参加や調査活動での
指導・助言等を行った。また、
解放子ども会リーダー研修で
は、防災センターや地域住民
の協力を得ながら防災学習を
開催し、研修を通じて防災意識
の向上を図ると共に、リーダー
育成や仲間づくりを行った。ま
た、地区学習会参加児童の保
護者の懇談会に参加すること
で、情報共有を図りながらつな
がりを深めることができた。
・（あたご）親子学習会で、部落
差別に特化した学習を行った。
「渋染め一揆」のＤＶＤを視聴
し、グループごとに意見交換を
した。
・(倉人）西中学習会の保護者
会等で、学習会の在り方につ
いて意見交換するとともに、社
会に出た人の体験をもとに学
習の積み重ねの大切さについ
て共通認識をはかった。
・（やまびこ）関係機関と連携を
とりながら、幼児のなかまづくり
や人権学習をすすめた。また、
保護者の参加が難しくなってい
るが、園内で連携をとったり、
地域の保護者の集まりに参加
し、継続の必要性を話したりし
てすすめている。

（市人文）倉吉西中学校と倉吉
東中学校の地区学習会に職員
が積極的にかかわった。中学３
年生を対象に第３６回部落解
放中部地区中学３年生交流会
を開催した。中学２年生対象に
第２１回倉吉市中学生人権
フォーラムを開催した。高校生
を対象一泊研修会や高校友の
会・解放研交流会を開催した。
(さわやか）児童センターや保護
者との連携により、学習会や調
査活動での助言、キャンプでの
体験学習を通してリーダー育成
や仲間づくりを行った。小学校
地区学習会参加児童の保護者
の懇談会に参加し、つながりを
深めた。また、中学校地区学習
会にも積極的にかかわった。
(はばたき)継続実施している高
校見学・大学見学は、少人数で
も参加した子どもたちには刺激
となっており、職員には、進路
選択についてアドバイスをして
いく上での知識を獲得する場と
なった。子どもたちの生活や学
習環境を把握する機会とし保
護者との連携を図っていかなけ
ればならない。
（やまびこ）近くにある保育園や
学校には、ボテ茶体験や人権
学習を通して保護者学習に努
めることができた。しかし、地域
内での保護者の仲間づくりはで
きていない。
（あたご）親子学習会を実施し、
センター職員が講師となって、
鳥取県伯耆町出身の児童文学
作家の大型絵本の読み聞かせ
を行った。参加児童が幼稚園
児だった頃に、その保護者がこ
の児童文学作家を幼稚園に招
いて、絵本をとおして子育てに
ついて学んだことを話して頂い
た。小学生となった現在でも子
育ての基軸となっていることを
センター職員も学んだ。他者を
思う心が、差別のない心に繋
がっていることを再確認した。

（市人文）地区学習会参
加生徒の保護者と連携
できた。（評価：○）

（さわやか）小学生、中学
生とのかかわりを持ち、
地域や保護者との連携
により、異年齢間での仲
間づくりを行うことができ
た。（評価：○）

(はばたき)児童生徒とと
もに保護者に対して、地
区学習会の意義と重要
性を理解してもらい、児
童生徒の学びのバック
アップをしてもらえるよう
啓発をしていかなければ
ならない。（評価：△）

（やまびこ）保護者が自ら
というところに至っていな
い。また、保護者の仲間
づくりを計画し呼びかけ
に努めたが、感染性胃腸
炎等の流行により開催で
きなかった。(評価:△)

（あたご）親子学習会で、
幼稚園から小学校上学
年まで、継続して保護者
の子育ての基軸が再確
認できた。（評価：○）

（市人文）倉吉西中
学校では、参加者が
減少傾向にあり何ら
かの対応が必要で
ある。（評価：○）

（さわやか）地区学習
会運営協議会に参
加し、積極的に運営
にかかわっている。
（評価：○）

(はばたき)児童生徒
へは、地区学習会の
機会のみならずセン
ター行事を含めて、
共に学び人権につい
て考えるとともにお
互いの関係を深める
努力をして来ている
が、保護者にまで丁
寧な対応ができてい
ないのが正直なとこ
ろである。保護者の
学びと人権意識の向
上が課題である。
（評価：△）

（やまびこ）保育園や
地域では保護者が
学習することに負担
感を感じており、事
業の開催が難しく
なっている。(評価:
△)

（あたご）解放子ども
会の親子学習会で、
年一回人権学習を
行うが、その他の機
会を積極的に設ける
ことができなかった。
（評価：△）

（市人文）倉吉西中学校と倉吉
東中学校の地区学習会に職員
が積極的にかかわるとともに、
保護者や地域との連携に努め
る。部落解放中部地区中学３年
生交流会、倉吉市中学生人権
フォーラムの開催。中部地区高
等学校解放研・高校友の会一泊
研修会、解放研・高校友の会交
流会の開催。

（さわやか）学校や児童セン
ター、地域・保護者と連携し、子
どもたちと差別の現状について
共通認識を図るとともに、体験
学習を通して、差別に立ち向か
う力の育成と仲間づくりを行う。
子どもの将来について保護者の
意識を高め、つながりを深める。

（はばたき)地区学習会の保護者
との関係づくりをしていく。子育
てで困っていることや悩みを受
け付けられる関係づくりを目指
す。保護者の願いが子どもたち
に届くような機会を設けて行く。
地域住民へも応援団となっても
らえるよう発信する。

（やまびこ）保護者が学習に意欲
をもてるよう、学習教材の再考を
行うと共にサポートに努める。

（あたご）引き続き親子学習会を
開催し、保護者の意識向上を図
る努力をする。
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

保護者
会・ＰＴＡ
会員へ
の啓発

認定こども園・保育所、学校で、保護者会・ＰＴＡ
会員対象の固定的な性別役割分担意識等の解
消に向けた啓発に努めます。
さらに、教育機関や社会福祉施設等において、
配偶者等パートナーからの暴力被害者のプライ
バシーを擁護し人権が尊重されるよう配慮すると
ともに、配偶者等パートナーからの暴力など男女
間の暴力等は個人の尊厳を傷つける重大な人
権侵害であるという認識をさらに広く浸透させ、あ
らゆる場面で暴力のない社会づくりのため、認定
こども園・保育所、学校での啓発に努めます。

子ども家庭
課

保護者対象研修 　各保育園等の保護者会同
和保育推進委員が中心とな
り講演会、研修会、機関誌の
発行等を行った。

・各保育園等の保護者会同和
保育推進委員が中心となり講
演会、研修会、機関誌の発行
等を行った。

・各保育園等の保護者会同和
保育推進委員が中心となり講
演会、研修会、機関誌の発行
等を行った。

　保護者会との連携による保育
所等における研修の実施する。
　また、保護者会として市集会実
行委員会への参画、運営を行う
とともに、各種研修会へ積極的
に参加、学習する。

・各保育園等の保護者会同和
保育推進委員が中心となり講
演会、研修会、機関誌の発行
等を行った。

○

・保護者が主体的となっ
た事業計画、参画を行っ
た。

○

・各保育園等の保護
者会同和保育推進
委員が中心となり講
演会、研修会、機関
誌の発行等を行っ
た。

　保護者会との連携による保育
所等における研修の実施する。
　また、保護者会として市集会実
行委員会への参画、運営を行う
とともに、各種研修会へ積極的
に参加、学習する。

6 

相談活
動の充
実

同和地区住民をはじめ全市民の生活、福祉、就
労、子育て、教育、被差別体験等の相談及び支
援について、人権文化センターの相談機能を充
実させ関係機関と連携して取組むとともに職員の
資質向上に努めます。

人権文化セ
ンター

相談活動 （倉人）どのようなことが差別
事象で差別につながるのか、
各関係機関と連携し学んだ。
（さわやか）職員のスキル向
上の為相談に関わる研修会
に参加し学んだ。（やまびこ）
震災後にはじめたサロンの事
業をとおしながら、相談活動
を進めた。（はばたき）にこに
こサロン活動を中心に置い
て、住民の仲間づくり、また、
気軽に相談できるセンターの
存在となってきている。震災
以後も復旧、復興に向け、生
活再建にかかる相談を受け
付けてきた。この関係を継続
して保持していきたい。

・(はばたき)相談の受付数は増
加してきている。高齢者事業の
「にこにこサロン」の開催や福
吉児童センターとの協働事業
等に取り組むことによって、乳
幼児～高齢者までの幅広い層
に利用していただいた。施設と
して周知、PRの結果だと思う。
・（さわやか）職員のスキルアッ
プ向上を図るため、相談に関わ
る研修会に参加し学んだ。
・（やまびこ）団体育成活動やサ
ロンの開催等、地域に出かけ
て事業を行なう中で相談活動も
広がっており、今後も継続す
る。一昨年、地域の中から出た
困りごとを小鴨地区全体の問
題として考え解消に向けて事業
を行なうことができた。

・(はばたき）相談窓口として周
知・PRの継続。職員の知識獲
得と研修の充実。相談を受ける
以前の地域の実態把握とニー
ズ把握のため、生活アンケート
調査を福吉町2自治公と協力し
て実施できた
・（さわやか）職員のスキルアッ
プ向上を図るため、相談に関わ
る研修会に参加し学んだ。
・（やまびこ）地域に出かけ事業
を行なっていく中で、少しづつ
ではあるが声を拾う努力をして
いる。小鴨地域全体で行なった
アンケートをもとに課題と解決
策を全体でも考える

・(はばたき)高齢化による生活困
窮世帯の増加が見込まれ、子ど
もたちにおいては、不登校や学
習支援、要保護児童に関する相
談内容が増えるものと推測す
る。より相談しやすい体制づくり
に努力する。
・（さわやか）地域住民とのつな
がりを深めると共に、安心して相
談できる場所として、地域の実
情やニーズを把握し、職員のス
キルアップ向上に努める。
・（やまびこ）小鴨地域福祉計画
の作成を行ない課題を考える。
また気になる所には引き続き関
係づくりをする。

（市人文）生活・福祉・教育・子
育て・仕事など各分野に対応で
きるよう職員のスキルアップに
努めた。また、差別事案や人権
侵害事案に対する職員のスキ
ルアップに努めた。それ以外に
も、町内学習会での人権問題
のテーマ設定や学習内容につ
いても指導、助言に努めた。
(はばたき)高齢者はにこにこサ
ロン活動、子どもたちは、子ど
も料理教室、学習支援等を開
催することによって、利用者と
の距離が近くなり、気軽に生
活・経済や介護、要保護児童に
関する相談が増えた。
（やまびこ）教育や高齢世帯に
おける相談を受ける中で、個人
の問題ではなく、地域や社会の
問題として考えることができた。
（あたご）初対面に近い間柄で
は、「相談ありますか？」と聞い
ても「ありません。」と返ってく
る。既知の間柄になり、セン
ター職員を信頼して頂くことか
ら始めた。

○

（市人文）様々な課題や
分野に対応できるよう努
力した。（評価：○）
(はばたき)地域住民だけ
でもセンターだけでも、地
域の見守り体制も不十分
であり、お互いが相互に
補完し合っていく体制づく
りが重要である。住民へ
もそのことが伝わり、セン
ターとの情報交換、伝達
のできる関係ができつつ
ある。（評価：◎）
（やまびこ）教育について
の相談は関係機関につ
なげることができた。ま
た、サロン開催時に頂い
た相談を小鴨地区全体
の声としてつなげること
ができている。（評価：
△）
（あたご）長年の困りごと
の相談をようやく受けた
が、一つ相談を受けるの
に何年もかかる。長い年
月が必要となってしまう。
解決は更に先のことに
なってしまう。（評価：△）

○

（市人文）様々な課
題や分野に対応でき
るよう努力した。（評
価：○）
(はばたき)住民と連
携協力して、個々の
家庭が抱える困難さ
や課題について状況
把握に努め、専門機
関へつなぐことがで
きた。相談を受け身
ではなく探る努力を
した。話しにくい相談
が出てくるようになっ
てきた。継続してい
る相談内容について
も関わり続けてい
る。（評価：◎）
（やまびこ）地域に出
かけて事業を行うこ
とにより、相談活動
を進めることができ
た。（評価：△）
（あたご）この相談
は、昨年でも、一昨
年でも受けることが
できたのではないか
と感じる。（評価：△）

（市人文）生活・福祉・教育・子育
て・仕事など各分野に対応でき
るよう職員のスキルアップを図る
とともに、差別事案や人権侵害
事案に対応できるよう努める。そ
れ以外にも、町内学習会での人
権問題のテーマ設定や学習内
容についても指導、助言できる
ように努める。
(はばたき）相談内容の多種多様
化に伴い、職員の知識の獲得、
スキルアップの向上を図る。住
民が抱えている生活の中での困
難さが吐露できる関係づくりの
構築のために、必要なサロン活
動や料理教室・ものづくりなどを
実施し、住民が気軽に頼りやす
いセンターづくりをしていく。
（やまびこ）相談の中で見えてき
た課題を地域のこととして捉えな
がら、事業に取り組み進める。
（あたご）相談を受けやすい体制
を工夫する。一つでも多く困りご
とを解決する。センター職員の相
談業務に対するスキルを身に付
ける。

7 

同和地
区住民
の学習
機会の
提供

同和地区住民が、地域や職場のなかで自らの社
会的立場に誇りを持ち、意欲を持って社会参画
できるよう学習支援を充実し、各年齢階層に応じ
住民生活に直結した多様な情報及び学習機会の
提供に努めます。

団体育成講座 (倉人)5センター事業の充実・
被差別部落住民を対象とし
た、ふれあい交流会の実施。
（さわやか）地域住民を対象
にしたサロン、各種教室に参
加して頂いた。また高齢者を
対象にゆとり教室を開催し交
流と連帯を深めた。（やまび
こ）サロンを開設し、地域の交
流の場にするとともに住民の
方の協力をいただくことがで
きた。（はばたき）２８年度まち
づくりのキーワードを「防災」
にして、取り組んできていた
中途の中部震災被災。役に
立った内容もあったが、機能
しないところも課題として気づ
くことができた。今後もまちづ
くりを主体的に取り組む住民
育成を継続していかなけれ
ばならない。

・(はばたき)「にこにこサロン」や
福吉児童センター事業、明倫
公民館、中央児童館、社会福
祉協議会暮らしの安心応援団
等と連携した事業実施をするこ
とによって、子ども～高齢者ま
での多世代交流と地域住民の
縦横な関係づくりを進めること
ができた。まちづくりの視点とし
て、住民自らが相互支援体制
の構築を考えていくきっかけが
できた。
・（さわやか）地域住民を対象に
したサロン、各種教室に参加し
て頂いた。また、高齢者を対象
にゆとり教室を開催し交流と連
帯を深めた。
・（あたご）対象4地区に団体育
成講座を行い、地域住民主体
の事業を行えた。
・（やまびこ）高齢者や女性は積
極的に事業に参加し、交流や
学習を深めることができた。サ
ロンを女性は楽しみにし学習意
欲もあるが、男性の参加につい
ては成果が出ていないので、
充実したものとなるよう内容を
検討する。

・(はばたき)アンケート調査等に
より、住民の生活実態の把握、
ニーズ把握に努め、人権問題
講演会等の学習内容に反映さ
せて実施した。
・（さわやか）地域住民を対象に
したサロン、各種教室に参加し
て頂いた。また、高齢者を対象
にゆとり教室を開催し交流と連
帯を深めた。
・（あたご）地域の中の連携と学
びを深めることと目標に、生け
花教室等様々な体験学習を実
施し、多数の参加者が学び、交
流出する機会となった。
・（やまびこ）保育園、小鴨小学
校生徒、地区学習会参加生徒
と、地域の方の協力を得ながら
ボテ茶を伝承することができ
た。

・（はばたき)生活アンケート調査
の結果を引き続き活用し、住民
のニーズに基づいた学習の提供
に努める。
・（さわやか）あらゆる世代を対
象に事業を展開し、地域の方が
集える場、また学習の場になる
様に努める。小学校、中学校学
習会での歴史の学習の提供に
努める。また引き続き保育園と
の交流会を継続し文化の伝承に
努める。特に男性の参加につい
ては成果が出ていないので、充
実したものとなるよう内容を検討
する。
・（やまびこ）予算の削減で事業
の継続が難しくなったものもある
が、他の学習機会と合わせなが
ら行っていく。子どもに関する事
業を地域で行なえるよう勧めて
いく。

○

（市人文）各支部の先輩
と若年層の交流ができ
た。（評価：○）
（さわやか）毎月のサロン
や各種教室の他に、高
校生や高齢者、地域別
の講座や研修を実施し
た。（評価：○）
(はばたき）今後の地域住
民の自立活動の育成、ま
ちづくり、住民相互の関
係づくり、生きがいづくり
につながるものと考えて
いる。（評価：◎）
（やまびこ）元年度につい
ては、何とか積極的な事
業の開催ができた。しか
し、次年度からの活動に
ついて不安を感じておら
れ、相談を受ける機会が
増えた。（評価：○）
（あたご）対象地区の年
齢層別取り組みに参加
することで、地域の一員
としての誇りや自覚を持
つことができた。（評価：
○）

○

（市人文）今後の「話そう会」を継
続して開催する。
（さわやか）あらゆる世代が参加
しやすい、地域と密着したサロン
や講座の開催を検討する。
(はばたき)住民が持っている技
術・得意なことの一覧表を活用
し、住民の生きがいづくり、役立
ち感の高揚に結び付けたい。住
民の自立活動への足掛かりを作
り、将来的には自立した組織とし
て活動できるようにしていく。
（やまびこ）人口減少や高齢化に
伴う生活不安により地域での活
動に負担感が生じており参加が
難しくなっているが、関係団体と
共に意欲をもって生活できるよう
な学習機会を提供していく。
（あたご）引き続き、それぞれの
地区のニーズに合った取り組み
を行う。

人権文化セ
ンター

（市人文）第３９回女性話そう会
を開催した。
（さわやか）地域住民を対象に
したサロン、各種教室を開催し
た。また、高校生対象の研修会
やこれまで未実施だった地区で
の出前講座を１地区のみで
あったが開催することができ
た。毎月のサロンや各種教室
は、参加者が固定化しており、
あらゆる世代が参加できる工
夫が必要。
(はばたき)センターでのモノづく
り講座を発展させ、ものづくりの
小グループができた。住民の自
立活動として、持っている生活
経験上の知識や技術が地域で
お互いに活用してもらえる体制
づくりのきっかけができた。
個々の生きがいづくりにつなげ
たい。
（やまびこ）三地区の女性部に
ついては積極的に活動すること
ができた。しかし、事業の在り
方や内容について見直しが迫
られている。
（あたご）対象四地区の団体育
成講座として、年齢別対象者別
の事業に取り組んだ。対象者
に合った取り組みを行うことに
よって、豊かな生活環境や、学
びの深まりを成果としてあげる
ことができた。

（市人文）これまで差
別体験や子育て、地
域づくりなど様々な
テーマで話し合われ
てきた。（評価：○）
（さわやか）地域での
サロンや各種教室を
継続して実施してい
る。（評価：○）
(はばたき)アンケート
調査の結果として、
高齢化と人口減少が
自治公民館活動に
大きな課題をもたら
すことを住民と共有
することができた。地
域福祉を推進する視
点で女性が問題意
識を強く持って動き
出した。センターとし
ては、地区住民が
持っている技術・得
意なことについて一
覧表を作成した。（評
価：◎）
（やまびこ）これまで
の学習経験を活かし
積極的に事業を開
催、仲間づくりもでき
た。（評価：○）
（あたご）それぞれの
地区で、学びや地域
活動に参加する良い
機会となり、住民同
士の連携強化にも繋
がった。（評価：○）
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

8 

同和地
区の伝
統文化
の継承

認定こども園・保育所、学校等との緊密な連携を
図り、同和地区住民や各種団体の自発的な地域
活動を支援し、同和地区に受け継がれているボ
テ茶等の伝承文化の掘り起こしと保存活動を奨
励します。

人権文化センター運
営事業

（あたご）保育園交流会を通
して、高齢者と一緒に昔遊び
や、ボテ茶について学び体験
することができた。（市人文）
５センター共同事業、部落解
放親善球技会（ふれあい交
流会）を実施し地域住民のつ
ながりを深めていく。近隣地
区の保育園・幼稚園・認定こ
ども園の劇団鑑賞をとおして
仲間づくりに努めた。（さわや
か）保育園児と地域住民との
交流会を開催しつながりを深
めた。保育園児とのボテ茶交
流、人権フェスティバルでの
しめ縄作りなど歴史や文化の
継承に努めた。（やまびこ）保
護者や地域の協力も得なが
ら、調理活動をとおして高齢
者との交流や文化の継承の
機会をもつことができた。（は
ばたき）ボテ茶の体験活動
が、地域の高齢者、児童・生
徒、市解放文化祭のボラン
ティア活動とつながって、福
吉児童センターとともに倉吉
養護学校へ出前授業として
実施することができた。

・(はばたき)児童生徒や高齢者
へボテ茶の体験学習を提供。
福吉解放文化祭を継続開催
し、地区内外への啓発と交流を
進めた。町の成り立ち、歴史に
ついて現地研修資料の収集と
見直しを図り、地域の変遷をと
どめる写真資料も修復した。
・（あたご）保育園交流会でのボ
テ茶体験を通して歴史や伝承
文化について学んだ。
・（やまびこ）地域の女性や高齢
者とのつながりをもちながら、
園児・児童・生徒などを対象に
地域における歴史やボテ茶等
の文化の継承を行なうことがで
きた。

・(はばたき)担当エリア内の同
和地区の歴史の見直しと、地
元地区住民へ地区の歴史を学
んでいただく機会として、解放
文化祭で歴史資料を展示した。

・（あたご）上小鴨、関金保育園
の園児と、
ボテ茶体験を行った。ボテ茶と
は何かを園児にも分かりやす
く、興味を持って取り組めるよう
に、講師の地域の方々と連携し
紙芝居を通して、学びを深め
た。

・（やまびこ）保育園、小鴨小学
校生徒、地区学習会参加生徒
と、地域の方の協力を得ながら
ボテ茶を伝承することができ
た。

・（はばたき)地区学習会、高齢
者にこにこサロンでボテ茶の取
り組みの継続。解放文化祭での
歴史資料展示の継続。

（やまびこ）今年度も計画通りに
進める。地域との連携を深め協
力者を増やしていく。

○

（市人文）市内小学生児
童の交流につながった。
（評価：○）

(はばたき)ボテ茶は子ど
もたちが毎年楽しみにし
ており、ボテ茶のたて方
も上手になって上学年が
下学年に教える姿が出
てきた。毎年、地区の歴
史を確認することは必要
だと考えている。「継続は
力なり」（評価：○）

（やまびこ）事業が定着
し、計画的に進めること
ができた。（評価：◎）

（あたご）保育園児への
伝承と解放文化祭での
来場者へ伝えることがで
きた。（評価：○）

○

（はばたき)地区の歴史に触れる
ことに住民が抵抗を感じているこ
とを払拭する学習、地区内住民
意識の転換を図る学習を工夫し
ていく。部落差別解消法につい
て学習する。

（やまびこ）定年延長や高齢労働
者の増加で協力者が増えない
中、協力者の確保と事業の継続
についての問題や新型コロナウ
イルスによる生活様式の中での
継承方法について工夫しながら
進める。

（あたご）引き続きセンター事業
の中で、講師を迎えてボテ茶伝
承の努力をする。また、解放文
化祭等で、他団体と共に、ボテ
茶の文化の伝承を行う。

9 

公正な選
考採用に
向けた体
制の整
備

倉吉市同和対策雇用促進協議会を充実させ、倉
吉市同和問題企業連絡会等との情報交換を行
い、県・ハローワーク・倉吉商工会議所等と連携
し、企業や事業所へ応募者の適性と能力を基本
とする公正な選考・採用が行われるよう啓発に努
めます。

商工観光課 公正採用・選考推進
事業

公正採用選考に関して、三者
合同研修会を開催した。

・公正採用選考に関して、三者
合同研修会を開催した。

・公正採用選考に関して、三者
合同研修会を開催した。

継続実施をし充実を図る ・公正採用選考に関して、三者
合同研修会を開催し、会員企
業に周知し参加していただくこ
とで、採用選考に配慮すべき事
項を再確認し、公正採用選考
に努めた。

○

毎年取組んでおり、企業
に広く浸透している。

○

毎年取組んでおり、
企業に広く浸透して
いる。

三者合同研修会を実施をし、5割
の参加を目指す。

10 

改良住
宅譲渡
の推進

入居者の意思を尊重し、生活状況を踏まえなが
ら改良住宅の譲渡を進めます。　　

建築住宅課 市営住宅払下げ事
業

　国・県と調整中 ・国・県と調整中 ・国・県と調整中 県営住宅の市への移管及び入
居者への払下げの検討を行う。

令和2年4月1日付けで県営高
城第三団地が市へ移管される
ことに伴い、鳥取県との事前協
議及び調整、住人への説明、
法整備、不動産登記手続き等
を行った。

◎

県営高城第三団地（10
戸）の市への移管に伴
い、調整を行った。

◎

県営高城第三団地
（10戸）の市への移
管に伴い、調整を
行った。

県営住宅の市への移管及び入
居者への払い下げの検討を行
う。

農林課 がんばる農家プラン
事業

・６プランに対して支援を行っ
た。
①後継者育成と新規雇用に
よる規模拡大プラン
②未来の安定経営のために　
西瓜農家のモデルになるぞ!!
③品質向上、販路拡大による
売れる米作りプラン!!
④集落営農法人の活動拠点
整備による次世代につなぐ地
域農業の活性化プラン
⑤フルーツトマト周年栽培に
よるリピーター倍増プラン
⑥さらなる地域貢献を目指し
て!!～地域の担い手と決意し
た農業増産プランⅡ～

・１プランに対して支援を行っ
た。
①フルーツトマト周年栽培によ
るリピーター倍増プラン

・４プランに対して支援を行っ
た。

①品質向上、販路拡大による
売れる米作りプラン
②フルーツトマト周年栽培によ
るリピーター倍増プラン
③さらなる地域貢献を目指し
て！！～地域の担い手と決意
した農業増産プランⅡ～
④西瓜栽培で灘手地区を活性
化～倉吉西瓜を日本一のブラ
ンドに～

・県認定の農業生産及び経営計
画に対して支援を行う。

・１プランに対して支援を行っ
た。

①地域ES No.1で地域活性化プ
ラン

○

・農業経営基盤の強化に
つながっており、引き続
き意欲のある農業者、法
人を支援する施策は必

要である。

○

 ・意欲のある農業
者、法人に対して支
援を行い、農業経営
基盤の強化が図られ
た。

・県認定の農業生産及び経営計
画に対して支援を行う。

農林課 ・小規模零細地域営
農確立促進対策事
業

・通常の維持管理に係る経費
及び鳥取県中部地震により
被災した箇所の復旧に係る
経費を支出した。

・同和対策事業で整備した農業
用施設の維持管理経費を支出

・同和対策事業で整備した農業
用施設の維持管理経費を支出

・同和対策事業で整備した農業
用施設の保守点検等維持管理
を行う。

・同和対策事業で整備した農業
用施設の維持管理経費を支出

○

・同和対策事業で整備し
た施設の適正な維持管
理は必要である。

○

・同和対策事業で整
備した農業用施設の
維持管理経費を支
出し、施設の適正な
維持管理が図られ
た。

・同和対策事業で整備した農業
用施設の保守点検等維持管理
を行う。

人権文化セ
ンター

（市人文）解放子ども会工作教
室の開催。

(はばたき)地区学習会や高齢
者にこにこサロンでボテ茶の取
り組みを継続。解放文化祭で
歴史資料の展示を継続。（評
価：◎）

（やまびこ）保育園や小学校と
は計画通り事業を実施すること
ができ、その積み重ねからボテ
茶に対して馴染みを感じる子が
いたり、学習会参加児童の中
には学年での体験時に積極的
に関わることができるなど成果
が感じられた。

（あたご）関金、上小鴨の保育
園交流会で地域住民を講師に
迎え、紙芝居等を利用して園児
に分かりやすい内容で、学ん
だ。実際にボテ茶をたてること
を体験し、食することによって、
さらに学びが深まった。また、
解放文化祭でボテ茶伝承の団
体と共に、来場者にボテ茶をふ
るまった。

（市人文）同和地区
児童が減少する中で
４０年間開催された。
（評価：○）

(はばたき)子どもた
ちには、地域の歴史
を話す機会はある
が、地域住民に対し
て歴史を伝え知って
いただく機会を作る
ことが不足している。
（評価：△）

（やまびこ）事業が定
着した。また、そのこ
とにより、地域内外
にボテ茶を通した啓
発活動を行うことが
できた。（評価：◎）

（あたご）センター事
業の中で、保育園
児、地域住民対象サ
ロンで、講師を迎え
てボテ茶体験を行っ
た。また、解放文化
祭では、他団体と協
力して、来場者へボ
テ茶をふるまうことが
できた。（評価：○）

11 

農業の
育成

同和地区農家の経営改善を図るため、農業情勢
を見極めつつ各種の事業、施策を活用しながら
農業用施設や農機具の導入等の支援に努め、
生産性の向上や作業労力の省力化による農業
経営の維持と振興を図ってきました。
また、これまで同和対策関連事業で整備された
農業用施設のうち２１の施設を平成２２年に、２施
設を平成２８年に地元譲渡しましたが、今後も、
未譲渡施設について地元の意向を踏まえ譲渡を
進め、地区農業振興を図ります。
さらに地域農業を維持していくには、それぞれの
地域の実情に応じた多様な担い手を育成してい
くことが重要と考えます。このため、魅力とやりが
いのある力強い農業を実現し、地域農業の将来
を支える認定農業者や集落営農組織等の担い
手、認定新規就農者を確保・育成するとともに、
低コスト化を進めるなどの農業経営改善を図る
取組みを支援します。 
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

農林課 ・就農条件整備事業 ・認定新規就農者３名に対し
て、経営基盤整備に対する
支援を行った。
（ホイールローダ、2tダンプ、
管理機、動力噴霧器、皮むき
機、野菜結束機、トラクター、
掘取機ほか）

・認定新規就農者５名に対し
て、経営基盤整備に対する支
援を行った。
（土壌消毒機、動力噴霧機、コ
ンプレッサー・皮むき機、作業
小屋、トラクター、稲わら粉砕
機ほか）

・認定新規就農者５名に対し
て、経営基盤整備に対する支
援を行った。
（パイプロソイラー、トラクター、
ユニットハウス、ハウス、電照
設備、土壌管理・消毒機、スイ
カ土寄せ機、ネギ管理機、運搬
車ほか）

・新規認定就農者の農業用機械
及び施設の導入に対して、単県
事業による支援。

・認定新規就農者２名に対し
て、経営基盤整備に対する支
援を行った。
（乗用モア、運搬車２台）

○

・新規就農者の就農初期
の負担軽減は必要であ
る。

○

・新規認定就農者の
農業用機械及び施
設の導入に対し支援
を行い、就農初期の
負担軽減が図られ
た。

・新規認定就農者の農業用機械
及び施設の導入に対して、単県
事業による支援。

地域整備課 ・農業農村整備事業 ・堀ほか7箇所の水路改修等
を実施した。
・補修用原材料（生コン、二次
製品）支給件数　82件
・補修用機械借上げ　70件

・志津ほか19箇所の水路改修
等を実施した。
・補修用原材料（生コン、二次
製品）支給件数　64件
・補修用機械借上げ　51件

・志津ほか10箇所の水路改修
等を実施した。
・補修用原材料（生コン、二次
製品）支給件数　63件
・補修用機械借上げ　56件

・農道、農業用用排水路、暗渠
排水等農業者や地区の要望に
対し、緊急性等を精査しながら、
整備を図る。また、簡易な補修
等においては補修用原材料支
給により整備を図る。

・大谷ほか20箇所の水路改修
等を実施した。
・補修用原材料（生コン、二次
製品）支給件数　73件
・補修用機械借上げ　66件 ○

・農業用施設は経年劣化
により老朽化が進行して
いることから、計画的な
改修整備が必要

○

・農業用施設は経年
劣化により老朽化が
進行していることか
ら、計画的な改修整
備が必要

・農道、農業用用排水路、暗渠
排水等農業者や地区の要望に
対し、緊急性等を精査しながら、
整備を図る。また、簡易な補修
等においては補修用原材料支
給により整備を図る。

12 

同和地
区住民
の生活
実態調
査

全国で取り組まれている同和地区を対象とした
実態調査では、この１０年で同和地区においては
少子化と高齢化が急速に進行していることや生
活保護世帯及びひとり親世帯、単身高齢者世帯
の増加、大学進学率の格差などが指摘されてい
ます。これまで実施してきた同和問題解決のため
の施策の成果や課題について、隣保館社会調査
事業を利用し把握します。また、「部落差別解消
推進法」で規定された部落差別の実態に係る調
査の実施を国に求め、部落差別解消の確立を国
に要望します。

人権文化セ
ンター

（地区住民生活実態
把握）

（やまびこ）地震の被害や地
域の課題について考えられる
ような調査を実施したい思い
はあるができていない。（は
ばたき）独自の実態調査を目
指したが、住民の地震被災
等もあり実現できなかった。

・(はばたき)独自の生活実態調
査の実施を目指したが、アン
ケート項目の検討で終わってし
まった。
・（倉人）倉吉市全体の被差別
部落へ実態調査をするように
計画したが、内容が絞り切れ
ず、次年度へ継続。
・（やまびこ）関係機関等にも相
談はしたが、実施できていな
い。

・(はばたき)生活実態アンケー
トを作成し、調査・分析を行っ
た。

・（倉人）県が実施する調査の
項目の詳細がわからず、取り
組めなかった。

・（やまびこ）生活実態調査は
行っていないが、小鴨地区全
体での「住み良い地域づくりア
ンケート」には公民館とともに取
り組み実施できた。

(はばたき)高齢化による生活困
窮世帯の増加が見込まれ、子ど
もたちにおいては、不登校や学
習支援、要保護児童に関する相
談内容が増えるものと推測す
る。より相談しやすい体制づくり
に努力する。

・（倉人）

・（やまびこ）小鴨地域福祉計画
の作成を行なう中で、課題を見
つけ解決にあたるようにする。

（市人文）令和２年度に解放同
盟と連携して行う。

(はばたき）センター独自に行っ
た実態調査を参考に、子どもた
ちから高齢者までの事業を、よ
り相談しやすい関係づくりを目
指して実施した。

（やまびこ）小鴨地区全体で取
り組める問題については公民
館と連携し解決にあたっている
が、地区住民の生活実態につ
いては把握しきれていない。

（あたご）センターとしては取り
組んでいない。

△

(はばたき）相談が持ち込
まれたものがあれば、セ
ンターとして課題・問題を
発見してきたものもある。
昨年より相談件数は減
少しているが、支援のい
る家庭が増加している。
（評価：○）

（やまびこ）生活実態調
査が実施できていない。
また、若い人の事業参加
も少ないので課題が掴み
づらい。（評価：△）

（あたご）センター独自の
項目を確定することに難
があり実施できなかっ
た。（評価：－）

△

(はばたき）地域住民
や地域の関係機関と
よりつながり、地域
福祉の役割の一端
を積極的に担ってい
かなければならな
い。（評価：○）

（やまびこ）実態調査
がプライバシーに結
び付くことや、館の立
地状況から単館での
生活実態把握が難し
い。（評価：△）

（あたご）センター独
自の項目を設定でき
ず実施困難であっ
た。（評価：－）

（市人文）令和２年度に解放同盟
と連携して行う。

(はばたき）相談内容の多種多様
化に伴い、職員として知識の獲
得とスキルの向上、地域の中に
あってコーディネート力をつけて
いく。

（やまびこ）関係団体と連携し事
業を実施する中で実態の調査に
努めると共に、課題の解決に努
める。

（あたご）法律に基づいた実施要
領を国、県の指標に従って行う。

第２節　障がいのある人の人権保障の実現
□　現状と課題

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

1 

福祉施
設職員
の研修

福祉施設に入所している障がいのある人の生活
実態を把握し、虐待防止や個人のプライバシー
等の人権が守られ、安心した生活ができるよう条
件整備や施設職員の資質向上に努めます。

福祉課 ・障がい者相談支援
事業

・障がい者地域自立
支援協議会事業

・実態ニーズ調査事
業

・相談支援事業者が権利擁
護の視点に立ち、入所者の
生活実態等の把握を行った。
・把握された入所者の個々の
課題については、個別支援
会議を通して本人、家族、施
設、相談支援事業所が共
有、連携して、解決に向けて
協議を行っている。

・相談支援事業所が入所者の
モニタリング時に、生活実態を
把握し、把握した課題について
は、支援関係者で速やかに協
議を行った。

・相談支援事業所が入所者の
モニタリング時に、生活実態を
把握し、把握した課題について
は、支援関係者で速やかに協
議を行った。

・福祉サービス事業所の連絡会
等で、障がい者虐待に係る適正
な対応について周知を図る。
・県と共同で行う、障がい福祉
サービス事業所実地指導におい
て、各事業所の状況を把握し、
職員の人権意識の向上を図る。
・サービス利用計画のモニタリン
グ時に、施設入所者個々の状況
を把握し、課題については、自
立支援協議会等を通じて課題解
決に向けた協議・検討を行う。

・相談支援事業所が入所者の
モニタリング時に、生活実態を
把握し、把握した課題について
は、支援関係者で速やかに協
議を行った。
・把握された入所者の個々の
課題については、個別支援会
議を通して本人、家族、施設、
相談支援事業所が共有、連携
して、解決に向けて協議を行う
体制が整っている。

○

・相談支援事業所が権利
擁護の視点で、入所者の
モニタリングを行い、把
握された課題について
は、個別支援会議等にお
いて、本人、家族、施設、
相談支援事業所が連携
し、解決に向けた協議を
行った。 ○

・相談支援事業所が
権利擁護の視点で
入所者のモニタリン
グを行い、課題を把
握することができた。
・把握された課題に
ついては、個別支援
会議等において、本
人、家族、施設、相
談支援事業所が連
携し、解決に向けた
協議を行う体制を整
えることができた。

・福祉サービス事業所の連絡会
等で、障がい者虐待に係る適正
な対応について周知を図る。
・県と共同で行う、障がい福祉
サービス事業所実地指導におい
て、各事業所の状況を把握し、
職員の人権意識の向上を図る。
・サービス利用計画のモニタリン
グ時に施設入所者の個々の状
況を把握し、課題については、
自立支援協議会等を通じて課題
解決に向けた協議・検討を行う。

　市民の障がいのある人の人権に対する意識や理解が進んできていますが、依然として差別や偏見はあります。平成２４（２０１２）年度の人権・同和問題に関する市民意識調査結果では、障がいのある人の人権について、「差
別や偏見がある」と答えた人は３５．７％、「生活上の不便や就労・教育・入居拒否などの問題がある」と答えた人は４３．３％でした。また、過去５年間に身体障がい・知的障がい・精神障がいのある人に対する差別を直接見聞き
したことがある人は約１０％で、その内容は「差別発言」、「住民としての交流や付き合いをさける」、「就職時や職場での不利な扱い」という順になっています。中でも精神障がいのある人や家族に対しての理解が不充分なため、
地域で孤立し支援や医療につながりにくい現状があります。
　今後も、障がいのある人の人権を尊重する社会づくりをめざし、市民の人権意識を高めるため各種の広報や行事など啓発活動を行うとともに、就学前教育、学校教育や地域での教育の充実に努め、障がいのある人や障がい
の内容についての理解や適切な支援の促進を図る必要があります。

番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

17



番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

2 

当事者グ
ループの
育成と家
族会へ
の支援

病気や障がいで地域の中で孤立することがない
よう相談支援を充実し、同じ問題を抱える者同士
が悩みを打ち明け、意見交換し、問題解決に向
け互いに援助し合う当事者グループの育成と家
族会への支援を図ります。
また、精神障がいのある人の相談支援体制の充
実に努め、関係機関等と連携して支援に取組み
ます。

福祉課 ・障がい者相談支援
事業
・障がい者団体補助
事業
・精神障がい者デイ
ケア事業

・市障がい者地域自立支援
協議会を通じて、障がい者地
域生活支援センター2ヶ所と
当事者団体や家族会と連
携、相談支援の充実を図っ
た。
・身体・知的障がい者相談員
と定期的に情報交換の場を
持ち、相談事例等の課題を
共有した。
・身体障害者福祉協会や手
をつなぐ育成会、精神障がい
者家族会の総会や研修会、
スポーツ大会等関連行事を
通じて、情報交換や支援を
行った。
・肢体不自由児者父母の会
については、事務局として支
援を行った。
・精神障がい者デイケアを実
施、窓口来所者への周知や
相談支援事業者を通じた周
知に努めた。

・市障がい者地域自立支援協
議会において、当事者団体や
家族会、相談支援センターと連
携を図り、課題の共通認識や
相談支援の充実を図った。
・当事者団体から推薦された身
体、知的障がい者相談員が相
談業務にあたる事で、経験に
基づいた助言が行われるなど、
相談支援体制の充実が図られ
た。また、相談員と定期的に連
絡会を開催し、相談事例を共有
するなど情報交換を行う事がで
きた。
・肢体不自由児者父母の会に
おいては事務局として関わり、
身体障害者福祉協会や手をつ
なぐ育成会、精神障がい者家
族会、スポーツ大会等の支援
を行うことで、障がい者の社会
参加、自立に向けた活動の活
性化を図ることができた。

・市障がい者地域自立支援協
議会において、当事者団体や
家族会、相談支援センターと連
携を図り、課題の共通認識や
相談支援の充実を図った。
・当事者団体から推薦された身
体、知的障がい者相談員が相
談業務にあたる事で、経験に
基づいた助言が行われるなど、
相談支援体制の充実が図られ
た。また、相談員と定期的に連
絡会を開催し、相談事例を共有
するなど情報交換を行う事がで
きた。
・精神障がい者相談員を新規
に２名設置した。
・肢体不自由児者父母の会に
おいては事務局として関わり、
身体障害者福祉協会や手をつ
なぐ育成会、精神障がい者家
族会、スポーツ大会等の支援
を行うことで、障がい者の社会
参加、自立に向けた活動の活
性化を図ることができた。

・当事者団体や家族会等の総会
等に積極的に参加し、情報の発
信、共有、課題把握に努める。
・障がい者地域生活支援セン
ターと連携し、相談支援体制の
充実を図る。

・市障がい者地域自立支援協
議会において、当事者団体や
家族会、相談支援センターと連
携を図り、課題の共通認識や
相談支援の充実を図った。
・当事者団体から推薦された身
体、知的及び精神障がい者相
談員が相談業務にあたる事
で、経験に基づいた助言が行
われるなど、相談支援体制の
充実が図られた。また、相談員
と定期的に連絡会を開催し、相
談事例を共有するなど情報交
換を行う事ができた。
・肢体不自由児者父母の会に
おいては事務局として関わり、
障がいを持つ世帯の福祉増進
を図った。
・身体障害者福祉協会、手をつ
なぐ育成会並びに精神障がい
者家族会に対する支援及びス
ポーツ大会等の補助を行うこと
で、障がい者の社会参加、自
立に向けた活動の活性化を図
ることができた。

○

・障がい者団体や家族会
等が実施される総会等
へ参加し、情報共有を図
り、課題を把握する事が
できた。
・当事者団体から推薦さ
れた身体、知的及び精神
障がい者相談員が相談
業務にあたる事で、経験
に基づいた助言が行わ
れ、相談支援体制の充
実が図られた。

○

・障がい者団体や家
族会等に関わり連携
を行うことにより、情
報共有が図られ、課
題を把握する事がで
きた。
・身体、知的及び精
神障がい者相談員
が相談業務にあたる
事で、経験に基づい
た助言が行われ、障
がいがあることで地
域の中で孤立するこ
とがないよう、相談
支援体制の基盤が
整備された。

・当事者団体や家族会等の総会
等に積極的に参加し、情報の発
信、共有、課題把握に努める。
・障がい者地域生活支援セン
ターと連携し、相談支援体制の
充実を図る。
・身体、知的及び精神障がい者
相談員が個別の相談業務にあ
たる。

3 

学校等に
おける障
がいにつ
いての理
解・交流
学習の
推進

障がいの有無に関わらず共に生活していくため
に、乳幼児期から年齢に応じて、障がいに対する
理解を深め、交流学習を行うなど共に生きるため
の実践的な学習を推進します。

学校教育課 年間指導計画に基づ
く人権同和教育の推
進

学年に応じて、年計に基づき
理解を深める学習を行った。

・年度初めに両校の教員で交
流についての検討会を開催し、
交流のねらいを確認し、両校の
子どもたちの実態を共通理解し
た。1年間を振り返り、次年度の
交流会を円滑に進めるための
引継ぎも行った。

各校年間指導計画に基づき、
地域に居住する特別支援学級
や養・聾・盲学校等の友だちと
交流したり、倉吉養護学校と学
校単位で交流したりすることを
とおして、障がいを正しく理解
し、互いに認め合う態度を身に
つけさせる取組を推進した。

・年間計画に基づいた障がいの
ある人に関する学習や、特別支
援学校・特別支援学級の友だち
との交流をとおして、障がいを正
しく理解し、お互いを認め合う態
度を身につける学習を推進す
る。

・年間計画に基づいた障がい
のある人に関する学習や、特
別支援学校・特別支援学級の
友だちとの交流をとおして、障
がいを正しく理解し、お互いを
認め合う態度を身につける学
習を推進した。

○

・学習、交流等をとおし
て、特別支援学級や養・
聾・盲学校と友達につい
ての理解を深めることが
できた。

○

・学校における取り
組みや、養・聾・盲学
校との交流をとおし
て障がいに対する理
解を図り、実践的な
学習を行うことがで
きた。

・年間計画に基づいた障がいの
ある人に関する学習や、特別支
援学校・特別支援学級の友だち
との交流をとおして、障がいを正
しく理解し、お互いを認め合う態
度と共に生きようとする態度を身
につける学習を推進する。

4 

保育所
等入所
児巡回
相談

子どもに対して適切な発達支援を行うため、児童
指導等を派遣して認定こども園、保育所等を巡
回し、相談から個別支援計画を作成するなど継
続した支援に努め、保育教諭、保育士や保護者
への相談や助言を行います。

子ども家庭
課

巡回相談事業 ・保育所等への巡回相談　61
回
・専門家による巡回指導　11
回
特に、震災対応として支援体
制を確保し、訪問相談、個別
家庭相談、情報提供を行っ
た。

・保育所等への健診後巡回相
談　27回
・保育所等への依頼訪問相談　
94回
・専門家による巡回指導　5回

・保育所等への健診後巡回相
談　27回
・保育所等への依頼訪問相談　
111回
・専門家による巡回指導　2回

　支援や配慮の必要な児童の入
所している保育所・幼稚園に専
門職員等を派遣し、保育士等の
職員に指導・助言を行う。

・保育所等への健診後巡回相
談27回
・保育所等への依頼訪問相談
138回
・専門家による巡回指導2回 ○

配慮が必要な児童に対
する適切な保育を実施す
るために、保育士等への
助言、支援を行った。

○

配慮が必要な児童
に対する適切な保育
を実施するために、
保育士等への助言、
支援を行った。

支援や配慮の必要な児童の入
所している保育所・幼稚園に専
門職員等を派遣し、保育士等の
職員に指導・助言を行う。

5 

医療知
識の普
及

障がいのある人が、地域社会で共に社会の一員
として安心して自立した生活が営むことができる
よう、また、精神障がいのある人が本人に適した
医療サービスが受給できるよう人権擁護と市民
への啓発活動の推進に努めます。

福祉課 ・自立支援医療(精神
通院)事業
・障がい者等通院費
助成事業

・精神疾患のある人に対し、
医療費の負担軽減のために
自立支援医療（精神通院）の
申請受付及び交付事務を
行った。
（対象者H28年度末895人）
・社会参画のために重度障
がい者に対するタクシーチ
ケットの交付（622人）及び人
工透析・精神通院・難病患者
に通院費の助成（393人）を
行った。

・精神疾患のある人に対し、医
療費の負担軽減のために自立
支援医療（精神通院）の申請受
付及び交付事務を行った。
（対象者H29年度末909人）
・社会参画のために重度障が
い者に対するタクシーチケット
の交付（617人）及び人工透析・
精神通院・難病患者に通院費
の助成（364人）を行った。

・精神疾患のある人に対し、医
療費の負担軽減のために自立
支援医療（精神通院）の申請受
付及び交付事務を行った。
（対象者H30年度末935人）
・社会参画のために重度障が
い者に対するタクシーチケット
の交付（624人）及び人工透析・
精神通院・難病患者に通院費
の助成（367人）を行った。

・医療機関と連携し、制度の周
知に努め、精神疾患のある人に
対し医療費の負担軽減のために
自立支援医療(精神通院)の交付
事務を行う。
・自宅等から病院に通院してい
る対象者に対し、距離に応じて
通院費の助成を行い経済的な
負担軽減を図る。

・精神疾患のある人に対し、医
療費の負担軽減のために自立
支援医療（精神通院）の申請受
付及び交付事務を行った。（対
象者R1年度末939人）
・重度障がいがある人にタク
シーチケットを交付し（593人）、
社会参加の促進を図った。
・通院に要する費用の負担軽
減のため、人工透析・精神自立
支援医療・難病患者に対し、通
院費の助成を行った（368人）。

○

・自立支援医療及び通院
費助成を行う事で、精神
疾患のある人等の経済
的負担軽減につながっ
た。
・重度障がい者へタク
シー券交付を行うことで
社会参画が促された。 ○

・自立支援医療及び
通院費助成を行う事
で、精神疾患のある
人等の経済的負担
軽減につながった。
・重度障がい者へタ
クシー券交付を行う
ことで社会参画が促
された。

・医療機関と連携し制度の周知
に努め、精神疾患のある人に対
し医療費の負担軽減のために自
立支援医療(精神通院)の交付事
務を行う。
・自宅等から病院に通院してい
る対象者に対し、距離に応じて
通院費の助成を行い経済的な
負担軽減を図る。
・重度障がい者へのタクシー券
交付を行い社会参画を図る。

6 

障がいに
応じた支
援の充
実

児童生徒一人ひとりの教育的ニーズや障がいの
特性に応じた創意ある教育課程の編成と指導方
法の工夫改善を行い、個々の発達と自立に向け
た教育活動と生涯にわたる一貫した支援の充実
に向けての教職員の資質向上に努めます。ま
た、児童生徒の障がいの状況に応じて、「知的障
がい」「自閉症・情緒障がい」「聴覚障がい」「肢体
不自由」「病弱」等の学級を開設し、必要な支援
を行います。

学校教育課 ・特別な支援を必要
とする児童生徒を支
える学校体制づくり
・児童生徒の実態に
応じた教室の開設・
指導の充実

各校必要に応じて適切に開
設し、支援を行った。

・配慮を要する児童生徒対応と
して、教員補助員を１６校に１８
名配置した。また、３５人学級
（小学校１・２年、中学校１年：３
０人）も導入した。
・就学指導委員会で特別な支
援を必要とする児童生徒につ
いて話合いを行い、児童の実
態に応じた教室の開設を行っ
た。

・配慮を要する児童生徒対応と
して、教員補助員を１６校に１８
名配置した。また、３５人学級
（小学校１・２年、中学校１年：３
０人）も導入した。
・就学指導委員会で特別な支
援を必要とする児童生徒につ
いて話合いを行い、児童の実
態に応じた支援学級の開設を
行った。

・児童生徒の実態に合わせたま
なびの場の提供と支援を行う。
・児童生徒の実態とニーズに合
わせた教育課程の編成と指導
方法の工夫改善のため、教職員
の資質向上に努める。

・児童生徒の実態に合わせた
まなびの場の提供と支援を
行った。新設特別支援学級４学
級。（病弱・身体虚弱特別支援
学級）
・児童生徒の実態とニーズに合
わせた教育課程の編成と指導
方法の工夫改善のため、教職
員の研修会を実施した。
・配慮を要する児童生徒対応と
して、教員補助員を１６校に１８
名配置した。また、３５人学級
（小学校１・２年、中学校１年：３
０人）も導入した。

○

・児童生徒の実態に合わ
せたまなびの場の提供
や支援、および教員補助
員の配置により児童生徒
を支える支援体制の充
実が図られた。

○

・児童生徒を支える
学校体制づくり、実
態に応じた教室の開
設、補助員の配置な
ど取り組みの充実が
図られている。

・児童生徒の実態に合わせたま
なびの場の提供と支援を行う。
・児童生徒の実態とニーズに合
わせた教育課程の編成と指導
方法の工夫改善のため、教職員
の資質向上に努める。
・補助員と連携を図りながら支援
の充実に努める。
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

子ども家庭
課

子どもの発達支援体
制整備事業

・相談対応として、健診後フォ
ローとして全園に訪問実施。そ
の他、園・保護者より相談の
あったケースについて、随時訪
問相談を行った（延べ123人）。
・保育士、保健師、教師等を対
象にした特別支援リーダー育
成研修会（4回）
・子どもの発達支援研修会(2
回)。
・保育所職員等基本研修(3日）
・感覚運動研修会(2回)
・必要に応じて、個別支援会
議、移行支援会議を開催（延べ
239名）するとともに、個別支援
計画の見直し作成等を行った。
・発達や生活に個別・小集団の
支援が必要な児童を対象に、
指導教室を開催した。（通所
型：全77回、参加児童数5人、
延べ参加数218人
・未就園未満児を対象に、個別
の親子教室を実施した（１人基
本10回、参加児童数4人）。

・子ども家庭課の児童指導員に
よる、保育園等への巡回指導を
行うなど、発達支援に係る体制
の充実を図る。
・保育士、保健師、教師等を対
象にした特別支援リーダー育成
研修会、子どもの発達支援研修
会、保育実践実技研修会の開
催。
・発達や生活に個別・小集団の
支援が必要な児童を対象に、通
所指導教室を通所型・訪問型で
開催。
・個別支援会議、移行支援会議
を開催するとともに、個別支援計
画の作成等を行う。

・相談対応として、健診後フォ
ローとして全園に訪問実施。そ
の他、園・保護者より相談の
あったケースについて、随時訪
問相談を行った（　人）。
・保育士、保健師、教師等を対
象にした特別支援リーダー育
成研修会（　回）
・子どもの発達支援研修会(2
回)。
・保育所職員等基本研修(　日）
・感覚運動研修会(　回)
・必要に応じて、個別支援会
議、移行支援会議を開催（延べ　
名）するとともに、個別支援計
画の見直し作成等を行った。
・発達や生活に個別・小集団の
支援が必要な児童を対象に、
指導教室を開催した。（通所
型：全70回、参加児童数13人、
延べ参加数247　人
・未就園未満児を対象に、個別
の親子教室を実施した（１人基
本10回、参加児童数5人）。

○

未就園未満児を対象にし
た親子教室を開催するな
ど、継続的な相談体制の
充実・拡充を図った。人
材育成の点においては、
職員研修の実施及び内
容について体系化を行っ
た。診断を必要とする児
童のみならず、特性を持
ち支援を必要とする児童
も含めて必要な時に必要
な支援を行うために、保
護者との密な関係作り、
医療機関との連携、個別
支援計画の作成、移行
支援会議の開催等で系
統だった継続した支援の
流れと支援ネットワーク
の構築に向けた取り組み
を継続するする必要があ
る。

○

未就園未満児を対
象にした親子教室を
開催するなど、継続
的な相談体制の充
実・拡充を図った。人
材育成の点において
は、職員研修の実施
及び内容について体
系化を行った。診断
を必要とする児童の
みならず、特性を持
ち支援を必要とする
児童も含めて必要な
時に必要な支援を行
うために、保護者と
の密な関係作り、医
療機関との連携、個
別支援計画の作成、
移行支援会議の開
催等で系統だった継
続した支援の流れと
支援ネットワークの
構築に向けた取り組
みを継続するする必
要がある。

・子ども家庭課の児童指導員に
よる、保育園等への巡回指導を
行うなど、発達支援に係る体制
の充実を図る。
・保育士、保健師、教師等を対
象にした特別支援リーダー育成
研修会、子どもの発達支援研修
会、保育実践実技研修会の開
催。
・発達や生活に個別・小集団の
支援が必要な児童を対象に、通
所指導教室を通所型・訪問型で
開催。
・個別支援会議、移行支援会議
を開催するとともに、個別支援計
画の作成等を行う。

福祉課 ・障がい者相談支援
事業
・民生児童委員事業

・高校卒業後を見据えた支援
として、特別支援学校、相談
支援事業所、就労支援機関
等と連携しながら、教育から
就労への繋ぎの支援を実施
した。
・障がい者地域生活支援セン
ター及び相談支援事業所で、
障がい児者及び家族の相談
支援対応を実施した。
・身近な地域の相談を行う民
生児童委員への発達障がい
に対する理解や研修会等の
情報発信を行い、研修会へ
積極的に参加が得られた。

・高校在籍中に、本人、家族、
学校、福祉事業所等関係機関
で移行支援会議や教育支援会
議を行い、卒業後の就労等社
会参加に向け、支援を実施し
た。
・民生児童委員に発達障がい、
自閉症等子どもの支援に関す
る研修会等の情報提供を行
い、多数の参加が得られた。

・高校在籍中に、本人、家族、
学校、福祉事業所等関係機関
で移行支援会議や教育支援会
議を行い、卒業後の就労等社
会参加に向け、支援を実施し
た。

・関係機関と連携し、情報共有を
図り、高校卒業を見据えた教育
から就労への継続した適切な支
援を行う。
・相談支援事業所等において、
障がい児者及び家族の相談体
制を継続して整備する。
・民生児童委員へ子どもの支援
に関する研修会等の情報を発信
し、積極的な参加を促進する。

・高校在籍中の特別な支援を
要する子どもに関し、本人、家
族、学校、福祉事業所等関係
機関で移行支援会議や教育支
援会議を行い、卒業後の就労
等社会参加に向け、支援を実
施した。

○

・学校、就労支援事業所
等関係機関と連携を図
り、特別な支援を要する
子どもに対し、卒業を見
据えた支援を行う事がで
きた。

○

・学校、就労支援事
業所等関係機関と連
携を図り、特別な支
援を要する子どもに
対し、卒業を見据え
た支援を行う事がで
きた。

・関係機関と連携及び情報共有
を図り、特別な支援を要する子
どもの高校卒業を見据え、教育
から就労への継続した支援を行
う。
・相談支援事業所等において、
障がい児者及び家族の相談体
制を継続して整備する。
・民生児童委員へ子どもの支援
に関する研修会等の情報を発信
し、積極的な参加を促進する。

子ども家庭
課

・6か月・1歳6か月・3
歳児健康診査
・5歳児発達相談

・発達障がい等の早期発見を
目的に健診に行動問診票を
実施。
・健診後のフォローとして、専
門医による健診、親子教室等
を実施。
・就園児については保育園等
での観察を実施。
・育児不安への対応として心
理職・児童指導員による子育
て相談を実施。
・要支援者の割合
　1歳6か月18.7％、事後健診
43.1％
　3歳児22.2％、　事後健診
76.9％
・健診後の支援
　すこやか健診　　７回　29人
　にこにこ教室　　　９回　48
人
　保育園巡回訪問　27園　48
回　488人　

・発達障がい等の早期発見を
目的に健診に行動問診票を実
施。
・健診後のフォローとして、専門
医による健診、親子教室等を
実施。
・就園児については保育園等で
の観察を実施。
・育児不安への対応として心理
職・児童指導員による子育て相
談を実施。
・要支援者の割合
　1歳6か月21.2％、事後健診
48.7％
　3歳児19.4％、　事後健診
60.0％
・健診後の支援
　すこやか健診　　3回　12人
　にこにこ教室　　　11回　44人
　保育園巡回訪問　27園　45回　
411人　

・発達障がい等の早期発見を
目的に健診に行動問診票を実
施。
・健診後のフォローとして、専門
医による健診、親子教室等を
実施。
・就園児については保育園等で
の観察を実施。
・育児不安への対応として心理
職・児童指導員による子育て相
談を実施。
・要支援者の割合
　1歳6か月25.3％、事後健診
33.3％
　3歳児23.8％、　事後健診
100.0％
・健診後の支援
　すこやか健診　　3回　10人
　にこにこ教室　　　11回　44人
　保育園巡回訪問　27園　45回　
444人　

・各健診、発達相談の実施。
・健診事後の専門医による健
診、親子教室等の実施。
・保育園巡回訪問の実施。
・健診後のフォローを効果的に
実施するために、健診結果を分
析し、行動問診票を活用した支
援強化に努める。

・発達障がい等の早期発見を
目的に健診に行動問診票を実
施。
・健診後のフォローとして、専門
医による健診、親子教室等を
実施。
・就園児については保育園等で
の観察を実施。
・育児不安への対応として心理
職・児童指導員による子育て相
談を実施。
・要支援者の割合
　1歳6か月29.9％、事後健診
63.6％
　3歳児24.8％、　事後健診
85.7％
・健診後の支援
　すこやか健診　　3回　14人
　にこにこ教室　　　11回　84人
　保育園巡回訪問　27園　44回　
372人　

◎

・各種事業を実施するこ
とにより、特別な支援を
要する子どもを把握し、
関係機関と連携しなが
ら、早期に介入し、的確
な評価と適切な支援へと
つなげた。

◎

・各種事業の実施に
おいて、保健・医療・
福祉の関係機関との
連携を強化し、相談
機能を充実させた。
・その結果、早期の
介入、的確な評価と
適切な支援へとつな
ぐことができた。

・各健診、発達相談の実施。
・健診事後の専門医による健
診、親子教室等の実施。
・保育園巡回訪問の実施。
・健診後のフォローを効果的に
実施するために、健診結果を分
析し、行動問診票を活用した支
援強化に努める。

学校教育課 特別支援教育の充
実

・個別の指導計画、個別の支
援計画を作成を行った。
・１年生訪問を、各課と連携
のもと、全小学校を対象に
行った。
・５才児検診等での相談等、
検診時の見守りとともに観察
も行った。

・全ての小中学校で個別の指
導計画、個別の支援計画が作
成されていた。保護者の意向も
踏まえた計画をもとに、必要な
支援を各校行った。
・１年生訪問を子ども家庭課と
連携のもと実施した。また５歳
児検診についても連携を行い、
必要に応じて保護者の相談に
のった。

・全ての小中学校で個別の指
導計画、個別の支援計画が作
成されていた。保護者の意向も
踏まえた計画をもとに、必要な
支援を各校行った。
・１年生訪問を子ども家庭課と
連携のもと実施した。また５歳
児検診についても連携を行い、
必要に応じて保護者の相談に
のった。

・個別の指導計画、個別の支援
計画の内容の充実。
・１年生訪問と特別支援学級訪
問を、子ども家庭課・倉吉養護
学校ＬＤ等専門員と連携のもと
実施し、適切な支援方法の在り
方を学校と共有する。

・個別の指導計画、個別の支
援計画が作成されている。内容
の充実と活用について計画訪
問・巡回相談等で指導を行っ
た。
・１年生訪問と特別支援学級訪
問を、子ども家庭課・倉吉養護
学校ＬＤ等専門員と連携のもと
実施し、適切な支援方法の在り
方を学校と検討した。

○

・個別の指導計画、個別
の支援計画が作成と充
実が図られ、児童生徒の
自立や支援の充実につ
ながっている。
・各校への訪問や相談を
行い、児童生徒の自立
や保護者支援を行うこと
ができた。

○

・作成された個別の
指導計画、個別の支
援計画について指導
を行い、内容の充実
が図られている。
・様々な機会を捉え
て支援の在り方の検
討や保護者相談を
行い、児童生徒と保
護者の適切な支援
につながった。

・各校の個別の指導計画、個別
の支援計画について、内容の充
実と活用に向けた訪問指導を行
う。
・１年生訪問と特別支援学級訪
問、５歳児検診等を子ども家庭
課・倉吉養護学校ＬＤ等専門員と
連携のもと実施し、適切な支援
につなげていく。

7 

子どもの
発達支
援体制
整備

特別な支援を要する子どもに対し、保健・医療・
福祉、教育、就労に関わる機関が連携して相談
機能を充実し、早期の気づきから的確な評価と
適切な支援へとつなげます。また、ライフステー
ジごとの支援のネットワークづくりと、相談窓口の
一本化をはじめとした乳幼児期から成人期まで
の継続した支援体制の組織づくりと専門性の向
上を進めます。

・相談対応として、健診後フォ
ローとして全園に訪問実施。
その他、園・保護者より相談
のあったケースについて、随
時訪問相談を行った（のべ98
名）。
・保育士、保健師、教師等を
対象にした特別支援リーダー
育成研修会（4回）
・子どもの発達支援研修会(2
回)。
・保育実践実技研修会(4回)。
・感覚運動研修会(2回)
・必要に応じて、個別支援会
議、移行支援会議を開催（の
べ107名）するとともに、個別
支援計画の見直し作成等を
行った。
・発達や生活に個別・小集団
の支援が必要な児童を対象
に、指導教室を開催した。（通
所型：全49回、参加児童数10
人、のべ参加数165人／訪問
型：通所型：全12回、参加児
童数3人、のべ参加数12
人）。
・未就園未満児を対象に、個
別の親子教室を実施した（１
人10回、参加児童数4人）。

・相談対応として、健診後フォ
ローとして全園に訪問実施。そ
の他、園・保護者より相談の
あったケースについて、随時訪
問相談を行った（延べ222人）。
・保育士、保健師、教師等を対
象にした特別支援リーダー育
成研修会（4回）
・子どもの発達支援研修会(2
回)。
・保育所職員等基本研修(同一
内容3日）
・感覚運動研修会(2回)
・必要に応じて、個別支援会
議、移行支援会議を開催（延べ
176名）するとともに、個別支援
計画の見直し作成等を行った。
・発達や生活に個別・小集団の
支援が必要な児童を対象に、
指導教室を開催した。（通所
型：全40回、参加児童数5人、
延べ参加数162人／訪問型：全
35回、参加児童数4人、延べ参
加数35人）。
・未就園未満児を対象に、個別
の親子教室を実施した（１人基
本10回、参加児童数4人、アフ
ターフォロー1名）。
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

8 

交流活
動の推
進

障がいのある人や障がいの特性の理解を深め、
障がい者地域生活支援センター等と連携し、障
がいのある人が公共施設をはじめとする各種施
設を気兼ねなく活用でき、安心して生活できるよ
う支援します。また、地域で共生することの大切
さを学び、地域ぐるみでサポートできるよう市民
への啓発と交流活動を推進します。　

福祉課 ・障がい者相談支援
事業

・障がい者地域自立
支援協議会事業
・地域生活支援事業
　(移動支援・日中一
時支援)
・民生児童委員事業

・社会福祉協議会補
助事業

・部落解放倉吉市集会「障が
いのある人の人権」分科会で
障害者差別解消法をテーマ
に障がい者地域生活支援セ
ンター職員を講師に研修、理
解を深めた。
・「障がいフォーラム」の開催
を通して障がいに対する理解
啓発を実施した。
・単独外出困難な障がいのあ
る人が障害福祉サービスや
移動支援事業で支援を受け
社会参加の幅を広げた。
・民生児童委員に対し、発達
障がいや精神障がいをテー
マにした研修への積極的な
参加を促し、幅広い参加を得
た。
・地域福祉懇談会の中で障
がい者の相談窓口の周知を
図った。

・障害者地域生活支援センター
において、地域生活における相
談に対応した。
・障害福祉サービスや移動支
援事業で、単独で外出が困難
な人の社会参加を促進した。
・「障がいフォーラム」や部落解
放倉吉市集会「障がいのある
人の人権」分科会で障がいに
対する理解啓発を実施した。
・民生児童委員に対し、障がい
に関する研修会等の情報提供
を積極的に行った。

・障害者地域生活支援センター
において、地域生活における相
談に対応した。
・障害福祉サービスや移動支
援事業で、単独で外出が困難
な人の社会参加を促進した。
・「障がいフォーラム」や部落解
放倉吉市集会「障がいのある
人の人権」分科会で障がいに
対する理解啓発を実施した。
・民生児童委員に対し、障がい
に関する研修会等の情報提供
を積極的に行った。

・障害者地域生活支援センター
等の相談体制を継続して整備す
る。
・障がいのある人が参加する「障
がいフォーラム」の継続実施や、
市集会分科会において、障がい
の理解啓発を行う。
・移動支援等の福祉サービスの
提供により、障がいのある人の
社会参加を促進する。

・障害者地域生活支援センター
において、地域生活における相
談に対応した。
・障害福祉サービスや移動支
援事業で、単独で外出が困難
な人の社会参加を促進した。
・「障がいフォーラム」や部落解
放倉吉市集会「障がいのある
人の人権」分科会で障がいに
対する理解啓発を実施した。
・民生児童委員に対し、障がい
に関する研修会等の情報提供
を積極的に行った。

○

・障害者地域生活支援セ
ンター等において、地域
生活における相談に対
応できた。
・障がいフォーラム及び
各種研修等で住民に対
し障がいに関する理解を
深める事ができた。
・移動支援等福祉サービ
スの提供により、単独で
移動が困難な人の社会
参加を促進する事ができ
た。

○

・障害者地域生活支
援センター等におい
て、地域生活におけ
る相談に対応でき
た。
・障がいフォーラム
及び各種研修等で
住民に対し障がいに
関する理解を深める
事ができた。
・移動支援等福祉
サービスの提供によ
り、単独で移動が困
難な人の社会参加を
促進する事ができ
た。
・民生児童委員等地
域の支援者に対し、
障がいに関する研修
会等の情報提供を
行うことで地域住民
の障がいへの理解
促進を図った。

・障害者地域生活支援センター
等の相談体制を継続して整備す
る。
・障がいのある人が参加する「障
がいフォーラム」の継続実施や、
市集会分科会をはじめとする各
種研修会において、障がいに対
する住民の理解啓発を行う。
・移動支援等の福祉サービスの
提供により、障がいのある人の
社会参加を促進する。

9 

指導者
及びボラ
ンティア
グループ
の育成

障がいのある人が積極的に社会参画でき、行事
を通じてお互いが交流、理解し合えるよう、障が
いの特性に的確に対応できる指導者とボランティ
アグループ等の育成、支援に努めます。　

福祉課 社会福祉協議会補
助事業

・各種ボランティア団体の育
成強化を図るため、市社会福
祉協議会ボランティアセン
ターの運営支援を行った。

・各種ボランティア団体の育成
強化を図るため、市社会福祉
協議会ボランティアセンターの
運営支援を行った。

・各種ボランティア団体の育成
強化を図るため、市社会福祉
協議会ボランティアセンターの
運営支援を行った。

・各種ボランティア団体の育成強
化を図るため、引き続き市社会
福祉協議会ボランティアセンター
の運営支援を行う。

・各種ボランティア団体の育成
強化を図るため、市社会福祉
協議会ボランティアセンターの
運営支援を行った。 ○

・市社会福祉協議会ボラ
ンティアセンターの運営
支援を行い、ボランティア
団体の育成支援につな
がった。

○

・市社会福祉協議会
ボランティアセンター
の運営支援を行い、
ボランティア団体の
育成支援につながっ
た。

・各種ボランティア団体の育成強
化を図るため、引き続き市社会
福祉協議会ボランティアセンター
の運営支援を行う。

福祉課 聴覚障がい者コミュ
ニケーション支援事
業

・鳥取県中部聴覚障がい者
センターに手話（専任通訳者
2人、登録通訳者9人　登録
奉仕員18人）要約筆記（登録
筆記者2人、登録奉仕員10
人）の体制で年間の個人の
手話通訳派遣を337回実施し
た。

・中部聴覚障がい者センターに
専任通訳2人を設置。登録の手
話通訳者・奉仕員、要約筆記
者・奉仕員等の配置により年間
の個人手話通訳派遣を285回
実施し、聴覚障がいのある人
のコミュニケーションを円滑に
行った。

・中部聴覚障がい者センターに
専任通訳2人を設置。登録の手
話通訳者・奉仕員、要約筆記
者・奉仕員等の配置により年間
の個人手話通訳派遣を207回
実施し、聴覚障がいのある人
のコミュニケーションを円滑に
行った。

・鳥取県聴覚障害者センターへ
聴覚障がい者意思疎通支援事
業を継続して委託し、聴覚障が
いのある人のコミュニケーション
手段の確保や、社会参加を支援
する。
・各研修の開催の周知を図り、
手話奉仕員等の人員の確保に
努める。

・中部聴覚障がい者センターに
専任通訳2人を設置。登録の手
話通訳者・奉仕員、要約筆記
者・奉仕員等の配置により年間
の個人手話通訳派遣を283回
実施し、聴覚障がいのある人
のコミュニケーションを円滑に
行った。

○

・手話通訳者等の派遣や
研修について、中部聴覚
障がい者センターと協力
し周知し、聴覚障がいの
ある人のニーズに合わせ
た派遣を実施できた。 ○

・手話通訳者等の派
遣や研修について、
中部聴覚障がい者
センターと協力し周
知し、聴覚障がいの
ある人のニーズに合
わせた派遣を実施で
きた。

・鳥取県聴覚障害者センターへ
聴覚障がい者意思疎通支援事
業を継続して委託し、聴覚障が
いのある人のコミュニケーション
手段の確保や、社会参加を支援
する。
・各研修の開催の周知を図り、
手話奉仕員等の人員の確保に
努める。

人権政策課 人権啓発事業 部落解放研究倉吉市集会、
部落解放文化祭、人権のた
めに学ぶ同和教育講座等、
障がいのある人も参加できる
よう手話通訳等のスタッフの
配置に努めた。

・部落解放研究倉吉市集会、
部落解放文化祭、人権のため
に学ぶ同和教育講座等、障が
いのある人も参加できるよう手
話通訳等のスタッフの配置に努
めた。

・部落解放研究倉吉市集会、
部落解放文化祭、人権のため
に学ぶ同和教育講座等、障が
いのある人も参加できるよう手
話通訳等のスタッフの配置に努
めた。

・市集会、解放文化祭、人権の
ために学ぶ同和教育講座等、障
がいのある人も参加できるよう
手話通訳等の配置に努める。

・部落解放研究倉吉市集会、
部落解放文化祭、人権のため
に学ぶ同和教育講座等、障が
いのある人も参加できるよう手
話通訳等のスタッフの配置に努
めた。 ○

・手話通訳スタッフを配置
することで、障がいのあ
る人の参加につながって
いる。

○

・部落解放研究倉吉
市集会、部落解放文
化祭、人権のために
学ぶ同和教育講座
等、障がいのある人
も参加できるよう手
話通訳等のスタッフ
を配置した。

・部落解放研究倉吉市集会、部
落解放文化祭、人権のために学
ぶ同和教育講座等、障がいのあ
る人も参加できるよう手話通訳
等のスタッフの配置に努める。

11 

各種情
報の提
供と情報
機器の
充実

障がいのある人の日常生活や社会生活の幅を
広げる支援をするため、その実態を把握し、障が
いの特性に応じた情報提供や情報機器の助成
に努めます。

福祉課 ・点字・声の広報等
発行事業
・聴覚障がい者意思
疎通支援事業
・障がい者相談支援
事業

・点字・声の広報について
は、カセットテープ・CDに市報
の内容を入力、視覚障がい
のある人へ毎月情報提供を
した。
・専任及び登録手話通訳者、
手話奉仕員の設置し、年間
337回の個人手話通訳派遣
を実施し、聴覚障がいのある
手話を言語とする人を支援し
た。

・点字・声の広報については、
カセットテープ・CDに市報の内
容を入力、視覚障がいのある
人へ毎月情報提供をした。
・専任及び登録手話通訳者、手
話奉仕員の設置し、年間285回
の個人手話通訳派遣を実施
し、聴覚障がいのある手話を言
語とする人を支援した。

・点字・声の広報については、
カセットテープ・CDに市報の内
容を入力、視覚障がいのある
人へ毎月情報提供をした。
・専任及び登録手話通訳者、手
話奉仕員の設置し、年間207回
の個人手話通訳派遣を実施
し、聴覚障がいのある手話を言
語とする人を支援した。

・視覚障がい者中部支援セン
ター、中部聴覚障がい者セン
ターと連携し、視覚、聴覚障がい
のある人へ情報保障を行う。

・毎月視覚障がいのある人へ
点字による市報の情報提供を
した。
・専任及び登録手話通訳者、手
話奉仕員の設置し、年間283回
の個人手話通訳派遣を実施
し、聴覚障がいのある手話を言
語とする人を支援した。

○

・中部聴覚障がい者セン
ターの周知が図られ、
ニーズにあわせた派遣を
実施できた。
・点字による広報を行
い、情報提供を行う事が
できた。

○

・中部聴覚障がい者
センターの周知が図
られ、個々あわせた
派遣を実施すること
ができた。また、派
遣支援のニーズも増
加した。
・点字による広報を
行い、情報提供を行
う事ができた。

・視覚障がい者中部支援セン
ター、中部聴覚障がい者セン
ターと連携し、視覚、聴覚障がい
のある人へ情報の保障を行う。

12 

盲導犬
への理
解促進

商店やスーパー、レストラン等へ盲導犬への理
解を得られるよう啓発に努め、障がいのある人の
日常生活を支援します。

福祉課 ・障がい者地域生活
支援センター事業
・障がい者地域自立
支援協議会事業

・あいサポートメッセンジャー
（県登録）によるあいサポート
研修を職域・地域等で実施。
・中部圏域障がい者自立支
援協議会主催「障がいフォー
ラム」を12月上灘公民館で開
催、盲導犬とふれあうコー
ナーを設置、その理解啓発に
努めた。

・あいサポート研修の中で、盲
導犬への理解啓発を行った。
・中部圏域障がい者自立支援
協議会が主催する「障がい
フォーラム」において、盲導犬と
ふれあうコーナーを設置し、理
解啓発に努めた。

・中部圏域障がい者自立支援
協議会が主催する「障がい
フォーラム」において、盲導犬と
ふれあうコーナーを設置し、理
解啓発に努めた。

・障がいフォーラム等において、
盲導犬への理解啓発を行う。

・中部圏域障がい者自立支援
協議会が主催する「障がい
フォーラム」において、盲導犬と
ふれあうコーナーを設置し、理
解啓発に努めた。

○

・盲導犬を身近に感じる
事で、盲導犬への理解が
深まった。

○

・盲導犬への理解啓
発を継続して行うこと
で、盲導犬への理解
が深まった。

・障がいフォーラム等において、
引き続き盲導犬への理解啓発を
行う。

商工観光課 障がい者雇用啓発
推進事業

同和問題企業連絡会活動と
して、各種研修会に参加し
た。

・同和問題企業連絡会活動とし
て、各種研修会に参加した。

・障がい者就業・生活支援セン
ター主催の就労支援研修会の
案内を倉吉市同和問題企業連
絡会の会員企業に周知し就労
機会の拡大を促した。

障がい者就業・生活支援セン
ター主催の就労支援研修会の
案内を会員企業に周知し、トッ
プ・担当者研修会として計画実
施する。

・障がい者就業・生活支援セン
ター主催の就労支援研修会の
案内を倉吉市人権啓発企業連
絡会の会員企業に周知し就労
機会の拡大を促した。 ○

毎年取組んでおり、企業
に広く浸透している。

○

毎年取組んでおり、
企業に広く浸透して
いる。

障がい者就業・生活支援セン
ター主催の就労支援研修会の
案内を会員企業に周知し、5割
の参加を目指す。

10 

障がいの
ある人へ
の学習
機会の
提供

障がいのある人の学習ニーズに応じた学習資料
及び学習機会の提供に努め、学習会・講座や諸
行事などにおいては、手話通訳や要約筆記等の
情報アクセス・コミュニケーション支援が受けられ
るよう、障がいのある人が参加しやすい学習環
境の整備に努めます。

13 雇用に向
けた啓発
の促進

障がいの特性を理解し障がいのある人の雇用促
進を図るため、就職支援研修会の開催や企業訪
問等を充実します。　
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

福祉課 障がい者地域自立
支援協議会事業

・障害者就業・生活支援セン
ターが、多数の障がい者を雇
用している企業の取組事例
を学ぶ研修会を開催、同和
問題企業連絡会を通じて一
般企業に向けた研修会の周
知を行った。

・同和問題企業連絡会を通じ
て、障害者就業・生活支援セン
ター主催の就労支援研修会の
周知を図った。

・同和問題企業連絡会を通じ
て、障害者就業・生活支援セン
ター主催の就労支援研修会の
周知を図った。

・障害者就業・生活支援センター
主催の就労支援研修会等につ
いて、引き続き周知を図る。

・障害者就業・生活支援セン
ター主催の就労支援研修会の
周知を図った。

○

・障害者就業・生活支援
センター主催の就労支援
研修会の周知を図った。

○

障害者就業・生活支
援センター主催の就
労支援研修会の周
知により障がい者雇
用の啓発を行うこと
ができた。

・障害者就業・生活支援センター
主催の就労支援研修会等につ
いて、引き続き周知を図る。

商工観光課 障がい者雇用啓発
推進事業

同和問題企業連絡会活動と
して、各種研修会に参加し
た。

・同和問題企業連絡会活動とし
て、各種研修会に参加した。

・障がい者就業・生活支援セン
ター主催の就労支援研修会の
案内を倉吉市同和問題企業連
絡会の会員企業に周知し就労
機会の拡大を促した。

障がい者就業・生活支援セン
ター主催の就労支援研修会の
案内を会員企業に周知し、トッ
プ・担当者研修会として計画実
施する。

・障がい者就業・生活支援セン
ター主催の就労支援研修会の
案内を倉吉市人権啓発企業連
絡会の会員企業に周知し就労
機会の拡大を促した。

○

毎年取組んでおり、企業
に広く浸透している。

○

毎年取組んでおり、
企業に広く浸透して
いる。

障がい者就業・生活支援セン
ター主催の就労支援研修会の
案内を会員企業に周知し、5割
の参加を目指す。

福祉課 ・障がい者自立支援
給付事業
・障がい者地域自立
支援協議会事業

・自立支援給付の実績
　就労移行支援　167件
　就労継続支援A型　472件
　就労継続支援B型　2,649件

・相談支援を通じて対象者へ
就労支援機関（障害者就業・
生活支援センタ－、ハロー
ワーク等）の情報を提供し
た。

・障がい者就労施設等からの
物品等の調達の推進等を図
るための方針の策定及び事
業実績の公表を行った。
　28年度実績額　2,355千円
また庁内へも事業所の周知
を行い、調達推進に努めた。

・就労支援事業所とも連携企
画した「障がいフォーラム」を
実施、就労支援事業所の取
組紹介や商品販売を通じて
啓発を行った。

・障害者就業生活支援セン
ター、ハローワーク等就労支援
機関と連携を図り、就労支援を
行った。

　【自立支援給付の実績】
　就労移行支援　105件
　就労継続支援A型　496件
　就労継続支援B型　2,697件

・障がい者就労施設等からの
物品等の調達の推進等を図る
ための方針の策定。庁内へ周
知を図り、事業実績の公表を
行った。
（29年度目標額：　1,676千円）
（29年度実績額：　2,187千円）

・中部自立支援協議会主催の
「障がいフォーラム」において、
就労支援事業所の取組紹介や
商品販売を通じ啓発を行った。

・障害者就業生活支援セン
ター、ハローワーク等就労支援
機関と連携を図り、就労支援を
行った。

　【自立支援給付の実績】
　就労移行支援　53件
　就労継続支援A型　453件
　就労継続支援B型　2,748件
　就労定着支援　53件

・障がい者就労施設等からの
物品等の調達の推進等を図る
ための方針の策定。庁内へ周
知を図り、事業実績の公表を
行った。
（30年度目標額：　1,928千円）
（30年度実績額：　1,749千円）

・中部自立支援協議会主催の
「障がいフォーラム」において、
就労支援事業所の取組紹介や
商品販売を通じ啓発を行った。

・障害者就業・生活支援センター
やハローワーク等と連携を図り、
継続して就労支援を行う。

・障がい者就労施設等からの物
品等の調達の推進等を図るため
の方針の策定及び事業実績の
公表を行う。

・「障がいフォーラム」において就
労移行支援事業所、就労継続
支援事業所の啓発を行う。

・障害者就業生活支援セン
ター、ハローワーク等就労支援
機関と連携を図り、就労支援を
行った。

　【自立支援給付の実績】
　就労移行支援　61件
　就労継続支援A型　422件
　就労継続支援B型　2,950件
　就労定着支援　24件

・障がい者就労施設等からの
物品等の調達の推進等を図る
ための方針の策定。庁内へ周
知を図り、事業実績の公表を
行った。
（元年度目標額：　1,952千円）
（元年度実績額：　1,542千円）

・中部自立支援協議会主催の
「障がいフォーラム」において、
就労支援事業所の取組紹介や
商品販売を通じ啓発を行った。

○

・相談支援事業所、障害
者就業・生活支援セン
ター及びハローワーク等
と連携を図り、B型事業
所については前年度に
比べ利用が伸びた。

・障がい者就労施設から
の物品等の調達につい
て、庁内において周知を
図った。

○

・相談支援事業所、
障害者就業・生活支
援センター及びハ
ローワーク等と連携
を図り、障がいの特
性に応じた適切な就
労支援を行うことが
できた。

・障がい者就労施設
からの物品等の調達
について、庁内にお
いて周知を図った。

・障害者就業・生活支援センター
やハローワーク等と連携を図り、
継続して就労支援を行う。
・障がい者就労施設等からの物
品等の調達の推進等を図るため
の方針の策定及び事業実績の
公表を行う。（令和２年度目標額　
1,955千円）
・引き続き就労移行支援事業
所、就労継続支援事業所の啓
発を行う。

建築住宅課 バリアーフリー化・ユ
ニバーサルデザイン
の推進事業

エレベーターを設置しバリア
フリーとした大坪住宅Ｂ棟4階
建24戸（うち1戸は車椅子対
応住戸)を建設中。

・エレベーターを設置しバリアフ
リーとした大坪住宅Ｂ棟4階建
24戸（うち1戸は車椅子対応住
戸)を建設した。

該当事業なし バリアフリー化した公営住宅の
建設・改善を進める。

該当事業なし

-

該当事業なし

◎

エレベーター付きの
集合住宅の建設によ
り、24戸の住戸（うち
1戸は車椅子専用住
戸）のバリアフリー化
が図れた。

４階建以上の住宅に対してエレ
ベーターを設置する。

建設課 （バリアーフリー化・
ユニバーサルデザイ
ンの推進事業）

特になし 市道幸町下田中町線におい
て、歩道内に点字ブロックを整
備した

バリアフリー化の事業計画はな
いが、通行の安全に配慮した道
路整備に努める。

特になし

-

事業実績無

○

市道整備を行う中
で、必要箇所につい
て点字ブロック整備
をあわせて行った。

バリアフリー化の事業計画はな
いが、通行の安全に配慮した道
路整備に努める。

管理計画課 （バリアーフリー化・
ユニバーサルデザイ
ンの推進事業）

実績なし 実績なし 現時点では該当する事業計画
はありません。

実績なし 現時点では該当する事業計画
はありませんが、公園利用者に
配慮した、環境整備を進めま
す。

長寿社会課 介護保険事業  居宅サービス・施設サービス
に対する保険給付を行った。
H29.3.31現在　認定者数 
2,905人
要支援 1  421人
要支援 2  487人 
要介護 1  536人 
要介護 2  436人
要介護 3  367人    
要介護 4  400人
要介護 5  258人

・居宅サービス・施設サービス
に対する保険給付を行った。
H30.3.31現在　認定者数 2,806
人
要支援 1  364人
要支援 2  469人 
要介護 1  517人 
要介護 2  435人
要介護 3  353人    
要介護 4  404人
要介護 5  264人

・居宅サービス・施設サービス
に対する保険給付を行った。
H31.3.31現在　認定者数 2,853
人
要支援 1  408人
要支援 2  482人 
要介護 1  499人 
要介護 2  450人
要介護 3  367人    
要介護 4  389人
要介護 5  258人

・福祉用具購入・住宅改修費用
の一部助成は、引き続き継続し
て行なう。

・居宅サービス・施設サービス
に対する保険給付を行った。
R2.3.31現在　認定者数 2,730
人
要支援 1  331人
要支援 2  474人 
要介護 1  509人 
要介護 2  429人
要介護 3  351人    
要介護 4  376人
要介護 5  260人

◎

・法に基づき実施してお
り、十分期待できる。

◎

・法に基づき実施し
ており、十分期待で
きる。

・福祉用具購入・住宅改修費用
の一部助成は、引き続き継続し
て行なう。

福祉課 ・日常生活用具給付
等事業

・補装具給付等事業

・日常生活用具の給付の実
施
（総数1,150件、歩行支援用
具1件）

・補装具の給付
（交付47件、修理36件）

・住宅改良助成　
（1件）

・日常生活用具を給付の実施
（給付件数439件）

・補装具の給付
（交付49件、修理44件）

・住宅改修助成
（１件）

・日常生活用具を給付の実施
（給付件数436件）

・補装具の給付
（交付30件、修理44件）

・住宅改修助成
（２件）

・障がいの状況に応じた日常生
活用具や補装具の給付を継続し
て行う。

・日常生活用具給付の実施
（給付件数467件）

・補装具の給付
（交付44件、修理45件）

・住宅改修助成
（２件）

○

・障がいの状況に応じた
給付を実施した。

○

・日常生活用具並び
に補装具給付及び
住宅改修費助成を
継続して行うことで、
住み慣れた自宅や
地域における自立し
た生活を支援するこ
とができた。

・障がいの状況に応じた日常生
活用具や補装具の給付を継続し
て行う。

14 

就労支
援事業
所等の
充実

障がい福祉サービス事業（就労移行支援・就労
継続支援（Ａ型・Ｂ型））等の充実に努め、企業等
への周知、障がいのある人の働く場や就労機会
の拡大に努めます。

15 

住環境
の整備

バリアフリー化、ユニバーサルデザインを推進
し、障がいのある人がいきいきと自立した生活が
できるよう快適な生活環境の整備に努めます。

16 

住宅の
整備

介護を要する高齢者をはじめ、様々な障がいの
ある人の生活の安定や居住環境の整備充実を
図るため、介護保険や「障害者総合支援法」にお
ける住宅改修・福祉用具・日常生活用具等の適
正な給付や住宅改良資金助成制度等の各種制
度の周知に努めるとともに、住み慣れた自宅や
地域で自立した生活ができるように住宅改良等
の相談に努めます。
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

□　現状と課題

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

1 

相談窓
口の充
実

配偶者等パートナーからの暴力に関する相談体
制の充実に努めるとともに、被害者及びその家
族の一時保護、さらに自立に向けて、母子生活
支援施設（*）、婦人相談所等関係機関と連携を
図り、被害者及びその家族の支援を行います。

子ども家庭
課

ＤＶ被害者に対する
相談支援の充実

・婦人相談員を配置し、要保
護女子等の発見、相談、指
導、配偶者からの暴力等に
係る相談、保護、自立支援に
努めた。（婦人相談件数77人
延98件）
・関係機関と連携を図り、被
害者及び家族の必要な支援
を行った。
・中部圏域ネット―ワーク会
議へ参加し、対応に関する情
報交換及び研究等行った。
・各種研修会へ参加し、対応
職員のスキルアップを図っ
た。

・婦人相談員を配置し、要保護
女子等の発見、相談、指導、配
偶者からの暴力等に係る相
談、保護、自立支援に努めた。
（婦人相談件数83人延111件）
・関係機関と連携を図り、被害
者及び家族の必要な支援を
行った。
・中部圏域ネット―ワーク会議
へ参加し、対応に関する情報
交換及び研究等行った。
・各種研修会へ参加し、対応職
員のスキルアップを図った。

・婦人相談員を配置し、要保護
女子等の発見、相談、指導、配
偶者からの暴力等に係る相
談、保護、自立支援に努めた。
（婦人相談件数118人延168件）
・関係機関と連携を図り、被害
者及び家族の必要な支援を
行った。
・中部圏域ネット―ワーク会議
へ参加し、対応に関する情報
交換及び研究等行った。
・各種研修会へ参加し、対応職
員のスキルアップを図った。

・婦人相談員の配置１名
・関係機関等との連携を図りな
がら、被害者及びその家庭の支
援を行う。
・DV被害者対応に係る庁内体制
の充実のため、子ども家庭課に
窓口を置き、庁内関係課が連携
して被害者支援を行う。
・母子生活支援施設に委託し
て、短期間の母子の保護の実
施。（ｼｮｰﾄｽﾃｲ）

・婦人相談員を配置し、要保護
女子等の発見、相談、指導、配
偶者からの暴力等に係る相
談、保護、自立支援に努めた。
（婦人相談件数181人延192件）
・関係機関と連携を図り、被害
者及び家族の必要な支援を
行った。
・中部圏域ネット―ワーク会議
へ参加し、対応に関する情報
交換及び研究等行った。
・各種研修会へ参加し、対応職
員のスキルアップを図った。

○

被害者の相談内容に応
じて、庁内外の必要な機
関につなげている。
関係機関との連携をさら
に図るとともに、相談窓
口や支援制度を継続し、
DV相談窓口の周知活動
の継続が必要。

○

被害者の相談内容
に応じて、庁内外の
必要な機関につなげ
ている。
関係機関との連携を
さらに図るとともに、
相談窓口や支援制
度を継続し、DV相談
窓口の周知活動の
継続が必要。

・女性相談員の配置１名
・関係機関等との連携を図りな
がら、被害者及びその家庭の支
援を行う。
・DV被害者対応に係る庁内体制
の充実のため、子ども家庭課に
窓口を置き、庁内関係課が連携
して被害者支援を行う。
・母子生活支援施設に委託し
て、短期間の母子の保護の実
施。（ｼｮｰﾄｽﾃｲ）

学校教育課 ＤＶ被害者のプライ
バシー擁護に関わる
保護者研修の実施

研修会、チラシ配布等保護者
に情報提供した。

・各関係機関と連携をしながら
対応体制を整え、学校にも市
の対応体制（相談窓口）につい
て周知を行った。啓発面におい
ての取組ができていない。

学校の状況に応じて配偶者等
パートナーからの暴力（ＤＶ）被
害者のプライバシーを擁護し人
権が尊重されるよう保護者に相
談窓口を知らせ、啓発を行うっ
た。各種研修会の周知も行った
が、学校が保護者研修などで
取り上げることは難しい。

・保護者会・ＰＴＡ会員対象の研
修会等で、固定的な性別役割分
担意識等の解消に向けた取り組
みを提案していく。

・市の相談窓口についての周
知を行ったが、啓発や連携した
取り組みを行えなかった。

△

・学校と連携を図ることが
できなかったため、保護
者啓発が充分になされて
いない。

△

・研修会、チラシ配布
等を行ったが、主体
的な取り組みに至っ
ていない。

・人権主任者会において提案す
るなど、積極的な啓発を行って
いく。

子ども家庭
課

保護者対象研修 　各保育園等の保護者会同
和保育推進委員が中心とな
り講演会、研修会、機関誌の
発行等を行った。

・各保育園等の保護者会同和
保育推進委員が中心となり講
演会、研修会、機関誌の発行
等を行った。

・各保育園等の保護者会同和
保育推進委員が中心となり講
演会、研修会、機関誌の発行
等を行った。

　保護者会との連携による保育
所等における研修の実施

・各保育園等の保護者会同和
保育推進委員が中心となり講
演会、研修会、機関誌の発行
等を行った。

○

・計画とおりの事業を実
施した。

○

・各保育園等の保護
者会同和保育推進
委員が中心となり講
演会、研修会、機関
誌の発行等を行っ
た。

　保護者会との連携による保育
所等における研修の実施

3 

企業の
職員研
修の促
進

関係機関と連携し各職種の企業において、男女
共同参画の視点に立った職員研修の促進に努
めます。

商工観光課 女性問題の啓発推
進事業

同和問題企業連絡会活動と
して、各種研修会に参加し
た。

・同和問題企業連絡会活動とし
て、各種研修会に参加した。

・同和問題企業連絡会活動とし
て各種研修会に参加し、男女
共同参画推進の向上に努め
た。

男女共同参画社会の学習機会
を提供するため、研修会の案内
を周知し、トップ・担当者研修会
として計画実施する。

・倉吉市人権啓発企業連絡会
活動として各種研修会に参加
し、男女共同参画推進の向上
に努めた。 ○

毎年取組んでおり、企業
に広く浸透している。

○

毎年取組んでおり、
企業に広く浸透して
いる。

男女共同参画社会の学習機会
を提供するため、研修会の案内
を周知し、5割の参加を目指す。

4 

啓発活
動の推
進

男女共同参画及び配偶者等パートナーからの暴
力（ＤＶ）、セクシュアル・ハラスメント（*）など性暴
力に対する正しい認識を深めるための学習機会
や情報提供に努め、市民をはじめ企業等への啓
発活動を推進します。

人権政策課 倉吉市男女共同参
画推進月間

・6月を倉吉市男女共同参画
推進月間として、男女共同参
画推進まちづくり表彰で4団
体を表彰した。パネル展をＪ
Ｒ倉吉駅、倉吉交流プラザで
実施。
・部落解放研究第４４回倉吉
市集会の第２分科会におい
て、女性と介護というテーマ
で分科会を開催。
・市ホームページで相談機関
等の情報提供を行った。

・6月を倉吉市男女共同参画推
進月間として、男女共同参画推
進まちづくり表彰で５団体を表
彰した。パネル展をＪＲ倉吉
駅、倉吉交流プラザで実施。
・部落解放研究第４５回倉吉市
集会の第２分散会において、災
害時の対応について男女共同
参画の視点で話し合う。
・市ホームページで相談機関等
の情報提供を行った。

・６月を倉吉市男女共同参画推
進月間として、男女共同参画推
進まちづくり表彰で３件(1団体、
１事業所、個人１人)を表彰し
た。パネル展をＪＲ倉吉駅、倉
吉交流プラザで実施。
・部落解放研究第４６回倉吉市
集会の第２分科会において、、
男女共同参画社会を実現する
上で必要な良好な関係を築くた
めのコミュニケーションについ
て話し合った。
・市ホームページで相談機関等
の情報提供を行った。
・11月に人権擁護委員の取組
である全国一斉「女性の人権
ホットライン」強化週間について
行政無線で広報を行った。

・倉吉市男女共同参画推進月間
に合わせてパネル展示を行う。
・市報及び市ホームページで情
報提供を行う

・６月を倉吉市男女共同参画推
進月間として、男女共同参画推
進まちづくり表彰で３件(1団体、
２事業所)を表彰した。パネル展
をＪＲ倉吉駅、倉吉交流プラザ
で実施。
・部落解放研究第47回倉吉市
集会の第２分科会において、ハ
ラスメント(セクハラ、パワハラ)
の被害者、加害者にならないた
めにはどうするか話し合った。
・市ホームページで相談機関等
の情報提供を行った。
・11月に人権擁護委員の取組
である全国一斉「女性の人権
ホットライン」強化週間について
行政無線で広報を行った。

○

・毎年継続して男女共同
参画推進月間の啓発パ
ネル展示、男女共同参
画推進まちづくり表彰及
び市集会分科会での取
組を実施し啓発できた。
企業等への直接的な啓
発は平成28年度のみ実
施。
・11月の全国一斉「女性
の人権ホットライン」の周
知を人権擁護委員から
の依頼ではあるが、平成
30年度から行政無線で
行うようになり、インター
ネット環境がない人への
周知ができた。

○

・毎年継続して男女
共同参画推進月間
の啓発パネル展示、
男女共同参画推進
まちづくり表彰及び
市集会分科会での
取組を実施し啓発で
きた。企業等への直
接的な啓発は平成
28年度のみ実施。
・11月の全国一斉
「女性の人権ホットラ
イン」の周知を人権
擁護委員からの依頼
ではあるが、平成30
年度から行政無線で
行うようになり、イン
ターネット環境がな
い人への周知ができ
た。

・倉吉市男女共同参画推進月間
に合わせてパネル展示を行う。
・市報及び市ホームページで情
報提供を行う

5 

推進組
織の充
実

乳幼児期から成人、高齢期にわたるすべてのラ
イフステージにおいて、男女が平等なパートナー
として互いに協力し、様々な活動に参画していけ
るよう、男女平等意識を定着させるためくらよし
男女共同参画推進スタッフ、あすをつくる倉吉女
性塾等の推進組織の支援に努めます。

人権政策課 くらよし男女共同参
画推進スタッフ

・男女共同参画スタッフ27名
（各地区及び商工会議所推
薦）を委嘱し、スタッフ会（学
習及び研究活動）を7回（延べ
100人参加）開催し、人材育
成・資質の向上を図った。ま
た、街頭啓発活動にも参加し
た。
・あすをつくる倉吉女性塾の
事務局として、市民との協働
による活動を行った。

・男女共同参画スタッフ27名
（各地区及び商工会議所推薦）
を委嘱し、スタッフ会（学習及び
研究活動）８回及び町内学習会
への出前講座を２回（延べ約
100人参加）開催し、人材育成・
資質の向上を図った。また、街
頭啓発活動にも参加した。
・あすをつくる倉吉女性塾の事
務局として、市民との協働によ
る活動を行った。

・男女共同参画スタッフ28名
（各地区及び公募）を委嘱し、
スタッフ会（学習及び啓発カル
タ作成等研究活動）９回及び町
内学習会への出前講座を２回
（延べ約50人参加）開催し、人
材育成・資質の向上を図った。
また、街頭啓発活動にも参加し
た。
・あすをつくる倉吉女性塾の事
務局として、市民との協働によ
る活動を行った。(介護サービ
スを知るための講座、日本女
性会議開催地(倉敷市)視察)

・くらよし男女共同参画推進ス
タッフを各地区に設置するととも
に、女性塾の活動を支援する。

・男女共同参画推進スタッフ27
名（各地区及び公募）を委嘱
し、スタッフ会（学習及び啓発
リーフレット作成等研究活動）９
回及び町内学習会への出前講
座を１回（25人参加）開催し、人
材育成・資質の向上を図った。
また、街頭啓発活動にも参加し
た。
・あすをつくる倉吉女性塾の事
務局として、市民との協働によ
る活動を行った。(避難所運営
体験講座、ハザードマップの活
用方法を学ぶ)

○

・市民との協働による啓
発活動を行えた。
・男女共同参画推進ス
タッフの活動として、作成
した啓発カルタでのイベ
ント参加、町内学習会で
の朗読劇はそれぞれ好
評であったが、町内学習
会での啓発は１カ所で
あった。
・あすをつくる倉吉女性
塾と市との共催事業は参
加者には好評であったが
参加人数が33人と伸び
なかった。

○

・市民との協働によ
る啓発活動を一定の
程度行えた。
・男女共同参画推進
スタッフの活動のマ
ンネリ化を脱するた
めに新規スタッフの
意見を取り入れなが
ら活動できた。
・あすをつくる倉吉女
性塾の企画運営委
員会の参加者の固
定化により新たな推
進組織支援体制を
検討する必要があ
る。

・くらよし男女共同参画推進ス
タッフを各地区に設置するととも
に、活動を支援する。
・あすをつくる倉吉女性塾の活
動は休止し男女共同参画をテー
マとした全国大会「日本女性会
議」開催実行委員会を設置し大
会事務局として周知・啓発に取り
組む。

第３節　男女の人権が尊重される社会の実現

　女性があらゆる政策決定の場へ参画することの重要性についての市民への啓発や男女共同参画社会の学習機会を提供するとともに、各種女性団体等へ情報提供等を行い具体的な行動の支援に努め、審議会・委員会に
おける女性登用率を４０％に設定し、女性の社会参画を図ります。

□　主な施策と方向・方針

番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

2 

保護者
会・ＰＴＡ
会員へ
の啓発

認定こども園・保育所、学校で、保護者会・ＰＴＡ
会員対象の固定的な性別役割分担意識等の解
消に向けた啓発に努めます。
さらに、教育機関や社会福祉施設等において、
配偶者等パートナーからの暴力被害者のプライ
バシーを擁護し人権が尊重されるよう配慮すると
ともに、配偶者等パートナーからの暴力など男女
間の暴力等は個人の尊厳を傷つける重大な人
権侵害であるという認識をさらに広く浸透させ、あ
らゆる場面で暴力のない社会づくりのため、認定
こども園・保育所、学校での啓発に努めます。
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

6 

各審議
会・委員
会への
登用

女性があらゆる政策決定の場へ参画することの
重要性について市民へ啓発するとともに、各種
女性団体、企業、自治公民館へ情報提供を行
い、企業や地域での方針決定の場への女性の
参画に努めます。また、市の管理職への女性登
用を進めるとともに、審議会・委員会における女
性登用率を４０％に設定し、女性の参画を図りま
す。　

人権政策
課・関係課

倉吉市女性人材登
録制度

倉吉市女性人材登録制度の
登録者34人、利用実績2人。　
公的審議会の女性委員割合
はH24年度26.5％→平成25
年度26.7％→Ｈ26年度29.9％
→Ｈ27年度31.6％→Ｈ28年度
30.6％。　　　　　　　　　　　　　　
男女共同参画推進まちづくり
表彰で2団体を表彰。

・倉吉市女性人材登録制度の
登録者38人、利用実績2人。　　　
公的審議会の女性委員割合は
H24年度26.5％→平成25年度
26.7％→Ｈ26年度29.9％→Ｈ27
年度31.6％→Ｈ28年度30.6％
→H29年度30.8％　　　　　　　　　
・男女共同参画推進まちづくり
表彰で２団体、２事業者、個人
１名を表彰し、取組を広報し
た。

・倉吉市女性人材登録制度の
登録者が１人増え39人になっ
た。利用実績2人。　　　　　　　　　
・公的審議会の女性委員割合
はH24年度26.5％→平成25年
度26.7％→Ｈ26年度29.9％→Ｈ
27年度31.6％→Ｈ28年度
30.6％→H29年度30.8％→H30
年度30.9％　　　　　　　　　　　　　
・男女共同参画推進まちづくり
表彰で１団体、１事業者、個人
１名を表彰し、取組を広報し
た。

・倉吉市女性人材登録制度等の
充実と男女共同参画推進まちづ
くり表彰制度を推進する。

・倉吉市女性人材登録制度の
登録者が１人増え40人になっ
た。利用実績2人。　　　　　　　　　
・公的審議会の女性委員割合
はH24年度26.5％→平成25年
度26.7％→Ｈ26年度29.9％→Ｈ
27年度31.6％→Ｈ28年度
30.6％→H29年度30.8％→H30
年度30.9％→R1年度30.7％　　　
・男女共同参画推進まちづくり
表彰で１団体、２事業者を表彰
し、取組を広報した。

○

・倉吉市女性人材登録制
度が活用され登録者から
審議会委員に委嘱され
た。
・公的審議会の女性委員
割合は昨年とほぼ変わら
なかったが、30％以上を
保持することができた。 ○

・公的審議会の女性
委員割合を維持する
のみで、登用率を上
げるに至らなかっ
た。制度の見直し及
び引き続き地道な周
知が必要。
・男女共同参画推進
まちづくり表彰につ
いては、事業者に
とってメリット感がな
い制度のため応募
者がないため、見直
しが必要。

・倉吉市女性人材登録制度等の
充実と男女共同参画推進まちづ
くり表彰制度を推進する。

7 

就学前
教育

すべての子どもが性別にとらわれることなく、一
人ひとりの違いや良さを認め合い、あるがままの
自分を大切に生きていくことができるよう、乳幼児
期の男女平等意識の育成に努めます。

子ども家庭
課

人権保育の推進 　人権・同和保育学習会によ
る研修をはじめ、各種研修会
に積極的に参加し、人権を大
切にする心を育てる保育を
行った。

・人権・同和保育学習会による
研修をはじめ、各種研修会に
積極的に参加し、人権を大切
にする心を育てる保育を行っ
た。

・人権・同和保育学習会による
研修をはじめ、各種研修会に
積極的に参加し、人権を大切
にする心を育てる保育を行っ
た。

　一人ひとりに応じた保育（教
育）の実践及び実践を通した子
どもへの指導。

・人権・同和保育学習会による
研修をはじめ、各種研修会に
積極的に参加し、人権を大切
にする心を育てる保育を行っ
た。

○

・人権を意識した支援を
行った。

○

　一人ひとりに応じた
保育（教育）の実践
及び実践を通した子
どもへの指導。

・人権・同和保育学習会による研
修をはじめ、各種研修会に積極
的に参加し、人権を大切にする
心を育てる保育を行った。

8 

学校教
育

男女の人権が尊重される社会の実現に向けて、
互いに個性を持った一人の人間として尊重し合う
とともに、一人ひとりが能力や個性を十分に発揮
でき男女が共に支え合って生きていくことを学習
する男女共生教育の推進に努めます。

学校教育課 年間指導計画に基づ
く人権同和教育の推
進

発達段階を考慮し、男女が尊
重し合いながら、生きていくた
めに道徳、学活等の時間でも
学習した。

・学校での教育活動全般にわ
たって男女平等教育を推進す
るために、性別役割の固定化さ
れた慣習がないかに気をつけ
た。
また、児童生徒には、発達段階
に応じながら道徳、社会、国
語、  技術・家庭の学習を通し
て、社会に残る女性に対する差
別意識や固定観念に気付か
せ、解決していこうとする意欲
をもたせる取組を行った。

・学校での教育活動全般にわ
たって男女平等教育を推進す
るために、性別役割の固定化さ
れた慣習がないかに気をつけ
た。
また、児童生徒には、発達段階
に応じながら道徳、生活、社
会、国語、  技術・家庭の学習
を通して、社会に残る女性に対
する差別意識や固定観念に気
付かせ、解決していこうとする
意欲をもたせる取組を行った。

・発達段階を考慮しながら、互い
の個性を認め合い、尊重し合う
大切さを道徳・学級活動・総合的
な学習の時間を中心に行う。

・発達段階を考慮しながら、互
いの個性を認め合い、尊重し
合う大切さを道徳・学級活動・
総合的な学習の時間を中心に
行った。

○

・各学校において道徳・
学級活動・総合的な学習
の時間を中心に学校生
活全般において取り組ま
れた。

○

・学校での教育活動
全般にわたって取り
組まれ、児童生徒の
男女共生意識の高
揚に努めた。

・各学校において発達段階を考
慮しながら、互いの個性を認め
合い、尊重し合う大切さを道徳・
学級活動・総合的な学習の時間
を中心に教育活動全般にわたっ
て行う。

人権政策課 市民と連携・協働し
た事業

市と市民による倉吉女性塾を
中心に、パワーアップ講座を
開催した。部落解放研究倉
吉市集会において、男女共
同参画に関する分科会に取
り組んだ。
同和教育町内学習会では、
男女共同参画関係の学習会
が７自治公民館で開催され
た。

・市と市民による明日をつくる
倉吉女性塾を中心に、介護保
険制度に関する講座を開催し
た。
・部落解放研究倉吉市集会に
おいて、災害時の人権につい
て男女共同参画に関する分散
会に取り組んだ。
・同和教育町内学習会では、男
女共同参画関係の学習会が８
自治公民館で開催された。

・市と市民によるあすをつくる倉
吉女性塾を中心に、介護サー
ビスを知る講座を開催した。
・部落解放研究倉吉市集会に
おいて、男女共同参画社会を
実現する上で必要な良好な関
係を築くためのコミュニケーショ
ンに関する分科会に取り組ん
だ。
・同和教育町内学習会では、男
女共同参画関係の学習会が26
自治公民館(ハラスメント、ＤＶ、
女性の人権含む)で開催され
た。

・市と市民団体や個人が連携・
協働した女性塾の取り組みを推
進する。

・市と市民によるあすをつくる倉
吉女性塾を中心に、避難所運
営を体験する講座(HUG)を開催
した。
・部落解放研究倉吉市集会に
おいて、ハラスメント(セクハラ、
パワハラ)に関する分科会に取
り組んだ。
・同和教育町内学習会では、男
女共同参画関係の学習会が４
自治公民館(男女の人権含む)
で開催された。

○

・市民の意見を反映した
企画での講座開催がで
き、好評を得られた。市
集会分科会のテーマは
関心が高いテーマだった
ため例年の倍の参加者
があったが、その他の講
座は参加者増のための
工夫が必要な部分もあ
る。

○

・市民の意見を反映
した企画での講座開
催ができ、好評を得
られた。広報の時期
等の周知の仕方に
工夫をして参加者増
につながる事業の実
施に努めたい。

・市と市民団体や個人が連携・
協働した日本女性会議実行委
員会、運営部会を設置し大会開
催に向けた取り組みの中でを推
進する。

生涯学習課 男女共同参画のため
の学習機会の充実

　地区公民館においては、特
に「女性だけ」「男性だけ」と
いう形ではなく、男女一緒に
活動する学習や事業を通し
て、それぞれ役割分担を考え
助け合って学習を進めてい
る。また、料理教室など男性
に限った事業を企画し、普段
試みたことのない世界を実体
験する機会を得た。

・男女一緒に料理や育児、介護
などを学習することで、男女の
役割分担を考えながら学習を
進めている。
・また、料理教室など男性に
限った事業を企画し、普段試み
たことのない世界を体験しやす
い機会を提供している。

・地区公民館において、男女が
ともに参加できる子育て講演会
やサロン等や男性を対象にし
た料理教室を実施した。

・地区公民館事業として、男女を
問わず誰もが参加でき、ともに
考え学ぶことのできる事業を推
進する。

・基本的に全地区において男
女問わず誰もが参加でき、とも
に考え学ぶことのできる事業を
行った。地区公民館によっては
男女共同参画についてテーマ
に取り上げ講演会を実施した
り、男女がともに参加できる子
育てサロン等実施した。意図的
に対象を男性又は女性に限定
して行った事業もあった。

○

・全地区公民館におい
て、男女を問わず誰もが
参加でき、ともに考え学
ぶことのできる機会を提
供し実施できた。一部だ
が、男女共同参画につい
ての学習ができた地区も
あった。

○

・期間中全地区公民
館において、毎年度
継続して男女を問わ
ず誰もが参加でき、
ともに考え学ぶこと
のできる機会を提供
し実施できた。

・地区公民館事業として、男女を
問わず誰もが参加でき、ともに
考え学ぶことのできる事業を推
進する。男女共同参画につなが
る学習を必要に応じて実施す
る。

10 

就労・雇
用の促
進

男女が共に仕事と家庭の両立が図れるようワー
ク・ライフ・バランスを促進し、育児休業及び教育
活動への参加や介護休業制度等企業への啓発
に努めます。

商工観光課 企業啓発（男女の人
権）推進事業

同和問題企業連絡会活動と
して、各種研修会に参加し
た。

・同和問題企業連絡会活動とし
て、各種研修会に参加した。

・同和問題企業連絡会活動とし
て各種研修会に参加し、ワーク
ライフバランスの促進に努め
た。

男女共同参画社会の学習機会
を提供するため、研修会の案内
を周知し、トップ・担当者研修会
として計画実施する。

・倉吉市人権啓発企業連絡会
活動として各種研修会に参加
し、ワークライフバランスの促
進に努めた。 ○

毎年取組んでおり、企業
に広く浸透している。

○

毎年取組んでおり、
企業に広く浸透して
いる。

男女共同参画社会の学習機会
を提供するため、研修会の案内
を周知し、5割の参加を目指す。

9 

社会教
育

男女共同参画は、ただ単に女性の問題ではなく
男性も含めたすべての市民に関わる人権問題と
して捉えられるよう、家庭、地域、職場で女性の
人権に関する理解を促進するための学習・啓発
活動の推進に努めます。
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令和２年度以降の事業計画

11 

ひとり親
家庭へ
の支援

近年、ひとり親家庭が増加しており、子育てや就
労、生活全般にわたる支援が必要となっていま
す。ひとり親家庭への相談及び支援を「倉吉市ひ
とり親家庭等自立支援計画」に基づいて実施しま
す。

子ども家庭
課

ひとり親家庭への自
立支援

・母子・父子自立支援員を配置
し、子育てや就労、生活全般に
おける相談に応じた。（相談件
数362件：実人数125人）
・母子家庭の母が、経済的自
立に効果的な資格取得のた
め、養成機関で２年以上修業さ
れる場合、生活費の負担軽減
を図るため高等技能訓練促進
費等給付金を支給した。（給付
者3人）
・ひとり親家庭の生活の安定と
自立の促進に寄与するため、
児童扶養手当を支給した。（支
給者数延べ7,206人）
・その他、母子寡婦福祉資金の
貸付（件数1件）、母子生活支
援施設への入所等、相談の状
況に応じ、中部総合事務所福
祉保健局などの関係機関と連
携し、必要な支援を行った。
・多様な相談業務に対応するス
キルをアップさせるため、各種
の研修に参加した。

・母子・父子自立支援員を配置
し、子育てや就労、生活全般に
おける相談に応じた。（相談件
数411件：実人数135人）
・母子家庭の母が、経済的自
立に効果的な資格取得のた
め、養成機関で２年以上修業さ
れる場合、生活費の負担軽減
を図るため高等技能訓練促進
費等給付金を支給した。（給付
者5人）
・ひとり親家庭の生活の安定と
自立の促進に寄与するため、
児童扶養手当を支給した。（支
給者数延べ6,778人）
・その他、母子寡婦福祉資金の
貸付（件数1件）、母子生活支
援施設への入所等、相談の状
況に応じ、中部総合事務所福
祉保健局などの関係機関と連
携し、必要な支援を行った。
・多様な相談業務に対応するス
キルをアップさせるため、各種
の研修に参加した。

・母子自立支援員の配置（１名）
・関係機関等と連携した相談支
援の実施
・職員研修の実施
・自立支援教育訓練費補助、高
等技能訓練促進費の給付
・児童扶養手当の給付
・昨年度まで実施した学習支援
ボランティア事業の対象を見直
し、教育、社会福祉部門との連
携により、引き続き実施する。

・母子・父子自立支援員を配置
し、子育てや就労、生活全般に
おける相談に応じた。（相談件
数404件：実人数110人）
・母子家庭の母が、経済的自
立に効果的な資格取得のた
め、養成機関で２年以上修業さ
れる場合、生活費の負担軽減
を図るため高等技能訓練促進
費等給付金を支給した。（給付
者3人）
・ひとり親家庭の生活の安定と
自立の促進に寄与するため、
児童扶養手当を支給した。（支
給者数延べ8,183人）
・その他、母子寡婦福祉資金の
貸付（件数1件）、母子生活支
援施設への入所等、相談の状
況に応じ、中部総合事務所福
祉保健局などの関係機関と連
携し、必要な支援を行った。
・多様な相談業務に対応するス
キルをアップさせるため、各種
の研修に参加した。

○

ひとり親家庭等からの相
談等に応じながら、生活
の安定と自立に向けた支
援を行っている。
相談窓口の継続が必
要。

○

ひとり親家庭等から
の相談等に応じなが
ら、生活の安定と自
立に向けた支援を
行っている。
相談窓口の継続が
必要。

・母子自立支援員の配置（１名）
・関係機関等と連携した相談支
援の実施
・職員研修の実施
・自立支援教育訓練費補助、高
等技能訓練促進費の給付
・児童扶養手当の給付
・学習支援ボランティア事業を教
育、社会福祉部門との連携によ
り、引き続き実施する。

□　現状と課題

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

1 

啓発活
動

公益社団法人北海道アイヌ協会等と連携し、アイ
ヌ民族の歴史や文化、差別の実態を正しく理解
するため学習機会の拡充や情報提供等、啓発活
動に努めます。

人権政策課 人権啓発推進事業 アイヌ民族に関する取り組み
はできなかった。

・アイヌ民族に関する取り組み
はできなかった。

・平成３０年4月にアイヌ文化交
流事業を市民と協働で当事者
を招き、倉吉市人権文化セン
ターと交流プラザで実施した。

・アイヌ民族の歴史や文化等を
学ぶ講演会等、啓発活動に努め
る。

・アイヌ民族に関する取り組み
はできなかった。

-

取り組めていない。

△

文化交流事業を行っ
たが単年度である。

・アイヌ民族の歴史や文化等を
学ぶ講演会等、啓発活動に努め
る。

図書館 人権図書コーナーの
設置

人権に関する図書館資料を
購入し提供した。

・アイヌ民族に関係するものな
ど人権に関する図書館資料を
積極的に購入し提供した。

・アイヌ民族に関係するものな
ど人権に関する図書館資料を
内容を吟味しながら購入し提供
した。

・関連図書を内容を検討しなが
ら積極的に購入し、市民に提供
する。

・アイヌ民族に関係するものな
ど人権に関する図書館資料を
購入し提供した。

○

予定どおり実施できた。

○

計画どおり新刊書を
中心に優れた内容
の図書館資料を購
入し、市民に提供し
た。

・関連図書を内容を検討し、優れ
たものを積極的に購入し、市民
に提供する。

人権政策課 人権啓発推進事業 アイヌ民族に関する取り組み
はできなかった。

・アイヌ民族に関する取り組み
はできなかった。

・平成３０年4月にアイヌ文化交
流事業を市民と協働で当事者
を招き、倉吉市人権文化セン
ターと交流プラザで実施した。

アイヌ民族の歴史や文化等を学
ぶため、パネル展示等に努め
る。

・アイヌ民族に関する取り組み
はできなかった。

-

取り組めていない。

△

文化交流事業を行っ
たが単年度である。

アイヌ民族の歴史や文化等を学
ぶため、パネル展示等に努め
る。

第４節　先住民族の権利回復の実現

民族と民族の真の平等が達成され、普遍的な人権保障が確立される社会をめざす必要があります。アイヌ民族の権利回復の実現に向け、関係機関や団体等と連携し情報収集に努めながら、アイヌ民族の文化や差別の実態を
正しく理解する学習機会の拡充を図ることが必要です。

□　主な施策と方向・方針

・母子・父子自立支援員を配
置し、子育てや就労、生活全
般における相談に応じた。
（相談件数311件：実人数142
人）
・母子家庭の母が、経済的自
立に効果的な資格取得のた
め、養成機関で２年以上修業
される場合、生活費の負担軽
減を図るため高等技能訓練
促進費等給付金を支給した。
（給付者7人）
・ひとり親家庭の生活の安定
と自立の促進に寄与するた
め、児童扶養手当を支給し
た。（支給者数延べ7,435人）
・その他、母子寡婦福祉資金
の貸付（件数4件）、母子生活
支援施設への入所等、相談
の状況に応じ、中部総合事
務所福祉保健局などの関係
機関と連携し、必要な支援を
行った。
・多様な相談業務に対応する
スキルをアップさせるため、
各種の研修に参加した。
・ひとり親家庭学習支援ボラ
ンティア事業を実施し、生活
習慣、学習習慣のかん養や
生活相談を行った。（延参加
児童数297名）

番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

2 学習活
動の支
援

一般財団法人アイヌ民族博物館等と連携し、先
住民族としてのアイヌ民族に対する正しい理解を
深め、世界の先住民族（他民族）に関する図書、
教材、人権図書や視聴覚教材・機器の整備、市
民の学習活動の支援に努めます。
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

人権文化セ
ンター

アイヌ民族の人権啓
発

（倉人）館報掲載での啓発。
啓発ビデオの貸し出し呼びか
け。絵本の購入。（はばたき）
読み聞かせや映画会で取り
上げようとしてきたが、啓発と
して創意工夫して取り組めな
かった。

・(はばたき)アイヌ文化を伝える
として絵本を購入し読み聞かせ
をしただけとなった。
・（倉人）センターだより掲載で
の啓発。啓発ビデオの貸し出し
の呼びかけ。情報提供や学習
教材の購入。
・（やまびこ）館報での啓発活動
として一度掲載、また市人研の
市民活動委員会に参加し啓発
紙にも掲載した。

・(はばたき）館報へ掲載し周
知、啓発に努める。

・（さわやか）アイヌ民族に関す
る取り組みはできなかった。

・（倉人）アイヌの方と親子や子
どもを対象とした交流会を開催
した。お話と踊りで、人や動物・
道具・自然を大切にするアイヌ
の人たちの生活や想いを知る
とともに、参加した子どもも大人
も踊りに加わり、楽しく交流を深
めた。

・（やまびこ）支援はできていな
い。職員の研修だけに留まって
いる。

・（はばたき）アイヌ文化の周知
に努力する。小品を作品づくり等
に取り入れてみる。

・（さわやか）職員研修等をとおし
て理解を深めると共に、引き続
き館報での啓発と関連資料の紹
介をする。

（倉人）センターだよりでの啓発
を行う。

・（やまびこ）職員の研修を引き
続き行うとともに、新しく施行され
た法律について町内学習会で知
らせると共に、館報での啓発を
行う。

（市人文）センターだよりで広報
した。

（さわやか）アイヌにかかわる研
修会の開催案内を地域住民に
行った。

(はばたき）センターだよりに記
事を掲載した。作品作りは住民
の要望を優先したのでできな
かった。

（やまびこ）職員が研修に参加
し理解を深めることができた。
また、地域での研修機会に少し
でも啓発できるよう努めた。

（あたご）館報での情報提供に
留まり、直接の発信や情報提
供する機会を持つことが出来な
かった。また職員の学習機会を
設定することが出来なかった。

△

（市人文）広報した。（評
価：○）

（さわやか）研修会の開
催案内にとどっまってし
まった。（評価：△）

（はばたき)住民にとっ
て、アイヌ文化、問題そ
のものが遠い存在である
ことを感じた。（評価：△）

（やまびこ）研修への参
加と地域での学習の場で
法律について知らせるよ
う努めた。（評価：○）

（あたご）職員が正しい知
識を習得する機会を持て
なかった。また、直接、地
域住民へ啓発活動を行う
ことが出来なかった。（評
価：△）

△

（市人文）散発的で
はあるが一定の取り
組みを行ってきた。
（評価：○）
（さわやか）地域住民
への啓発活動が十
分とはいえない。（評
価：△）
(はばたき)アイヌ問
題・文化について、
発信回数を増やすこ
とが必要だと感じた。
他の人権問題とも絡
め複合的に差別、人
権課題を考えに発信
していかなくてはと考
えた。（評価：△）
（やまびこ）市内での
研修機会もまだ少な
く職員の理解が十分
だとは言えない。ま
た、館報での啓発が
できていない。（評
価：△）
（あたご）センターで
は、館報での啓発に
留まっている。（評
価：△）

（市人文）館報掲載での啓発。啓
発ビデオの貸し出し呼びかけ。
絵本の購入。

（さわやか）アイヌ問題につい
て、センターだより等で啓発を行
う。

(はばたき）館報に掲載する記事
の回数を増やし、知識の提供と
他の人権課題との関係の啓発
発信していく。

（やまびこ）機会を見ながら館報
や事業でアイヌ民族の文化を紹
介したり、課題について積極的
な啓発に努める。職員はさらに
積極的に理解を深める。

（あたご）館報での啓発は引き続
き行う。アイヌ民族についての絵
本やDVD、その他の学習資料を
使用し、住民に紹介する機会を
設ける。

第５節　外国にルーツを持つ人の人権保障の実現
□　現状と課題

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

商工観光課 インバウンド推進事
業
国際交流事業

・外国語パンフレットを観光拠
点等へ充実させた
・一般社団法人鳥取中部観
光推進機構による外国人向
け等携帯用Wi-Fiルータの貸
し出しが開始された

・外国語パンフレットを観光拠
点等へ充実させた。
・音声ガイドサービスを多言語
対応とした。

・英語版観光パンフレットの作
成
・英語版観光音声ガイドサービ
スの導入

・外国語パンフレットの充実 ・英語版、中国語版観光パンフ
レットの作成・増刷をおこなっ
た。
・多言語版（英語、中国語、韓
国語）音声ガイドサービスの運
用を継続しておこなった。

○

外国語版パンフレットや
音声ガイドサービスの導
入を通して、外国にルー
ツを持つ方に向けての情
報提供をおこなった。 ○

外国語版パンフレッ
トや音声ガイドサー
ビスの導入、携帯用
Wi-Fiルータの貸し出
し等を通して、外国
にルーツを持つ方に
向けての情報提供を
おこなった。

多言語版パンフレットの配架や
音声ガイドサービスなど、外国に
ルーツを持つ方向けの情報提供
を継続していく。

人権政策課 中学校区同和教育
研究事業

小学校で外国にルーツを持
つ人の人権について学習す
るための講師紹介を行った。

・小学校で外国にルーツを持つ
人の人権について学習するた
めの講師紹介を行った。

・小学校で外国にルーツを持つ
人の人権について学習するた
めの講師紹介を行った。

・学校現場等における講師紹介
等を行う。

・小学校で外国にルーツを持つ
人の人権について学習するた
めの講師紹介を行った。

○

講師を紹介し学習支援を
行った。

○

・小学校での学習に
講師紹介を行った。

・学校現場等における講師紹介
等を行う。

地域づくり
支援課

国際交流事業 ・外国人住民向けに（財）国
際交流財団作成の生活支援
ガイド（パンフレット）、日本語
講座のチラシを窓口に設置し
PRを図った。

・（財）鳥取県国際交流財団が
作成したパンフレットを窓口及
び市民課前パンフレットラック
に配架しPRを図った。　　　　　　

・（財）鳥取県国際交流財団と
連携し、外国にルーツを持つ人
への日本語講座のPRを図っ
た。　　　　　
・（財）鳥取県国際交流財団が
作成したパンフレットを窓口及
び市民課前パンフレットラック
に配架しPRを図った。　　　　　　

・外国人住民へ（財）国際交流財
団作成の生活支援ガイド（パンフ
レット）を窓口に設置しPRを図
る。

外国人住民向けに（財）鳥取県
国際交流財団作成の生活支援
ガイド（パンフレット）を窓口に
設置しPRを図った。

○

パンフレットを窓口に配
架し、新しいものがあれ
ば随時更新した。

○

外国人向けの生活
支援パンフレットを窓
口に配架すること
で、情報提供を行っ
た。

外国人住民向けに(財)鳥取県国
際交流財団作成の生活支援ガ
イド（パンフレット）を窓口に設置
しPRを図る。

図書館 日本語学習の支援 ・鳥取県立図書館から定期的
または随時、外国語書籍を
借用し市民への貸し出しを
行った

・鳥取県立図書館からの借用し
貸し出しを行った。適当な本が
なく購入は行っていない。

・鳥取県立図書館から該当の
図書を借用し貸し出しを行っ
た。日本語学習のための英和
対訳の図書を購入した。なお英
和対訳の図書は既存の蔵書に
もある。

鳥取県立図書館からの借用、市
民への貸し出しを継続する。英
語圏の人ばかりでなく他の言語
を使う人にとっても日本語学習
の手引きとして評価の高い図書
を計画的に購入する。

鳥取県立図書館からの借用を
行なうとともに、日本語学習
コーナーを新設し関連図書を購
入した。

○

予定どうり実施できた。

○

利用者に関連図書を
提供するとともに、毎
年ではないが内容の
優れた図書館資料を
購入し蔵書の充実を
図った。

鳥取県立図書館だけでなく大学
図書館など借用先を広げ、より
優れた適切な図書館資料を提
供する。英語圏の人ばかりでなく
他の言語を使う人にとっても日
本語学習の手引きとして評価の
高い図書を計画的に購入し蔵書
の充実を図る。

　戦前からの在日コリアンをはじめとした人々に対する差別の歴史があり、平成25（2013）年には、市内に暮らす在日コリアンの方を誹謗中傷する差別記載封筒投棄事象が発生しました。また、平成28年（2016）年にはヘイトス
ピーチ対策法が成立しました。また、国際化の進展に伴い私たちの身近なところに住んでいる新たな外国人への正しい理解や人権保障も十分に進んではいません。それは、互いの歴史認識や社会認識が共有されていないこ
とや、言語や文化の違いを理解しようとしないことで、偏見や差別が生じているからです。また、法や社会制度にかかわる人権保障の課題も多くあります。法や社会制度の改善を進める中で、歴史や現状の学び直しを通した多
文化活動、互いに触れ合う共生活動がより重要となっています。
　市内では、外国にルーツを持つ人の自助グループとして「ToriフレンドNetwork」が結成され、お互いが支え合う仲間づくりが進められています。また、「日本語学習会」が開設され、市民の理解と支援の輪の広がりが求められ
ています。

□　主な施策と方向・方針

番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

1 

啓発推
進

外国にルーツを持つ人が、学校や地域社会で等
しく安心して自立した生活を営むことができるよ
う、外国語版表記による情報提供や生活と結び
ついた学習機会の提供に努めるとともに、国籍
や民族の異なる人々が互いに異なる文化や宗
教、価値観等を学び合い相互理解を深めるな
ど、多文化共生社会の実現に向けた啓発に努め
ます。

2 日本語
学習の
支援

公益財団法人鳥取県国際交流財団と連携し、外
国にルーツを持つ人が地域や職場で安心して生
活できるよう平成２６（２０１４）年度から日本語学
習会を開設するとともに、自助グループである「T
ｏｒｉフレンドＮｅｔｗｏｒｋ」の支援を行います。また、
外国にルーツを持つ児童生徒の日本語能力を把
握し、一人ひとりの実態に応じたきめ細かな学習
指導に努め、本人、保護者へ学校生活に関する
ことや進路に関する情報提供を積極的に行いま
す。
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

人権文化セ
ンター

Toriフレンドnetwork
の支援
日本語学習会の開
催

（倉人）Toriフレンドnetworkの
活動を支援し、外国にルーツ
を持つ人の様々な相談がで
きる場所づくり、そして外国に
ルーツを持つ人や日本人と
の交流を深めながら日常生
活に必要な日本語を習得す
るための「日本語学習会」を
実施した。　また、「日本語学
習会」に関わることによって
外国にルーツを持つ人だけ
でなく、当事者の思いや差別
体験等を聴くことにより、文化
や習慣の違いについて理解
し学ぶことができるので、参
加者の拡大の呼びかけをし
た。

・Toriフレンドnetwork4回開催、
参加者のべ120人　　　　　　　　　
・日本語学習会16回開催、参
加者のべ223人

（倉人）
・Toriフレンドnetworkの取り組
み
くらよし国際交流フェスティバル
出店、
料理教室をとおしての異文化
交流会
等を開催
・日本語学習会の開催
16回開催（延べ人数：参加者
243人＝受講者58人＋支援者
185人）
※１回当たり平均　受講者3.6
人、支援者11.5人
・防災学習会の開催
災害発生時に防災無線等で避
難情報が流れるが、日本語が
きちんと理解できないとどう動
けばよいか分からないという日
本語学習会参加者の声から市
防災安全課職員を講師に招き
実施。

（倉人）
○日本語学習会の開催
開催回数　16回
参加者数目標　延250人

※Toriフレンドnetworkの活動と
連携し、外国にルーツを持つ人
の悩み事等様々な相談ができる
場所づくりを進める。

※外国にルーツを持つ人が当事
者同士また地域住民との交流を
深めながら、文化や習慣の違い
を理解し、地域や職場で安心し
て生活できるよう「日本語学習
会」を実施する。

（市人文）
・Toriフレンドnetworkの取り組
み、くらよし国際交流フェスティ
バル出店、料理教室をとおして
の異文化交流会等を開催

・日本語学習会の開催
16回開催（延べ人数：参加者
248人＝受講者54人＋支援者
194人）
※１回当たり平均　受講者3.4
人、支援者12.1人

（あたご）。他のセンターの日本
語学習会案内を掲示と、館報
での周知に留まった。
外国にルーツを持つ児童生徒
に支援出来る体制と声掛けを
行った。

○

（市人文）在住外国人の
方の日本語の習得と仲
間づくりにつながってい
る。（評価：◎）

（あたご）直接、外国に
ルーツを持つ児童や生
徒に声掛けを行ったが、
悩み事や相談について
進展はなかった。（評価：
△）

○

（市人文）２０１３年か
ら始まった日本語学
習会は７年目を迎え
ます。外国人同士の
つながりや日本人と
の交流が進んでいま
す。また、外国の文
化や歴史、風習を学
ぶ場にもなっていま
す。（評価：◎）

（あたご）当センター
の主だった積極的な
動きがなく、館報で
の周知に留まった。
（評価：△）

（市人文）
日本語学習会の開催
開催回数　16回
参加者数目標　延250人

※Toriフレンドnetworkの活動と
連携し、外国にルーツを持つ人
の悩み事等様々な相談ができる
場所づくりを進める。

※外国にルーツを持つ人が当事
者同士また地域住民との交流を
深めながら、文化や習慣の違い
を理解し、地域や職場で安心し
て生活できるよう「日本語学習
会」を実施する。

（はばたき)外国にルーツを持つ
人と子どもたちや住民との交流
事業を企画開催をしてみる。

（あたご）当事者に悩み事があれ
ば、早急に対応する体制を整え
る。また、学校と密に連携して、
センターの役割を果たしたい。

子ども家庭
課

外国にルーツを持つ
児童、保護者の支援

可能な限り母国語での情報
提供者や通訳者等の派遣に
よる意思疎通を図るととも
に、関係者、関係機関と連携
した生活の支援を行った。

・可能な限り母国語での情報提
供者や通訳者等の派遣による
意思疎通を図るとともに、関係
者、関係機関と連携した生活の
支援を行った。

・可能な限り母国語での情報提
供者や通訳者等の派遣による
意思疎通を図るとともに、関係
者、関係機関と連携した生活の
支援を行った。

交流会等を通じて児童、保護者
への意識啓発を行うとともに、可
能な限り母国語での情報提供や
関係機関等と連携した生活の支
援を行う。

・可能な限り母国語での情報提
供者や通訳者等の派遣による
意思疎通を図るとともに、関係
者、関係機関と連携した生活の
支援を行った。

○

・多言語での情報提供、
支援は困難だが、必要な
支援を行うよう心掛け
た。

○

・可能な限り母国語
での情報提供者や
通訳者等の派遣によ
る意思疎通を図ると
ともに、関係者、関
係機関と連携した生
活の支援を行った。

交流会等を通じて児童、保護者
への意識啓発を行うとともに、可
能な限り母国語での情報提供や
関係機関等と連携した生活の支
援を行う。

学校教育課 外国にルーツを持つ
児童生徒支援

鳥取県国際交流財団との連
携による支援の充実を行っ
た。

・中国国籍生徒（３年生）の支
援のために、河北中学校に支
援員を１名配置。

外国にルーツをもつ児童・生徒
に対する支援要請が無かった
ため、支援員は配置していない
が、就学指導の場面では通訳
を呼ぶなどして支援を行った。

・外国にルーツを持つ児童の支
援のために予算化をし、必要に
応じて支援員を配置する。

外国にルーツをもつ児童・生徒
に対する支援要請が無かった
ため、支援員は配置していない
が、就学指導において、資料を
総ルビ付きで対応したり、イラ
ストを活用したりして理解を
図った。

○

・支援を要すると判断し
た児童・生徒・保護者に
対して、積極的に対応す
ることができた。

○

・必要に応じて保護
者の連携を図った
り、積極的な対応を
行ったりした。

・外国にルーツを持つ児童の支
援のために予算化をし、必要に
応じて支援員を配置する。

学校教育課 年間指導計画に基づ
く人権同和教育の推
進

各校年間指導計画に基づ
き、国際理解教育を推進し
た。

・世界の現状を「知る」→課題に
「気づき考える」→自分にできる
ことを「実行する」というプロセ
スで学習に取組むことで、参加
体験型・課題解決型の学習を
通して、「多文化共生の理念」
を育み、平和で公正な地球社
会作りに「参加する態度」を養う
ことを目的として取組を行った。
取組の中で、随時、外国にルー
ツを持つ児童生徒の保護者に
ゲストティーチャーになってい
ただいた。

それぞれの校区や地域で外国
にルーツを持つ人との交流活
動や研修会等を実施。多文化
共生理解や外国にルーツを持
つ人の人権問題について認識
を深める取り組みを行った。

・ＡＬＴ、国際交流員、外国に
ルーツを持つ児童生徒の保護者
等にゲストティーチャーになって
いただき、多文化共生の理念を
育むとともに、外国にルーツを持
つ人の人権問題について認識を
深められるような参加体験型、
課題解決型の学習を推進する。

・ＡＬＴによる外国文化の紹介や
外国にルーツをもつ保護者との
交流会が行われ、多文化共生
の理念を育む取り組みを行っ
た。また、研修会を開催し外国
にルーツを持つ人の人権問題
についてゲストティーチャーに
なっていただいた。 ○

・ＡＬＴ４名を各学校に派
遣したり、ゲストティー
チャーとして外国にルー
ツを持つ人の体験講話を
していただいたりして多
文化共生の理念の育成
に役立てることにつな
がった。 ○

・学習プロセスの工
夫やＡＬＴ、外国に
ルーツを持つ児童生
徒の保護者等の活
用により、参加体験
型、課題解決型の学
習の実践と多文化共
生の理念を育むこと
ができた。

・ＡＬＴ、国際交流員、外国に
ルーツを持つ児童生徒の保護者
等の積極的活用を行い、多文化
共生の理念を育むとともに、外
国にルーツを持つ人の人権問題
について認識を深めていく。

生涯学習課 国際交流を取り入れ
た事業の実施

　地区公民館事業で韓国料
理、フィリピン料理そしてイタ
リア料理教室を行った。
また、アフリカの太鼓をたたく
教室を開催し、アフリカの文
化に触れる機会をもった。

・地区公民館事業で台湾、イタ
リア料理を行った。

・地区公民館事業で韓国の料
理を実際に作って学ぶことで、
韓国の文化も学んだ。
・地区公民館が「教育を考える
会」実行委員会事務局として、
スペイン・コロンビアの教育や
子育てを取り上げた内容で講
演会を実施した。

・公民館事業において、外国の
歴史や文化等を学ぶ事業を実
施し、国際理解や交流につなげ
る。

なし

-

・今年度は、公民館事業
において国際理解や交
流に通じる外国の歴史や
文化等を学ぶ事業の実
施がなかった。

△

・公民館事業におい
て、多分野にわたる
学習課題の１つとし
て必要に応じて実施
しているので、必ず
毎年度全部の地区
公民館において実施
できているわけでは
ない。

・公民館事業において、多分野
にわたる学習課題の１つとして
必要に応じて実施する。

地域づくり
支援課

国際交流事業 ・（財）鳥取県国際交流財団
倉吉事務所と連携したイベン
ト（11月国際交流フェスティバ
ル）の開催。
・青少年日韓交流事業をとお
し青少年の交流・人材育成の
実施。（派遣）
・国際交流員を配置し、教育
機関及び市民学習会等に異
文化理解・国際交流推進の
ため派遣（計17回）。

・（財）鳥取県国際交流財団倉
吉事務所と連携し、国際交流
フェスティバルに参加出展し
た。
・青少年日韓交流事業を実施
し、各交流プログラムやホーム
ステイを通して両市の青少年の
交流・人材育成の実施。（受
入）
・国際交流員を配置し、異文化
理解・国際交流推進のため教
育機関及び市民学習会等に派
遣（計12回）。

・（財）鳥取県国際交流財団倉
吉事務所と連携し、国際交流
フェスティバルに参加出展し
た。
・青少年日韓交流事業を実施
し、各交流プログラムやホーム
ステイを通して両市の青少年の
交流・人材育成の実施。（派
遣）
・国際交流員を配置し、異文化
理解・国際交流推進のため教
育機関及び市民学習会等に派
遣（計８回）。

・（財）鳥取県国際交流財団倉吉
事務所と連携し、国際交流フェ
スティバルに参加出展する。
・青少年日韓交流事業を実施
し、各交流プログラムやホーム
ステイを通して両市の青少年の
交流・人材育成の実施。
・国際交流員を配置し、異文化
理解・国際交流推進のため教育
機関及び市民学習会等に派遣
する。

・(財）鳥取県国際交流財団倉
吉事務所と連携し、国際交流
フェスティバルに参加出展し
た。
・国際交流員を配置し、異文化
理解・国際交流推進のため教
育機関及び市民学習会等に派
遣した（計９回） ○

国際交流フェスティバル
への参加、国際交流員
の派遣等を行った。
青少年交流事業や羅州
市市民交流訪問団の受
入事業を計画していた
が、日韓情勢の悪化によ
り中止となった。 ○

国際交流フェスティ
バルへの参加、青少
年交流事業の実施、
羅州市市民交流訪
問団の派遣・受入、
国際交流員の派遣
等を行い、国際理解
を推進できた。

・(財)鳥取県国際交流財団倉吉
事務所と連携し、国際交流フェ
スティバルに参加出展する。
・青少年日韓交流事業を実施
し、各交流プログラムやホーム
ステイを通して両市の青少年の
交流・人材育成の実施。
・国際交流員を配置し、異文化
理解・国際交流推進のため教育
機関及び市民学習会に派遣す
る。

3 

国際理
解教育
の推進

それぞれの校区や地域で外国にルーツを持つ人
との交流活動や研修会等を実施し、多文化共生
理解や外国にルーツを持つ人の人権問題につい
て認識を深めるなど、国際理解教育を推進しま
す。
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

学校教育課 外国にルーツを持つ
児童生徒支援

必要に応じて支援をおこなっ
た。

・支援員等が、随時、声をか
け、必要に応じて関係者会議
の開催、支援をおこなった。

外国にルーツをもつ児童・生徒
の保護者に対する教育相談・
就学指導を通訳を呼ぶなどし
て支援を行った。

・子ども家庭課・児童相談所等
の関連機関と連携を図りなが
ら、児童生徒やその保護者に対
する支援を行う。

・子ども家庭課・児童相談所等
の関連機関と連携を図りなが
ら、児童生徒やその保護者に
対する支援を行った。 ○

・子ども家庭課・児童相
談所等の関連機関と連
携をはかることで、必要
な支援を適宜行えた。 ○

必要に応じて、随
時、児童生徒支援と
保護者との連携を
行った。

・子ども家庭課・児童相談所等
の関連機関と連携を図り、必要
に応じて支援を行う。

福祉課 生活保護事業
中国残留邦人等支
援給付事業

支援員１名を配置。中国残留
邦人と同伴帰国した１世帯（2
名）に対し、生活維持・向上に
向けた助言や、日本語習得
に向けた助言等を実施した。
（対象世帯を８回訪問）

・支援員１名を配置。中国残留
邦人と同伴帰国した１世帯（2
名）に対し、生活維持・向上に
向けた助言や、日本語習得に
向けた助言等を実施した。（対
象世帯を12回訪問）

・支援員１名を配置。中国残留
邦人と同伴帰国した１世帯（2
名）に対し、生活維持・向上に
向けた助言や、日本語習得に
向けた助言等を実施した。
訪問（派遣）支援24回

・継続実施をする。 ・支援員１名を配置。中国残留
邦人と同伴帰国した１世帯（2
名）に対し、生活維持・向上に
向けた助言や、日本語習得に
向けた助言等を実施した。
訪問（派遣）支援19回

○

・年齢的なものもあり、日
本語の習得は緩やかだ
が、定期訪問により日常
的生活等に関する助言
相談を実施し、対象世帯
の地域での自立に効果
があった。

○

・年齢的なものもあ
り、日本語の習得は
緩やかだが、定期訪
問により日常的生活
等に関する助言相談
を実施し、対象世帯
の地域での自立に
効果があった。

・継続して支援を実施していく。
（なお、国庫から事業費の縮減
を求められているので、より効率
的な事業実施に努める。）

5 

審議会・
委員会
への登
用促進

外国にルーツを持つ人の社会参画の促進を図る
ため、当事者の意見や要望が施策に反映できる
よう、審議会・委員会など附属機関への登用の
促進に努めます。

人権政策
課・関係課

審議会・委員会への
登用

倉吉市あらゆる差別をなくす
る審議会委員、倉吉市人権
文化センター運営協議会委
員として参画していただいて
いる。

・倉吉市あらゆる差別をなくす
る審議会委員、倉吉市人権文
化センター運営協議会委員とし
て参画していただいている。

①倉吉市あらゆる差別をなくす
る審議会委員16人中　１人
②倉吉市人権文化センター運
営協議会委員12人中　１人

・審議会、委員会などに外国に
ルーツを持つ人を登用する（継
続含め２人以上）。

①倉吉市あらゆる差別をなくす
る審議会委員16人中１人
②倉吉市人権文化センター運
営協議会委員12人中1人

○

倉吉市あらゆる差別をな
くする審議会委員、倉吉
市人権文化センター運営
協議会委員として参画し
ていただいている。 ○

倉吉市あらゆる差別
をなくする審議会委
員、倉吉市人権文化
センター運営協議会
委員として参画して
いただいている。

・審議会、委員会などに外国に
ルーツを持つ人を登用する（継
続含め２人以上）。

6 

就労支
援

外国にルーツを持つ人の雇用就労の促進に向け
て、企業・事業所に対し関係機関と連携し雇用環
境の改善に向け啓発に努めます。

商工観光課 就労支援事業 同和問題企業連絡会活動と
して、各種研修会に参加し
た。

・同和問題企業連絡会活動とし
て、各種研修会に参加した。

・同和問題企業連絡会活動とし
て各種研修会に参加し、外国
にルーツを持つ人の人権問題
について認識を深めた。

互いの歴史認識や社会認識の
共有の推進のため、会員企業中
心に研修会を計画・実施する。

・倉吉市人権啓発企業連絡会
活動として各種研修会に参加
し、外国にルーツを持つ人の人
権問題について認識を深め
た。

○

毎年取組んでおり、企業
に広く浸透している。

○

毎年取組んでおり、
企業に広く浸透して
いる。

互いの歴史認識や社会認識の
共有の推進のため、会員企業中
心に研修会を計画・実施する。

7 

交流活
動

すべての人が住みやすいまちづくりを目標に鳥
取短期大学、公益財団法人鳥取県国際交流財
団と連携し、外国にルーツを持つ人との交流の
機会の提供に努めます。

地域づくり
支援課

国際交流事業 韓国語講座、国際理解講座
（韓国、イタリア、ハンガリー）
及び国際交流フェスティバル
での文化紹介や遊び体験を
通して異文化理解・国際交流
を推進。

・韓国語講座、国際理解講座
（韓国）及び国際交流フェスティ
バルでの文化紹介や遊び体験
を通して異文化理解・国際交流
を推進。

・韓国語講座、国際理解講座
（韓国）及び国際交流フェスティ
バルでの文化紹介や遊び体験
を通して異文化理解・国際交流
を推進。

韓国語講座、国際理解講座及び
国際交流フェスティバルでの、文
化紹介や遊び体験を通して異文
化理解・国際交流を推進。

韓国語講座、国際理解講座
（多文化共生）及び国際交流
フェスティバルでの文化紹介や
遊び体験を通して、異文化理
解・国際交流を推進した。 ○

韓国語講座、国際理解
講座（多文化共生）等の
開催や、国際交流フェス
ティバルへの参加を通し
て、韓国の文化や遊び等
を紹介した。

○

各種講座の開催や
国際交流イベントへ
の参加を通して、韓
国の文化や遊び等
を紹介することで、
国際交流の機会を
提供できた。

韓国語講座、国際理解講座及び
国際交流フェスティバルでの、文
化紹介や遊び体験を通して異文
化理解・国際交流を推進。

第６節　子どもの人権保障の実現
□　現状と課題

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

1 

「人権を
大切にす
る心」を
育てる就
学前教
育・保育
の推進

虐待や貧困の連鎖を防止するために「子どもの
最善の利益」を考慮し、乳幼児の生活実態や人
間関係の把握に努めます。一人ひとりの発達過
程や特性に考慮しながら養護（生命の保持、情
緒の安定）、健康、人間関係（人と関わる力）、環
境、言葉、表現を育む教育・保育の充実に努めま
す。そのためには、保育教諭、保育士等の専門
性を高め保護者や関係機関との連携を推進しま
す。

子ども家庭
課

保育所運営 ・ひとり親家庭における生活
実態調査を実施し、必要とな
る施策の推進と検討を行っ
た。
・幼児教育と小学校教育の円
滑な連携を図り、保育、教育
内容の相互理解や指導の在
り方について研究、連携、支
援体制を整備する。

・ひとり親家庭における生活実
態調査を実施し、必要となる施
策の推進と検討を行った。
・幼児教育と小学校教育の円
滑な連携を図り、保育、教育内
容の相互理解や指導の在り方
について研究、連携、支援体制
を整備する。

・ひとり親家庭における生活実
態調査を実施し、必要となる施
策の推進と検討を行った。
・幼児教育と小学校教育の円
滑な連携を図り、保育、教育内
容の相互理解や指導の在り方
について研究、連携、支援体制
を整備する。

・幼児教育と小学校教育の円滑
な連携を図り、保育、教育内容
の相互理解や指導の在り方につ
いて研究、連携、支援体制を整
備する。

・ひとり親家庭における生活実
態調査を実施し、必要となる施
策の推進と検討を行った。
・幼児教育と小学校教育の円
滑な連携を図り、保育、教育内
容の相互理解や指導の在り方
について研究、連携、支援体制
の整備を推進した。

○

個別の児童に関わる関
係機関で情報共有を行う
ことにより、課題を抱える
児童世帯を見守り、支援
に繋げた。

○

・ひとり親家庭にお
ける生活実態調査を
実施し、必要となる
施策の推進と検討を
行った。
・幼児教育と小学校
教育の円滑な連携を
図り、保育、教育内
容の相互理解や指
導の在り方について
研究、連携、支援体
制の整備を推進し
た。

・幼児教育と小学校教育の円滑
な連携を図り、保育、教育内容
の相互理解や指導の在り方につ
いて研究、連携、支援体制を整
備する。

　子どもの人権問題では、情報化や国際化、少子高齢化や一人親家庭の増加、また経済低迷に伴う厳しい労働雇用の状況などの変化に伴い、地域の人と人とのつながりも希薄化していると指摘されています。それらの理由により、子どもの学力や生活習慣な
どに様々な課題が生まれています。
　「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が成立、施行されました。この法律は、貧困の連鎖を断ち切ることを目的に、子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることがないよう、貧困の状況にある子どもが健やかに育成される環境整備と教育
の機会均等を図ること等、子どもの貧困対策を総合的に推進するとしています。
　また、「いじめ防止対策推進法」も制定され、その目的はいじめを受けた児童等の教育を受ける権利の著しい侵害や心身の健全な成長及び人格の形成に重大な影響、その生命又は身体に重大な危険などを防止することとしています。本市においてはその
具現化した取り組みを推進するため、倉吉市青少年問題対策協議会等条例が制定され、県と連携しこれまで以上に子どものいじめの問題の未然防止や適切な対処が行われるよう、取り組みが充実されることとなりました。
　さらに、「虐待」「ＤＶ」等、虐待防止につながる子育て支援や子どもに対する大人の人権意識の向上が求められます。

□　主な施策と方向・方針

4 

相談支
援の充
実

外国にルーツを持つ児童生徒やその保護者が、
孤立したり、不利益を被ったりすることがないよ
う、生活、福祉、医療、教育等の相談に対応し必
要な支援に努めます。

番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

27



番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

2 

一人ひと
りを大切
にした学
校運営
の充実

いじめは児童生徒の命や人権に関わる重大な問
題であることを認識し、いじめを許さない学校体
制づくりを行います。そのために、児童生徒一人
ひとりの生活や人間関係の把握に努めるととも
に、保護者や地域の人々と連携し、学校生活全
般で子どもの自尊感情やコミュニケーション能力
（*）を高め、より良い人間関係を築くことができる
支持的風土を高める取組みを充実させます。同
時に一人ひとりの個性、能力、適正等に応じて
「個」を生かす指導等、それぞれの分野で自らの
力を伸ばすことのできる児童生徒を育む視点に
立ち、基礎学力の向上と進路保障の取組みを推
進します。
体罰は、児童生徒に対する人権侵害であるとい
う認識を教職員が明確に持ち、生徒の指導に当
たることができるよう研修を実施するなど、体罰
防止に向けた体制強化を図ります。

学校教育課 児童生徒一人一人を
大切にした人権同和
教育の推進

・倉吉市青少年問題対策協
議会を開催し、いじめの防止
と適切な対応について検討し
た。
・生徒指導対策協議会を年２
回開催した。

・各学校のいじめ防止基本方
針に基づきいじめの未然防止
等の対策を行った。
・日頃から、個に応じたわかり
やすい授業を行うとともに、児
童生徒が楽しく学びつつ、いき
いきとした学校生活を送れるよ
うに努めた。
・いじめを含め、児童生徒の
様々な問題行動等への対応に
ついて、早期発見・早期対応を
旨とした対応の充実を図り、関
係機関との連携を図りつつ、問
題を抱える児童生徒一人一人
に応じた指導・支援を行った。
・倉吉市青少年問題対策協議
会を開催し、いじめ防止等につ
いて協議するとともに、重大事
態に対して対処できる体制づく
りを行った。
・心の教育相談員・スクール
ソーシャルワーカー・学校生活
適応支援員配置、中部子ども
支援センター設置等、児童生
徒の個々の状況に応じた支援・
相談を行った。

・各学校のじめ防止基本方針に
基づき、いじめの未然防止等の
対策を推進する。
・生徒指導担当者研修会で、具
体的な事例に学ぶ研修を行う。
・教育相談研修を行い、管理職、
養護教諭、教育相談担当、心の
教育相談員等が、傾聴のスキル
等を実地に学ぶ機会とし、児童
生徒との相談活動に活かす。
・スクールカウンセラー、スクー
ルソーシャルワーカー、心の教
室相談員、学校生活支援員の
各校への配置。
・倉吉地域未来塾の継続
・「人間力・組織力による不登校
児童生徒対策事業」（２年目）を
活用し、一人ひとりを大切にする
ためのチーム対応と、自尊感情
を高めるための実践を行う。（小
鴨小、西中、県事業）

・各学校がいじめ防止基本方
針を定め、いじめの未然防止
等の対策を推進した。
・生徒指導担当者研修会で、具
体的な事例をもとに対応方策
について協議した。
・スクールカウンセラー、スクー
ルソーシャルワーカー、心の教
室相談員、学校生活支援員を
各校への配置し、児童生徒支
援の機会を増やした。
・倉吉地域未来塾を２カ所で３０
回実施。
・「人間力・組織力による不登校
児童生徒対策事業」（２年目）を
活用し、一人ひとりを大切にす
るためのチーム対応と、自尊感
情を高めるための実践を行っ
た。

○

・各校の実態に即したい
じめ基本方針を定めるこ
とで教職員の共通理解と
実践が図られた。
・スクールカウンセラー、
スクールソーシャルワー
カー、心の教室相談員、
学校生活支援員による
支援の機会が増え、いじ
めの早期把握と解決に
つなげることができた。
・「人間力・組織力による
不登校児童生徒対策事
業」（２年目）の活用によ
り、不登校児童生徒数に
改善が見られた。 ○

・いじめ防止基本方
針を年度ごとに見直
し、学校の実態に
合った対策を推進す
ることができた。
・スクールカウンセ
ラー、スクールソー
シャルワーカー、心
の教室相談員、学校
生活支援員の配置
を行い、児童一人一
人の支援の充実が
図られた。
・「人間力・組織力に
よる不登校児童生徒
対策事業」について
生徒指導主任者会
で報告を行い、各学
校の取り組みに活か
すことができた。

・各学校のいじめ防止基本方針
に基づき、いじめの未然防止等
の対策を推進する。
・生徒指導担当者研修会におい
て、各学校の取組や具体的的事
例について協議する場をもち、
いじめ防止に係る指導力の育成
に努める。
・スクールカウンセラー、スクー
ルソーシャルワーカー、心の教
室相談員、学校生活支援員の
各校配置と情報共有を随時行
い、支援・指導体制を強化してい
く。
・hyper-QUを活用したいじめ・不
登校の未然防止に努める。

3 

家庭児
童相談
機能の
充実

家庭児童相談室を相談窓口として、児童相談
所、児童福祉施設等関係機関と連携して相談機
能の充実を図ります。

子ども家庭
課

家庭児童相談室の
運営

・家庭児童相談員、児童相談
協力員を配置し、職員を含め
た各種研修の実施及び他機
関等の実施する研修会へ積
極的に参加し、児童虐待を含
む児童に関する養育相談体
制の充実に努めた。
・相談件数　66人

・家庭児童相談員、児童相談
協力員を配置し、職員を含めた
各種研修の実施及び他機関等
の実施する研修会へ積極的に
参加し、児童虐待を含む児童
に関する養育相談体制の充実
に努めた。
・相談件数　47人

・家庭児童相談員、児童相談
協力員を配置し、職員を含めた
各種研修の実施及び他機関等
の実施する研修会へ積極的に
参加し、児童虐待を含む児童
に関する養育相談体制の充実
に努めた。
・相談件数　66人

・家庭児童相談員の配置
・児童相談協力員の配置
・関係機関等と連携した相談支
援の実施
・職員研修の実施

・家庭児童相談員、児童相談
協力員を配置し、職員を含めた
各種研修の実施及び他機関等
の実施する研修会へ積極的に
参加し、児童虐待を含む児童
に関する養育相談体制の充実
に努めた。
・相談件数　人

○

相談の内容や状況に応
じた相談を行い、必要に
応じて関係機関へのつな
ぎを行った。また、相談
機能の充実を図るため、
各種研修会に積極的に
参加した。
子育て世代包括支援セ
ンターの機能も含め、相
談窓口の一層の周知が
必要。

○

相談の内容や状況
に応じた相談を行
い、必要に応じて関
係機関へのつなぎを
行った。また、相談
機能の充実を図るた
め、各種研修会に積
極的に参加した。
子育て世代包括支
援センターの機能も
含め、相談窓口の一
層の周知が必要。

・家庭児童相談員の配置
・児童相談協力員の配置
・関係機関等と連携した相談支
援の実施
・職員研修の実施

4 

学校教育課 ①心の教室相談事
業
②中部子ども支援セ
ンター運営事業
③スクールソーシャ
ルワーカー活用事業
④相談体制の充実

・全中学校に心の教室相談
員（市事業）を配置した。
・中部子ども支援センターを
中部地区１市４町により共同
設置・運営を行った。
・市教委にスクールソーシャ
ルワーカー（県事業）を３名配
置。
・全中学校にスクールカウン
セラー（県事業）を配置。
・学校生活適応支援員（県事
業）を３小学校に配置。
・生徒指導に関する学校訪問
を実施。
・状況に応じた個別の支援会
議を開催。

・全中学校に心の教室相談員
（市事業）を配置した。
・中部子ども支援センターを中
部地区１市４町により共同設
置・運営を行った。
・市教委にスクールソーシャル
ワーカー（県事業）を３名配置。
・全中学校にスクールカウンセ
ラー（県事業）を配置。
・学校生活適応支援員（県事
業）を３小学校に配置。
・生徒指導に関する学校訪問を
実施。
・状況に応じた個別の支援会議
を開催。

①全中学校に心の教室相談員
（市事業）を配置を行う。
②中部子ども支援センターを中
部地区１市４町により共同設置・
運営を引き続き行っていく。
③市教委にスクールソーシャル
ワーカー（県事業）を４名配置す
る。（元教員、元福祉課職員）
④全中学校にスクールカウンセ
ラー（県事業）を引き続き配置し
ていく。
⑤学校生活適応支援員（県事
業）を小学校に引き続き（計２
名）配置していく。
⑥校内生徒指導委員会への参
加など、生徒指導に関する訪問
を随時実施する。
⑦状況に応じた個別の支援会議
を開催する。

・全中学校に心の教室相談員
（市事業）を配置（５名）
・中部子ども支援センターを中
部地区１市４町により共同設
置・運営を行った。
・市教委にスクールソーシャル
ワーカー（県事業）を６名配置し
た。
・全中学校にスクールカウンセ
ラー（県事業）を配置した。
・学校生活適応支援員（県事
業）を小学校に２名配置した。
・校内生徒指導委員会へ参加
し、助言を行った。
・個別の支援会議を随時行っ
た。 ○

・様々な取組により、不
登校児童数の減少が見
られた。
・相談体制の充実によ
り、早期支援につなげる
ことができた。

△

・早期支援等一定の
成果はあるが、不登
校数は依然多く、学
校による格差もあ
る。

・全中学校に心の教室相談員
（市事業）を継続配置する。
・中部子ども支援センターを中部
地区１市４町により共同設置・運
営を引き続き行っていく。
・市教委にスクールソーシャル
ワーカーを６名配置し、適宜情
報共有を行いながらいじめ・不
登校の未然防止に努める。
・全中学校にスクールカウンセ
ラー（県事業）を引き続き配置し
ていく。
・学校生活適応支援員（県事業）
を小学校に引き続き２名配置し
ていく。
・校内生徒指導委員会への参加
など、生徒指導に関する訪問を
随時実施する。
・個別の支援会議を随時開催す
る。

・各学校のいじめ防止基本方
針に基づき、いじめの未然防止
等の対策を推進した。
・各小中学校の生徒指導担当
者研修会を開催し、特にいじめ
の積極的な認知の重要性を説
明し、具体的な事象を元にいじ
めに当たるかどうかの研修を
行った。
・生徒指導担当者研修会の内
容を各校に持ち帰り、校内研修
を実施した学校があった。
・倉吉市青少年問題対策協議
会を開催し、いじめ防止等につ
いて協議するとともに、重大事
態に対して適切に対処できる体
制づくりを行った。
・全中学校に心の教室相談員
（市事業）を配置した。
・中部子ども支援センターを中
部地区１市４町により共同設
置・運営を行った。
・市教委にスクールソーシャル
ワーカー（県事業）を３名配置。
・全中学校区にスクールカウン
セラー（県事業）を配置。
・学校生活適応支援員（県事
業）を２小学校に配置。
・生徒指導に関する学校訪問を
実施。
・状況に応じた個別の支援会議
を開催。
・倉吉地域未来塾の実施

いじめ、
不登校
等につい
ての対応

「いじめ防止対策推進法」の基本精神に則り、各
学校ではいじめ防止基本方針を定め、いじめ防
止対策委員会を設置しています。児童生徒が明
るく楽しく安全に学校生活を送ることができるよ
う、これを活用しながら、組織的な対応によるいじ
めや不登校の未然防止と早期対応に努めます。
また、いじめや不登校等についての児童生徒や
保護者の悩みに対して、教職員やスクールカウ
ンセラー・スクールソーシャルワーカー等による
教育相談体制を充実させるとともに、中部子ども
支援センターをはじめとする関係機関との連携を
強め、「個」に応じた支援を行います。

①全中学校に配置（計５人）
　相談件数1228件
②１市４町で共同運営
　相談件数　754件（(電話、来
所、訪問等）　入級・体験通級
23人
③３名配置（派遣型）
  支援の対象となる児童生徒数　
４６人
④全中学校に配置した（計４
名）
  相談件数　市内1163件(児童
生徒、教職員、保護者）
○不登校　
小学校３１人　市1.23% 　　県
0.78%　国0.70%　
中学校７３人　市6.15%　県3.34% 
国3.65%

※「いじめ防止対策推進法」の
基本精神に則り、児童生徒が
明るく楽しく安全に学校生活を
送ることができるよう活用。関
係者による支援会議を実施す
るなど組織的な対応によるいじ
めや不登校の未然防止と早期
対応に努めた。（①②③④）。
※教育相談体制を充実させる
ために、生徒指導担当、心の
教室相談員等を対象とした研
修会を開催した（①）。
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

人権政策
課・人権文
化センター

・相談体制の充実 「倉吉市いじめ問題検証委員
会」は該当の事案が発生して
いないため開催していない。

（はばたき）関係機関と連携し
て、果たせる役割の遂行に努
力をしてきた。

・「倉吉市いじめ問題検証委員
会」は該当の事案が発生してい
ないため開催していない。

・（はばたき)福吉児童センター
をはじめとする要対協関係機
関と連携し解決に努力をしてき
た。

・「倉吉市いじめ問題検証委員
会」は該当の事案が発生してい
ないため開催していない。

・(はばたき)児童センターと協
力して、保護者、児童・生徒へ
の啓発の継続。いじめが人権
侵害であることを明確に伝えて
いく努力をしてきた。

・該当する案件があれば「倉吉
市いじめ問題検証委員会」を開
催する。また、関係機関と連携し
解決に向け努力する。

(はばたき）今後も継続して、小さ
な状況のうちに芽を摘む、予防
啓発を継続していく。

・「倉吉市いじめ問題検証委員
会」は該当の事案が発生してい
ないため開催していない。

(はばたき）児童センターと協力
して子どもたちの行動を見守り
ながら、茶化しなどの段階から
子どもたちへ予防啓発をして
いった。

△

該当する案件がない。

(はばたき)子どもたちが
比較的落ち着いた状態
で過ごしており、問題に
なることが減少した。（評
価：○） △

該当する案件がな
い。

(はばたき）子どもた
ちや保護者に対して
継続して予防啓発を
していく必要がある。
（評価：○）

・該当する案件があれば「倉吉
市いじめ問題検証委員会」を開
催する。また、関係機関と連携し
解決に向け努力する。

(はばたき)来館児童生徒に対し
ては継続して注意喚起、予防啓
発をしていく。学校での人権学習
の際にも啓発をしていく。

5 

児童虐
待等へ
の対応

経済的不安など様々なリスク要因を抱えている
世帯が増加している状況に対応するため、要保
護児童対策地域協議会の機能を活用し、早期に
問題点等を把握し、関係機関が家庭の状況、問
題点、支援方針等共通認識のもと、組織的に対
応し、予防対策、支援対策を推進していきます。

子ども家庭
課

要保護児童対策地
域協議会の運営

・代表者会議（１回）、実務者
会議（３回）、個別支援会議
（115回）を開催し、全体の支
援システムや個別の処遇に
ついて検討するとともに、福
祉・保健・教育・医療等の関
係機関が連携して虐待を含
む要保護児童等の問題に対
応した。
・市報、ホームページ等へ関
連施策の情報を掲載するな
ど、啓発活動を行った。
・児童虐待の予防対策として
は、妊娠期からの切れ目の
ない支援を行うため、対象把
握、連携体制の見直しを行
い、早期発見・早期対応に努
めた。

・代表者会議（１回）、実務者会
議（３回）、個別支援会議（100
回）を開催し、全体の支援シス
テムや個別の処遇について検
討するとともに、福祉・保健・教
育・医療等の関係機関が連携
して虐待を含む要保護児童等
の問題に対応した。
・市報、ホームページ等へ関連
施策の情報を掲載するなど、啓
発活動を行った。
・児童虐待の予防対策として
は、妊娠期からの切れ目のな
い支援を行うため、対象把握、
連携体制の見直しを行い、早
期発見・早期対応に努めた。

・代表者会議（１回）、実務者会
議（３回）、個別支援会議（83
回）を開催し、全体の支援シス
テムや個別の処遇について検
討するとともに、福祉・保健・教
育・医療等の関係機関が連携
して虐待を含む要保護児童等
の問題に対応した。
・市報、ホームページ等へ関連
施策の情報を掲載するなど、啓
発活動を行った。
・児童虐待の予防対策として
は、妊娠期からの切れ目のな
い支援を行うため、対象把握、
連携体制の見直しを行い、早
期発見・早期対応に努めた。

・福祉・保健医療・教育・警察・司
法等の関係機関で組織する代
表者会議による支援システムの
検討（年1回）
・実務者会議による処遇の進行
管理及び支援システムの検討
（年3回）
・個別支援会議による個別の処
遇検討（随時）
・児童虐待の予防対策及び啓発
活動の実施
・研修の実施及び参加

・代表者会議（1回）、実務者会
議（3回）、個別支援会議（112
回）を開催し、全体の支援シス
テムや個別の処遇について検
討するとともに、福祉・保健・教
育・医療等の関係機関が連携
して虐待を含む要保護児童等
の問題に対応した。
・市報、ホームページ等へ関連
施策の情報を掲載するなど、啓
発活動を行った。
・児童虐待の予防対策として
は、妊娠期からの切れ目のな
い支援を行うため、対象把握、
連携体制の見直しを行い、早
期発見・早期対応に努めた。

○

気になる児童や家庭、相
談取扱い件数が増加す
る中にあって、随時、訪
問や相談、会議の開催
等各ケースに対する丁寧
な対応を図るなど、予防
対策の充実に努めた。ま
た、中部圏域市町及び倉
吉児童相談所の連携を
深めるため、研修会等の
合同実施、担当者レベル
の連携等の取り組みを
進めた。
早期発見・早期対応のた
め一層の体制整備と、児
童虐待防止に関する周
知・啓発が必要である。

○

気になる児童や家
庭、相談取扱い件数
が増加する中にあっ
て、随時、訪問や相
談、会議の開催等各
ケースに対する丁寧
な対応を図るなど、
予防対策の充実に
努めた。また、中部
圏域市町及び倉吉
児童相談所の連携
を深めるため、研修
会等の合同実施、担
当者レベルの連携等
の取り組みを進め
た。
早期発見・早期対応
のため一層の体制
整備と、児童虐待防
止に関する周知・啓
発が必要である。

・福祉・保健医療・教育・警察・司
法等の関係機関で組織する代
表者会議による支援システムの
検討（年1回）
・実務者会議による処遇の進行
管理及び支援システムの検討
（年3回）
・個別支援会議による個別の処
遇検討（随時）
・児童虐待の予防対策及び啓発
活動の実施
・研修の実施及び参加

6 

子育て支
援の充
実

家庭児童相談員、保健師等専門職の配置による
ほか、子育て支援センター、認定こども園・保育
所、学校等の保健・福祉、教育機関等が連携し
て、子どもや子育てに関わる様々な支援の充実
に努めます。

子育て支援事業 一時預かり、休日保育、延長
保育、病児・病後児保育事業
等、ニーズに応じた保育に取
り組んだ。
・放課後児童クラブ（公立７ク
ラブ、私立12クラブ）を実施し
た。
・子育て総合支援センター
（一般型　公立1ヵ所）と地域
子育て支援センター（小規模
型　公立２園、一般型　私立
１園）で、日常的な事業のほ
かに、各種講習会など関係
機関や地域の方々等と連携
し、地域の子育て支援の中
核として、多様な事業を実施
した。（利用者延べ人数
21,430人）
・ファミリーサポートセンター
事業を実施し、地域の協力を
得て子育てを支援した。（会
員数260人、活動実績155件）
・就学前児童を中心とした支
援体制を充実するため、子ど
も家庭課に児童指導員を配
置した。

・一時預かり、休日保育、延長
保育、病児・病後児保育事業
等、ニーズに応じた保育に取り
組んだ。
・放課後児童クラブ（公立７クラ
ブ、私立12クラブ）を実施した。
・子育て総合支援センター（一
般型　公立1ヵ所）と地域子育て
支援センター（一般型　私立１
園）で、日常的な事業のほか
に、各種講習会など関係機関
や地域の方々等と連携し、地
域の子育て支援の中核として、
多様な事業を実施した。（利用
者延べ人数19 ,470人）
・ファミリーサポートセンター事
業を実施し、地域の協力を得て
子育てを支援した。（依頼会員
295人、提供会員40人、両方会
員2人、活動実績183件）
・就学前児童を中心とした支援
体制を充実するため、子ども家
庭課に児童指導員を配置した。

・一時預かり、休日保育、延長
保育、病児・病後児保育事業
等、ニーズに応じた保育に取り
組んだ。
・放課後児童クラブ（公立７クラ
ブ、私立12クラブ）を実施すると
ともに利用者の増加等に対応
するため、施設整備を行った。
・子育て総合支援センター（一
般型　公立1ヵ所）と地域子育て
支援センター（一般型　私立１
園）で、日常的な事業のほか
に、各種講習会など関係機関
や地域の方々等と連携し、地
域の子育て支援の中核として、
多様な事業を実施した。（利用
者延べ人数18,201人）
・ファミリーサポートセンター事
業を実施し、地域の協力を得て
子育てを支援した。（依頼会員
308人、提供会員43人、両方会
員2人、活動実績110件）
・就学前児童を中心とした支援
体制を充実するため、子ども家
庭課に児童指導員を配置した。

・各種保育事業、放課後児童ク
ラブ、子育て支援センター、ファ
ミリーサポートセンター等の実施
・保護者を対象とした各種支援
セミナー、子育て教室等の開催
・児童指導員の配置による支援
体制の充実

○

・各種保育事業、放課後
児童クラブ、子育て支援
センター、ファミリーサ
ポートセンター等の実施
・保護者を対象とした各
種支援セミナー、子育て
教室等の開催
・児童指導員の配置によ
る支援体制の充実

○

・各種保育事業、放課後児童ク
ラブ、子育て支援センター、ファ
ミリーサポートセンター等の実施
・保護者を対象とした各種支援
セミナー、子育て教室等の開催
・児童指導員の配置による支援
体制の充実

子ども家庭
課

・一時預かり、休日保育、延長
保育、病児・病後児保育事業
等、ニーズに応じた保育に取り
組んだ。
・放課後児童クラブ（公立７クラ
ブ、私立12クラブ）を実施すると
ともに利用者の増加等に対応
するため、施設整備を行った。
・子育て総合支援センター（一
般型　公立1ヵ所）と地域子育て
支援センター（一般型　私立１
園）で、日常的な事業のほか
に、各種講習会など関係機関
や地域の方々等と連携し、地
域の子育て支援の中核として、
多様な事業を実施した。（利用
者延べ人数16,475人）
・ファミリーサポートセンター事
業を実施し、地域の協力を得て
子育てを支援した。（依頼会員
305人、提供会員40人、両方会
員3人、活動実績37件）
・就学前児童を中心とした支援
体制を充実するため、子ども家
庭課に児童指導員を配置した。

・一時預かり、休日
保育、延長保育、病
児・病後児保育事業
等、ニーズに応じた
保育に取り組んだ。
・放課後児童クラブ
（公立７クラブ、私立
12クラブ）を実施する
とともに利用者の増
加等に対応するた
め、施設整備を行っ
た。
・子育て総合支援セ
ンター（一般型　公立
1ヵ所）と地域子育て
支援センター（一般
型　私立１園）で、日
常的な事業のほか
に、各種講習会など
関係機関や地域の
方々等と連携し、地
域の子育て支援の
中核として、多様な
事業を実施した。
・ファミリーサポート
センター事業を実施
し、地域の協力を得
て子育てを支援した
・就学前児童を中心
とした支援体制を充
実するため、子ども
家庭課に児童指導
員を配置した。
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

子ども家庭
課

保育所等における食
育

・保育所等において、保育
士、調理員が連携した食育を
実施した。
・保育所、児童館において乳
幼児、保護者を対象とした食
育教室、講習会の実施や地
域と連携した食育教室を開催
した。
・保育士、児童館職員等を対
象として、食育教室を開催
し、乳幼児期における食の大
切さを学ぶ研修会を開催、参
画した。

・保育所等において、保育士、
調理員が連携した食育を実施
した。
・保育所、児童館において乳幼
児、保護者を対象とした食育教
室、講習会の実施や地域と連
携した食育教室を開催した。
・保育士、児童館職員等を対象
として、食育教室を開催し、乳
幼児期における食の大切さを
学ぶ研修会を開催、参画した。

・保育所等において、保育士、
調理員が連携した食育を実施
した。
・保育所、児童館において乳幼
児、保護者を対象とした食育教
室、講習会の実施や地域と連
携した食育教室を開催した。
・保育士、児童館職員等を対象
として、食育教室を開催し、乳
幼児期における食の大切さを
学ぶ研修会を開催、参画した。

・保育所における児童・保護者
への食育の実施
・子育て支援センター、児童セン
ターにおける保護者への食育の
実施
・児童センター、児童クラブにお
ける児童への食育の実施

・保育所等において、保育士、
調理員が連携した食育を実施
した。
・保育所、児童館において乳幼
児、保護者を対象とした食育教
室、講習会の実施や地域と連
携した食育教室を開催した。
・保育士、児童館職員等を対象
として、食育教室を開催し、乳
幼児期における食の大切さを
学ぶ研修会を開催、参画した。

○

・多数の参加者があり、
支援する立場の職員等
も積極的な事業展開を
行った。

○

・保育所等におい
て、保育士、調理員
が連携した食育を実
施した。
・保育所、児童館に
おいて乳幼児、保護
者を対象とした食育
教室、講習会の実施
や地域と連携した食
育教室を開催した。
・保育士、児童館職
員等を対象として、
食育教室を開催し、
乳幼児期における食
の大切さを学ぶ研修
会を開催、参画し
た。

・保育所における児童・保護者
への食育の実施
・子育て支援センター、児童セン
ターにおける保護者への食育の
実施
・児童センター、児童クラブにお
ける児童への食育の実施

健康教育の推進

学校教育課 年間指導計画に基づ
く人権同和教育の推
進

各校年計に基づき実施した。 ・各学校が、年計に基づいて道
徳や総合的な学習の時間の中
で「子どもの権利」について学
び、理解を深めた。
・子どもの人権に関する学習や
研修の機会の提供を行った。

学校において児童生徒等に権
利及び義務をともに正しく理解
をさせることは極めて重要であ
る。教育活動全体を通じて指導
を行った。

・道徳科等を通して、「子どもの
権利条約」に関する学習や研修
を計画的に実施する。

・各学校が年間計画に基づき
実施した。

○

・各学校で年間指導計画
に基づき実施されてい
る。

○

・各学校で年間指導
計画に基づき実施さ
れている。

・「子どもの権利条約」に関する
学習や研修を計画的に実施す
る。

生涯学習課 青少年の健全育成 　関係機関との連携、情報交
換（各地区青少年育成協議
会・倉吉市青少年育成協議
会・倉吉地区少年補導セン
ター）に加え、13各地区で事
業を実施した

・関係機関との連携、情報交換
（各地区青少年育成協議会・倉
吉市青少年育成協議会・倉吉
地区少年補導センター）に加
え、13各地区で事業を実施し
た。

・関係機関との連携、情報交換
（各地区青少年（健全）育成協
議会・倉吉市青少年育成協議
会・倉吉地区少年補導セン
ター）に加え、各地区毎に研修
会や機関紙の発行等啓発事業
を実施した。

　青少年育成協議会、地区公民
館で研修会の開催や啓発事業
を実施する。

・関係機関との連携、情報交換
（各地区青少年（健全）育成協
議会・倉吉市青少年育成協議
会・倉吉地区少年補導セン
ター）に加え、各地区で研修会
や機関紙の発行等啓発事業等
を実施した。 ○

青少年の健全育成の取
り組みは全地区で実施し
ており、地域の大人と子
ども、関係団体が連携し
て取り組んでいる。また、
他地区との情報交換を
行い、内容の充実につな
がった。

○

青少年の健全育成
の取り組みは全地区
で実施しており、地
域の大人と子ども、
関係団体が連携して
取り組んでいる。情
報交換の機会を通じ
て、地区同士の連携
事業実施につながっ
た。

青少年育成協議会、地区公民
館で研修会の開催や啓発事業
を実施する。

生涯学習課 子ども会を対象とし
たリーダー、指導者
の研修会の実施

　市内の子ども会のリーダー
や保護者、指導者を対象に
研修会を実施（育成者研修3
回28人、リーダー研修4回延
べ74人）。　中学生のリー
ダーが少数ではあるが育って
きている。

・市内の子ども会のリーダーや
保護者、指導者を対象に研修
会を実施（育成者研修1回25
人、リーダー研修2回延べ70
人）。　

・市内の子ども会のリーダーや
保護者、指導者を対象に研修
会を実施（育成者研修2回（内1
回は県子連と共催）55人、リー
ダー研修2回延べ55人）。　

　子どもが主体となって活動する
子ども会であるために、リーダー
研修、指導者の研修会を実施す
る。
　またジュニア・リーダーの育成
に向け、中学生やジュニア・リー
ダー研修会に参加した児童・生
徒の活躍の場を作る。

・市内の子ども会のリーダーを
対象に研修会を実施（リーダー
研修1回延べ13人）。　

△

　子ども会リーダー研修
会を1回実施した。新型コ
ロナウイルス感染拡防止
のため,2回目の子ども会
リーダー研修と指導者研
修会を中止した。
　中学生に対する研修は
県子連主催のジュニア・
リーダー研修会への派
遣にとどまった。

△

市内の子ども会の
リーダーや保護者、
指導者を対象に定期
的に研修を実施する
ことができた。県主
催の研修会に参加
するなど、少数であ
るが中学生のリー
ダーが育ってきてい
るが市として事業を
実施できていない。

　子どもが主体となって活動する
子ども会であるために、リーダー
研修、指導者の研修会を実施す
る。
　またジュニア・リーダーの育成
に向け、中学生やジュニア・リー
ダー研修会に参加した児童・生
徒の活躍の場を作る。

7 

健康教
育の推
進

すべての児童の成長発達を適切に支援するた
め、保健師、保育教諭、保育士、教職員等への
系統的な研修を実施し、保護者等を対象にした
健康教育・食の教育・保健指導・相談等の充実を
図ります。

子ども家庭
課

　子どもの健やかな成長発達
を適切に支援するため、関係
課、関係機関等と連携して、
保護者等を対象にした健康
教育・健康相談等の実施に
努めた。

　育児相談
　　　　開催回数：24回
　　　  参加者数：乳児　延269
人
　　　　　　　　　　 幼児　延19
人
　育児教室
　　   地震・大雪のため実施
なし

　離乳食講習会
　　　　開催回数：10回
　　　　参加者数：延132人

　えっぐクラブ（母親・両親学
級）
　　　　開催回数：４回
　　　　参加者数：夫婦35組、
妊婦7人

・子どもの健やかな成長発達を
適切に支援するため、関係課、
関係機関等と連携して、保護者
等を対象にした健康教育・健康
相談等の実施に努めた。

・育児相談
　　　　開催回数：24回
　　　  参加者数：乳児　延163
人
　　　　　　　　　　 幼児　延64人

・離乳食講習会
　　　　開催回数：12回
　　　　参加者数：延153人

・えっぐクラブ（母親・両親学級）
　　　　開催回数：12回
　　　　参加者数：夫婦51組、妊
婦77人

・子どもの健やかな成長発達を
適切に支援するため、関係課、
関係機関等と連携して、保護者
等を対象にした健康教育・健康
相談等の実施に努めた。

・育児相談
　　　　開催回数：12回
　　　  参加者数：乳児　延51人
　　　　　　　　　　  幼児　延30人

・離乳食講習会
　　　　開催回数：12回
　　　　参加者数：延162人

・えっぐクラブ（母親・両親学級）
　　　　開催回数：9回
　　　　参加者数：夫婦39組、妊
婦49人

・子どもの健やかな成長発達を
適切に支援するため、関係課、
関係機関等と連携して、保護者
等を対象にした健康教育・健康
相談等の実施に努める。

・子どもの健やかな成長発達を
適切に支援するため、関係課、
関係機関等と連携して、保護者
等を対象にした健康教育・健康
相談等の実施に努めた。

・育児相談
　　　　開催回数：11回
　　　  参加者数：乳児　延70人
　　　　　　　　　　  幼児　延11人

・離乳食講習会
　　　　開催回数：11回
　　　　参加者数：延146人

・えっぐクラブ（母親・両親学級）
　　　　開催回数：8回
　　　　参加者数：夫婦25組、妊
婦48人

○

・関係課・関係機関等と
連携して、健康教育及び
相談等を実施するととも
に、成長に応じた支援を
関係課等へつなぐことが
できた。

○

・関係課・関係機関
等と連携して、保護
者等に健康教育及
び相談等を実施する
とともに、成長に応じ
た支援を関係課等へ
つなぐことができた。

・子どもの健やかな成長発達を
適切に支援するため、関係課、
関係機関等と連携して、保護者
等を対象にした健康教育・健康
相談等の実施に努める。

8 

子どもの
権利に関
する啓発

子ども自身が「子どもの権利条約」について学
び、理解できるよう発達段階に応じた学習を行い
ます。また、保護者会、ＰＴＡ、地域において、子
どもの権利について学ぶ研修機会の提供や啓発
に努めます。
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

子ども家庭
課

児童館・児童セン
ター事業

・公立児童館・児童センター
運営７館、民間児童センター
３館が、 人権文化センター、
小学校、地域組織等と連携
し、学習会、地域活動を実施
した。

・公立児童館・児童センター運
営７館、民間児童センター３館
が、 人権文化センター、小学
校、地域組織等と連携し、学習
会、地域活動を実施した。

・公立児童館・児童センター運
営７館、民間児童センター３館
が、 人権文化センター、小学
校、地域組織等と連携し、学習
会、地域活動を実施した。

行事等の実施
・児童の主体的な参画を促進す
る各種企画を通した仲間づくり、
居場所づくり

・公立児童館・児童センター運
営７館、民間児童センター３館
が、 人権文化センター、小学
校、地域組織等と連携し、学習
会、地域活動を実施した。

○

・高学年を中心として児
童が主体となった活動を
行った。

○

・公立児童館・児童
センター運営７館、
民間児童センター３
館が、 人権文化セン
ター、小学校、地域
組織等と連携し、学
習会、地域活動を実
施した。

行事等の実施
・児童の主体的な参画を促進す
る各種企画を通した仲間づくり、
居場所づくり

生涯学習課 子どもいきいきプラン
事業の推進

　土日祝日だけでなく、夏休
みや振替休業日、また児童ク
ラブが主体となって平日に事
業を実施した。
　13地区で累計134回述べ
3,073人、音楽教室で累計98
回延べ1,942人が参加した。
（鳥取県中部地震により、中
止もあり）

・土日祝日及び長期休業を利
用し、親子でも参加できるプロ
グラムを取り入れた事業を実施
した。
・また、児童館と連携した事業
も平日実施した。
　13地区で累計127回延べ
3,616人が参加した。

・土日祝日及び長期休業を利
用し、親子でも参加できるプロ
グラムを取り入れた事業を実施
した。
・また、児童館と連携した事業
も平日実施した。
　13地区で累計154回延べ
3,386人の子どもが参加した。

・子どもたちが安心して過ごし、
活動できる場所として、関係施
設及び機関、団体と連携し、充
実した事業を実施する。

・土日祝日及び長期休業を利
用し、親子でも参加できるプロ
グラムを取り入れた事業を実施
した。
・また、児童館と連携した事業
も平日実施した。
　13地区で累計157回延べ
4,029人の子どもが参加した。

○

・各地区において、地域
の特色を生かした内容の
事業が実施され、そこに
多くの児童や親子が参
加し、活動することができ
た。

○

各地区において、地
域の特色を生かした
多様な体験活動を実
施し、そこに多くの児
童が参加し、活動す
ることができた。地域
の大人や関係団体
が連携することで、
地域や世代間の交
流を図ることができ
た。

・子どもたちが安心して過ごし、
活動できる場所として、関係施
設及び機関、団体と連携し、充
実した事業を実施する。

学校教育課 児童生徒一人一人を
大切にした人権同和
教育の推進

関係団体等と連携し、支援を
行った。

・地域未来塾を市内２箇所に開
設した。
のべ４０名の中学生の学習の
場となった。

地域未来塾を市内２箇所に開
設した。はばたき文化センター
では毎週木曜日、倉吉交流プ
ラザでは毎週土曜日に実施し
た。

・地域未来塾を継続する。
・必要な生徒に情報が届くよう、
学校と連携して周知に努める。

・２カ所の地域未来塾で３０回
の学習会を実施した。
・対象を中学校３年生から全学
年へ拡大した。

○

・参加した中学３年生全
員が、志望する高校へ進
学できた。

○

・継続した取り組み
により認知度が高ま
り、参加者が増加し
た。

・地域未来塾を継続する。
・指導者の人数確保に努める。

子ども家庭
課

子どもの貧困対策 ・ひとり親家庭の児童を対象
に学習ボランティア事業を実
施した。延べ参加児童数２９
７名。

・関係機関、団体とのネット
ワーク形成に参画し、情報共有
に努めた。
・子ども食堂の立ち上げ支援を
行った。

・関係機関、団体とのネット
ワーク形成に参画し、情報共有
に努めた。

・関係機関、団体とのネットワー
クを形成し取組みを進める。
・各種支援施策について、調査、
検討を行う。
・子ども食堂の立ち上げ支援

・関係機関、団体とのネット
ワーク形成に参画し、情報共有
に努めた。

○

関係機関、団体とのネッ
トワーク形成に参画し、
情報共有に努めた。
子ども食堂の関係者とも
情報共有し、必要な支援
があれば行っている。 ○

関係機関、団体との
ネットワーク形成に
参画し、情報共有に
努めた。
立ち上げ支援を行
い、子ども食堂の設
立に寄与することが
できた。

・関係機関、団体とのネットワー
クを形成し取組みを進める。
・各種支援施策について、調査、
検討を行う。
・子ども食堂の立ち上げ支援

第７節　高齢者の人権保障の実現
□　現状と課題

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

長寿社会課 高齢者虐待防止ネッ
トワーク
（いきいき長寿社会
推進協議会の活動
充実）

・高齢者虐待防止研修会の
開催。
・１市４町で中部成年後見
ネットワークに「中部成年後
見支援センター(平成25年４
月１日開設)」の運営を委託。
 　延相談件数　178件
　 受任件数　26件

・高齢者虐待防止研修会の開
催。
・１市４町で中部成年後見ネット
ワークに「中部成年後見支援セ
ンター(平成25年４月１日開設)」
の運営を委託。
 　延相談件数　125件
　 受任件数　30件

・高齢者虐待防止研修会の開
催。
・１市４町で中部成年後見ネット
ワークに「中部成年後見支援セ
ンター(平成25年４月１日開設)」
の運営を委託。
 　延相談件数　142件
　 受任件数　36件

・高齢者虐待防止研修会の開
催。
・１市４町で中部成年後見ネット
ワークに「中部成年後見支援セ
ンター(平成25年４月１日開設)」
の運営を委託。

・高齢者虐待防止研修会の開
催。
・１市４町で中部成年後見ネット
ワークに「中部成年後見支援セ
ンター(平成25年４月１日開設)」
の運営を委託。
 　延相談件数　105件
　 受任件数　　  38件

◎

・地域包括支援センター
等各関係機関と協力しな
がら、虐待ケースに対応
した。
・運営を委託している中
部成年後見支援センター
と連携しながら、成年後
見制度に関する連絡調
整を行った。

◎

・地域包括支援セン
ター等各関係機関と
協力しながら、虐待
ケースに対応した。
・運営を委託してい
る中部成年後見支
援センターと連携し
ながら、成年後見制
度に関する連絡調整
を行った。

・高齢者虐待防止研修会の開
催。
・１市４町で中部成年後見ネット
ワークに「中部成年後見支援セ
ンター(平成25年４月１日開設)」
の運営を委託。

長寿社会課 地域包括支援ｾﾝﾀｰ
事業

　市内５か所の地域包括支
援センターに、包括的支援事
業を委託。
（うつぶき、マグノリア、倉吉
中央、明倫・小鴨、かもがわ
地域包括支援センター）
　高齢者が住み慣れた地域
で安心して過ごすことができ
るように、総合相談をはじめ
とした地域包括ケア（医療と
介護の連携等）の推進を図っ
た。
5ヶ所の地域包括支援セン
ター延相談件数　　18,929件

・市内５か所の地域包括支援セ
ンターに、包括的支援事業を委
託。
（うつぶき、マグノリア、倉吉中
央、明倫・小鴨、かもがわ地域
包括支援センター）
・高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよ
うに、総合相談をはじめとした
地域包括ケア（医療と介護の連
携等）の推進を図った。
5ヶ所の地域包括支援センター
延相談件数　　19,747件

・市内５か所の地域包括支援セ
ンターに、包括的支援事業を委
託。
（うつぶき、マグノリア、倉吉中
央、明倫・小鴨、かもがわ地域
包括支援センター）
・高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよ
うに、総合相談をはじめとした
地域包括ケア（医療と介護の連
携等）の推進を図った。
5ヶ所の地域包括支援センター
延相談件数　　19,976件

・市内5ヶ所の地域包括支援セン
ターに、包括的支援事業を委託
し、高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよう
に、包括的及び継続的な支援を
行う。
・地域包括支援センターの適正
配置や運営方法等について検
討を行う。

・市内５か所の地域包括支援セ
ンターに、包括的支援事業を委
託。
（うつぶき、マグノリア、倉吉中
央、明倫・小鴨、かもがわ地域
包括支援センター）
・高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよ
うに、総合相談をはじめとした
地域包括ケア（医療と介護の連
携等）の推進を図った。
5ヶ所の地域包括支援センター
延相談件数　　19,555件

◎

・高齢者が住み慣れた地
域で安心して過ごすこと
ができるように、総合相
談をはじめとした地域包
括ケア（医療と介護の連
携等）の推進を図ること
ができた。

◎

・高齢者が住み慣れ
た地域で安心して過
ごすことができるよう
に、総合相談をはじ
めとした地域包括ケ
ア（医療と介護の連
携等）の推進を図る
ことができた。

・市内5ヶ所の地域包括支援セン
ターに、包括的支援事業を委託
し、高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよう
に、包括的及び継続的な支援を
行う。
・地域包括支援センターの適正
配置や運営方法等について検
討を行う。

　本市では、高齢者が安心して生活できる地域づくりをめざし、２００５年（平成17）に高齢者虐待防止条例を制定し、高齢者虐待防止ネットワーク活動の支援や地域包括支援センター事業等の充実を推進しています。　
　高齢化が進む中で、高齢者が家族から受ける身体的・心理的・性的・経済的・介護放棄などの虐待が問題になっています。また、高齢者の一人暮らしや高齢者世帯が増加し、高齢者の生活と人権をめぐるさまざまな問題が発
生しています。
　さらに、認知症に対する正しい理解と啓発を推進するとともに、関係機関等と連携した地域で認知症の方を支える体制づくりが求められています。

□　主な施策と方向・方針

9 

子どもの
居場所づ

くり

児童館・児童センターや社会教育関係団体等が
連携し、児童館・児童センターや公民館を活用
し、子どもたちが安心して過ごせる場所の提供や
青少年を対象とした事業への子どもの参画を働
きかける等、地域の中で主体的に活動できる場
の充実を図ります。

10 

子どもの
貧困対
策への
対応

鳥取県、関係団体等と連携し、平成２７（２０１５）
年に鳥取県が策定した「鳥取県子どもの貧困対
策推進計画」との整合性を図りながら、本市とし
て学習支援や生活支援、経済的支援の取り組み
を進めていきます。

番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

1 

相談体
制の充
実

介護等を必要とする高齢者の人権が保障され、
安心して生活できる地域づくりをめざし、高齢者
虐待への対応と高齢者介護や生活についての
総合的な相談体制の充実を図り、関係者に対し
積極的な情報提供に努めます。
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

2 

福祉施
設等へ
の啓発

福祉施設職員及び病院職員等へ高齢者の人権
尊重についての啓発に努めます。

長寿社会課 介護相談員派遣事
業

　派遣を希望する介護保険
事業所に介護相談員を派遣
し、サービス利用者の話を聞
いたり相談に乗り、事業者と
の橋渡しをすることによって
利用者の疑問や不満、不安
の解消を図るとともに、介護
保険事業所の質の向上を図
ることができた。。
派遣施設　　    22ヶ所
延相談者数 　2,172人

・派遣を希望する介護保険事
業所に介護相談員を派遣し、
サービス利用者の話を聞いた
り相談に乗り、事業者との橋渡
しをすることによって利用者の
疑問や不満、不安の解消を図
るとともに、介護保険事業所の
質の向上を図ることができ
た。。
派遣施設　　    24ヶ所
延相談者数 　2,176人

・派遣を希望する介護保険事
業所に介護相談員を派遣し、
サービス利用者の話を聞いた
り相談に乗り、事業者との橋渡
しをすることによって利用者の
疑問や不満、不安の解消を図
るとともに、介護保険事業所の
質の向上を図ることができ
た。。
派遣施設　　    23ヶ所
延相談者数 　2,563人

・派遣を希望する介護保険事業
所に介護相談員を派遣し、サー
ビス利用者の話を聞いたり相談
に乗り、事業者との橋渡しをする
ことによって利用者の疑問や不
満、不安の解消を図る。

・派遣を希望する介護保険事
業所に介護相談員を派遣し、
サービス利用者の話を聞いた
り相談に乗り、事業者との橋渡
しをすることによって利用者の
疑問や不満、不安の解消を図
るとともに、介護保険事業所の
質の向上を図ることができ
た。。
派遣施設　　   21ヶ所
延相談者数 　2,791人

◎

・利用者の疑問や不満、
不安の解消を図るととも
に、介護保険事業所の
質の向上を図ることがで
きた。

◎

・利用者の疑問や不
満、不安の解消を図
るとともに、介護保険
事業所の質の向上
を図ることができた。

・派遣を希望する介護保険事業
所に介護相談員を派遣し、サー
ビス利用者の話を聞いたり相談
に乗り、事業者との橋渡しをする
ことによって利用者の疑問や不
満、不安の解消を図る。

3 

就学前
教育・保
育

高齢者との交流を通して、豊かな経験にふれる
なかで、高齢者を尊敬し、大切にする心を育てま
す。

子ども家庭
課

保育所運営事業   園行事、地域行事等を通し
て、老人クラブなどの高齢者
や地域の方々と交流、連携を
深めた。

・園行事、地域行事等を通し
て、老人クラブなどの高齢者や
地域の方々と交流、連携を深
めた。

・園行事、地域行事等を通し
て、老人クラブなどの高齢者や
地域の方々と交流、連携を深
めた。

・老人クラブとの交流
・伝統文化の継承、地域行事等
を通した高齢者との交流

・園行事、地域行事等を通し
て、老人クラブなどの高齢者や
地域の方々と交流、連携を深
めた。

○

積極的な参画、交流が行
われた。

○

・園行事、地域行事
等を通して、老人ク
ラブなどの高齢者や
地域の方々と交流、
連携を深めた。

・老人クラブとの交流
・伝統文化の継承、地域行事等
を通した高齢者との交流

4 

学校教
育

高齢者のための国連５原則（自立・参加・ケア・自
己実現・尊厳）をふまえ、高齢者理解を深めるた
めの確かな視点を持ちながら体験的な学習も取
り入れ、また、高齢者との交流を通して、その思
いや願い、豊かな知識や経験を児童生徒に伝
え、先人の知恵と体験や経験にふれるなかで、
高齢者への尊敬や大切にする心を育てます。ま
た、高齢者の置かれた状況を人権保障の視点で
捉えることを通して、家族で、また地域で、共に生
きる社会づくりを進める意欲を養います。

学校教育課 年間指導計画に基づ
く人権同和教育の推
進

高齢者施設等を訪問するな
ど、高齢者との交流を推進し
た。

・人権課題の一つである「高齢
者と人権」について、相手の立
場に立って考え自分たちに何
ができるかを考えることをねら
いとして、地域にある高齢者施
設での交流を中心に学習を
行った。交流に際し、高齢者の
方と関わる体験をくりかえし、
相手を知ることを大きな目的と
する「訪問」から相手を意識し
た「交流」へと学習を進めた。

各学校が総合的な学習におい
て、高齢者の認知や身体につ
いて学習を行い、地域の高齢
者のとの交流を行った。多くの
学校は１回の交流で終わること
無く２回以上繰り返しふれあ
い、より相手の立場に立った深
い交流となるよう学習を行
い、、高齢者への尊敬や大切
にする心情を育んだ。

・地域にある高齢施設での交流
や、一人暮らしの高齢者への配
食サービス、土曜授業での地域
の高齢者に学ぶ学習など、各学
校で工夫しながら交流活動を行
うなかで、高齢者の思い・知恵・
体験を知り、高齢者への尊敬や
大切にする心情を育む。

・地域にある高齢施設での交
流、一人暮らしの高齢者への
配食サービス、土曜授業での
地域の高齢者に学ぶ学習な
ど、各学校で工夫しながら交流
活動を行うなかで、高齢者の思
い・知恵・体験を知り、高齢者
への尊敬や大切にする心情を
育んだ。
・高齢施設での交流のために
市バスを優先的に活用し、交流
の促進に努めた。

○

・学校ごとの工夫ある取
組をとおして、高齢者へ
の尊敬や高齢者の人権
を大切にしようとする心
情が高まった。

○

・学校ごとに高齢者
との交流に継続して
取り組み、高齢者へ
の尊敬や大切にする
心情を育むことがで
きた。

・高齢者との交流をとおして、高
齢者の思いや知恵、体験に触
れ、高齢者への尊敬や大切にす
る心情を育む。
・より深い交流が行えるよう工す
る。

長寿社会課 敬老会事業  対象者数
 ①各地区自治公民館協議会
と共催で実施　　　 8,310人
 ②住所（住民基本台帳）が入
所施設にある人　　  227人

 対象者数
 ①各地区自治公民館協議会と
共催で実施　　　 8,336人
 ②住所（住民基本台帳）が入
所施設にある人　　  224人

 対象者数
 ①各地区自治公民館協議会と
共催で実施　　　 8,392人
 ②住所（住民基本台帳）が入
所施設にある人　　  220人

・各地区自治公民館協議会と共
催での敬老会の実施を行う。
・敬老会の今後の在り方を検討
する。

 対象者数
 ①各地区自治公民館協議会と
共催で実施　　　 8,429人
 ②住所（住民基本台帳）が入
所施設にある人　　  225人 ◎

・地域住民の交流の機
会、生きがいづくりの機
会となっている。

◎

・地域住民の交流の
機会、生きがいづくり
の機会となってい
る。

・各地区自治公民館協議会と共
催での敬老会の実施を行う。
・敬老会の今後の在り方を検討
する。

生涯学習課 高齢者との共生やい
きがいづくりのため
の学習機会の充実

　公民館事業を通じて高齢者
との共生や高齢者自身の生
きがいづくりに関する事業（も
のづくりなどの講座の講師、
指導など）を実施した。また、
いきいきプラン・青少年育成
協議会事業において安全管
理員や学習アドバイザーとし
て知識や経験を発揮して、子
どもの体験活動支援や居場
所づくりに取組んだ。

・公民館事業（ものづくりや伝統
文化教室など）の講師や指導
者として、長年培った知識や経
験を発揮していただくほか、青
少年育成協議会事業等におい
て指導者やスタッフとして異世
代交流を行い、子どもの体験
活動支援や居場所づくりに取
組んでいただいた。
・また、サークルや地縁団体の
公民館利用や活動支援を通じ
て学習機会を提供している。

・公民館事業（ものづくりや伝統
文化教室など）の講師や指導
者として、長年培った知識や経
験を発揮していただいている。
・各地区で行われている青少年
育成の活動に指導者やスタッフ
として関わってもらっている。

・高齢者の知識や経験を活用し
た活動や事業の実施、生きがい
づくりにつながる学習機会の提
供を継続して実施する。

・各地区公民館事業において、
講師や指導者、参画者として地
域の高齢者を積極的に活用す
るとともに人材の発掘も行っ
た。
・各地区公民館における高齢
者教室の実施。

○

・高齢者の長年培った知
識や技術を活かし、各地
区公民館事業等におい
て講師・指導者として活
用することで、高齢者の
活躍の機会となった。ま
た、子どもの体験活動に
関わっていただくことで、
異世代交流が図れた。
・高齢者教室等の実施に
より、生きがいづくりや高
齢者特有の課題に対す
る学習機会となった。

○

・期間をとおして継続
的に高齢者を地域の
人材として活用を
行ったことにより、高
齢者の活躍の機会
が増え、そのことで
異世代交流も図れ
た。
・全地区において高
齢者教室等を実施
し、高齢者の生きが
いづくり等につなが
る学習機会を継続し
て提供することがで
きた。

・高齢者の知識や経験を活用し
た活動や事業の実施、人材の発
掘、また生きがいづくりにつなが
る学習機会の提供を継続して実
施する。

長寿社会課 敬老の日記念事業 平成28年度　100歳以上人数 
67人
内　新100歳　26人
最高齢者　109歳(女)

・平成29年度　100歳以上人数  
65人
内　新100歳　23人
最高齢者　109歳(女)

・平成30年度　100歳以上人数  
72人
内　新100歳　24人
最高齢者　110歳(女)

・新100歳の方への市長訪問、
100歳以上の方へ市より祝詞を
送る。

・令和元年度　100歳以上人数  
70人
内　新100歳　26人
最高齢者　111歳(女) ◎

・本人、家族ともに長寿を
喜び、祝詞や市長の訪
問を楽しみにしておられ
た。 ◎

・本人、家族ともに長
寿を喜び、祝詞や市
長の訪問を楽しみに
しておられた。

・新100歳の方への市長訪問、
100歳以上の方へ市より祝詞を
送る。

長寿社会課 老人ｸﾗﾌﾞ育成事業 54クラブ
会員数  2,267人

・52クラブ
会員数  2,223人

・50クラブ
会員数  2,133人

・各地区に生活支援コーディ
ネーターを配置し、老人クラブや
サロン等の住民主体の通いの
場等の活動支援を行う（5名程度
配置）

・50クラブ
会員数  2,077人

○

・老人クラブの活動を通
じ、交流の場となってい
る。

○

・老人クラブの活動
を通じ、交流の場と
なっている。

・各地区に配置した生活支援
コーディネーターが、老人クラブ
やサロン等の住民主体の通い
の場等の活動支援を行う

長寿社会課 老人クラブ活動支援
事業

活動支援として補助金の交
付を行った。

・活動支援として補助金の交付
を行った。

・活動支援として補助金の交付
を行った。

・活動費の支援として補助金の
交付を行う。

・活動支援として補助金の交付
を行った。

◎

・各クラブで魅力ある活
動が実施された。

◎

・各クラブで魅力ある
活動が実施された。

・活動費の支援として補助金の
交付を行う。

長寿社会課 ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ運
営費補助事業

　倉吉市ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ運
営費補助金の交付を行った。
　会員数  320人

・倉吉市ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ運営
費補助金の交付を行った。
　会員数  309人

・倉吉市ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ運営
費補助金の交付を行った。
　会員数  312人

・高齢者の就業、雇用促進を図
る。
・シルバー人材センター事業へ
の補助を行う。

・倉吉市ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ運営
費補助金の交付を行った。
　会員数  291人

○

・就業を通じて高齢者の
生きがいづくりと社会参
画につながっている。

○

・就業を通じて高齢
者の生きがいづくり
と社会参画につな
がっている。

・高齢者の就業、雇用促進を図
る。
・シルバー人材センター事業へ
の補助を行う。

社会教
育

長年にわたり社会を支え貢献してきた高齢者に
対して、敬意をもって接するとともに、その培われ
た知識や経験を地域社会の中で発揮でき、高齢
者自身がいきいきと地域で日常生活が送れるよ
う、学習や活動機会の提供に努めます。　
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

長寿社会課 老人憩いの家管理
事業

　市直営の５か所の老人憩
の家（福吉町、上小鴨、高
城、上米積、北谷）の維持管
理を行った。

・市直営の５か所の老人憩の
家（福吉町、上小鴨、高城、上
米積、北谷）の維持管理を行っ
た。

・市直営の５か所の老人憩の
家（福吉町、上小鴨、高城、上
米積、北谷）の維持管理を行っ
た。

・市直営の５か所の老人憩の家
（福吉町、上小鴨、高城、上米
積、北谷）の維持管理を継続し
て行う。

・市直営の５か所の老人憩の
家（福吉町、上小鴨、高城、上
米積、北谷）の維持管理を行っ
た。 ◎

・地域の高齢者に対して
活動の場を提供すること
が出来た。

◎

・地域の高齢者に対
して活動の場を提供
することが出来た。

・市直営の５か所の老人憩の家
（福吉町、上小鴨、高城、上米
積、北谷）の維持管理を継続し
て行う。
・施設の今後のあり方について
検討を行う。

6 

高齢者を
主体にし
た地域づ
くり

高齢者が社会を構成する重要な一員として、地
域の中で積極的な役割を果たしていくことができ
る社会を実現するため、地域で暮らす高齢者へ
敬意を持って接するとともに、高齢者自身が住み
慣れた地域で培ってきた知識や経験を地域社会
の中で発揮することができるよう、高齢者の価値
観や自主性を尊重しながら社会参加しやすい環
境づくりに取組みます。
また、取り組みのひとつとして、高齢者の生きが
いや健康づくりを推進するため、老人クラブの活
動に対して支援を行います。

長寿社会課 敬老会事業  対象者数
 ①各地区自治公民館協議会
と共催で実施　　　 8,310人
 ②住所（住民基本台帳）が入
所施設にある人　　  227人

 対象者数
 ①各地区自治公民館協議会と
共催で実施　　　 8,336人
 ②住所（住民基本台帳）が入
所施設にある人　　  224人

 対象者数
 ①各地区自治公民館協議会と
共催で実施　　　 8,392人
 ②住所（住民基本台帳）が入
所施設にある人　　  220人

・各地区自治公民館協議会と共
催での敬老会の実施を行う。
・敬老会の今後の在り方を検討
する。

 対象者数
 ①各地区自治公民館協議会と
共催で実施　　　 8,429人
 ②住所（住民基本台帳）が入
所施設にある人　　  225人

◎

・地域住民の交流の機
会、生きがいづくりの機
会となっている。

◎

・地域住民の交流の
機会、生きがいづくり
の機会となってい
る。

・各地区自治公民館協議会と共
催での敬老会の実施を行う。
・敬老会の今後の在り方を検討
する。

長寿社会課 敬老の日記念事業 平成28年度　100歳以上人数 
67人
内　新100歳　26人
最高齢者　109歳(女)

・平成29年度　100歳以上人数  
65人
内　新100歳　23人
最高齢者　109歳(女)

・平成30年度　100歳以上人数  
72人
内　新100歳　24人
最高齢者　110歳(女)

・新100歳の方への市長訪問、
100歳以上の方へ市より祝詞を
送る。

・令和元年度　100歳以上人数  
70人
内　新100歳　26人
最高齢者　111歳(女) ◎

・本人、家族ともに長寿を
喜び、祝詞や市長の訪
問を楽しみにしておられ
た。 ◎

・本人、家族ともに長
寿を喜び、祝詞や市
長の訪問を楽しみに
しておられた。

・新100歳の方への市長訪問、
100歳以上の方へ市より祝詞を
送る。

長寿社会課 老人ｸﾗﾌﾞ育成事業 54クラブ
会員数  2,267人

・52クラブ
会員数  2,223人

・50クラブ
会員数  2,133人

・各地区に生活支援コーディ
ネーターを配置し、老人クラブや
サロン等の住民主体の通いの
場等の活動支援を行う（5名程度
配置）

・50クラブ
会員数  2,077人

○

・老人クラブの活動を通
じ、交流の場となってい
る。

○

・老人クラブの活動
を通じ、交流の場と
なっている。

・各地区に配置した生活支援
コーディネーターが、老人クラブ
やサロン等の住民主体の通い
の場等の活動支援を行う

長寿社会課 老人クラブ活動支援
事業

活動支援として補助金の交
付を行った。

・活動支援として補助金の交付
を行った。

・活動支援として補助金の交付
を行った。

・活動費の支援として補助金の
交付を行う。

・活動支援として補助金の交付
を行った。

◎

・各クラブで魅力ある活
動が実施された。

◎

・各クラブで魅力ある
活動が実施された。

・活動費の支援として補助金の
交付を行う。

長寿社会課 ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ運
営費補助事業

　倉吉市ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ運
営費補助金の交付を行った。
　会員数  320人

・倉吉市ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ運営
費補助金の交付を行った。
　会員数  309人

・倉吉市ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ運営
費補助金の交付を行った。
　会員数  312人

・高齢者の就業、雇用促進を図
る。
・シルバー人材センター事業へ
の補助を行う。

・倉吉市ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ運営
費補助金の交付を行った。
　会員数  291人

◎

・就業を通じて高齢者の
生きがいづくりと社会参
画につながっている。

◎

・就業を通じて高齢
者の生きがいづくり
と社会参画につな
がっている。

・高齢者の就業、雇用促進を図
る。
・シルバー人材センター事業へ
の補助を行う。

長寿社会課 老人憩いの家管理
事業

　市直営の５か所の老人憩
の家（福吉町、上小鴨、高
城、上米積、北谷）の維持管
理を行った。

・市直営の５か所の老人憩の
家（福吉町、上小鴨、高城、上
米積、北谷）の維持管理を行っ
た。

・市直営の５か所の老人憩の
家（福吉町、上小鴨、高城、上
米積、北谷）の維持管理を行っ
た。

・市直営の５か所の老人憩の家
（福吉町、上小鴨、高城、上米
積、北谷）の維持管理を継続し
て行う。

・市直営の５か所の老人憩の
家（福吉町、上小鴨、高城、上
米積、北谷）の維持管理を行っ
た。 ◎

・地域の高齢者に対して
活動の場を提供すること
が出来た。

◎

・地域の高齢者に対
して活動の場を提供
することが出来た。

・市直営の５か所の老人憩の家
（福吉町、上小鴨、高城、上米
積、北谷）の維持管理を継続し
て行う。
・施設の今後のあり方について
検討を行う。

地域福
祉の充
実

高齢社会の進展に対応するため、地域包括支援
センター等の関係機関、団体との連携を図り、
「倉吉市高齢者福祉・介護保険事業計画」に定め
られたサービス目標を着実に実施し、また、高齢
者が介護を要する状態になっても、できる限り住
み慣れた家庭や地域で自立でき、健康で生きが
いを持ち、心豊かに過ごせるよう各種事業の推
進に努めます。

長寿社会課 地域包括支援ｾﾝﾀｰ
事業

　市内５か所の地域包括支
援センターに、包括的支援事
業を委託。
（うつぶき、マグノリア、倉吉
中央、明倫・小鴨、かもがわ
地域包括支援センター）
　高齢者が住み慣れた地域
で安心して過ごすことができ
るように、総合相談をはじめ
とした地域包括ケア（医療と
介護の連携等）の推進を図っ
た。
5ヶ所の地域包括支援セン
ター延相談件数　　18,929件

・市内５か所の地域包括支援セ
ンターに、包括的支援事業を委
託。
（うつぶき、マグノリア、倉吉中
央、明倫・小鴨、かもがわ地域
包括支援センター）
・高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよ
うに、総合相談をはじめとした
地域包括ケア（医療と介護の連
携等）の推進を図った。
5ヶ所の地域包括支援センター
延相談件数　　19,747件

・市内５か所の地域包括支援セ
ンターに、包括的支援事業を委
託。
（うつぶき、マグノリア、倉吉中
央、明倫・小鴨、かもがわ地域
包括支援センター）
・高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよ
うに、総合相談をはじめとした
地域包括ケア（医療と介護の連
携等）の推進を図った。
5ヶ所の地域包括支援センター
延相談件数　　19,976件

・市内5ヶ所の地域包括支援セン
ターに、包括的支援事業を委託
し、高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよう
に、包括的及び継続的な支援を
行う。
・地域包括支援センターの適正
配置や運営方法等について検
討を行う。

・市内５か所の地域包括支援セ
ンターに、包括的支援事業を委
託。
（うつぶき、マグノリア、倉吉中
央、明倫・小鴨、かもがわ地域
包括支援センター）
・高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよ
うに、総合相談をはじめとした
地域包括ケア（医療と介護の連
携等）の推進を図った。
5ヶ所の地域包括支援センター
延相談件数　　19,555件

◎

・高齢者が住み慣れた地
域で安心して過ごすこと
ができるように、総合相
談をはじめとした地域包
括ケア（医療と介護の連
携等）の推進を図ること
ができた。

◎

・高齢者が住み慣れ
た地域で安心して過
ごすことができるよう
に、総合相談をはじ
めとした地域包括ケ
ア（医療と介護の連
携等）の推進を図る
ことができた。

・市内5ヶ所の地域包括支援セン
ターに、包括的支援事業を委託
し、高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよう
に、包括的及び継続的な支援を
行う。
・地域包括支援センターの適正
配置や運営方法等について検
討を行う。

長寿社会課 介護保険事業  居宅サービス・施設サービス
に対する保険給付を行った。
H29.3.31現在　認定者数 
2,905人
要支援 1  421人
要支援 2  487人 
要介護 1  536人 
要介護 2  436人
要介護 3  367人    
要介護 4  400人
要介護 5  258人

・居宅サービス・施設サービス
に対する保険給付を行った。
H30.3.31現在　認定者数 2,806
人
要支援 1  364人
要支援 2  469人 
要介護 1  517人 
要介護 2  435人
要介護 3  353人    
要介護 4  404人
要介護 5  264人

・居宅サービス・施設サービス
に対する保険給付を行った。
H31.3.31現在　認定者数 2,853
人
要支援 1  408人
要支援 2  482人 
要介護 1  499人 
要介護 2  450人
要介護 3  367人    
要介護 4  389人
要介護 5  258人

・福祉用具購入・住宅改修費用
の一部助成は、引き続き継続し
て行なう。

・居宅サービス・施設サービス
に対する保険給付を行った。
R2.3.31現在　認定者数 2,730
人
要支援 1  331人
要支援 2  474人 
要介護 1  509人 
要介護 2  429人
要介護 3  351人    
要介護 4  376人
要介護 5  260人

◎

・法に基づき実施してお
り、十分期待できる。

◎

・法に基づき実施し
ており、十分期待で
きる。

・福祉用具購入・住宅改修費用
の一部助成は、引き続き継続し
て行なう。
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

長寿社会課 認知症対策等総合
支援事業

・認知症地域支援推進員を２
人配置

・認知症予防教室　
（地域包括支援センターに委
託し、５か所の自治公民館開
催）

・認知症絵本教室の開催
　11小学校　児童376人

・認知症地域支援推進員を２人
配置

・認知症予防教室　
（地域包括支援センターに委託
し、５か所の自治公民館開催）

・認知症絵本教室の開催
　11小学校　児童410人

・認知症地域支援推進員を２人
配置

・認知症予防教室　
（地域包括支援センターに委託
し、５か所の自治公民館開催）

・認知症絵本教室の開催
　12小学校　児童354人

・認知症地域支援推進員を２人
配置

・認知症予防教室　
・地域包括支援センターに委託
し、５か所の自治公民館で開催

・絵本教室の開催

・認知症地域支援推進員を１人
配置

・認知症予防教室　
（地域包括支援センターに委託
し、５か所の自治公民館開催）

・認知症絵本教室の開催
　12小学校　児童409人

◎

・認知症地域支援推進員
や各地域包括支援セン
ター等と連携しながら認
知症予防教室や学習会
等で認知症を正しく理解
し、地域で見守る意識を
醸成する機会を増やすこ
とができた。

◎

・認知症地域支援推
進員や各地域包括
支援センター等と連
携しながら認知症予
防教室や学習会等
で認知症を正しく理
解し、地域で見守る
意識を醸成する機会
を増やすことができ
た。

・認知症地域支援推進員を２人
配置

・認知症予防教室　
・地域包括支援センターに委託
し、５か所の自治公民館で開催

・絵本教室の開催

長寿社会課 認知症サポーター養
成講座

　実施回数　　36回　
　延人員    1,011人

・実施回数　　31回　
　延人員    870人

・実施回数　　32回　
　延人員    822人

・認知症サポーター養成講座の
開催。

・実施回数　　33回　
　延人員    1,469人

◎

・認知症を正しく理解し、
認知症の人とその家族を
見守り支えていく「応援
者」を養成できた。
参加延人数は前年より
増加した。

◎

・認知症を正しく理解
し、認知症の人とそ
の家族を見守り支え
ていく「応援者」を養
成できた。

・認知症サポーター養成講座の
開催。

長寿社会課 介護相談員派遣事
業

　派遣を希望する介護保険
事業所に介護相談員を派遣
し、サービス利用者の話を聞
いたり相談に乗り、事業者と
の橋渡しをすることによって
利用者の疑問や不満、不安
の解消を図るとともに、介護
保険事業所の質の向上を図
ることができた。。
派遣施設　　    22ヶ所
延相談者数 　2,172人

・派遣を希望する介護保険事
業所に介護相談員を派遣し、
サービス利用者の話を聞いた
り相談に乗り、事業者との橋渡
しをすることによって利用者の
疑問や不満、不安の解消を図
るとともに、介護保険事業所の
質の向上を図ることができ
た。。
派遣施設　　    24ヶ所
延相談者数 　2,176人

・派遣を希望する介護保険事
業所に介護相談員を派遣し、
サービス利用者の話を聞いた
り相談に乗り、事業者との橋渡
しをすることによって利用者の
疑問や不満、不安の解消を図
るとともに、介護保険事業所の
質の向上を図ることができ
た。。
派遣施設　　    23ヶ所
延相談者数 　2,563人

・派遣を希望する介護保険事業
所に介護相談員を派遣し、サー
ビス利用者の話を聞いたり相談
に乗り、事業者との橋渡しをする
ことによって利用者の疑問や不
満、不安の解消を図る。

・派遣を希望する介護保険事
業所に介護相談員を派遣し、
サービス利用者の話を聞いた
り相談に乗り、事業者との橋渡
しをすることによって利用者の
疑問や不満、不安の解消を図
るとともに、介護保険事業所の
質の向上を図ることができ
た。。
派遣施設　　   21ヶ所
延相談者数 　2,791人

◎

・利用者の疑問や不満、
不安の解消を図るととも
に、介護保険事業所の
質の向上を図ることがで
きた。

◎

・利用者の疑問や不
満、不安の解消を図
るとともに、介護保険
事業所の質の向上
を図ることができた。

・派遣を希望する介護保険事業
所に介護相談員を派遣し、サー
ビス利用者の話を聞いたり相談
に乗り、事業者との橋渡しをする
ことによって利用者の疑問や不
満、不安の解消を図る。

長寿社会課 地域包括支援ｾﾝﾀｰ
事業

　市内５か所の地域包括支
援センターに、包括的支援事
業を委託。
（うつぶき、マグノリア、倉吉
中央、明倫・小鴨、かもがわ
地域包括支援センター）
　高齢者が住み慣れた地域
で安心して過ごすことができ
るように、総合相談をはじめ
とした地域包括ケア（医療と
介護の連携等）の推進を図っ
た。
5ヶ所の地域包括支援セン
ター延相談件数　　18,929件

・市内５か所の地域包括支援セ
ンターに、包括的支援事業を委
託。
（うつぶき、マグノリア、倉吉中
央、明倫・小鴨、かもがわ地域
包括支援センター）
・高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよ
うに、総合相談をはじめとした
地域包括ケア（医療と介護の連
携等）の推進を図った。
5ヶ所の地域包括支援センター
延相談件数　　19,747件

・市内５か所の地域包括支援セ
ンターに、包括的支援事業を委
託。
（うつぶき、マグノリア、倉吉中
央、明倫・小鴨、かもがわ地域
包括支援センター）
・高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよ
うに、総合相談をはじめとした
地域包括ケア（医療と介護の連
携等）の推進を図った。
5ヶ所の地域包括支援センター
延相談件数　　19,976件

・市内5ヶ所の地域包括支援セン
ターに、包括的支援事業を委託
し、高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよう
に、包括的及び継続的な支援を
行う。
・地域包括支援センターの適正
配置や運営方法等について検
討を行う。

・市内５か所の地域包括支援セ
ンターに、包括的支援事業を委
託。
（うつぶき、マグノリア、倉吉中
央、明倫・小鴨、かもがわ地域
包括支援センター）
・高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよ
うに、総合相談をはじめとした
地域包括ケア（医療と介護の連
携等）の推進を図った。
5ヶ所の地域包括支援センター
延相談件数　　19,555件

◎

・高齢者が住み慣れた地
域で安心して過ごすこと
ができるように、総合相
談をはじめとした地域包
括ケア（医療と介護の連
携等）の推進を図ること
ができた。

◎

・高齢者が住み慣れ
た地域で安心して過
ごすことができるよう
に、総合相談をはじ
めとした地域包括ケ
ア（医療と介護の連
携等）の推進を図る
ことができた。

・市内5ヶ所の地域包括支援セン
ターに、包括的支援事業を委託
し、高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよう
に、包括的及び継続的な支援を
行う。
・地域包括支援センターの適正
配置や運営方法等について検
討を行う。

長寿社会課 介護保険事業  居宅サービス・施設サービス
に対する保険給付を行った。
H29.3.31現在　認定者数 
2,905人
要支援 1  421人
要支援 2  487人 
要介護 1  536人 
要介護 2  436人
要介護 3  367人    
要介護 4  400人
要介護 5  258人

・居宅サービス・施設サービス
に対する保険給付を行った。
H30.3.31現在　認定者数 2,806
人
要支援 1  364人
要支援 2  469人 
要介護 1  517人 
要介護 2  435人
要介護 3  353人    
要介護 4  404人
要介護 5  264人

・居宅サービス・施設サービス
に対する保険給付を行った。
H31.3.31現在　認定者数 2,853
人
要支援 1  408人
要支援 2  482人 
要介護 1  499人 
要介護 2  450人
要介護 3  367人    
要介護 4  389人
要介護 5  258人

・福祉用具購入・住宅改修費用
の一部助成は、引き続き継続し
て行なう。

・居宅サービス・施設サービス
に対する保険給付を行った。
R2.3.31現在　認定者数 2,730
人
要支援 1  331人
要支援 2  474人 
要介護 1  509人 
要介護 2  429人
要介護 3  351人    
要介護 4  376人
要介護 5  260人

◎

・法に基づき実施してお
り、十分期待できる。

◎

・法に基づき実施し
ており、十分期待で
きる。

・福祉用具購入・住宅改修費用
の一部助成は、引き続き継続し
て行なう。

長寿社会課 介護予防・生活支援
事業

生活管理指導員派遣事業
   利用者数    　   51人
   延利用回数   　915回
生活管理指導短期宿泊事業
   利用者数         15人
   延利用日数　   243日
軽度生活援助事業
   利用者数        104人
   延利用時間  881時間
家族介護用品支給事業
   利用者数         43人
配食サービス事業
   利用者数        182人
   延配食数    15,110食

・生活管理指導短期宿泊事業
   利用者数         15人
   延利用日数　   219日
・軽度生活援助事業
   利用者数        97人
   延利用時間  837時間
・家族介護用品支給事業
   利用者数         42人
・配食サービス事業
   利用者数        175人
   延配食数    15,361食

・生活管理指導短期宿泊事業
   利用者数         15人
   延利用日数　   349日
・軽度生活援助事業
   利用者数        111人
   延利用時間  1,134時間
・家族介護用品支給事業
   利用者数         39人
・配食サービス事業
   利用者数        154人
   延配食数    16,374食

・軽度生活援助事業、生活管理
指導短期宿泊事業、家族介護
用品支給事業、配食サービス事
業については、引き続き継続し
て行なう。

・生活管理指導短期宿泊事業
   利用者数         16人
   延利用日数　   362日
・軽度生活援助事業
   利用者数        109人
   延利用時間  905時間
・家族介護用品支給事業
   利用者数         27人
・配食サービス事業
   利用者数        211人
   延配食数    20,577食

◎

・高齢者が住み慣れた地
域で安心してその人らし
い生活を継続していくこ
とができるように、介護予
防・生活援助等の各種事
業を実施することで、高
齢者の自立した生活を確
保することができた。

◎

・高齢者が住み慣れ
た地域で安心してそ
の人らしい生活を継
続していくことができ
るように、介護予防・
生活援助等の各種
事業を実施すること
で、高齢者の自立し
た生活を確保するこ
とができた。

・軽度生活援助事業、生活管理
指導短期宿泊事業、家族介護
用品支給事業、配食サービス事
業については、引き続き継続し
て行なう。

長寿社会課 介護予防・生活支援
事業

緊急通報ｼｽﾃﾑ
　　 設置台数   226台

・緊急通報ｼｽﾃﾑ
　　 設置台数   207台

・緊急通報ｼｽﾃﾑ
　　 設置台数   178台

・一人暮らしの高齢者等を対象
に、緊急通報装置を貸与又は給
付し、委託先の地域包括支援セ
ンターからコールサービスを含
め、24時間体制で緊急時の対応
を行うもので、引き続き継続して
行なう。

・緊急通報ｼｽﾃﾑ
　　 設置台数   148台

◎

・援護を要する一人暮ら
し高齢者等が、地域で安
心して生活することがで
きた。

◎

・援護を要する一人
暮らし高齢者等が、
地域で安心して生活
することができた。

・一人暮らしの高齢者等を対象
に、緊急通報装置を貸与又は給
付し、委託先の地域包括支援セ
ンターからコールサービスを含
め、24時間体制で緊急時の対応
を行うもので、引き続き継続して
行なう。

8 

認知症
の啓発と
対応

認知症高齢者や若年性認知症の人が、尊厳を
保ちながら穏やかな生活を送ることができ、家族
も安心して日常生活を営むことができるようにす
るため、市民誰もが自らの問題として認識し、地
域全体で認知症高齢者の生活を支えていくよう、
市民をはじめ企業、地域等への啓発を推進しま
す。
また、認知症高齢者や若年性認知症の人に対す
る、早い段階からの適切な診断と対応、認知症
に関する正しい知識と理解に基づく本人や家族
への支援など、総合的かつ継続的な支援体制の
確立に努めます。

9 

事業者
への啓
発と相談
活動

介護支援専門員や介護サービス従事者の研修
等の積極的な取り組みや情報の開示、さらには
地域密着型サービスを提供する事業者と地域の
関係機関との連携等について事業者に働きかけ
るとともに、利用者の苦情や不安、不満等への適
切な対応に努めます。

10 

介護保
険制度
の啓発

介護が必要となっても自立して生活するため、必
要に応じたサービスが利用できるよう支援すると
ともに、いつでも誰もが安心して医療が受けら
れ、市民一人ひとりが健康を保持し、安心して生
活できる高齢社会の実現に努めます。また、安
定した事業運営を確保するため、介護保険外の
介護予防対策、生きがい対策を充実し、要介護
状態への移行を防ぎ、健康生活への意識啓発を
図ります。
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H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

長寿社会課 介護予防・生活支援
事業

なごもう会（地区公民館ごと　
2回/月）
開催回数　　　　 282回　
参加実人数      199人
参加延人数    3,063人

・なごもう会（地区公民館ごと　2
回/月）
開催回数　　　　 276回　
参加実人数      206人
参加延人数    3,398人

・なごもう会（地区公民館ごと　2
回/月）
開催回数　　　　 307回　
参加実人数      219人
参加延人数    3,375人

・介護予防に関する知識の啓
発、健康体操等の機能維持の
教室を行う。

・なごもう会（地区公民館ごと　2
回/月）
開催回数　　　　282 回　
参加実人数      217人
参加延人数    3,264人

◎

・介護予防に関する知識
の啓発、健康体操等を行
い、介護予防を図った。

◎

・介護予防に関する
知識の啓発、健康体
操等を行い、介護予
防を図った。

・介護予防に関する知識の啓
発、健康体操等の機能維持の
教室を行う。

長寿社会課 介護予防教室の実
施

特定高齢者通所介護事業
   参加実人数  　  10人
   参加延人数 　  235人
ホッといきいき教室
 　開催回数　　 　　8回
   参加実人数   　88人　
 　参加延人数 　 475人
はつらつ教室
   市内８か所
   開催回数 　　   169回　
   参加実人数  　  78人
   参加延人数　 1,195人

・特定高齢者通所介護事業
   参加実人数  　    7人
   参加延人数 　  170人
・各地区介護予防教室(包括実
施)
   開催回数   　   233回
   参加延人数   3,839人

※ホッといきいき教室、はつら
つ教室
   は、平成28年度で廃止

・特定高齢者通所介護事業
   参加実人数  　    3人
   参加延人数 　   75人
・各地区介護予防教室(包括実
施)
   開催回数   　   233回
   参加延人数   3,855人

※ホッといきいき教室、はつら
つ教室
   は、平成28年度で廃止

・介護予防に関する知識の啓
発、健康体操等の機能維持の
教室を行う。

・特定高齢者通所介護事業
   参加実人数  　    2人
   参加延人数 　   57人
・各地区介護予防教室(包括実
施)
   開催回数   　   211回
   参加延人数   3,529人

※ホッといきいき教室、はつら
つ教室
   は、平成28年度で廃止

◎

・介護予防に関する知識
の啓発、健康体操等を行
い、介護予防を図った。

◎

・介護予防に関する
知識の啓発、健康体
操等を行い、介護予
防を図った。

・介護予防に関する知識の啓
発、健康体操等の機能維持の
教室を行う。

長寿社会課 地域包括支援ｾﾝﾀｰ
事業

　市内５か所の地域包括支
援センターに、包括的支援事
業を委託。
（うつぶき、マグノリア、倉吉
中央、明倫・小鴨、かもがわ
地域包括支援センター）
　高齢者が住み慣れた地域
で安心して過ごすことができ
るように、総合相談をはじめ
とした地域包括ケア（医療と
介護の連携等）の推進を図っ
た。
5ヶ所の地域包括支援セン
ター延相談件数　　18,929件

・市内５か所の地域包括支援セ
ンターに、包括的支援事業を委
託。
（うつぶき、マグノリア、倉吉中
央、明倫・小鴨、かもがわ地域
包括支援センター）
・高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよ
うに、総合相談をはじめとした
地域包括ケア（医療と介護の連
携等）の推進を図った。
5ヶ所の地域包括支援センター
延相談件数　　19,747件

・市内５か所の地域包括支援セ
ンターに、包括的支援事業を委
託。
（うつぶき、マグノリア、倉吉中
央、明倫・小鴨、かもがわ地域
包括支援センター）
・高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよ
うに、総合相談をはじめとした
地域包括ケア（医療と介護の連
携等）の推進を図った。
5ヶ所の地域包括支援センター
延相談件数　　19,976件

・市内5ヶ所の地域包括支援セン
ターに、包括的支援事業を委託
し、高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよう
に、包括的及び継続的な支援を
行う。
・地域包括支援センターの適正
配置や運営方法等について検
討を行う。

・市内５か所の地域包括支援セ
ンターに、包括的支援事業を委
託。
（うつぶき、マグノリア、倉吉中
央、明倫・小鴨、かもがわ地域
包括支援センター）
・高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよ
うに、総合相談をはじめとした
地域包括ケア（医療と介護の連
携等）の推進を図った。
5ヶ所の地域包括支援センター
延相談件数　　19,555件

◎

・高齢者が住み慣れた地
域で安心して過ごすこと
ができるように、総合相
談をはじめとした地域包
括ケア（医療と介護の連
携等）の推進を図ること
ができた。

◎

・高齢者が住み慣れ
た地域で安心して過
ごすことができるよう
に、総合相談をはじ
めとした地域包括ケ
ア（医療と介護の連
携等）の推進を図る
ことができた。

・市内5ヶ所の地域包括支援セン
ターに、包括的支援事業を委託
し、高齢者が住み慣れた地域で
安心して過ごすことができるよう
に、包括的及び継続的な支援を
行う。
・地域包括支援センターの適正
配置や運営方法等について検
討を行う。

長寿社会課 老人福祉電話貸付
事業

貸付中の電話機と電話使用
名義について、倉吉市から利
用者に無償譲渡を行った。
（平成28年4月手続完了）

・貸付中の電話機と電話使用
名義について、倉吉市から利
用者に無償譲渡を行った。（平
成28年4月手続完了）

・貸付中の電話機と電話使用
名義について、倉吉市から利
用者に無償譲渡を行った。（平
成28年4月手続完了）

・平成27年度で事業廃止 ・貸付中の電話機と電話使用
名義について、倉吉市から利
用者に無償譲渡を行った。（平
成28年4月手続完了） -

・平成27年度で事業廃止

-

・平成27年度で事業
廃止

・平成27年度で事業廃止

11 

住宅環
境

安全で安心して暮すことができる住環境の形成
をめざし、介護保険制度の周知を図るとともに介
護に必要な住宅改修の支援に努め、バリアフ
リー化を推進し快適な住宅環境の整備に努めま
す。

長寿社会課 介護保険事業  居宅サービス・施設サービス
に対する保険給付を行った。
H29.3.31現在　認定者数 
2,905人
要支援 1  421人
要支援 2  487人 
要介護 1  536人 
要介護 2  436人
要介護 3  367人    
要介護 4  400人
要介護 5  258人

・居宅サービス・施設サービス
に対する保険給付を行った。
H30.3.31現在　認定者数 2,806
人
要支援 1  364人
要支援 2  469人 
要介護 1  517人 
要介護 2  435人
要介護 3  353人    
要介護 4  404人
要介護 5  264人

・居宅サービス・施設サービス
に対する保険給付を行った。
H31.3.31現在　認定者数 2,853
人
要支援 1  408人
要支援 2  482人 
要介護 1  499人 
要介護 2  450人
要介護 3  367人    
要介護 4  389人
要介護 5  258人

・福祉用具購入・住宅改修費用
の一部助成は、引き続き継続し
て行なう。

・居宅サービス・施設サービス
に対する保険給付を行った。
R2.3.31現在　認定者数 2,730
人
要支援 1  331人
要支援 2  474人 
要介護 1  509人 
要介護 2  429人
要介護 3  351人    
要介護 4  376人
要介護 5  260人

◎

・法に基づき実施してお
り、十分期待できる。

◎

・法に基づき実施し
ており、十分期待で
きる。

・福祉用具購入・住宅改修費用
の一部助成は、引き続き継続し
て行なう。

第８節　その他マイノリティの人権保障の実現
１ 病気にかかわる人の人権
□　現状と課題

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

学校教育課 年間指導計画に基づ
く人権同和教育の推
進

保健体育での学習や外部講
師を招いた講演会で知識と
理解を深めた。

・かつてHIV感染、ハンセン病
等は死に直結すると恐れられ
ていたが、医療の進歩により、
現在は早期に発見し適切な治
療を受けることで、健康な人と
ほとんど変わらない生活を送る
ことができるようになっているこ
と等、正しい知識と理解を深め
るように専門的知識を持つ外
部講師を招き、学習を行った。

正しい知識と理解を深めるよう
に専門的知識を持つ外部講師
を招き、学習を行った。

・ＨＩＶ感染症・ハンセン病等の病
気に対する正しい知識と理解を
深める学習を人権教育年間指
導計画に位置づけ、保健体育で
の学習や外部講師を招いた学
習で知識と理解を深める。

・専門的知識をもつ外部講師を
招いた学習を行った。

○

・児童生徒の知識と理解
を深めるために外部講師
の紹介を行った。

○

・外部講師を招いた
学習や研修会を実
施し、知識と理解を
深めた。

・外部講師の紹介や指導資料の
配布を行い、学校における学習
指導を支援する。

（１）市民啓発
　HIV感染症、エイズ、ハンセン病、難病等の病気に対する正しい知識と理解の不足から、病気に関わる人々に対する人権侵害が生じています。各種様々な病気についての啓発や学習活動を推進し、病気や病気に関わる人
に対する偏見や差別の解消が必要です。
（２）プライバシーの保護
　HIV感染症、エイズ、ハンセン病、難病等の病気に対する偏見があるため、患者のプライバシー保護と人権の擁護に努め、患者が安心して医療を受けられ、家族の生活が守られるように努めることが必要です。
（３）相談・支援体制
　HIV感染者、エイズ患者、ハンセン病元患者、難病患者（特定疾患（*）は、病気の種類が多く、対象者の把握が困難なため住民への周知が難しい等の問題がある）に対する相談・支援体制の充実が求められます。

□　主な施策と方向・方針

番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

1 病気にか
かわる人
に関する
学習機
会の提
供

学校、地域において、ＨＩＶ感染症、エイズ、ハン
セン病、難病等の病気に対する正しい知識と理
解を深め、病気に関わる人に対する偏見や差別
をなくするため性教育や健康教育等の充実を図
ります。
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

健康推進課 健康づくり地域啓発
事業

　中部総合事務所福祉保健
局と連携してＨＩＶ、結核、ハ
ンセン病等について、正しい
知識の普及活動を行った。

　・ポスターの掲示
  ・市報、ホームページ等に
掲載
  ・ＨＩＶ、結核、ハンセン病等
の感染
　　症に関する展示 

・中部総合事務所福祉保健局
と連携してＨＩＶ、結核、ハンセ
ン病等について、正しい知識の
普及活動を行った。

　・ポスターの掲示
  ・市報、ホームページ等に掲
載
  ・ＨＩＶ、結核、ハンセン病等の
感染
　　症に関する展示 

・中部総合事務所福祉保健局
と連携してＨＩＶ、結核、ハンセ
ン病等について、正しい知識の
普及活動を行った。

　・ポスターの掲示
  ・市報、ホームページ等に掲
載
  ・ＨＩＶ、結核、ハンセン病等の
感染
　　症に関する展示 

・中部総合事務所福祉保健局と
連携してＨＩＶ、結核、ハンセン
病、結核等について、正しい知
識の普及啓発のための学習の
機会を継続して提供していく。

・中部総合事務所福祉保健局
と連携してＨＩＶ、結核、ハンセ
ン病等について、正しい知識の
普及活動を行った。

　・ポスターの掲示
  ・市報、ホームページ等に掲
載
  ・ＨＩＶ、結核、ハンセン病等の
感染
　　症に関する展示 

○

・ＨＩＶ感染症、エイズ、ハ
ンゼン病等の病気に対
する正しく理解していた
だくために、関係機関と
の連携を図り、継続して
情報提供をしている。

○

・中部総合事務所福
祉保健局と連携して
ＨＩＶ、結核、ハンセン
病、結核等につい
て、正しい知識の普
及啓発のための学
習の機会が提供でき
た。

・中部総合事務所福祉保健局と
連携してＨＩＶ、結核、ハンセン
病、結核等について、正しい知
識の普及啓発のための学習の
機会を継続して提供していく。

健康推進課 健康づくり地域啓発
事業

　あらゆる世代を対象として、
感染症や難病等への正しい
理解の普及啓発活動を継続
して実施。

・あらゆる世代を対象として、感
染症や難病等への正しい理解
の普及啓発活動を継続して実
施。

・あらゆる世代を対象として、感
染症や難病等への正しい理解
の普及啓発活動を継続して実
施。

・あらゆる世代を対象として、感
染症や難病等への正しい理解
の普及啓発活動を継続して実施
していく。

・あらゆる世代を対象として、感
染症や難病等への正しい理解
の普及啓発活動を継続して実
施。 ○

・関係機関と連携して、
感染症や難病等への正
しい理解の普及啓発活
動をしている。 ○

・あらゆる世代を対
象として、感染症や
難病等への正しい理
解の普及啓発活動
ができた。

・あらゆる世代を対象として、感
染症や難病等への正しい理解
の普及啓発活動を継続して実施
していく。

人権政策
課・人権文
化センター

(啓発活動の充実） Ｈ28年度は人権のために学
ぶ同和教育講座において、Ｈ
ＩＶ問題を取り上げ講演会を
開催した。（はばたき）運動体
と協力し、地区学習会参加児
童・家族を中心にハンセン病
療養所「長島愛生園」へ行き
視察研修会を実施した。

・Ｈ29年度は、人権のために学
ぶ同和教育講座でハンセン病
問題を取り上げ、熊本の菊池
恵楓園の太田明さんを講師に
招いた。

・Ｈ30年度は、病気にかかわる
人の人権について市としては
実施していないが、上井地区同
研のハンセン病に関する視察
研修会を支援した。

(はばたき)ハンセン病の特集記
事を二か月にわたり掲載し、啓
発に努めた。

・病気にかかわる人の人権を
テーマに学習機会や情報提供に
努める。

（はばたき）今後も継続して啓発
をしていく。映像資料等も使用し
啓発の機会の提供に努める。

・人権のために学ぶ同和教育
講座でハンセン病問題を取り上
げ、岡山県国立療養所 長島愛
生園歴史館学芸員　田村朋久
さんを講師に招いた。
・ハンセン病について、人権文
化センターだよりで広報を行っ
た。
(はばたき)病気と限定したわけ
ではないが、障がい等とも絡め
て館報掲載をした。映画「あん」
の上映を視聴してもらった。

○

・講座に105人の参加が
あり、アンケート結果は
97.9％が内容に満足と回
答。

(はばたき)ハンセン病を
はじめ現在の病気や障
がいによる差別につい
て、広報や学習会等で話
をしてきた。視聴覚教材
について自主学習教材と
して住民から問い合わせ
が増えた。(評価:○)

○

・講座のテーマにHIV
やハンセン病等を取
り上げ学習機会を提
供した。

(はばたき)自主的に
学びたいという声
が、少しでも直接セ
ンターへ届くように
なった。(評価:○)

・病気にかかわる人の人権を
テーマに学習機会や情報提供に
努める。

(はばたき)今後も継続して啓発し
ていく。学習資料・視聴覚教材に
ついて情報提供していく。

　市民等が、差別や偏見を生まずあらぬ噂に惑
わされないようにするためには、市民等が病気に
ついて正しい理解と知識を持つことが重要であ
り、社会全体の理解を深めるため市民等への啓
発活動の充実に努めます。

健康推進課 健康づくり地域啓発
事業

　あらゆる世代を対象として、
感染症や難病等への正しい
理解の普及啓発活動を継続
して実施。

　・ポスターの掲示

・あらゆる世代を対象として、感
染症や難病等への正しい理解
の普及啓発活動を継続して実
施。

　・ポスターの掲示

・あらゆる世代を対象として、感
染症や難病等への正しい理解
の普及啓発活動を継続して実
施。

・あらゆる世代を対象として、感
染症や難病等への正しい理解
の普及啓発活動を継続して実施
していく。

・あらゆる世代を対象として、感
染症や難病等への正しい理解
の普及啓発活動を継続して実
施。

○

・関係機関と連携して、
感染症や難病等への正
しい理解の普及啓発活
動をしている。

○

・あらゆる世代を対
象として、感染症や
難病等への正しい理
解の普及啓発活動
ができた。

・あらゆる世代を対象として、感
染症や難病等への正しい理解
の普及啓発活動を継続して実施
していく。

3 

医療提
供体制
の充実

安心して保健、医療、福祉や行政のサービスを
受けることができ、権利が保障されるよう関係従
事者理解と資質向上を高めるとともに、医療サー
ビス等の拡充に努めます。

健康推進課 休日急患診療所運
営事業
病院群輪番制運営
事業

　鳥取県中部医師会等との
連携による初期救急医療体
制等の充実、平日夜間の医
療体制確保に加え、休日の
二次救急医療が２４時間確
保できる体制を維持するた
め、継続的な支援及び周知
活動を実施した。
　市報、乳幼児健診等で適正
受診の啓発を実施した

・鳥取県中部医師会等との連
携による初期救急医療体制等
の充実、平日夜間の医療体制
確保に加え、休日の二次救急
医療が２４時間確保できる体制
を維持するため、継続的な支
援及び周知活動を実施した。
・市報、乳幼児健診等で適正受
診の啓発を実施した

・鳥取県中部医師会等との連
携による初期救急医療体制等
の充実、平日夜間の医療体制
確保に加え、休日の二次救急
医療が２４時間確保できる体制
を維持するため、継続的な支
援及び周知活動を実施した。
・市報、乳幼児健診等で適正受
診の啓発を実施した

・鳥取県中部医師会等との連携
による初期救急医療体制等の充
実、平日夜間の医療体制確保に
加え、休日の二次救急医療が２
４時間確保できる体制を維持す
るため、継続的な支援及び周知
活動を実施する。

・鳥取県中部医師会等との連
携による初期救急医療体制等
の充実、平日夜間の医療体制
確保に加え、休日の二次救急
医療が２４時間確保できる体制
を維持するため、継続的な支
援及び周知活動を実施した。
・市報、乳幼児健診等で適正受
診の啓発を実施した

○

・中部地区の救急医療体
制を確保し、継続して医
療サービス等の拡充に
努めた。

○

・鳥取県中部医師会
等との連携による初
期救急医療体制等
のがとれた。平日夜
間の医療体制確保
に加え、休日の二次
救急医療が２４時間
確保できる体制が確
保できた。

・鳥取県中部医師会等との連携
による初期救急医療体制等の充
実、平日夜間の医療体制確保に
加え、休日の二次救急医療が２
４時間確保できる体制を維持す
るため、継続的な支援及び周知
活動を実施する。

□　現状と課題

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

総務課 社会を明るくする運
動

・ 推進大会の開催
・夕方パープルタウン周辺街
頭広報活動を実施
・フリーマーケットを開催し売
り上げを鳥取県更生保護給
産会へ寄付

・ 推進大会の開催
・休日にパープルタウン周辺街
頭広報活動を実施
・フリーマーケットを開催し売り
上げを鳥取県更生保護給産会
へ寄付

・ 推進大会の開催
・休日にパープルタウン周辺街
頭広報活動を実施
・更生チャリティーバザーを開
催し売り上げを鳥取県更生保
護給産会へ寄付

推進大会の開催
 街頭広報活動を実施
 更生チャリティーバザーを開催
し、売り上げを更生保護施設鳥
取県更生保護給産会へ寄付

・ 推進大会の開催
・休日にパープルタウン周辺街
頭広報活動を実施
・更生チャリティーバザーを開
催し売り上げを鳥取県更生保
護給産会へ寄付 ○

・犯罪防止と刑を終えて
出所した人の更生に対
する理解と、市民の偏見
や差別意識の解消に努
めた。

○

推進委員会 ・街頭広
報活動・チャリテー
バザーを開催し、売
り上げを鳥取県更生
保護給産会へ寄付
するなど、「社会を明
るくする運動」の推進
に取り組んだ。　　　　

推進大会の開催
 街頭広報活動を実施
 更生チャリティーバザーを開催
し、売り上げを更生保護施設等
へ寄付
＊令和２年度は新型コロナウイ
ルス感染予防のため接触型の
広報は行わない。

人権政策課 人権啓発 Ｈ28年度は実施していない。 ・Ｈ２９年度は実施していない。 ・Ｈ30年度は実施していない。 ・継続した学習機会や情報提供
に努める。

・学習機会の提供は実施してい
ない。社会を明るくする運動に
ついて、人権文化センターだよ
りで広報を行った。 △

人権文化センターだより
の広報に留まっている。

△

学習機会の提供を
実施していない。

継続した学習機会や情報提供に
努める。

２ 刑を終えて出所した人の人権

　刑を終えて出所した人、罪や非行を犯した人やその家族に対する差別意識や偏見があるため、就職差別や悪意のある噂が流布したり、住居等の確保が困難である等の課題があります。これらの人が通常の社会生活を営む
ためには、本人の更生意欲とあわせて周囲の理解と協力が必要です。

□　主な施策と方向・方針

2 

啓発活
動の充
実

病気に関わる人及びその家族のプライバシーの
権利が保障された日常生活ができるよう、病気に
対する正しい理解と、病気に関わる人に対する
偏見や差別をなくする市民への啓発活動の充実
に努めます。

番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

1 

啓発活
動の推
進

刑を終えて出所した人が社会の一員として円滑
な生活を営むため、本人の更生意欲だけではな
く市民の偏見や差別意識の解消に努めるととも
に、地域社会が理解し協力できるよう「社会を明
るくする運動」を推進します。また、倉吉警察署等
と連携し、犯罪や非行の防止に努めます。
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番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

2 

更生保
護事業
の充実

更生保護についての啓発を行うとともに、更生保
護団体の支援に努めます。

総務課 更生保護活動 保護司会への助成
鳥取県更生保護観察協会へ
補助金を交付

・保護司会への助成
・鳥取県更生保護観察協会へ
補助金を交付

保護司会への助成（516千円）
各種研修会の実施、社会を明
るくする運動の推進、各種団体
組織との連携強化
・保護司数39人（中部管内56
人）
・保護観察者数7人（中部管内
12人）
鳥取県更生保護観察協会へ補
助金を交付（27千円）
更生事業の啓発活動、社会を
明るくする運動の推進及び犯
罪予防活動

保護司会への助成（514千円）
各種研修会の実施、社会を明る
くする運動の推進、各種団体組
織との連携強化
鳥取県更生保護観察協会へ補
助金を交付（27千円）
更生事業の啓発活動、社会を明
るくする運動の推進及び犯罪予
防活動

保護司会への助成（514千円）
各種研修会の実施、社会を明
るくする運動の推進、各種団体
組織との連携強化
・保護司数39人（中部管内54
人）
・保護観察者数6人（中部管内9
人）
鳥取県更生保護観察協会へ補
助金を交付（27千円）
更生事業の啓発活動、社会を
明るくする運動の推進及び犯
罪予防活動

○

・更生保護についての啓
発を行い、更生保護団体
の支援に努めた。

○

保護司会・鳥取県更
生保護観察協会へ
の助成を実施し更生
保護団体の支援に
取り組んだ。

保護司会への助成（515千円）
各種研修会の実施、社会を明る
くする運動の推進、各種団体組
織との連携強化
鳥取県更生保護観察協会へ補
助金を交付（27千円）
更生事業の啓発活動、社会を明
るくする運動の推進及び犯罪予
防活動

□　現状と課題

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

防災安全課 　犯罪被害者支援団
体助成事業

犯罪被害者に関する研修の
パンフレット等の掲示、配布
等を実施した。

・犯罪被害者に関する研修の
パンフレット等の掲示、配布等
を実施した。

リーフレット、チラシの配布等に
より啓発活動を行った。

リーフレット、チラシの配布等に
より啓発活動を行う。

リーフレット、チラシの配布等に
より啓発活動を行った。

○

計画どおり実施した。

○

計画どおり実施し
た。

リーフレット、チラシの配布等に
より啓発活動を行う。

人権政策課 Ｈ28年度は、同和教育推進
員研修会において性暴力被
害者支援をテーマに研修会
を開催した。

・Ｈ29年度は取り組めていな
い。

・Ｈ30年度は取り組めていな
い。

・継続した学習機会や情報提供
に努める。

被害者支援研修を職員が受講
した。

△

今後の啓発等に活かす
ため２名が受講。

△

・継続して取り組めて
いない。

継続した学習機会や情報提供に
努める。

防災安全課 　犯罪被害者支援団
体助成事業

とっとり被害者支援センター
への負担金を支出した。

・とっとり被害者支援センターへ
の負担金を支出した。

とっとり被害者支援センターへ
の負担金の支出を行った。

とっとり被害者支援センターへの
負担金の支出を行う。

とっとり被害者支援センターへ
の負担金の支出を行った。

○

計画どおり実施した。

○

計画どおり実施し
た。

とっとり被害者支援センターへの
負担金の支出を行う。

人権政策課 人権啓発 Ｈ28年度は取り組めていな
い。

・Ｈ29年度は取り組めていな
い。

・Ｈ30年度は取り組めていな
い。

・とっとり被害者支援センターへ
の活動支援に努める。

取り組めていない。

-

取り組めていない。

-

取り組めていない。 とっとり被害者支援センターへの
活動支援に努める。

□　現状と課題

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

商工観光課 啓発活動促進事業 同和問題企業連絡会活動と
して、各種研修会に参加し
た。

・同和問題企業連絡会活動とし
て、各種研修会に参加した。

・同和問題企業連絡会活動とし
て各種研修会に参加し、性的
マイノリティの人権について認
識を深めた。特に、当会総会に
おいて性的マイノリティをテー
マとした講演会を開催し、正し
い知識の理解に努めた。

雇用分野における差別や性区
分を前提とした社会生活上の制
約について、企業への啓発を進
めるために会員企業中心に研修
会を計画・実施する。

・倉吉市人権啓発企業連絡会
活動として各種研修会に参加
し、性的マイノリティの人権につ
いて認識を深めた。

○

毎年取組んでおり、企業
に広く浸透している。

○

毎年取組んでおり、
企業に広く浸透して
いる。

雇用分野における差別や性区
分を前提とした社会生活上の制
約について、企業への啓発を進
めるために会員企業中心に研修
会を計画・実施する。

３ 犯罪被害者等の人権

（１）鳥取県の取り組み　　
　２００８年（平成２０）６月に、県では犯罪のない安全で安心なまちづくりを推進するため、鳥取県犯罪のないまちづくり推進条例が制定され、被害者の支援施策を実施することを定め、その具体的支援策定を盛り込んだ鳥取県
犯罪のないまちづくり推進計画を２００９年（平成２１）３月に策定しています。
　具体的には、２００８年（平成２０）６月にとっとり被害者支援センターが開設され、同年１０月から被害者からの相談対応や具体的な支援活動が行われています。
（２）被害者の現状
　殺人、強盗、強姦等の犯罪や交通事故により、多くの方々が被害者となっています。これまで、被害者に対する社会の理解は十分とは言えず、被害者は犯罪による身体的、精神的、経済的な直接被害だけではなく、捜査や
裁判の過程での精神的・時間的負担、周囲の人々の噂や中傷等、被害後に生じる被害（二次被害）に苦しめられてきました。

□　主な施策と方向・方針

４ 性的マイノリティの人権

性同一性障がいのある人（*）、同性愛者、異性装者、両性の特徴を併せ持つ状態の人等の性的マイノリティは、雇用面における差別や性区分を前提とした社会生活上の制約を受けるなどの問題があります。
「性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律」により戸籍上の性別変更が可能となり、本市では、各種啓発活動とともに、平成１５（２００３）年度には性同一性障がいの人の人権保護として、印鑑登録証明書等７９件の
行政文書から性別記載の削除を行っています。
平成２４（２０１２）年度の人権・同和問題に関する市民意識調査結果では、「性的マイノリティーの意味や違いを知っていますか」という質問に、「よくわからない」２６．３％、「理解したくない」１０．８％、「まったくわからない」９．９％
という回答でした。このことから、一般的に性的マイノリティへの理解度は高いとは言えない状況があります。

□　主な施策と方向・方針

番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

1 

啓発活
動の推
進

　社会全体で被害者の人権擁護と支援をする社
会づくりを推進するため、倉吉警察署等と連携
し、市民等への啓発に努めます。

2 

とっとり
被害者
支援セン
ターへの
支援

　とっとり被害者支援センターへの活動支援に努
めます。

番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

1 啓発活
動の促
進

性的マイノリティの人々への差別や偏見が解消さ
れるよう、関係機関・団体と連携・協働して、「雇
用の分野における男女の均等な機会及び待遇
の確保等に関する法律」の制度を含め企業への
啓発や市民への正しい認識と理解を進めます。
小中学校では、児童生徒の発達段階に即して、
性的マイノリティの児童生徒の不安や悩みを受
け止め、その対応に努めます。そして、生命尊
重、人権尊重の精神に基づき、多様な性の在り
方について考えさせ、望ましい行動がとれる教育
に努めます。

37



番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

学校教育課 児童生徒一人一人を
大切にした人権同和
教育の推進

市集会等の研修案内の情報
提供を行った。

・中学校では、ＬＧＢＴ等に関す
る研修の機会を設けたり、ＬＧ
ＢＴ等に対する正しい知識と理
解を深める学習を行った学校
が数校あった。
・市集会等の研修案内の情報
提供を行った。

・中学校では、ＬＧＢＴ等性的マ
イノリティの人に関する授業が
人権学習の中で実施され、保
護者の関心も高まった。
・市集会等の研修会の情報提
供を行い、多くの保護者の参加
があった。

・教職員に対し、性的マイノリティ
の児童生徒の不安や悩みを受
け止め、その対応ができるよう、
ＬＧＢＴ等に関する研修の機会や
情報提供をおこなう。
・ＬＧＢＴ等に対する正しい知識と
理解を深める学習を推進する。

・教職員に対し、性的マイノリ
ティの児童生徒の不安や悩み
を受け止め、その対応ができる
よう、ＬＧＢＴ等に関する研修の
機会や情報提供をおこなった。
・ＬＧＢＴ等に対する正しい知識
と理解を深める学習を推進し、
各中学校で道徳や学級活動・
総合的な学習の中で取り組ま
れた。

○

・ＬＧＢＴ等に対する正し
い知識と理解を深める学
習が行われた。
・学校によっては、女子
のズボン着用などＬＧＢＴ
等に配慮した対応につい
て協議されている。 ○

・教職員のＬＧＢＴ等
に対する正しい認識
が深まり、ＬＧＢＴ等
に関する研修や学習
が増えている。

・教職員に対し、ＬＧＢＴ等に関す
る研修の機会や情報提供を行
う。
・ＬＧＢＴ等に対する正しい知識と
理解を深める学習を推進する。

人権政策
課・人権文
化センター

人権啓発 市人研の広報紙に取り上げ
た。（はばたき）鳥取大学見
学の際、「虹色ラクダの会」の
方から中学生に活動を話して
もらった。

・市人研や人権文化センターの
広報紙に取り上げ啓発を行っ
た。
・(はばたき）福吉児童センター
と協働でドキュメンタリー映画
上映会を開催。中高校生に上
映スタッフとして参加をしてもら
い、地域住民へ啓発を行った。

・市人研や人権文化センターの
広報紙に性的マイノリティを取
り上げ啓発を行った。また、は
ばたき人権文化センターは、市
民と協力してＬＧＢＴに関する映
画上映会等を開催。

(はばたき)性的マイノリティの問
題に関心を持たれた方の疑問
等にお答えをしてきた。学習資
料の紹介もしてきた。
啓発としてまだまだ不十分であ
るが、疑問を問われる方も出て
きて良い傾向だと感じている。

・継続した学習機会や情報提供
に努める。
・他団体等と共同により学習機
会の提供に努める。

(はばたき)館報に啓発記事を掲
載。様々な学習機会を通して情
報発信と啓発の継続。児童セン
ターとともに子どもたちへも啓発
をしていく。

・人権のために学ぶ同和教育
講座でLGBTと子どもの人権問
題を取り上げ、講師に山口颯
一さん（一般社団法人ELLY代
表）を招いた。
・市報等の広報紙に取り上げ
啓発を行った。

(はばたき)館報に啓発記事を
掲載した。他団体や児童セン
ターとともに子どもから大人ま
でを対象に啓発活動をした。解
放文化祭の共同作品として
LGBTを題材とした作品を作成
し出展した。

○

・LGBTをテーマとした講
座に126人の参加があ
り、アンケート結果は
96.6％が満足と回答。

(はばたき)館報に記事を
掲載。子どもたちへ絵本
を通じて啓発を進め、地
域や保護者へ解放文化
祭の作品でアピールをし
た。(評価:△)

○

・継続して啓発を
行っている。

(はばたき)啓発とし
ては、不十分であ
る。子どもたちととも
に考え、職員自らも
意識を変えていく取
り組みにしなければ
ならない。今後も継
続した啓発を推進し
ていかなければなら
ない。(評価:△)

・継続した学習機会や情報提供
に努める。
・他団体等と共同により学習機
会の提供に努める。

(はばたき)継続して啓発と学習
機会の提供をしていく。学びを実
践に変えていくよう努力する。学
習教材の発掘と提供をしていく。

□　現状と課題

□事業計画 （平成２８(２０１６)年度～令和２（２０２０）年度）

防災安全課 拉致被害者帰国支
援

・平成29年度中の拉致被害者
の帰国なし

拉致被害者の帰国なし 拉致被害者が救出され生還した
場合、自立支援と生活基盤の再
建等、県と協力、連携した取組を
行う。

拉致被害者の帰国なし

○

拉致被害者の帰国なし

○

拉致被害者の帰国
なし

拉致被害者が救出され生還した
場合、自立支援と生活基盤の再
建等、県と協力、連携した取組を
行う。

人権政策課 人権啓発 Ｈ28年度は取り組めていな
い。

・Ｈ29年度は取り組めていな
い。

・Ｈ30年度は取り組めていな
い。

・継続した学習機会や情報提供
に努める。

全国人権擁護員連合会主催の
「拉致問題を考える講演会とコ
ンサートの集い」を関係機関、
市民へ広報を行った。また、市
公用バスを利用して市民10人
が参加した。

○

「拉致問題を考える講演
会とコンサートの集い」の
広報と参加者支援を行っ
た。

△

継続して取り組めて
いない。

学習機会や情報提供に努める。

５ 拉致被害者等の人権

北朝鮮当局による拉致問題について国は１７名を拉致被害者として認定しています。しかし、何ら進展が見られず、拉致被害者家族も高齢化が進み一日も早い全面解決が望まれています。県内にも拉致被害者として認定され
た松本京子さんをはじめ、拉致された疑いのある方が４名います。
本市においても、人権問題として拉致問題に対する市民の関心と認識を深めるため、拉致問題啓発パネル展や講演会等が開催されています。

□　主な施策と方向・方針

番
号

項目名 内容 担当課 事業名 平成２８年度の事業実績報告 平成２９年度の事業実績報告 平成３０年度の事業実績報告 令和元年度以降の事業計画 令和元年度の事業実績報告
Ｒ１

評価
Ｒ１

評価理由

H28～
R1総合
評価

H28～R1
総合評価理由

令和２年度以降の事業計画

1 

啓発活
動の推
進

拉致問題に対する市民の認識を深めるため、
県、他市町村、関係団体と連携しながら学習機
会や情報提供に努め、啓発活動を積極的に進め
ます。
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